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39 条 地震による損傷の防止 

41 条 火災による損傷の防止 

共通 重大事故等対処設備 

44 条 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 

45 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

46 条 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

47 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

48 条 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

49 条 原子炉格納容器内の冷却等のための設備 

50 条 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

51 条 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 

52 条 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

53 条 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

54 条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

55 条 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 

56 条 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 

57 条 電源設備 

58 条 計装設備 

59 条 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備 

60 条 監視測定設備 

61 条 緊急時対策所 

62 条 通信連絡を行うために必要な設備 

その他 原子炉圧力容器，原子炉格納容器，燃料貯蔵設備，非常用取水設備， 

原子炉棟 

下線は，今回の提出資料を示す。 
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39-1 重大事故等対処設備の設備分類
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重大事故等対処設備の設備分類 

設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

１．原子炉本体 

原子炉圧力容器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

重大事故時に対処する

ための流路又は注水先，

注入先，排出元等 

39-1-1
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

２．核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

燃料プール 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

重大事故時に対処する 

ための流路又は注水先， 

注入先，排出元等 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

・可搬型重大事故緩和設備

燃料プールスプレイ系

（可搬型）による常設 

スプレイヘッダまたは 

可搬型スプレイノズル 

を使用した燃料プール 

注水及びスプレイ 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

・可搬型重大事故緩和設備

可搬型ストレーナ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

・可搬型重大事故緩和設備

常設スプレイヘッダ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

燃料プールスプレイ系

（可搬型）による常設 

スプレイヘッダ 

を使用した燃料プール 

注水及びスプレイ 

燃料プールスプレイ系配

管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

可搬型スプレイノズル 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

・可搬型重大事故緩和設備

燃料プールスプレイ系

（可搬型）による 

可搬型スプレイノズル 

を使用した燃料プール 

注水及びスプレイ 

燃料プール水位（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

燃料プールの監視 
燃料プール水位・温度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

燃料プール監視カメラ（Ｓ

Ａ）（燃料プール監視カメラ
用冷却設備を含む。） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

燃料プール冷却ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

重大事故時における 

燃料プールの除熱 

燃料プール冷却系熱交換器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

移動式代替熱交換設備 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

原子炉補機冷却系 配管・弁

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

原子炉補機冷却系 サージ

タンク [流路]

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

燃料プール冷却系 配管・弁

流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

燃料プール冷却系スキマサ

ージタンク ［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

燃料プール冷却系 ディフ

ューザ［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

ホース・接続口［流路］ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

39-1-2
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

３．原子炉冷却系統施設 

高圧原子炉代替注水ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

高圧原子炉代替注水

系による原子炉の冷

却 

高圧原子炉代替注水系（蒸気

系） 配管・弁［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

主蒸気系 配管［流路］ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

原子炉隔離時冷却系（蒸気

系） 配管・弁［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

高圧原子炉代替注水系（注水

系） 配管・弁［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

残留熱除去系 配管・弁・ス

トレーナ［流路］

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

原子炉隔離時冷却系（注水

系） 配管・弁［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

原子炉浄化系 配管［流路］ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

給水系 配管・弁・スパージ

ャ［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

原子炉隔離時冷却ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

原子炉隔離時冷却系

による原子炉の冷却 

原子炉隔離時冷却系（蒸気

系） 配管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

主蒸気系 配管[流路] 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

原子炉隔離時冷却系（注水

系） 配管・弁・ストレーナ 

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

原子炉浄化系 配管 [流路] 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

給水系 配管・弁・スパージ

ャ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

高圧炉心スプレイポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張） 高圧炉心スプレイ系

による原子炉の冷却 高圧炉心スプレイ系  配

管・弁・ストレーナ・スパー

ジャ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

逃がし安全弁[操作対象弁] 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

逃がし安全弁 

逃がし安全弁逃がし弁機能

用アキュムレータ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

逃がし安全弁 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

主蒸気系 配管・クエンチャ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓ，Ｂクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

逃がし安全弁用窒素ガスボ

ンベ

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備
逃がし安全弁窒素ガ

ス供給設備による作

動窒素ガス確保
逃がし安全弁逃がし弁機能

用アキュムレータ[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

残留熱除去系注水弁 

（MV222-5A） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

インターフェイスシ

ステム LOCA 隔離弁

原子炉建物ブローアウトパ

ネル

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 原子炉建物ブローア

ウトパネル

低圧原子炉代替注水ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

低圧原子炉代替注水

系（常設）による原

子炉の冷却 

低圧原子炉代替注水系 配

管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

残留熱除去系 配管・弁[流

路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

・可搬型重大事故緩和設備

低圧原子炉代替注水

系（可搬型）による

原子炉の冷却 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

・可搬型重大事故緩和設備

低圧原子炉代替注水系 配

管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｂクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

残留熱除去系 配管・弁[流

路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

低圧炉心スプレイポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）
低圧炉心スプレイ系 

低圧炉心スプレイ系  配

管・弁・ストレーナ・スパー

ジャ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

残留熱除去ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）
低圧注水 

残留熱除去系  配管・弁・

ストレーナ[流路]

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

残留熱除去ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却

モード）

残留熱除去系  配管・弁・

ジェットポンプ 

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

残留熱除去系熱交換器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

原子炉再循環系 配管[流

路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却

モード）
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

原子炉補機冷却水ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉補機冷却系 

（区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ） 
※水源は海を使用 

原子炉補機冷却系 配管・

弁・海水ストレーナ [流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉補機冷却系 サージ

タンク[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉補機冷却系熱交換器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉補機海水ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

移動式代替熱交換設備 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

原子炉補機代替冷却
系による除熱 

※水源は海を使用 

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

原子炉補機冷却系 配管・弁

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

原子炉補機冷却系サージタ

ンク [流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

残留熱除去系熱交換器 

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

高圧炉心スプレイ補機冷却

水ポンプ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉補機 
冷却系 

（区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ） 

※水源は海を使用 

高圧炉心スプレイ補機冷却

系 配管・弁・海水ストレー

ナ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧炉心スプレイ補機冷却

系サージタンク[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧炉心スプレイ補機冷却

系熱交換器 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧炉心スプレイ補機海水

ポンプ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

サプレッション・チェンバ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

重大事故等収束のた

めの水源 

※水源としては海も 

使用可能 低圧原子炉代替注水槽 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

水の供給 

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

ホース[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

可搬型ストレーナ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

４．計測制御系統施設 

ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入

機能） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

代替制御棒挿入機能に

よる制御棒緊急挿入 

制御棒 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

制御棒駆動機構 

（水圧駆動） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

制御棒駆動水圧系水圧制御

ユニット 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

制御棒駆動水圧系 配管・弁

［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

ATWS 緩和設備（代替原子炉再循

環ポンプトリップ機能） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 代替原子炉再循環 

ポンプ停止による 

原子炉出力抑制 

ほう酸水注入ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ほう酸水注入 

ほう酸水貯蔵タンク 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ほう酸水注入系 配管・弁

［流路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

差圧検出・ほう酸水注入系配

管（原子炉圧力容器内部）［流

路］ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

代替自動減圧ロジック 

（代替自動減圧機能） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

原子炉減圧の 

自動化 

自動減圧起動阻止スイッチ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

代替自動減圧起動阻止スイ

ッチ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

逃がし安全弁逃がし弁機能

用アキュムレータ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

逃がし安全弁 

逃がし安全弁窒素ガス供給

系 配管・弁[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

逃がし安全弁窒素ガス

供給設備による作動窒

素ガス確保 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉圧力容器内の

温度 

原子炉隔離時冷却ポンプ出

口流量 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

原子炉圧力容器への

注水量 

代替注水流量（常設） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

代替注水流量（可搬型） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

高圧炉心スプレイポンプ出

口流量 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

低圧炉心スプレイポンプ出

口流量 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

残留熱除去ポンプ出口流量 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 
原子炉圧力容器への

注水量 
高圧原子炉代替注水流量 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系原子炉注

水流量 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

代替注水流量（常設） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉格納容器への

注水量 

代替注水流量（可搬型） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系格納容器

スプレイ流量 

重大事故等対処施設 

 

・常設重大事故緩和設備 

ドライウェル温度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

原子炉格納容器内の

温度 

サプレッション・チェンバ温

度（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

サプレッション・プール水温

度（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ペデスタル温度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 原子炉格納容器内の

圧力 サプレッション・チェンバ圧

力（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ドライウェル水位 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
原子炉格納容器内の

水位 
サプレッション・プール水位

（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ペデスタル水位 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

格納容器水素濃度 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
原子炉格納容器内の

水素濃度 
格納容器水素濃度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器酸素濃度 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 
原子炉格納容器内の

酸素濃度 
格納容器酸素濃度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

平均出力領域計装 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 未臨界の維持又は監

視 中性子源領域計装 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

サプレッション・プール水温

度（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故防止設備 

最終ヒートシンクの

確保（残留熱代替除

去系） 

残留熱除去系熱交換器出口

温度 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系原子炉注

水流量 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系格納容器

スプレイ流量 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去ポンプ出口流量 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 最終ヒートシンクの

確保（残留熱除去系） 残留熱除去系熱交換器入口

温度 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

残留熱除去系熱交換器出口

温度 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

最終ヒートシンクの

確保（残留熱除去系） 

スクラバ容器圧力 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

最終ヒートシンクの

確保（格納容器フィ

ルタベント系） 

スクラバ容器水位 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

スクラバ水ｐＨ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

第１ベントフィルタ出口水

素濃度 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

残留熱除去ポンプ出口圧力 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

格納容器バイパスの

監視（原子炉建物内

の状態） 

原子炉圧力 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器バイパスの

監視（原子炉圧力容

器内の状態） 

原子炉圧力（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉水位（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ドライウェル温度（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
格納容器バイパスの

監視（原子炉格納容

器内の状態） 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水槽水位 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
水源の確保 

サプレッション・プール水位 

（ＳＡ） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉建物水素濃度 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 原子炉建物内の水素

濃度 

静的触媒式水素処理装置入

口温度 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

静的触媒式水素処理装

置による水素濃度抑制 静的触媒式水素処理装置出

口温度 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

可搬型計測器 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

温度，圧力，水位，

注水量の計測・監視 

ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二

次側圧力 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

その他 

Ｎ２ガスボンベ圧力 重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

原子炉補機冷却ポンプ圧力 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

ＲＣＷ熱交換出口温度 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

ＲＣＷサージタンク水位 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

Ｃ－メタクラ母線電圧 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

39-1-8

11



 

設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

Ｄ－メタクラ母線電圧 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

その他 

ＨＰＣＳ－メタクラ母線電

圧 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ＨＰＣＳ－コントロールセ

ンタ母線電圧 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ｂ１－１１５Ｖ系蓄電池（Ｓ

Ａ）電圧 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ａ－１１５Ｖ系直流盤母線

電圧 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

Ｂ－１１５Ｖ系直流盤母線

電圧 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

２３０Ｖ系直流盤（ＲＣＩ

Ｃ）母線電圧 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機電圧 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

高圧発電機車電圧 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

高圧発電機車周波数 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

原子炉圧力 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉圧力容器内の

圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

原子炉水位（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

燃料プール監視カメラ（Ｓ

Ａ）（燃料プール監視カメラ

用冷却設備を含む。） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 燃料プールの監視 

プラントパラメータ監視装

置（中央制御室待避室） 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備） 

居住性の確保 

差圧計 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備） 

酸素濃度計 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備） 

二酸化炭素濃度計 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備） 

ＬＥＤライト（三脚タイプ） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備） 
照明の確保 

安全パラメータ表示システ

ム（ＳＰＤＳ） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

発電所内の通信連絡 

有線式通信設備 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

無線通信設備（固定型） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

発電所内の通信連絡 

無線通信設備（携帯型） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

衛星電話設備（固定型） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

衛星電話設備（携帯型） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備（防止

でも緩和でもない設備） 

無線通信設備（屋外アンテ

ナ）[伝送路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

衛星通信設備（屋外アンテ

ナ）[伝送路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

無線通信装置[伝送路] 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

有線[伝送路] 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

データ伝送設備 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

衛星電話設備（屋外アンテ

ナ）[伝送路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

衛星無線通信装置[伝送路] 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 

有線[伝送路] 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備（防止で

も緩和でもない設備） 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

５．放射線管理施設 

中央制御室待避室 重大事故等対処施設 （重大事故等対処施設） 

居住性の確保 

中央制御室遮蔽 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

中央制御室待避室遮蔽 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備

再循環用ファン 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

チャコール・フィルタ・ブー

スタ・ファン

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

非常用チャコール・フィル

タ・ユニット

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

中央制御室換気系 ダンパ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

中央制御室換気系 ダクト

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

中央制御室待避室空気ボン

ベ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備

中央制御室待避室空気ボン

ベ（配管・弁）［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備

格納容器雰囲気放射線モニ

タ（ドライウェル）

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備 原子炉格納容器内の

放射線量率 格納容器雰囲気放射線モニ

タ（サプレッション・チェン

バ） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

第１ベントフィルタ出口放

射線モニタ（高レンジ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

最終ヒートシンクの

確保（格納容器フィ

ルタベント系）

可搬式モニタリング・ポスト 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)
放射線量の代替測定 

データ表示装置（伝送路） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

（防止でも緩和でもない設備）

ＧＭ汚染サーベイ・メータ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

放射性物質の濃度の代

替測定 

ＮａＩシンチレーション・サ

ーベイ・メータ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

可搬式ダスト・よう素サンプ

ラ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

可搬式モニタリング・ポスト 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

（防止でも緩和でもない設備）

放射線量の測定 

電離箱サーベイ・メータ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

（防止でも緩和でもない設備）

小型船舶 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

（防止でも緩和でもない設備）

データ表示装置（伝送路） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

（防止でも緩和でもない設備）
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

ＧＭ汚染サーベイ・メータ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

放射性物質濃度（空気

中・水中・土壌中）及び

海上モニタリング 

ＮａＩシンチレーション・サ

ーベイ・メータ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

可搬式ダスト・よう素サンプ

ラ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

α・β線サーベイ・メータ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

小型船舶 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

可搬式気象観測装置 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備) 気象観測項目の代替測

定 データ表示装置（伝送路） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

（防止でも緩和でもない設備）

燃料プールエリア放射線モ

ニタ（高レンジ・低レンジ）

（ＳＡ）

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備 燃料プールの監視 

緊急時対策所遮蔽 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備

居住性の確保 

緊急時対策所空気浄化フィ

ルタユニット

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備

緊急時対策所空気浄化送風

機 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備

緊急時対策所空気ボンベ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備

緊急時対策所空気浄化装置

用可搬型ダクト[流路] 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備

緊急時対策所空気浄化装置

（配管・弁） [流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備

緊急時対策所空気ボンベ可

搬型配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備

緊急時対策所空気ボンベ（配

管・弁） [流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

６．原子炉格納施設 

原子炉格納容器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

重大事故等に対処す

るための流路又は注

水先，注入先，排出

元等 原子炉棟 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器代替スプレイ

系（常設）による原子炉

格納容器内の冷却 

低圧原子炉代替注水系 配

管・弁 [流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去系 配管・弁 [流

路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器スプレイ・ヘッダ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

格納容器代替スプレイ

系（可搬型）による原子

炉格納容器内の冷却 

可搬型ストレーナ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

残留熱除去系 配管・弁 [流

路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器代替スプレイ系 

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器スプレイ・ヘッダ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

第１ベントフィルタスクラ

バ容器 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器フィルタベン

ト系による原子炉格納

容器内の減圧及び除熱 

第１ベントフィルタ銀ゼオ

ライト容器 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

圧力開放板 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器フィルタベント系 

配管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

窒素ガス制御系 配管・弁

[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用ガス処理系 配管・弁

[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

遠隔手動弁操作機構 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系によ

る原子炉格納容器内の

減圧及び除熱 

残留熱除去系熱交換器 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

移動式代替熱交換設備 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

原子炉補機冷却系配管・弁

［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

原子炉補機冷却系サージタ

ンク［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去系配管・弁・スト

レーナ［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

残留熱代替除去系 配管・ 

弁［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

残留熱代替除去系によ

る原子炉格納容器内の

減圧及び除熱 

低圧原子炉代替注水系 配

管・弁［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

格納容器スプレイ・ヘッダ

［流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

ホース・接続口［流路］ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

ペデスタル代替注水系

（常設）によるペデスタ

ル内注水 

コリウムシールド 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

低圧原子炉代替注水系 配

管・弁 [流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

残留熱除去系 配管・弁 [流

路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

格納容器スプレイ・ヘッダ

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

大量送水車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

ペデスタル代替注水系

（可搬型）によるペデス

タル内注水 

コリウムシールド 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

ペデスタル代替注水系 配

管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

可搬式窒素供給装置 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 
窒素ガス代替注入系に

よる原子炉格納容器内

の不活性化 

窒素ガス代替注入系  配

管・弁[流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

静的触媒式水素処理装置 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 静的触媒式水素処理装

置による水素濃度抑制 

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 大気への放射性物質

の拡散抑制 

※水源は海を使用 

ホース[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

放水砲 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

大型送水ポンプ車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 
航空機燃料火災への

泡消火 

※水源は海を使用 

ホース[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

放水砲 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

泡消火薬剤容器 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

放射性物質吸着材 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 
海洋への放射性物質

の拡散抑制 
シルトフェンス 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

小型船舶 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 

サプレッション・チェンバ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 
重大事故等収束のため

の水源 
低圧原子炉代替注水槽 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用ガス処理系排気ファ

ン 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

被ばく線量の低減 

前置ガス処理装置[流路] 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

後置ガス処理装置[流路] 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

非常用ガス処理系配管・弁

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

非常用ガス処理系用排気筒 

[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故緩和設備 

排気管[流路] 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

原子炉建物ブローアウトパ

ネル閉止装置 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

残留熱除去ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

(設計基準拡張) 

サプレッション・プ

ール水の冷却 

残留熱除去系熱交換器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

(設計基準拡張) 

残留熱除去系 配管・弁・ス

トレーナ[流路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

(設計基準拡張) 

可搬式窒素供給装置 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 格納容器フィルタベ

ント系による原子炉

格納容器内の水素ガ

ス及び酸素ガスの排

出 

ホース・接続口[流路] 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

７．非常用電源設備 

SRV 用電源切替盤 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 可搬型直流電源による

減圧 

ガスタービン発電機 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

常設代替交流電源設備

による給電 

ガスタービン発電機用サー

ビスタンク 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用燃料

移送ポンプ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用燃料

移送 配管・弁[燃料流路] 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用軽油

タンク 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用ディーゼル発電機 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

非常用交流電源設備 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

ディーゼル燃料貯蔵タンク 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

ディーゼル燃料デイタンク 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

ディーゼル燃料移送ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

非常用ディーゼル発電機燃

料移送系 配管・弁[燃料流

路] 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料移送系 配

管・弁[燃料流路] 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

（設計基準拡張） 

 

高圧発電機車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

可搬型代替交流電源設

備による給電 

ガスタービン発電機用軽油

タンク 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

タンクローリ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

ガスタービン発電機用軽油

タンク出口ノズル・弁［燃料

流路］ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ホース［燃料流路］ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備 

・可搬型重大事故緩和設備 

Ｂ－115V 系蓄電池 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

非常用直流電源 

Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

ＳＡ用 115V 系蓄電池 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

Ｂ－115V 系充電器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

非常用直流電源 

Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

ＳＡ用 115V 系充電器 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

230V 系充電器（ＲＣＩＣ） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

SA 用 115V 系蓄電池 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備 常設代替直流電源設

備による給電 SA 用 115V 系充電器 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

A－115V 系蓄電池 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

非常用直流電源設備 

B－115V 系蓄電池 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

B1－115V 系蓄電池（SA） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

230V系蓄電池（ＲＣＩＣ） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

高圧炉心スプレイ系蓄電池 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

A－原子炉中性子計装用蓄

電池 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

B－原子炉中性子計装用蓄

電池 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

A－115V 系充電器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

B－115V 系充電器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

B1－115V 系充電器（SA） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

230V 系充電器（ＲＣＩＣ） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

高圧炉心スプレイ系充電器 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

A－原子炉中性子計装用充

電器 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

B－原子炉中性子計装用充

電器 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）

高圧発電機車 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

・可搬型重大事故緩和設備

可搬型直流電源設備に

よる給電 
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

可搬型直流電源設備に

よる給電 

SA 用 115V 系充電器 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

230V 系充電器（常用） 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

ガスタービン発電機用軽油

タンク

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

タンクローリ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

・可搬型重大事故緩和設備

ガスタービン発電機用軽油

タンク出口ノズル・弁［燃料

流路］

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

ホース［燃料流路］ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故防止設備

・可搬型重大事故緩和設備

緊急用メタクラ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

代替所内電気設備によ

る給電 

メタクラ切替盤 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

高圧発電機車接続プラグ収

納箱 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

ＳＡロードセンタ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

ＳＡ１コントロールセンタ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

ＳＡ２コントロールセンタ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

充電器電源切替盤 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

ＳＡ電源切替盤 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

重大事故操作盤 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

緊急用メタクラ接続プラグ

盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

非常用高圧母線 C 系 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

非常用高圧母線 D 系 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Ｓクラス

・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

Ｂ－１１５Ｖ蓄電池 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

所内常設蓄電式直流

電源設備による給電 

Ｂ１－１１５Ｖ系蓄電池（Ｓ

Ａ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

２３０Ｖ系蓄電池（ＲＣＩ

Ｃ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

Ｂ１－１１５Ｖ系充電器（Ｓ

Ａ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

２３０Ｖ系充電器（ＲＣＩ

Ｃ） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備

緊急時対策所用発電機 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備
電源の確保 

可搬ケーブル 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

緊急時対策所発電機接続プ

ラグ盤

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備

電源の確保 

緊急時対策所低圧母線盤 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備

緊急時対策所用燃料地下タ

ンク

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備

ダンクローリ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備

ホース 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

８．非常用取水設備 

取水口 屋外重要土木構造物 

重大事故等対処施設 

・常設重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

非常用取水設備 
取水管 屋外重要土木構造物 

重大事故等対処施設 

・常設重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備

取水槽 屋外重要土木構造物 

重大事故等対処施設 

・常設重大事故防止設備

・常設重大事故緩和設備
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設備名称 施設区分 
耐震重要度分類 

設備分類 
備考 

９．緊急時対策所 

差圧計 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備
(防止でも緩和でもない設備)

居住性の確保 

二酸化炭素濃度計 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備
(防止でも緩和でもない設備)

酸素濃度計 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備
(防止でも緩和でもない設備)

可搬式エリア放射線モニタ 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備

可搬式モニタリング・ポスト 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

無線通信設備（固定型） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備

通信連絡（緊急時対

策所） 

無線通信設備（携帯型） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故緩和設備

衛星電話設備（固定型） 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

衛星電話設備（携帯型） 重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

統合原子力防災ネットワー

クに接続する通信連絡設備

重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

無線通信装置［伝送路］ 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備

（防止でも緩和でもない設備）

無線通信設備（屋外アンテ

ナ）［伝送路］ 

重大事故等対処施設 ・可搬型重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

衛星無線通信装置［伝送路］ 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備

（防止でも緩和でもない設備）

衛星電話設備（屋外アンテ

ナ）［伝送路］ 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

有線[伝送路] 重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)

統合原子力防災ネットワー

クに接続する通信連絡設備

重大事故等対処施設 ・常設重大事故等対処設備

(防止でも緩和でもない設備)
発電所外の通信連絡 
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39－2 設計用地震力 
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設計用地震力 

重大事故等対処施設に適用する設計用地震力（動的地震力，静的地震力）に

ついて，施設区分に応じて以下のとおり示す。 

1.静的地震力

静的地震力は，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

及び当該設備が設置される重大事故等対処施設に適用するものとし，以下の地

震層せん断力係数及び震度に基づき算定する。 

種別 
(注１) 

施設区分 

(注２) 

耐震クラス 

(注３) 

地震層せん断力係数

及び水平震度 

鉛直震度 

建物・ 

構築物 

② Ｂ 1.5Ｃi － 

② Ｃ 1.0Ｃi － 

機器・ 

配管系 

① Ｂ 1.8Ｃi － 

① Ｃ 1.2Ｃi － 

土木構造物 ① Ｃ 1.0Ｃi － 

（注１）重大事故等対処施設の施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備 

②：①が設置される重大事故等対処施設

（注２）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設

備が属する耐震重要度分類のクラス 

（注３）Ｃi：標準せん断力係数を 0.2とし，建物・構築物の振動特性及び地

盤の種類等を考慮して求められる値で次式に基づく。 

Ｃi＝Ｒt・Ａi・Ｃo 

Ｒt：振動特性係数 

Ａi：Ｃiの分布係数 

Ｃo：標準せん断力係数 0.2 

（備考）常設重大事故防止設備（設計基準拡張）については，設計基準事故

対処設備として設定されている耐震重要度分類のクラスに従って地

震力を分類する。 
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2. 動的地震力

動的地震力は，重大事故等対処施設の施設区分に応じて，以下の入力地震動

に基づき算定する。 

種別 

(注１) 

施設区分 

(注２) 

耐震 

クラス

入力地震動 

水平地震動 鉛直地震動 

建物・ 

構築物 

(注３) 

③，④，

⑤，⑥

Ｓ 
基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

② Ｂ 

(注４) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ×１／２ 

(注４) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ×１／２ 

機器・ 

配管系 

(注３) 

③，⑤
Ｓ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

① Ｂ 

(注４) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ×１／２ 

(注４) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ×１／２ 

土木 

構造物 

③，⑤ Ｓ 基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

①,④,⑥ Ｃ 
（注５） 

基準地震動Ｓｓ 

（注５） 

基準地震動Ｓｓ 

（注１）重大事故等対処施設の施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

②：①が設置される重大事故等対処施設

③：常設耐震重要重大事故防止設備

④：③が設置される重大事故等対処施設

⑤：常設重大事故緩和設備及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設

（注２）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属

する耐震重要度分類のクラス。また，常設重大事故緩和設備及び常設重大

事故緩和設備（設計基準拡張）については，当該クラスをＳと表記する。 

（注３）事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，

適切な地震力と組み合わせる。 

（注４）水平及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある施設に適用する。 

（注５）屋外重要土木構造物の機能を代替する重大事故等対処施設に適用する。 

（備考）常設重大事故防止設備（設計基準拡張）については，設計基準事故対処設

備として設定されている耐震重要度分類のクラスに従って地震力を分類

する。 
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3. 設計用地震力

設計用地震力は，重大事故等対処施設の施設区分に応じて，1.及び 2.に基づ

き以下の通り設定する。 

種別 

(注１) 

施設区分 

(注２) 

耐震 

クラス

設計用地震力 
備 考 

水 平 鉛 直 

建物・ 

構築物 

(注３) 

③，④，

⑤，⑥

Ｓ 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 (注４) 

荷重の組合せは，組

合せ係数法による。 弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

② 

Ｂ 

地震層せん断力 

係数 1.5Ｃi 

に基づく地震力 

－ 静的地震力とする。 

(注５) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

×１／２ 

に基づく地震力 

(注５) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

×１／２ 

に基づく地震力 

荷重の組合せは，組

合せ係数法による。 

Ｃ 

地震層せん断力 

係数 1.0Ｃi 

に基づく地震力 

－ 静的地震力とする。 
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種別 

(注１) 

施設区分 

 

(注２) 

耐震 

クラス 

設計用地震力 
備 考 

水 平 鉛 直 

機器・ 

配管系 

(注３) 

 

 

③，⑤ 

 

 

 

Ｓ 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 (注６) 

荷重の組合せは，二

乗和平方根(ＳＲＳ

Ｓ)法による。 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

① 

Ｂ 

静的震度 

1.8Ｃi 

に基づく地震力 

－ (注６，７) 

荷重の組合せは，水

平方向及び鉛直方

向が動的地震力の

場合は二乗和平方

根(ＳＲＳＳ)法に

よる。 

(注５) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

×１／２ 

に基づく地震力 

(注５) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

×１／２ 

に基づく地震力 

Ｃ 

静的震度 

1.2Ｃi 

に基づく地震力 

－ 静的地震力とする。 

土木 

構造物 

③，⑤ Ｓ 
基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 
動的地震力とする。 

①,④,⑥ Ｃ 

（注８） 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

（注８） 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

動的地震力とする。 

① Ｃ 

静的震度 

1.0Ｃi 

に基づく地震力 

－ 静的地震力とする。 
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（注１）重大事故等対処施設の施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張） 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

（注２）常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が

属する耐震重要度分類のクラス。また，常設重大事故緩和設備及び常設

重大事故緩和設備（設計基準拡張）については，当該クラスをＳと表記

する。 

（注３）事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，

適切な地震力と組み合わせる。 

（注４）水平地震動と鉛直地震動を同時に考慮した解析結果を用いてもよいもの

とする。 

（注５）水平及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある施設に適用する。 

（注６）絶対値和法で組み合わせてもよいものとする。 

（注７）水平における動的と静的の大きい方の地震力と，鉛直における動的地震

力とを，絶対値和法で組み合わせてもよいものとする。 

（注８）屋外重要土木構造物の機能を代替する重大事故等対処施設に適用する。 

（備考）常設重大事故防止設備（設計基準拡張）については，設計基準事故対処

設備として設定されている耐震重要度分類のクラスに従って地震力を

分類する。 
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重大事故等対処施設の基本構造等に基づく 

既往の耐震評価手法の適用性と評価方針について 

 

重大事故等対処施設の耐震評価方針を定めるにあたり，重大事故等対処施設に

ついて，設計基準対象施設において実績のある従前の評価方法・手法が適用可能

であるかを確認する。 

重大事故等対処施設のうち，新設施設については，機種区分，型式，設置場所，

設置方式及び設計規準対象施設との基本構造の差異を整理し，設計基準対象施設

と基本構造が同等のものは，設計基準対象施設に適用する従前の評価方針・手法

を適用する。基本構造が異なる設備については，適用する地震力に対して，要求

される機能及び構造健全性が維持されることを確認するため，適切にモデル化し

た上での地震応答解析，又は加振試験等を実施する。 

重大事故等対処施設の既設施設のうち，Ｓクラス施設については，基準地震動

Ss による評価実績がある。Ｂクラス及びＣクラス施設を常設耐震重要重大事故防

止設備又は常設重大事故緩和設備として使用する場合には，基準地震動 Ssによる

評価を行うことになるが，従前の評価手法による実績があることから，従前の評

価方針・手法を適用可能である。 

新設施設に対する上記検討結果を表(1)～(3)に示す。 
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（以下の表は基本検討段階のものであり，詳細検討の進捗状況により変更となる可能性があ

る。） 

(1) 常設耐震重要重大事故防止設備（新設） 

機種区分 設備名称 設置場所 
① 

型式 

② 

設置方式 

基本構造 

の差異 備考 

① ② 

計測器・検出器 
ATWS 緩和設備（代替

制御棒挿入機能） 

制御室建物 

原子炉建物 

原子炉圧力検

出器，原子炉水

位検出器 

ボルト固定 無 無 

 

計測器・検出器 

ATWS 緩和設備（代替

原子炉再循環ポンプ

トリップ機能） 

制御室建物 

原子炉建物 

原子炉圧力検

出器，原子炉水

位検出器 

ボルト固定 無 無 

 

SAクラス 2 

ポンプ 

高圧原子炉代替注水

ポンプ 
原子炉建物 

横型多段 

遠心式ポンプ 
ボルト固定 有 無 

新設ポンプであ

り原子炉隔離時

冷却系ポンプと

構造が相違 

SAクラス 2 

管 

高圧原子炉代替注水

系（蒸気系） 配管

［流路］ 

原子炉建物 鋼管 サポート固定 無 無 

 

SAクラス 2 

弁 

高圧原子炉代替注水

系（蒸気系） 弁［流

路］ 

原子炉建物 － サポート固定 － 無 

 

SAクラス 2 

管 

高圧原子炉代替注水

系（注水系） 配管

［流路］ 

原子炉建物 鋼管 サポート固定 無 無 

 

SAクラス 2 

弁 

高圧原子炉代替注水

系（注水系） 弁［流

路］ 

原子炉建物 － サポート固定 － 無 

 

SAクラス 2 

ポンプ 

低圧原子炉代替注水

ポンプ 

低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 

横型多段 

遠心式ポンプ 
ボルト固定 無 無 

 

SAクラス 2 

管 

低圧原子炉代替注水

系 配管［流路］ 

低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 

原子炉建物 

鋼管 サポート固定 無 無 

 

SAクラス 2 

弁 

低圧原子炉代替注水

系 弁［流路］ 

低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 

原子炉建物 

－ サポート固定 － 無 

 

建物・構築物 
低圧原子炉代替注水

槽 

低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 
貯蔵槽 － 無 － 

 

SAクラス 2 

容器 

第１ベントフィルタ

スクラバ容器 

第１ベントフィル

タ格納槽 
縦置円筒型 

サポート・ボ

ルト固定 
無 無 

 

SAクラス 2 

容器 

第１ベントフィルタ

銀ゼオライト容器 

第１ベントフィル

タ格納槽 
縦置円筒型 ボルト固定 無 無 

 

－ 圧力開放板 屋外 － サポート固定 － 無 
 

SAクラス 2 

管 

格納容器フィルタベ

ント系 配管［流路］ 

原子炉建物 

第１ベントフィル

タ格納槽 

屋外 

鋼管 サポート固定 無 無 

 

SAクラス 2 

弁 

格納容器フィルタベ

ント系 弁［流路］ 

原子炉建物 

第１ベントフィル

タ格納槽 

屋外 

－ サポート固定 － 無 

 

－ 遠隔手動弁操作機構 原子炉建物 － サポート固定 － 無 

新設設備であ

り，既工認実績

なし 
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機種区分 設備名称 設置場所 
① 

型式 

② 

設置方式 

基本構造 

の差異 備考 

① ② 

SAクラス 2 

管 
常設スプレイヘッダ 原子炉建物 鋼管 サポート固定 無 無 

 

SAクラス 2 

管 

燃料プールスプレイ

系 配管［流路］ 
原子炉建物 鋼管 サポート固定 無 無 

 

SAクラス 2 

弁 

燃料プールスプレイ

系 弁［流路］ 
原子炉建物 － サポート固定 － 無 

 

計測器・検出器 代替注水流量（常設） 
低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 

超音波式 

流量検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
高圧原子炉代替注水

流量 
原子炉建物 

差圧式 

流量検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
サプレッション・プ

ール水温度(ＳＡ) 
原子炉格納容器 測温抵抗体 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
ドライウェル圧力

(ＳＡ) 
原子炉建物 

弾性圧力 

検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
サプレッション・チ

ェンバ圧力(ＳＡ) 
原子炉建物 

弾性圧力 

検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 ドライウェル水位 原子炉格納容器 
電極式 

水位検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
サプレッション・プ

ール水位(ＳＡ) 
原子炉建物 

差圧式 

水位検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 スクラバ容器圧力 
第 1ベントフィル

タ格納槽 

弾性圧力 

検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 

第１ベントフィルタ

出口放射線モニタ

（高レンジ） 

第１ベントフィル

タ格納槽 
電離箱 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 スクラバ容器水位 
第 1ベントフィル

タ格納槽 

差圧式 

水位検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 スクラバ水ｐＨ 原子炉建物 pH検出器 
サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
低圧原子炉代替注水

槽水位 

低圧原子炉代替 

注水ポンプ格納槽 

差圧式 

水位検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
原子炉圧力容器温度

（ＳＡ） 
原子炉格納容器 熱電対 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 原子炉圧力（ＳＡ） 原子炉建物 
弾性圧力 

検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 原子炉水位（ＳＡ） 原子炉建物 
差圧式水位 

検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
ペデスタル温度（Ｓ

Ａ） 
原子炉格納容器 熱電対 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
格納容器水素濃度

（ＳＡ） 
原子炉建物 

熱伝導式 

水素検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
Ｂ１－115V系蓄電池

（ＳＡ）電圧 
廃棄物処理建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

計測器・検出器 
230V系直流盤（ＲＣ

ＩＣ）母線電圧 
廃棄物処理建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

計測器・検出器 
ガスタービン発電機

電圧 
制御室建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

計測器・検出器 
自動減圧起動阻止ス

イッチ 
制御室建物 盤 ボルト固定 無 無 
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機種区分 設備名称 設置場所 
① 

型式 

② 

設置方式 

基本構造 

の差異 備考 

① ② 

計測器・検出器 
代替自動減圧起動阻

止スイッチ 
制御室建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

火力技術基準 ガスタービン発電機 
ガスタービン発電

機建物 
－ ボルト固定 － 無 

新設設備であ

り，既工認実績

なし 

火力技術基準 
ガスタービン発電機

用サービスタンク 

ガスタービン発電

機建物 
横置円筒型 ボルト固定 無 無 

 

火力技術基準 
ガスタービン発電機

用燃料移送ポンプ 

ガスタービン発電

機建物 
スクリュー型 ボルト固定 無 無 

 

火力技術基準 
ガスタービン発電機

用軽油タンク 
屋外 縦置円筒型 ボルト固定 無 無 

 

火力技術基準 

ガスタービン発電機

用軽油タンク出口ノ

ズル・弁［燃料流路］ 

屋外 鋼管 サポート固定 無 無 

 

火力技術基準 

ガスタービン発電機

用燃料移送配管・弁

［燃料流路］ 

ガスタービン発電

機建物 
鋼管 サポート固定 無 無 

 

電気・電源設備 Ｂ－115V 系蓄電池 廃棄物処理建物 装置 ボルト固定 無 無  

電気・電源設備 
Ｂ１－115V 系蓄電

池（ＳＡ） 
廃棄物処理建物 装置 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 Ｂ－115V 系充電器 廃棄物処理建物 盤 ボルト固定 無 無  

電気・電源設備 
Ｂ１－115V 系充電

器（ＳＡ） 
廃棄物処理建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 
230V 系蓄電池（Ｒ

ＣＩＣ） 
廃棄物処理建物 装置 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 
230V 系充電器（Ｒ

ＣＩＣ） 
廃棄物処理建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 
ＳＡ用 115V 系蓄電

池 
廃棄物処理建物 装置 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 
ＳＡ用 115V 系充電

器 
廃棄物処理建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 
230V 系充電器（常

用） 
廃棄物処理建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 緊急用メタクラ 
ガスタービン発電

機建物 
盤 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 メタクラ切替盤 原子炉建物 盤 ボルト固定 無 無 
 

電気・電源設備 
緊急用メタクラ接続

プラグ盤 
原子炉建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 
高圧発電機車接続プ

ラグ収納箱 
原子炉建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 ＳＡロードセンタ 
低圧原子炉代替 

注水ポンプ格納槽 
盤 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 
ＳＡ１コントロール

センタ 

低圧原子炉代替 

注水ポンプ格納槽 
盤 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 
ＳＡ２コントロール

センタ 

低圧原子炉代替 

注水ポンプ格納槽 
盤 ボルト固定 無 無 

 

電気・電源設備 充電器電源切替盤 廃棄物処理建物 盤 ボルト固定 無 無  

電気・電源設備 ＳＡ電源切替盤 原子炉建物 盤 ボルト固定 無 無 
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機種区分 設備名称 設置場所 
① 

型式 

② 

設置方式 

基本構造 

の差異 備考 

① ② 

電気・電源設備 重大事故操作盤 廃棄物処理建物 盤 ボルト固定 無 無 
 

電気・電源設備 SRV 用電源切替盤 廃棄物処理建物 盤 ボルト固定 無 無 
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(2) 常設重大事故防止設備（新設，(1)を除く） 

機種区分 設備名称 設置場所 
① 

型式 

② 

設置方式 

基本構造 

の差異 備考 

① ② 

計測器・検出器 
燃料プール水位・温

度（ＳＡ） 
原子炉建物 熱電対 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
燃料プール水位（Ｓ

Ａ） 
原子炉建物 

ガイドパルス

式水位検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 

燃料プールエリア放

射線モニタ（高レン

ジ・低レンジ）（ＳＡ） 

原子炉建物 電離箱 
サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 

燃料プール監視カメ

ラ（ＳＡ）（燃料プー

ル監視カメラ用冷却

設備を含む。） 

原子炉建物 
赤外線 

カメラ 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
サプレッション・プ

ール水位（ＳＡ） 
原子炉建物 

差圧式水位検

出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 
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(3) 常設重大事故緩和設備（新設，(1)，(2)を兼ねるものを除く） 

機種区分 設備名称 設置場所 
① 

型式 

② 

設置方式 

基本構造 

の差異 備考 

① ② 

SAクラス 2 

ポンプ 

残留熱代替除去ポン

プ 
原子炉建物 うず巻形 ボルト固定 無 無  

SAクラス 2 

管 

残留熱代替除去系 

配管［流路］ 
原子炉建物 鋼管 サポート固定 無 無  

SAクラス 2 

弁 

残留熱代替除去系 

弁［流路］ 
原子炉建物 － サポート固定 － 無  

SAクラス 2 

ポンプ 

低圧原子炉代替注水

ポンプ 

低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 

横型多段 

遠心式ポンプ 
ボルト固定 無 無  

SAクラス 2 

管 

低圧原子炉代替注水

系配管[流路] 

低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 

原子炉建物 

鋼管 サポート固定 無 無  

SAクラス 2 

管 

低圧原子炉代替注水

系弁[流路] 

低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 

原子炉建物 

－ サポート固定 無 無  

－ コリウムシールド 原子炉格納容器 － 圧着固定 － 有 許認可実績なし 

SAクラス 2 

管 

ペデスタル代替注水

系 配管［流路］ 
原子炉建物 鋼管 サポート固定 無 無  

SAクラス 2 

弁 

ペデスタル代替注水

系 弁［流路］ 
原子炉建物 － サポート固定 － 無  

SAクラス 2 

管 

窒素ガス代替注入系

配管［流路］ 
原子炉建物 鋼管 サポート固定 無 無  

SAクラス 2 

弁 

窒素ガス代替注入系

弁[流路] 
原子炉建物 － サポート固定 － 無  

－ 
静的触媒式水素処理

装置 
原子炉建物 － ボルト固定 － 無 

 

－ 
中央制御室待避室遮

蔽 
制御室建物 設計中 設計中 

設

計

中 

設

計

中 

 

SAクラス 2 

管・弁 

中央制御室待避室空

気ボンベ（配管・弁）

[流路] 

廃棄物処理建物 鋼管 サポート固定 無 無 

 

－ 
原子炉建物ブローア

ウトパネル閉止装置 
屋外 設計中 設計中 

設

計

中 

設

計

中 

 

建物・構築物 緊急時対策所遮蔽 緊急時対策所建物 コンクリート 岩盤支持 無 無  

SAクラス 2 

管・弁 

緊急時対策所空気浄

化装置（配管・弁）

［流路］ 

緊急時対策所建物 鋼管 サポート固定 無 無 

 

SAクラス 2 

管・弁 

緊急時対策所空気ボ

ンベ(配管・弁)［流

路］ 

緊急時対策所建物 鋼管 サポート固定 無 無 

 

－ 
緊急時対策所 発電

機接続プラグ盤 
緊急時対策所建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

－ 
緊急時対策所 低圧

母線盤 
緊急時対策所建物 盤 ボルト固定 無 無 

 

建物・構築物 
緊急時対策所用燃料

地下タンク 
屋外 貯蔵槽 岩盤支持 無 無 

 

通信連絡設備 
無線通信設備（固定

型） 

制御室建物 

緊急時対策所建物 
－ ボルト固定 － 無 

 

計測器・検出器 
ドライウェル温度

（ＳＡ） 
原子炉格納容器 熱電対 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 
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機種区分 設備名称 設置場所 
① 

型式 

② 

設置方式 

基本構造 

の差異 備考 

① ② 

計測器・検出器 
サプレッション・チ

ェンバ温度（ＳＡ） 
原子炉格納容器 熱電対 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 ペデスタル水位 原子炉格納容器 
電極式 

水位検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
残留熱代替除去系原

子炉注水流量 
原子炉建物 

差圧式流量 

検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
残留熱代替除去系格

納容器スプレイ流量 
原子炉建物 

差圧式流量 

検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
格納容器水素濃度

（ＳＡ） 
原子炉建物 

熱伝導度式水

素検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
格納容器酸素濃度

（ＳＡ） 
原子炉建物 

磁気力式 

酸素検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 格納容器酸素濃度 原子炉建物 
磁気風式 

酸素検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 原子炉建物水素濃度 原子炉建物 

触媒式 

水素検出器 

 

熱伝導式 

水素検出器 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
静的触媒式水素処理

装置入口温度 
原子炉建物 熱電対 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
静的触媒式水素処理

装置出口温度 
原子炉建物 熱電対 

サポート又は

ボルト固定 
無 無 

 

計測器・検出器 
安全パラメータ表示

システム（ＳＰＤＳ） 

廃棄物処理建物 

緊急時対策所建物 
盤 ボルト固定 無 無 
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1. はじめに 

重大事故等※1(以下「ＳＡ」という。)の状態で必要となる常設の重大事故等

対処施設※2(以下「ＳＡ施設」という。)については，待機状態において地震に

より必要な機能が損なわれず，さらにＳＡが長期にわたり継続することを念頭

に，ＳＡにおける運転状態と地震との組合せに対して必要な機能が損なわれな

い設計とする必要がある。以下にＳＡ施設の耐震設計に対する考え方を示す。 

※1：「重大事故に至るおそれがある事故(運転時の異常な過渡変化及び設計基

準事故を除く)又は重大事故」を総称して重大事故等という。 

※2：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備については，

代替する設備の耐震クラスに適用される地震力を適用する。 

 

【ＳＡ施設の耐震設計の位置づけ】 

設計基準事故対処設備(以下「ＤＢ施設」という。)が十分に機能せず設計基

準事故(以下「ＤＢＡ」という。)を超える事象が発生した場合に備え，ＳＡ施

設は，ＳＡ時においても，必要な機能が損なわれるおそれがないように耐震設

計を行うとともに，常設の施設，可搬型の設備又はその組合せによる設備対策

だけでなく，マネジメントによる対策等の多様性を活かしてＳＡに対処する。

具体的には，以下の方針とする。 

① ＳＡ施設は，ＳＡ時を含む各運転状態と地震の組合せに対して，必要

な機能が損なわれるおそれがないよう設計する。 

② 可搬設備等を活用することにより，事故の緩和・収束手段に多様性を

持たせ，頑健性を高める。 

 

以上の内容を踏まえ，①に記載の施設の具体的な設計条件を決めるにあたり，

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則(平成 25年 6月 28日原子力規制委員会規則第 5号)」(以下「設置許可基準規

則」という。)及び「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984」，「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６

０１－1987」，「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991追補版」

(社)日本電気協会(以下総称して「ＪＥＡＧ４６０１」という。)等の規格・基

準に基づき，検討を実施した。 
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2. 基準の規定内容 

ＳＡ施設，ＤＢ施設の耐震性の要求は，それぞれ設置許可基準規則第 39 条，

第４条に規定されている。そこで，ＳＡ施設及びＤＢ施設について，耐震設計

に関する基準の規定内容を以下のとおり整理した。 

 

2.1 設置許可基準規則第 39条(ＳＡ施設)の規定内容 

(1) ＳＡ施設の耐震性については，設置許可基準規則の第 39 条に規定されて

いる。〔参考１〕 

(2) ＳＡ施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備が設置されるＳＡ施設に

ついては，設置許可基準規則の第 39条第１項第１号において，「基準地震動

による地震力に対して重大事故に至るおそれがある事故に対処するために

必要な機能が損なわれるおそれがないものであること。」が求められている。

〔参考１〕 

(3) ＳＡ施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止

設備が設置されるＳＡ施設については，設置許可基準規則の第 39 条第１項

第２号において，「第四条第二項の規定により算定する地震力に十分に耐え

ることができるものであること。」が求められている。〔参考１〕これは，Ｄ

Ｂ施設のＢ，Ｃクラスと同等の設計とすることが要求されているものである

が，Ｂ，Ｃクラスは事故時荷重との組合せを実施しないため，本資料では検

討を省略する。なお，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）については，

設計基準事故対処設備として設定されている耐震重要度分類のクラスに従

って地震力を分類する。 

(4) ＳＡ施設のうち，常設重大事故緩和設備が設置されるＳＡ施設については，

設置許可基準規則第 39条第１項第３号において，「基準地震動による地震力

に対して重大事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない

ものであること。」が求められている。〔参考１〕 

(5) 設置許可基準規則の第 39 条の解釈において，「第 39 条の適用に当たって

は、本規程別記２に準ずるものとする。」とされている。〔参考１〕 

 

2.2 設置許可基準規則第４条(ＤＢ施設)の規定内容 

(1) ＤＢ施設の耐震性については，設置許可基準規則の第４条に規定されてい

る。〔参考２〕 

(2) Ｓクラス施設については，設置許可基準規則の第４条第３項において，「耐

震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれ

がある地震による加速度によって作用する地震力（以下「基準地震動による

地震力」という。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない。」とされている。〔参考２〕 

(3) 設置許可基準規則の第４条の解釈において，「別記２のとおりとする。」と

されている。〔参考２〕 
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(4) 建物・構築物が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して安全機能が損なわれ

るおそれがないことを満たす要件は，設置許可基準規則解釈第４条の別記２

(以下「別記２」という。)において，「建物・構築物については、常時作用

している荷重及び運転時に作用する荷重と基準地震動による地震力との組

合せに対して、当該建物・構築物が構造物全体としての変形能力（終局耐力

時の変形）について十分な余裕を有し、建物・構築物の終局耐力に対し妥当

な安全余裕を有していること。」が求められている。〔参考３〕 

 (5) 機器・配管系が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して安全機能が損なわ

れるおそれがないことを満たす要件は，別記２において，「機器・配管系に

ついては、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれ

ぞれの荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対して、そ

の施設に要求される機能を保持すること。なお、上記により求められる荷重

により塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留まっ

て破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及

ぼさないこと。」が求められている。〔参考３〕 

(6) 別記２において，「「運転時の異常な過渡変化及び事故時に生じるそれぞれ

の荷重」については、地震によって引き起こされるおそれのある事象によっ

て作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれのない事象であっ

ても、いったん事故が発生した場合、長時間継続する事象による荷重は、そ

の事故事象の発生確率、継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ、

適切な地震力と組み合わせて考慮すること。」が求められている。〔参考３〕 

 

2.3 ＪＥＡＧ４６０１の規定内容 

「耐震設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日原子力規制委員会

決定）」の「4.2荷重及び荷重の組合せ」において，「規制基準の要求事項に留

意して，ＪＥＡＧ４６０１の規定を参考に」組み合わせることとされている。

〔参考４〕 

これを踏まえ，ＪＥＡＧ４６０１における記載内容を以下のとおり整理し

た。 

(1)  荷重の組合せ 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 重要度分類・許容応力編における，荷重の組

合せに関する記載は，以下のとおり。 

・「その発生確率が 10－7回/炉・年を下回ると判断される事象は，運転状態

Ⅰ～Ⅳに含めない。」とされている。 

・地震の従属事象については，「地震時の状態と，それによって引き起こさ

れるおそれのあるプラントの状態とは，組合せなければならない。」とさ

れている。 

・地震の独立事象については，「地震と，地震の独立事象の組合せは，これ

を確率的に考慮することが妥当であろう。地震の発生確率が低く，継続
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時間が短いことを考えれば，これと組合せるべき状態は，その原因とな

る事象の発生頻度及びその状態の継続時間との関連で決まることにな

る。」とされている。 

以上の記載内容に基づき，ＪＥＡＧ４６０１において組み合わせるべき荷

重を整理したものを第 2.3－1表に示す。第 2.3－1表では，事象の発生確率，

継続時間，地震動の発生確率を踏まえ，その確率が 10－7/炉年以下となるもの

は組合せが不要となっている。 

 

第 2.3－1表 運転状態と地震動との組合せの確率的評価 

（ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 抜粋） 
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(2) 運転状態と許容応力状態 

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 重要度分類・許容応力編における運転状態と

許容応力状態に関する記載は以下のとおりであり，プラントの運転状態Ⅰ～

Ⅳに対応する許容応力状態ⅠA～ⅣA 及び，地震により生ずる応力に対する特

別な応力の制限を加えた許容応力状態ⅢAS，ⅣASを定義している。 

【運転状態】 

運転状態Ⅰ     ：告示の運転状態Ⅰの状態 

運転状態Ⅱ      ：告示の運転状態Ⅱの状態 

運転状態Ⅲ     ：告示の運転状態Ⅲの状態 

運転状態(長期)Ⅳ(L) ：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，長期間のも

のが作用している状態 

運転状態(短期)Ⅳ(S) ：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，短期間のも

の(例:ＪＥＴ，ＪＥＴ反力，冷水注入による

過渡現象等)が作用している状態 

【許容応力状態】 

許容応力状態ⅠA   ：通産省告示 501号の運転状態Ⅰ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅠA＊   ：ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条

件となっているものに対する許容応力状態

で許容応力状態ⅠA に準ずる。 

許容応力状態ⅡA   ：通産省告示 501号の運転状態Ⅱ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅢA    ：通産省告示 501号の運転状態Ⅲ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅣA   ：通産省告示 501号の運転状態Ⅳ相当の応力評

価を行う許容応力状態 

許容応力状態ⅢAS   ：許容応力状態ⅢA を基本として，それに地震

により生ずる応力に対する特別な応力の制

限を加えた許容応力状態 

許容応力状態ⅣAS   ：許容応力状態ⅣA を基本として，それに地震

により生ずる応力に対する特別な応力の制

限を加えた許容応力状態 
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3. ＳＡ施設の荷重の組合せと許容応力状態の設定に関する基本方針 

(1) 対象施設 

設置許可基準規則第39条において，基準地震動による地震力に対しての機

能維持が求められている「常設耐震重要重大事故防止設備」及び「常設重大

事故緩和設備」を対象とする。主な施設を重大事故シーケンスに基づき整理

したリストを添付資料１に示す。また，当該リストに整理した主要施設を原

子炉格納容器内外で整理したものを第3－1表 に示す。なお，全ＳＡ施設の分

類を「39-1 重大事故等対処設備の設備分類」に示す。 

 

(2) ＳＡ施設の運転状態 

ＳＡ施設は，ＤＢＡを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置を講じるた

めの施設であることから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳに加え，ＳＡの発生

している状態として運転状態Ⅴを新たに定義する。 

さらに運転状態Ⅴについては，重大事故等の状態が設計基準事故を超える

更に厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の短期的に荷重が作用し

ている状態を運転状態Ⅴ(S)とし，一連の過渡状態を除き，ある程度落ち着

いた状態を長期的に荷重が作用している状態として運転状態Ⅴ(L)，Ⅴ(L)よ

り更に長期的に荷重が作用している状態を運転状態Ⅴ(LL)とする。 

 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している運転状態 

Ⅴ(S) ：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用している

状態 

Ⅴ(L) ：ＳＡの状態のうち長期的（過渡状態を除く一連の期間）に荷重

が作用している状態 

Ⅴ(LL)：ＳＡの状態のうちⅤ(L)より更に長期的に荷重が作用している

状態 

 

(3) 組合せの基本方針 

別記２及びＪＥＡＧ４６０１に基づき耐震評価を行うＤＢ施設の考え方

を踏まえた，ＳＡ施設における荷重の組合せの基本方針は以下のとおり。 

 

a. ＤＢ施設の組合せの考え方 

・基準地震動Ｓｓ（以下「Ｓｓ」という。），弾性設計用地震動Ｓｄ（以下

「Ｓｄ」という。）による地震力と運転状態の組合せを考慮する。 

・運転状態Ⅰ～Ⅳを想定する。 

・地震の従属事象については，地震による地震力との組合せを実施する。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間，Ｓｓ若しくは

Ｓｄの年超過確率を踏まえ，発生確率が 10-7/炉年超の事象は組み合わせ
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る。 

・原子炉格納容器は，原子炉冷却材喪失事故（以下「ＬＯＣＡ」という。）

後の最終障壁となることから，構造体全体としての安全裕度を確認する

意味でＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄによる地震力との組合せを考慮する。 

 

b. ＳＡ施設の組合せ方針 

・Ｓｓ，Ｓｄによる地震力と運転状態の組合せを考慮する。 

・運転状態Ⅰ～Ⅳを想定するとともに，それを超えるＳＡの状態として，

運転状態Ⅴを想定する。 

・地震の従属事象については，地震による地震力との組合せを実施する。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しく

はＳｄの年超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的に組み合わせるか

否かを判断する。 

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニング基準

として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機能喪失頻度の性

能目標値に保守性をもたせた値を目安とする。島根２号炉では，ＤＢ施

設の設計の際のスクリーニング基準である 10－7/炉年に保守性を見込ん

だ 10－8/炉年とし，事象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの年

超過確率の積との比較等により判断する。（補足 1） 

・ＳＡが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるかについて

は，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づくとともに，確率論的な考察も

考慮した上で判断する。 

・原子炉格納容器について，ＤＢ施設ではＬＯＣＡ後の最終障壁として，

ＳＡに至らないよう強度的な余裕をさらに高めるべく，ＬＯＣＡ後の最

大内圧とＳｄによる地震力との組合せを考慮することとしているが，Ｓ

Ａ施設においては，強度的に更なる余裕を確保するのではなく，以下の

設計配慮を行うことにより，余裕を付加し信頼性を高めることとする。 

ＳＡ施設としての原子炉格納容器については，ＤＢ施設のＳｓに対す

る機能維持の考え方に準じた耐震設計を行う。さらに，最終障壁として

の構造体全体の安全裕度の確認として，重大事故時の格納容器の最高温

度，最高内圧を大きく超える 200℃，２Ｐｄ（最高使用圧力の２倍の圧力）

の条件で，原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能が損なわれること

がないことの確認を行う。 

 

(4) 許容限界の基本方針 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則第 39条では，「基準地震動

による地震力に対して、重大事故に（至るおそれがある事故に）対処するた

めに必要な機能が損なわれるおそれがないものであること」とされており，

許容限界の設定に際しては，ＤＢ施設の機能維持設計の解釈である第４条第
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３項に係る別記２の規定に準ずる。具体的な許容限界の設定は，ＪＥＡＧ４

６０１のＤＢ施設に対する記載内容を踏まえ，ＳＡ施設における荷重の組合

せと許容限界の設定方針を，以下のとおり定めた。(補足 2) 

 

a. ＤＢ施設における方針 

・弾性設計の許容限界として，運転状態Ⅲに対する許容応力状態に地震力

に対する制限を加えた許容応力状態ⅢASを用いる。 

・機能維持設計の許容限界として，運転状態Ⅳに対する許容応力状態に地

震力に対する制限を加えた許容応力状態ⅣASを用いる。 

 

b. ＳＡ施設における方針 

・ＳＡ施設の耐震設計は，ＤＢ施設に準拠することとしていることから，

運転状態Ⅰ～Ⅳと地震による地震力の組合せに対しては，ＤＢ施設と同

様の許容応力状態を適用する。 

・ＤＢ施設の設計条件を超える運転状態Ⅴの許容応力状態としてⅤAを定義

し，さらに地震との組合せにおいては，許容応力状態ⅤASを定義する。 

別記２によれば，機能維持設計の要求として，「荷重により塑性ひずみが

生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留まって破断延性限界

に十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこ

と。」とされており，ＤＢ施設では，許容応力状態ⅣASの許容限界を適用

している。新たに定義する許容応力状態ⅤAS は，ＳＡに対処するために

必要な機能が損なわれない許容限界であり，島根２号炉では，機能維持

設計の許容限界として適用実績のある許容応力状態ⅣAS と同じ許容限界

を適用する。 

 

【許容応力状態の説明】 

ⅠA～ⅣA：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態 

ⅢAS～ⅣAS：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態 

ⅤA：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 

ⅤAS：許容応力状態ⅤA を基本として，それに地震により生ずる応力に

対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 
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第 3－1表 原子炉格納容器及び原子炉圧力容器を防護対象とする主要な重大事故

等対処施設 

防護対象 
重大事故等対処施設 

原子炉格納容器内 原子炉格納容器外 

原子炉格納容器 ・逃がし安全弁 

・コリウムシールド 

 

・低圧原子炉代替注水ポンプ 

・低圧原子炉代替注水槽 

・第 1ベントフィルタスクラバ容

器 

・第 1ベントフィルタ銀ゼオライ

ト容器 

・圧力開放盤 

・遠隔手動弁操作機構 

・残留熱除去系熱交換器 

原子炉圧力容器 ・逃がし安全弁 

 

・低圧原子炉代替注水ポンプ 

・低圧原子炉代替注水槽 

・ほう酸水注入ポンプ 

・ほう酸水貯蔵タンク 

・第 1ベントフィルタスクラバ容

器 

・第 1ベントフィルタ銀ゼオライ

ト容器 

・圧力開放盤 

・遠隔手動弁操作機構 

・高圧原子炉代替注水ポンプ 

・ガスタービン発電機用軽油タン

ク 

・代替原子炉再循環ポンプトリッ

プ機能 

・自動減圧起動阻止スイッチ 

・代替自動減圧起動阻止スイッチ 
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4. 荷重の組合せの検討手順 

(1) 地震の従属事象・独立事象の判断 

組合せの基本方針において，地震従属事象はＳｓと組み合わせ，独立事象 

はその事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，

Ｓｓ，Ｓｄいずれか適切な地震力と組み合わせることとしていることから，

まず，荷重の組合せの検討にあたって，運転状態Ⅴが，地震の従属事象，独

立事象のいずれに該当するか判断する。従属事象と判断された場合は，Ｓｓ

と組み合わせ，独立事象と判断された場合は，以下の(2)(3)項の手順に従う。 

 

(2) 施設分類 

対象施設は設置許可基準規則，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技 

術基準に関する規則 （平成25 年6 月28 日原子力規制委員会規則第6 号）」

（以下「技術基準規則」という。），ＪＥＡＧ４６０１の分類等を踏まえた

分類を行い，その分類毎に組合せ方針を検討することとする。対象施設は以

下のとおり分類する。 

ＳＡ施設は，設置許可基準規則の解釈別記２から「機器・配管系」と「建

物・構築物」に分類される。ここで，建物・構築物についても，機器・配管

系と同様の考え方で組合せを考慮することとする。(添付資料４参照) 

また，原子炉格納容器バウンダリを構成する設備(以下「ＰＣＶバウンダリ」

という。)と原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備(以下「ＲＰＶバウ

ンダリ」という。)については，「重大事故等対策の有効性評価」により得ら

れたＳＡ時の圧力・温度の推移を用いて検討を行うことから他の施設とは別

にＳＡ荷重と地震力の組合せを検討する。 

以上のことから，以降の検討では施設を第4－1図のとおり分類し，建物・

構築物を含む全般施設は，ＰＣＶバウンダリ及びＲＰＶバウンダリ以外の機

器・配管系の組合せ方針を適用する。なお，ＰＣＶバウンダリの圧力・温度

等の条件を用いて評価を行う施設については，ＰＣＶバウンダリの荷重の組

合せに従い，支持構造物については，支持される施設の荷重の組合せに従う

ものとする。 

第 4－1図 施設分類の考え方 

 

設置許可基準細則 

第３９条 

施設の扱い ＤＢ施設における 

設置許可基準規則 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ＤＢ施設における 

技術基準規則 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

設置許可基準規則 

別記２における分類 
JEAG4601 における 

機器・配管系の設備分類 
 

今回の検討 

における分類 
 

全般設備 

クラスＭＣ容器 

(ＰＣＶバウンダリ) 

 

クラス１設備 
(ＲＰＶバウンダリ) 

クラス１設備 

クラスＭＣ容器 

クラス２,３,４設備 機器・配管系 

建物・構築物 

機器・配管系 

建物・構築物 

技術基準 
規則第５条 

設置許可基準 
規則第４条 

上記以外の 
ＳＡ施設 

ＤＢ施設では 
ないＳＡ施設 

 

常設重大事故 

緩和設備 

常設耐震重要 
重大事故 
防止設備 
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(3) 独立事象に対する荷重の組合せの選定手順 

独立事象に対して，ＳＡ施設に適用する荷重の組合せの選定手順を示す。

考え方としては，事象の発生確率，継続時間，地震動の年超過確率の積等を考

慮し，工学的，総合的に判断することとする。選定手順を以下に，組合せのイ

メージを第4－2図に，選定フローを第4－3図に示す。 

 

【選定手順】 

① ＳＡ事象の発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10－4/炉

年を適用する。 

② 地震ハザード解析から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６０１・

補－1984で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超過確率

に読み替えて適用する。(添付資料２参照) 

③ 荷重の組合せの判断は，①と②及びＳＡの継続時間との積で行い，そのス

クリーニングの判断基準を設定する。具体的には，国内外の基準等でスク

リーニング基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機能

喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値として，島根２号炉では， 

ＤＢ施設の設計の際のスクリーニング基準である10－7/炉年に保守性を見込

んだ10－8/炉年とする。 

④ ①②の積と③を踏まえてＳｄ又は，Ｓｓと組み合わせるべきＳＡの継続時

間を設定する。事故発生時を基点として，10－２年までの期間を地震荷重と

の組み合わせが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），Ｓｄとの組み合わせが必要

な 10－2～2×10－１年を長期（L）（運転状態Ⅴ(L)），Ｓｓとの組み合わせが必

要な 2×10－１年以降を長期（LL）（運転状態Ⅴ(LL)）とする。 

⑤ ④を踏まえて，施設分類毎に荷重の組合せを検討する。 

 

第 4－1表 組合せの目安となる継続時間 

荷重の組合せを考

慮する判断目安 

重大事故等

の発生確率 
地震動の発生確率 

組合せの目安と

なる継続時間 

10－8/炉年以上 10-4/炉年※１ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下※２ 10-2年以上 

基準地震動

Ｓｓ 
5×10-4/年以下※２ 2×10-1年以上 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載

されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，重大事故等の発生確率と

して 10－４/炉年とした。 

※２：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，Ｓ１

をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 
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第 4－2図 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－3図 独立事象に対する荷重の組合せの選定手順 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(L) 
（長期(L)） 

2×10－１年 

運転状態Ⅴ(LL) 
（長期(LL)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10－２年 

評価点①（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 

② Ｓｓ，Ｓｄの年超過確率を設定する。 

① ＳＡ事象の発生確率を設定する。 

③ 荷重の組合せの判断は，①と②とSA の継続時間との積で行い， 

スクリーニングの判断基準を設定する。 

④ ①②の積と③を踏まえて，弾性設計用地震動Ｓｄ，基準地震動 

Ｓｓと組み合わせるべきＳＡの継続時間を設定する。 

⑤ ④を踏まえて，施設分類ごとに荷重の組合せを検討する。 
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5. 荷重の組合せの検討結果 

４項の検討手順に基づき，まず，5.1項ではＳＡが地震の従属事象か独立事象

であるかを判断し，5.2項では，全般施設，ＰＣＶバウンダリ，ＲＰＶバウンダ

リに分けて，ＳＡ荷重と地震力の組合せ条件を検討する。なお，ＳＡ施設の支持

構造物については，支持する施設の荷重の組合せに従うものとする。 

 

5.1 地震の従属事象・独立事象の判断 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるかにつ

いては，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づく。なお，確率論的な考察も考

慮する。ここで，ＤＢ施設に対して従前より適用してきた考え方に基づき，

地震の従属事象とは，ある地震力を想定して，その地震力未満で設計された

設備が，その地震力を上回る地震が発生した際に確定論的に設備が損傷する

と仮定した場合に発生する事象，すなわち「地震によって引き起こされる事

象」と定義し，地震の独立事象とは，確定論的に考慮して「地震によって引

き起こされるおそれのない事象」と定義する。 

Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能が損なわれるお

それのないよう設計されている。この安全機能に係る設計は，Ｓクラス施設

自体が，Ｓｓによる地震力に対して，損傷しないよう設計するだけでなく，

下位クラスに属するものの波及的影響等に対しても，その安全機能が損なわ

れないよう設計することも含まれる。Ｓクラス施設が健全であれば，炉心損

傷防止に係る重大事故等対策の有効性評価において想定した全ての事故シー

ケンスに対し，Ｓｓ相当の地震により，起因事象が発生したとしても緩和設

備が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を収束させることができることを確認し

た。 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せの検討とし

ては，Ｓｓ相当の地震に対して，運転状態Ⅴは地震によって引き起こされる

おそれのない「地震の独立事象」として扱い，運転状態Ⅴの運転状態と地震

力とを適切に組み合わせる。なお，地震ＰＲＡの結果を参照し，確率論的な

考察を実施した。ＳＡ施設に期待した場合の地震ＰＲＡにおいて，Ｓｓ相当

までの地震力により炉心損傷に至る事故シーケンスについて，緩和設備のラ

ンダム故障を除いた炉心損傷頻度（以下「ＣＤＦ」という。）であって，Ｓ

Ａ施設による対策の有効性の評価がＤＢ条件を超えるものの累積値は，1.0

×10-7／炉年である。性能目標のＣＤＦ（10-4/炉年）に対する相対割合として

１％を下回る頻度の事象は，目標に対して影響がないといえるくらい小さい

値と見なすことができ，1.0×10-7／炉年は，これを大きく下回ることから，

Ｓｓ相当までの地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ⅴの発生確率は極め

て低いと考えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重

の組合せの検討において，運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれ

がないとして扱うことは妥当と考える。（「（補足３）「地震の従属事象」
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と「地震の独立事象」について」参照） 

 

5.2 荷重の組合せの検討結果 

5.1 項で運転状態Ⅴは地震の独立事象と判断したことから，以下では施設

分類ごとに４項(3)の手順に従って，荷重の組合せを検討する。 

 

5.2.1 全般施設 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を

適用する。なお，全般施設については事故シーケンスグループを特定せず

全てのＳＡを考慮する。 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し， 

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，

Ｓｄの年超過確率に読み替えて適用する。（添付資料２参照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との比較によ

り，工学的，総合的に組合せの目安となる継続時間を判断する。事故発生

時を基点として，10-2年までの期間を地震荷重との組合せが不要な短期（運

転状態Ⅴ（S）），弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せが必要な 10-2～2×10-1

年を長期（L）（運転状態Ⅴ（L）），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な 2

×10-1年以降を長期（LL）（運転状態Ⅴ（LL））とする。 

 

第 5.2.1－1表 組合せの目安となる継続時間 

事故 

シーケンス 

重大事故等

の発生確率 
地震動の発生確率 

荷重の組合せを 

考慮する判断目安 

組合せの目安と

なる継続時間 

全てのＳＡ 10-4/炉年※１ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下※２ 

10-8炉年以上 

10-2年以上 

基準地震動

Ｓｓ 
5×10-4/年以下※２ 2×10-1年以上 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記

載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，重大事故等の発生確

率として 10-4/炉年とした。 

※２：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，

Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 
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第 5.2.1－1図 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重組合せの検討 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，地震動の年超過確率と掛け合わせた発

生確率は第 5.2.1－2 表，組合せのイメージは第 5.2.1－1 図のとおりとな

る。この検討に際し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安全裕度を確保する

ために，頻度が保守的に算出されるように各パラメータの設定にあたり，

以下の事項を考慮している。 

【全般施設のＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉心損傷頻度

の性能目標値である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震動の年超過

確率はＪＥＡＧ４６０１・補－1984に記載の発生確率を用いている。 

 

第 5.2.1－2 表のＳＡの発生確率，地震動の年超過確率，組合せの目安と

なるＳＡの継続時間との積を考慮し，ＳＡ発生後 10-2年以上 2×10-1年未満

の期間のうち最大となる荷重とＳｄを組み合わせる。また，ＳＡ発生後 2×

10-1年以上の期間における最大値とＳｓによる地震力を組み合わせることと

する。 

ここで，全般施設については必ずしもＳＡによる荷重の時間履歴を詳細に

評価しないことから，上記の考え方を包絡するようにＳＡ発生後の最大荷重

とＳｓによる地震力を組み合わせる。 

 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(L) 
（長期(L)） 

2×10－１年 

運転状態Ⅴ(LL) 
（長期(LL)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10－２年 

評価点①（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 
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第 5.2.1－2表 ＳＡの発生確率・継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生

確率 

事故シーケンス 
運転 

状態 

①  

ＳＡの 

発生確率 

②  

地震の 

発生確率 

③  

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③ 

合計 

全てのＳＡ 

Ｖ(S) 

10－4/炉年 

Ｓｄ: 10－2/年以下 
10－2 年未

満 

10－ 8/炉年未

満 

Ｓｓ:5×10－ 4/年

以下 

5× 10－ 10/炉

年未満 

Ｖ(L) 

Ｓｄ: 10－2/年以下 
10－2 年以

上， 

2× 10 － 1

年未満 

2×10－7/炉年

未満 

Ｓｓ:5×10－ 4/年

以下 

10－ 8/炉年未

満 

Ｖ(LL) 

Ｓｄ: 10－2/年以下 
2× 10 － 1

年以上 

2×10－7/炉年

以上 

Ｓｓ:5×10－ 4/年

以下 

10－ 8/炉年以

上 

 

(5) まとめ 

以上より，全般施設としては，ＳＡ発生後の最大荷重とＳｓによる地震

力を組み合わせることとする。 

 

第 5.2.1－2図 全般施設の荷重の組合せの検討結果（イメージ） 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(L) 
（長期(L)） 

2×10－１年 

運転状態Ⅴ(LL) 
（長期(LL)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10－２年 

ＳＡ発生後の最大荷重（Ss との組合せ） 
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5.2.2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

(1) ＳＡの発生確率 

ＳＡの発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を

適用する。 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６

０１・補－1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超

過確率に読み替えて適用する。（添付資料２参照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との比較によ

り，工学的，総合的に組合せの目安となる継続時間を判断する。事故発生

時を基点として，10-2年までの期間を地震荷重との組合せが不要な短期（運

転状態Ⅴ（S）），弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せが必要な 10-2～2×10-1

年を長期（L）（運転状態Ⅴ（L）），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な 2

×10-1年以降を長期（LL）（運転状態Ⅴ（LL））とする。組合せの目安とな

る継続時間を第 5.2.2－1表，組合せのイメージを第 5.2.2－1図に示す。 

 

第 5.2.2－1表 組合せの目安となる継続時間 

事故 

シーケンス 

重大事故等

の発生確率 
地震動の発生確率 

荷重の組合せ

を考慮する判

断目安 

組合せの目安と

なる継続時間 

全てのＳＡ 10-4/炉年※１ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下※２ 

10-8/炉年以上 

10-2年以上 

基準地震動

Ｓｓ 
5×10-4/年以下※２ 2×10-1年以上 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記

載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，重大事故等の発生確

率として 10-4/炉年とした。 

※２：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動Ｓ２，Ｓ１の発生

確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 
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第 5.2.2－1図 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

a. ＳＡの選定 

本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえた，重大事故等対

策の有効性を評価する事故シーケンスグループのうち，圧力・温度条件が最

も厳しい事故シーケンスグループを選定する。参考として原子炉格納容器の

ＤＢ条件（最高使用圧力・温度）を超える事故シーケンスグループ等を選定

した結果を下表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(L) 
（長期(L)） 

2×10－１年 

運転状態Ⅴ(LL) 
（長期(LL)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10－２年 

評価点①（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 
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事故シーケンスグループ等 
ＤＢ条件を

超えるもの 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シー

ケンスグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 〇 

高圧注水・減圧機能喪失 × 

全交流動力電源喪失 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失

敗 

○ 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋高圧炉心冷

却失敗 

○ 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋直流電源喪

失 

○ 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉

失敗＋ＨＰＣＳ失敗 

○ 

崩壊熱除去機能喪失 

 取水機能が喪失した場合 〇 

 残留熱除去系が故障した場合 〇 

原子炉停止機能喪失 〇 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 〇 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） × ※１ 

「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破損モード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

 残留熱代替除去系を使用する場合 ○ 

 残留熱代替除去系を使用しない場合 ○ 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 〇 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 〇 

水素燃焼 × ※２ 

溶融炉心・コンクリート相互作用 〇 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故

シーケンスグループ 

崩壊熱除去機能喪失 × ※３ 

全交流動力電源喪失 × ※３ 

原子炉冷却材の流出 × ※３ 

反応度の誤投入 × ※３ 
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※１：有効性評価では，インターフェイスシステムＬＯＣＡにより格納容器外へ

原子炉冷却材が流出する事象を評価しており，原子炉格納容器圧力・温度

の評価を実施していないが，破断を想定した系（ＬＰＣＩ）以外の非常用

炉心冷却を使用できることから，原子炉格納容器圧力・温度が最高使用圧

力・温度を超えることはない。 

※２：雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代

替除去系を使用する場合）の事故シーケンスにて水素燃焼に対する有効性

評価を行っているため対象外とする。 

※３：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としており原子炉格納容

器に対する静的な過圧・過温に対する評価は実施していない。しかしなが

ら，静的な過圧・過温の熱源となる炉心崩壊熱は，運転中と比較して十分

に小さく，事象の進展も運転中に比べて遅くなることから，運転中に包絡

されるものとして参照すべき事故シーケンスの対象とはしない。 

 

これらの事故シーケンスグループ等のうち，原子炉格納容器の圧力・温度条

件が最も厳しくなるという点で，最高使用圧力・温度を超え，さらに継続時間

の長い事故シーケンスグループ等を抽出することを目的に，事象発生後 10-2

年（約 3.5日後）未満及び事象発生後 10-2年（約 3.5日後）以降の圧力・温度

が最も高い事故シーケンスグループ等を抽出した結果，以下の事故シーケンス

が挙げられる。 

 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替

除去系を使用する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替

除去系を使用しない場合） 

なお，有効性評価においては，いずれの事故シーケンスグループ等において

も，事象発生後 10-2年（約 3.5日後）前までに格納容器フィルタベント系又は

原子炉補機代替冷却系による除熱機能が確保され，格納容器の圧力・温度条件

は最高使用圧力・温度以下に維持される。10-2年（約 3.5日後）以降の格納容

器圧力については，格納容器内の水素燃焼を防止する観点から原子炉格納容器

内への窒素注入を実施する運用としていることから，一時的に格納容器圧力が

最高使用圧力以下の範囲で圧力上昇する期間が生じるが，上記の除熱機能によ

り，最高使用圧力以下に抑えられる。 

したがって，最高使用圧力及び 10-2年（約 3.5 日後）以内の温度に基づき，

事故シーケンスグループ等を選定することは妥当である。 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力容器外

の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンクリート相互作用」は同

じ事故シーケンスにより各格納容器破損モードの評価を行っている。これら格

納容器破損モードを評価する際には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷
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を進展させ，その後に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する

必要があるため，解析の前提として，重大事故等対処設備として整備した原子

炉への注水機能は使用しないとの前提で評価することで，各々の格納容器破損

モードに対して厳しい条件となるよう保守的な条件設定を行っており，他の事

故シーケンス等と比較して前提条件が異なる（本来は，高圧原子炉代替注水系

等により炉心損傷回避が可能な事故シーケンスである）。一方，原子炉格納容

器に対する静的な過圧・過温に対する長期の頑健性を確認する上では，原子炉

格納容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力の関係が支配的な

要素であることから，「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破

損モードとして参照する事故シナリオとして，雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）を代表シナリオとすることは，原子炉圧力容器

破損後のシナリオも考慮していることと等しくなる。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過

温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）」及び「雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」

は，大破断ＬＯＣＡが発生し，流出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等

の熱によって発生した水蒸気，炉心損傷に伴うジルコニウム－水反応によって

発生した非凝縮性ガスなどの蓄積により，原子炉格納容器の雰囲気圧力・温度

が上昇することになる。 

 

上記の２つの事故シーケンスグループ等について，事故発生後の原子炉格納

容器の最高圧力及び最高温度，10-2年（約 3.5日後）の圧力及び温度を第 5.2.2

－2表に示す。 

なお，その他の「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」

に係る事故シーケンスグループについては，格納容器冷却及び除熱に係る手順

として，原子炉格納容器圧力を最高使用圧力以下に抑える手順としているため

抽出されない。 

 

第 5.2.2－2表 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

 格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を

使用する場合） 

格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を

使用しない場合） 

最高圧力 約 427kPa 約 659kPa 

最高温度 約 181℃※１ 約 181℃※１ 

圧力（10-2年後） 約 317kPa 約 109kPa 

温度（10-2年後） 約 131℃ 約 144℃ 

※１：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度） 
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第 5.2.2－2表に示す各事故シーケンスグループ等の有効性評価における解析

条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮して，現実的な条件を基

本としつつ，原則，評価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような

設定とすることとしている。また，不確かさの影響評価を行っており，その結果

として，解析コード及び解析条件の不確かさについて操作への影響を含めて確認

した結果，評価項目となるパラメータに与える影響は小さいことを確認している。

したがって，耐震評価に用いる原子炉格納容器の圧力・温度条件として，有効性

評価結果の圧力・温度を用いることは妥当と判断した。 

 

b．ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

【短期荷重の継続時間】 

上記の２つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧力・温度の解

析結果を第 5.2.2－2図～第 5.2.2－5図に示す。 

第 5.2.2－2図～第 5.2.2－5図より，ＳＡ発生後 10-2年（約 3.5日後）前ま

でに，残留熱代替除去系又は格納容器フィルタベント系による格納容器除熱機

能が確保され，格納容器の圧力・温度条件は最高使用圧力・温度以下に維持さ

れる。残留熱代替除去系を使用する場合における 10-2年（約 3.5日後）以降の

格納容器圧力については，原子炉格納容器内の水素燃焼の防止のため原子炉格

納容器内への窒素封入を実施する運用としていることから，一時的に上昇する

期間があるが，上記の除熱機能により最高使用圧力以下に抑えられる。 

よって，ＳＡ発生後 10-2年前をⅤ（S）（ＳＡの状態のうち事象発生直後の

短期的に荷重が作用している状態）として設定することは適切である。 

 

 
第 5.2.2－2図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合） 

における格納容器圧力の推移 
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第 5.2.2－3図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系使用する場合） 

における格納容器温度（気相部）の推移 

 

 

 
第 5.2.2－4図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）

における格納容器圧力の推移 
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第 5.2.2－5図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）

における格納容器温度（気相部）の推移 

 

【長期（L）および長期（LL）における荷重の継続時間】 

ＳＡ発生後の原子炉格納容器の圧力・温度の推移は，除熱機能として残留熱

代替除去系を使用する場合と残留熱代替除去系を使用しない場合では大幅に

挙動が異なる。ＳＡ発生後 10-2 年（約 3.5 日後）という断面においては，第

5.2.2－2 表に示したとおり，圧力は格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除

去系を使用する場合）の方が高く，温度は格納容器過圧・過温破損（残留熱代

替除去系を使用しない場合）の方が高い。除熱機能の確保はＳＡ設備である残

留熱代替除去系の確保を優先に行うことから，本設定では，格納容器過圧・過

温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）を前提とする。 

長期間解析における格納容器圧力・温度の推移を第 5.2.2－6 図～第 5.2.2

－7図に示す。 
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第 5.2.2－6図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場

合）における格納容器圧力の推移（長期間解析） 

 

 
第 5.2.2－7図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場

合）における格納容器温度（気相部）の推移（長期間解析） 

 

ここで，２×10-1年（約 70日後）の格納容器圧力及び温度を第 5.2.2－3表

に示す。格納容器圧力・温度は低下傾向を維持し，最高使用圧力及び最高使用

温度以下に低下するものの，通常運転条件の格納容器圧力・温度は上回ること

となる。 
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第 5.2.2－3表 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度 

 格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を使用 

する場合） 

格納容器圧力 約 372kPa[gage] 

格納容器温度 約 62℃※１ 

※１：サプレッション・チェンバの温度 

 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率（添付資料２参

照）を踏まえた事象発生確率は第 5.2.2－4 表のとおりとなる。この検討に際

し，ＳＡ施設としての重要性に鑑み安全裕度を確保するために，頻度が保守的

に算出されるように各パラメータの設定にあたり，以下の事項を考慮している。 

 

【ＰＣＶバウンダリにおけるＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率

に関する考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉心損傷頻度

の性能目標である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震動の年超過

確率はＪＥＡＧ４６０１・補－1984に記載の発生確率を用いている。 

 

以上より，第 5.2.2－2表及び第 5.2.2－3表を考慮し，格納容器過圧・過温

破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）において，格納容器圧力の上昇の

速度が遅く格納容器スプレイ流量が抑制できるなど，格納容器フィルタベント

系の使用タイミングが遅くなる可能性があることから，ＳＡ発生後 10-2年以上

２×10-1年未満の期間として組み合わせる荷重は，事象発生後以降の最大とな

る荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高温度）をＳｄと組み合わせる。また，

ＳＡ発生後２×10-1 年以上の期間において最大となる荷重とＳｓによる地震

力を組み合わせることとする。 
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第 5.2.2－4表 ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生

確率 

事故シーケンス 
運転 

状態 

① 

ＳＡの 

発生確率 

② 

地震の 

発生確率 

③ 

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③ 

合計 

雰囲気圧力・温度

による静的負荷 

（格納容器過圧・

過温破損） 

Ｖ(S) 

10－4/炉年 

Ｓｄ: 10－2/年以下 
10－2 年未

満 

10－ 8/炉年未

満 

Ｓｓ:5×10－ 4/年

以下 

5× 10－ 10/炉

年未満 

Ｖ(L) 

Ｓｄ: 10－2/年以下 
10－2 年以

上， 

2× 10 － 1

年未満 

2×10－7/炉年

未満 

Ｓｓ:5×10－ 4/年

以下 

10－ 8/炉年未

満 

Ｖ(LL) 

Ｓｄ: 10－2/年以下 
2× 10 － 1

年以上 

2×10－7/炉年

以上 

Ｓｓ:5×10－ 4/年

以下 

10－ 8/炉年以

上 

 

(5) まとめ 

以上より，ＰＣＶバウンダリとしては，ＳＡ後長期（LL）に生じる荷重とＳｓ

による地震力，ＳＡ発生後の最大となる荷重とＳｄによる地震力を組み合わせる

こととする。 

 

 

第 5.2.2－8図 ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せの検討（イメージ） 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(L) 
（長期(L)） 

2×10－１年 

運転状態Ⅴ(LL) 
（長期(LL)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10－２年 

評価点①ＳＡ発生後の最大荷重（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 
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5.2.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

(1) SAの発生確率 

SA の発生確率としては，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4/炉年を適用

する。 

 

(2) 地震動の年超過確率 

地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，ＪＥＡＧ４６０

１・補－1984 で記載されているＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄの年超過確

率に読み替えて適用する。（添付資料２参照） 

 

(3) 荷重の組合せの継続時間の決定 

保守性を見込んだ 10-8/炉年と，(1)，(2)で得られた値の積との比較により，

工学的，総合的に組合せの目安となる継続時間を判断する。事故発生時を基点

として，10-2年までの期間を地震荷重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），

弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せが必要な 10-2～2×10-1年を長期(L)（運転状態

Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な 2×10-1 年以降を長期(LL)（運転

状態Ⅴ(LL)）とする。組合せの目安となる継続時間を第 5.2.3－1表，組合せの

イメージを第 5.2.3－1図に示す。 

 

 

 

第 5.2.3－1表 組合せの目安となる継続時間 

事故 

シーケンス 

重大事故等

の発生確率 
地震動の発生確率 

荷重の組合せ

を考慮する判

断目安 

組合せの目安と

なる継続時間 

全てのＳＡ 10-4/炉年※１ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
10-2/年以下※２ 

10-8/炉年以上 

10-2年以上 

基準地震動

Ｓｓ 
5×10-4/年以下※２ 2×10-1年以上 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記

載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，重大事故等の発生確

率として 10-4/炉年とした。 

※２：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動Ｓ２，Ｓ１の発生

確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 
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第 5.2.3－1図 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

(4) 荷重の組合せの検討 

a．ＳＡの選定 

原子炉圧力容器の圧力及び温度上昇の観点で厳しい事故シーケンスグルー

プ等は以下の理由から，「原子炉停止機能喪失」である。「原子炉停止機能喪

失」は，過渡事象として主蒸気隔離弁の誤閉止の発生を仮定するとともに，原

子炉自動停止機能が喪失する事象であり，緩和措置がとられない場合には，原

子炉出力が維持されるため，原子炉圧力容器が高温・高圧状態となる。 

 

事故シーケンスグループ等 
ＤＢ条件を超

えるもの※１ 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケン

スグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 × 

高圧注水・減圧機能喪失 × 

全交流動力電源喪失 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失

敗 
× 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋高圧炉心冷

却失敗 
× 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋直流電源喪

失 
× 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(L) 
（長期(L)） 

2×10－１年 

運転状態Ⅴ(LL) 
（長期(LL)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10－２年 

評価点①（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 
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事故シーケンスグループ等 
ＤＢ条件を超

えるもの※１ 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉

失敗＋ＨＰＣＳ失敗 
× 

崩壊熱除去機能喪失 

 取水機能が喪失した場合 × 

 残留熱除去系が故障した場合 × 

原子炉停止機能喪失 〇 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 × 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） × 

「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破損モード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

 残留熱代替除去系を使用する場合 ―※２ 

 残留熱代替除去系を使用しない場合 ―※２ 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 ―※２ 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 ―※２ 

水素燃焼 ―※２ 

溶融炉心・コンクリート相互作用 ―※２ 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シー

ケンスグループ 

崩壊熱除去機能喪失 ―※３ 

全交流動力電源喪失 ―※３ 

原子炉冷却材の流出 ―※３ 

反応度の誤投入 ―※３ 

 

 

※１：有効性評価における原子炉圧力とＤＢ条件における原子炉圧力との比較 

※２：非常用炉心冷却系が喪失し，炉心が損傷に至るシナリオである。よって，

原子炉冷却材圧力バウンダリの頑健性を評価することを目的とした事故

シーケンスとしては参照しない。なお，雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）及び水素燃焼は大破断ＬＯＣＡを起因とし，

事故後，急速に減圧するシナリオであり，また，他のシナリオは，原子炉

が高圧の状態で維持（その間逃がし安全弁による原子炉圧力制御）するが，

原子炉水位がＢＡＦ＋20％の位置で減圧するシナリオであるため，原子炉

圧力という点では，「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがあ

る事故」に係る事故シーケンスグループに包絡される。 

※３：運転停止中は，炉心の冠水維持までを評価の対象としており原子炉圧力・

温度に対する評価は実施していない。しかしながら，運転停止中であり，
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初期圧力は十分に低く，また，過圧・過温として影響の大きい条件である

炉心崩壊熱は，運転中と比較して十分に小さく，事象の進展も遅くなるこ

とから，「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に

係る事故シーケンスグループに包絡されるものとして参照すべき事故シ

ーケンスの対象とはしない。 

 

これ以外の事故シーケンスグループ等では，原子炉圧力容器は健全であり，

また，スクラム後，急速減圧による低圧注水系による冠水維持開始までの間，

逃がし安全弁の作動により，原子炉圧力は制御されることから，ＤＢの荷重条

件を超えることはない。 

また，「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉失敗

＋ＨＰＣＳ失敗」，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」及び「格納容器バイパス（イ

ンターフェイスシステムＬＯＣＡ）」は，ＬＯＣＡ又は逃がし安全弁の再閉失

敗が発生していることを前提にしており，ＤＢ条件を超えることはない。 

「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷防止対策は，主として当該事故の発生防

止のために代替制御棒挿入機能（ＡＲＩ）を備えており，プラント過渡事象が

発生し，通常のスクラム機能が，電気的な故障により喪失した場合に，後備の

手段としてＡＲＩを作動させることにより原子炉停止機能を確保することと

なる。有効性評価では，このＡＲＩの機能に期待せず，最も厳しい過渡事象と

して主蒸気隔離弁の閉止を条件とし，これによる原子炉圧力上昇による反応度

投入，また，主蒸気隔離弁の閉止に伴う給水加熱喪失による反応度投入を評価

している。これに対し，原子炉出力を抑制するための代替原子炉再循環ポンプ

トリップ機能，運転員による原子炉水位維持操作（自動減圧系の自動起動阻止

含む）及びほう酸水注入系による原子炉未臨界操作により原子炉を未臨界へ移

行させることとなる。 

以上のとおり，スクラムを前提とした他の事故シーケンスグループ等と比較

し，最も早く原子炉冷却材圧力が上昇する事象である。 

したがって，以下のＳＡとして考慮すべき事故シーケンスは以下の事故シナ

リオを選定した。 

・原子炉停止機能喪失 

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉圧力の最高値，原子炉冷却

材温度の最高値を第 5.2.3－2表に示す。 

 

第 5.2.3－2表 原子炉冷却材圧力バウンダリのＳＡ時の圧力・温度 

（有効性評価結果） 

 原子炉停止機能喪失 

最高圧力 約 8.98MPa[gage] 

最高温度 約 304℃ 
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第 5.2.3－2 表に示す原子炉停止機能喪失の有効性評価における解析条件設

定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮して，現実的な条件を基本と

しつつ，原則，評価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設

定とすることとしている。また，不確かさの影響評価を行っており，その場合

の圧力・温度は，第 5.2.3－2表に示す評価結果より高くなる。しかしながら，

後述する短期荷重の継続時間として考慮する時間設定においては，事象発生後

に低温停止状態に至る時間を包絡するものとしているため，結果として不確か

さの重畳の影響はない。 

 

b．ＳＡで考慮する荷重と継続時間 

a．項で選定した事故シーケンスの過渡応答図を第 5.2.3－2図～第 5.2.3－

3図に示す。原子炉圧力は主蒸気隔離弁の閉止に伴う圧力上昇以降，速やかに

耐震設計上の設計圧力である 8.28MPa[gage]を下回る。また，事象開始から 50

分以内にほう酸水注水系による未臨界が確立され，事象は収束する。 

 

 

 

第 5.2.3－2図 原子炉停止機能喪失における中性子束の時間変化 

（事象発生から 50分後まで） 
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第 5.2.3－3図 原子炉停止機能喪失における原子炉圧力，原子炉水位（シュラウ

ド外水位）の時間変化（事象発生から 50分後まで） 

 

(1)～(3)から，ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象

発生確率は第 5.2.3－3 表のとおりとなる。この検討に際し，ＳＡ施設として

の重要性を鑑み安全裕度を確保するために，頻度が保守的に算出されるように

各パラメータの設定にあたり，以下の事項を考慮している。 

【ＲＰＶバウンダリのＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率に関する

考慮】 

・ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度を用いず，炉心損傷頻度の性

能目標値である 10-4/炉年を適用している。 

・地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震動の年超過確率

はＪＥＡＧ４６０１・補－1984に記載の発生確率を用いている。 

第 5.2.3－3表より，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過確率の積等

も考慮し，工学的，総合的な判断としてＳｄによる地震力とＳＡ後長期(L)荷重，

Ｓｓによる地震力とＳＡ後長期(LL)荷重を組み合わせる。 
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第 5.2.3－3表 ＳＡの発生確率，継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生

確率 

事故シーケンス 
運転 

状態 

① 

ＳＡの 

発生確率 

② 

地震の 

発生確率 

③ 

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③ 

合計 

原子炉停止機能

喪失 

Ｖ(S) 

10－4/炉年 

Ｓｄ: 10－2/年以下 
10－2 年未

満 

10－ 8/炉年未

満 

Ｓｓ:5×10－ 4/年

以下 

5× 10－ 10/炉

年未満 

Ｖ(L) 

Ｓｄ: 10－2/年以下 
10－2 年以

上， 

2× 10 － 1

年未満 

2×10－7/炉年

未満 

Ｓｓ:5×10－ 4/年

以下 

10－ 8/炉年未

満 

Ｖ(LL) 

Ｓｄ: 10－2/年以下 
2× 10 － 1

年以上 

2×10－7/炉年

以上 

Ｓｓ:5×10－ 4/年

以下 

10－ 8/炉年以

上 

 

(5) まとめ 

以上より，ＲＰＶバウンダリとしては，ＳＡ後長期（LL）に生じる荷重と

Ｓｓによる地震力，ＳＡ後長期（L）に生じる荷重とＳｄによる地震力を組

み合わせることとする。 

 

 

第 5.2.3－4図 ＲＰＶバウンダリの荷重の組合せの検討結果（イメージ） 

荷
重 

組合せ不要 Ｓｓとの組合せ Ｓｄとの組合せ 

運転状態Ⅴ(L) 
（長期(L)） 

2×10－１年 

運転状態Ⅴ(LL) 
（長期(LL)） 

運転状態Ⅴ(Ｓ) 
（短期） 

時間 

ＳＡ発生 10－２年 

評価点①（Sd との組合せ） 

評価点②（Ss との組合せ） 
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 5.2.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物については，ＳＡ後長期の雰囲気温度と5.2.1～5.2.3

項それぞれの地震を組み合わせる。ただし，ＳＡ施設本体からの熱伝導等を考

慮するものとする。具体的な組合せ内容は，5.2.1～5.2.3項による。 
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6. 許容応力状態の検討結果 

5 項の組合せ方針に基づき，各施設のＳＡと地震の組み合わせに対する許容

応力状態の考え方を以下に示す。許容応力状態の考え方は，全般施設，ＰＣＶ

バウンダリ，ＲＰＶバウンダリ及びＳＡ施設の支持構造物に分けて検討するこ

ととした。 

【運転状態の説明】 

Ⅰ～Ⅳ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している運転状態と同じ 

Ⅴ(S) ：ＳＡの状態のうち事象発生直後の短期的に荷重が作用している状態 

Ⅴ(L) ：ＳＡの状態のうち長期的（過渡状態を除く一連の期間）に荷重が作用

している状態 

Ⅴ(LL) ：ＳＡの状態のうちＶ(L)より更に長期的に荷重が作用している状態 

【許容応力状態】 

ⅠA～ⅣA ：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態と同じ 

ⅢAS～ⅣAS：ＪＥＡＧ４６０１で設定している許容応力状態と同じ 

ⅤA    ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 

ⅤAS   ：許容応力状態ⅤA を基本として，それに地震により生ずる応力に

対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

(ＳＡ時に要求される機能が満足できる許容応力状態) 

 

6.1 全般施設 

5.2.1項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応力状態を第

6.1－1表に示す。 

第 6.1－1表 全般施設の荷重の組合せと許容応力状態 

運転 

状態 

許容応力 

状態 

ＤＢ施設 ＳＡ施設 
備考 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅱ ⅡA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅲ ⅢA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(L) 

ⅣA 

ＥＣＣＳ

等:ⅠA
＊ 

ⅢAS※1 － ⅢAS※1 － ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(S) ⅣA － － － － － 

Ⅴ(LL) 

ⅤA   － ⅤAS※2 
ⅤASの許容限界は，島根２号炉で

はⅣASと同じものを適用する。 
Ⅴ(L) 

Ⅴ(S) 

※１：ＥＣＣＳに係るもののみ 

 

※２：ＳＡ後短期的なものと，長期的なものを区別せず，それらを包絡する条
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件をＳＡ条件として設定する。(原子炉格納容器雰囲気温度の影響を受け

る全般施設については，6.2項の検討結果も考慮する) 

 

6.2 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

5.2.2項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応力状態を第

6.2－1 表に示す。ＤＢ条件における評価では，Ｓｄと事故後長期荷重の組合

せではⅢAS を許容応力状態としているが，これは，ＥＣＣＳ等と同様，原子

炉格納容器が事故を緩和・収束させるために必要な施設に挙げられているこ

とによるものである。また，ＤＢ施設として原子炉格納容器については，Ｌ

ＯＣＡ後(ＤＢＡ)の最終障壁としての安全裕度を確認する意味で，ＬＯＣＡ

後の最大内圧とＳｄの組合せを実施している。ＳＡ施設としての原子炉格納

容器については，最終障壁としての安全裕度の確認として，重大事故時の原

子炉格納容器の最高温度，最高内圧を大きく超える 200℃，２Ｐｄの条件で，

原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能が損なわれることがないことの確

認を行う。 

 

第 6.2－1表 ＰＣＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

運転 

状態 

許容応力 

状態 

ＤＢ施設 ＳＡ施設 
備考 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅱ ⅡA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅲ ⅢA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(L) ⅠA
* ⅢAS － ⅢAS － ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(S) ⅣA ⅣAS※1 － － － － 

Ⅴ(LL) ⅤA   － ⅤAS※2 ⅤASの許容限界は，島根２号炉で

は，ⅣASと同じものを適用する。 Ⅴ(L) ⅤA   ⅤAS※2 － 

Ⅴ(S) ⅤA   － － － 

※１：構造体全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内圧と

Ｓｄによる地震力との組合せを考慮する。 

※２：原子炉格納容器雰囲気温度の影響を受ける全般施設については，6.1項

の検討結果も考慮する。 
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6.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

5.2.3項の荷重の組合せ方針から，各組合せ条件に対する許容応力状態を第

6.3－1 表に示す。ＤＢ条件における評価では，Ｓｄと事故後長期荷重の組合

せでは，ＥＣＣＳ等はⅢAS を許容応力状態としているが，これは，ＥＣＣＳ

等が事故時に運転を必要とする施設に挙げられていることによるものである。 

 

第 6.3－1表 ＲＰＶバウンダリの荷重の組合せと許容応力状態 

運転 

状態 

許容応力 

状態 

ＤＢ施設 ＳＡ施設 
備考 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅱ ⅡA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅲ ⅢA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(L) 

ⅣA 

ＥＣＣＳ

等:ⅠA
* 

ⅣAS※1 － ⅣAS※1 － ＤＢと同じ許容応力状態とする。 

Ⅳ(S) ⅣA － － － － － 

Ⅴ(LL) ⅤA   － ⅤAS ⅤASの許容限界は，島根２号炉で

は，ⅣASと同じものを適用する。 Ⅴ(L) ⅤA   ⅤAS － 

Ⅴ(S) ⅤA   － － － 

※１：ＥＣＣＳに係るものはⅢAS 

 

6.4 ＳＡ施設の支持構造物 

ＳＡ施設の支持構造物についての具体的な許容応力状態は，6.1～6.3 項に

よる。 

39-4-38

80



 

 

7. まとめ 

ＳＡ施設の耐震設計にあたっては，ＳＡは地震の独立事象として位置づけた

うえで，ＳＡの発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係や様々な対

策，事故シーケンスを踏まえ，ＳＡ荷重とＳｓ，Ｓｄいずれか適切な地震力を

組み合わせて評価することとし，その組合せ検討結果としては，以下のとおり

となる。 

 

第 7-1表 重大事故と地震の荷重組合せの検討結果 
【凡例】 
○：組合せ要 
－：組合せ不要 

【全般施設】 

 

①  

ＳＡの 

発生確率 

②  

地震の 

発生確率 

③  

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③ 
組合せ 

要否 

考慮する 

組合せ 

 

全 て の

ＳＡ※1 

10 － 4/ 炉

年 

Ｓｄ: 10－ 2/年

以下 ＳＡ発生

後全期間 

10－8/炉年以上 ○ 
 

ＳＡ荷重 

＋Ｓｓ Ｓｓ:5×10－4 

/年以下 
10－8/炉年以上 ○ 

※１：短期荷重，長期(L)荷重，長期(LL)荷重を区別せず，それらを包絡する条件

とＳｓを組み合わせる。 

 

【ＰＣＶバウンダリ】 

 

① 

ＳＡの 

発生確率 

② 

地震の 

発生確率 

③ 

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③ 
組合せ 

要否 

考慮する

組合せ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(S) 

10－4/炉年 

Ｓｄ: 10－ 2/年

以下 10－2年 

未満 

10－8/炉年未

満 
－  

 

ＳＡ発生

後の最大

荷重 

＋Ｓｄ 

 

 

ＳＡ荷重

Ｖ(LL) 

＋Ｓｓ 

Ｓｓ:5×10－4 

/年以下 

5×10－10/炉

年未満 
－ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(L) 

Ｓｄ: 10－ 2/年

以下 

10－2 年以

上， 

2× 10 － 1

年未満 

2× 10－ 7/炉

年未満 
○ 

Ｓｓ:5×10－4 

/年以下 

10－8/炉年未

満 
－ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(LL) 

Ｓｄ: 10－ 2/年

以下 2×10－1 

年以上 

2× 10－ 7/炉

年以上 
 －※１ 

Ｓｓ:5×10－4 

/年以下 

10－8/炉年以

上 
○ 

※１：Ｓｓによる評価に包含されるため“－”としている。
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【ＲＰＶバウンダリ】 

 

①  

ＳＡの 

発生確率 

②  

地震の 

発生確率 

③  

ＳＡの 

継続時間 

①×②×③ 
組合せ 

要否 

考慮する

組合せ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(S) 

10-4/炉年 

Ｓｄ: 10－2 

/年以下 10－2年 

未満 

10－ 8/炉年

未満 
－ 

 

 

 

ＳＡ荷重

Ｖ(L) 

＋Ｓｄ 

 

ＳＡ荷重

Ｖ(LL) 

＋Ｓｓ 

Ｓｓ:5×10－4 

/年以下 

5×10－10 

/炉年未満 
－ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(L) 

Ｓｄ: 10－2/年以

下 

10－2 年以

上， 

2× 10 － 1

年未満 

2×10－7/炉

年未満 
○ 

Ｓｓ:5×10－4 

/年以下 

10－ 8/炉年

未満 
－ 

ＳＡ 

荷重 

Ｖ(LL) 

 

Ｓｄ: 10－2/年以

下 2×10－1 

年以上 

2×10－7/炉

年以上 
  －※1 

Ｓｓ:5×10－4 

/年以下 

10－ 8/炉年

以上 
○ 

※１：Ｓｓによる評価に包含されるため“－”としている。 
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事象発生確率の考え方 

 

 日本及び米国では性能目標として，炉心損傷頻度（ＣＤＦ）であれば 10-4／炉年，

格納容器機能喪失頻度（ＣＦＦ）であれば 10-5／炉年程度とされている。 

 ＤＢ施設の耐震設計の際のスクリーニング基準である 10-7／炉年という値は，Ｃ

ＤＦやＣＦＦの性能目標と比較すると，事象の発生確率として一般的に十分に低

いと見なされている値である。（補足 1－1表 参照） 

 米国標準審査指針においても，重大な核分裂生成物の放出に至る事故を生じさ

せる可能性のある事象に関する十分低い確率として許容しうる基準として，10-7

／炉年という値が用いられている。 

本補足では，ＤＢ施設の耐震設計の際のスクリーニング基準である 10-7／炉年を

踏まえ，ＳＡ施設の耐震設計に用いるスクリーニングの目安を検討する。 

補足１ 
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補足 1－1表 日本，米国の安全目標と地震との組合せ条件 

 

 米国（ＮＲＣ） 日本 

安全目標 10-6／炉年 

【性能目標】 

10-4／炉年（ＣＤＦ） 

10-5／炉年（ＬＥＲＦ） 

（Regulatory Guide 1.174 Rev.1, 

2002） 

【参考】IAEA の安全目標 

○既存の原子力発電所について 

重大な炉心損傷＜ 約 10-4／炉年 

大規模放出頻度＜ 約 10-5／炉年 

○将来の原子力発電所について 

重大な炉心損傷＜ 約 10-5／炉年 

大規模放出頻度＜ 約 10-6／炉年 

（75-INS AG-3 Rev.1 INS AG-12） 

10-6／炉年 

【性能目標】 

10-4／炉年（ＣＤＦ） 

10-5／炉年（ＣＦＦ－１） 

10-6／炉年（ＣＦＦ－２）（100TBq の管理目標（環

境への影響の視点）） 

（第２回 原子力規制委員会（平成 25年 4 月 10

日）資料５） 

 

（第２回 原子力規制委員会での議論） 

○平成 18 年までに旧原子力安全委員会安全目標

専門部会において詳細な検討が行われており，こ

の検討結果は原子力規制委員会が安全目標を議

論する上で十分に議論の基礎となるものと考え

られる。 

（安全目標に関する調査審議状況の中間とりま

とめ 平成 15年 12 月） 

（発電用軽水型原子炉施設の性能目標について 

平成 18年 3 月） 

○東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえ，

放射性物質による環境への汚染の視点も安全目

標の中に取り込み，万一の事故の場合でも環境へ

の影響をできるだけ小さくとどめる必要がある。 

具体的には，世界各国の例も参考に，発電用原子

炉については，事故時の Cs137の放出量が 100TBq

を超えるような事故の発生頻度は，100万年に１

回程度を超えないように抑制されるべきである

（テロ等によるものを除く）ことを，追加すべき

である。 

地震との

組合せ 

「適切な組合せ」を考慮する。 

具体的な記載はなし。 

（10CFR50 付則 A「一般設計指針

（GDC）」） 

（設置許可基準規則の解釈別記２（＝ＤＢ施設に

対する規定）） 

発生確率，継続時間，地震動の年超過確率を踏ま

えて，適切な地震力と組合せる。 

 

（ＪＥＡＧ４６０１（＝ＤＢ施設に対する規定）） 

10-7／炉年以下の発生確率は考慮しない。 

（参考）

航空機落

下の判断

基準 

10-7／炉年 

（SRP3.5.1.6 AIRCRAFT HAZARDS） 

【参考】 

10CFR100（立地基準）におけるオフ

サイト・ハザード（重大なＦＰの放

出に至る事故を生じさせる可能性

のある事象）に関する十分低い確率

として容認しうる基準として，正確

に確率を推定するのが難しい場合

は，10-7／炉年としている。 

（ SRP 2.2.3 EVALUATION OF 

POTENTIAL ACCIDENTS） 

10-7／年 

（「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の

評価基準について」（平成 21・06・25原院第１号。

平成 21年 6 月 30日原子力安全・保安院制定）） 
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1. 確率論的リスク評価における「影響」について 

・原子力施設の安全性を議論する際の「リスク」とは，施設周辺の人々の健康や

社会，環境に影響を及ぼす潜在的危険性，例えば，炉心が損傷し，放射性物質が

放出され，人々等に被害をもたらす場合の発生確率と被害の大きさの積のことを

いう。 

・リスクの定量的評価の技術である確率論的リスク評価（ＰＲＡ）における「影

響」とは，健康や社会，環境への被害である。その被害には，プラント安全の脅

威となる炉心損傷や格納容器機能喪失を含んでいる。

 
 ・炉心損傷頻度（ＣＤＦ） 

 ・格納容器機能喪失頻度（ＣＦＦ） 

  炉心損傷，格納容器機能喪失という「影響」について，そのシナリオ群の頻

度の合計 

 

 ・したがって，性能目標には「影響」が考慮されている。 

 

 原子力安全委員会の安全目標専門部会 

 安全目標案として，「原子力施設の事故に起因する放射線被ばくによる，施

設の敷地境界付近の公衆の個人の平均急性死亡リスクは，年あたり百万分の

１程度を超えないように抑制されるべきである。また，原子力施設の事故に

起因する放射線被ばくによって生じ得るがんによる，施設からある範囲の距

離にある公衆の個人の平均死亡リスクは，年あたり百万分の１程度を超えな

いように抑制されるべきである。」（平成 15年 12月の中間とりまとめ） 

 発電用軽水型原子力炉施設を対象として，施設の有するリスクが安全目標

案に適合していることの判断の目安となる性能目標として，「１基あたりの

炉心損傷頻度は年あたり１万分の１程度以下，１基あたりの格納容器機能

喪失頻度は年あたり１０万分の１程度以下とし，両方が同時に満足される

こと」（平成 18年３月報告書） 

・施設の有するリスクが安全目標に適合していることの判断の目安となる性能目標 
 炉心損傷頻度（ＣＤＦ）を 10-4／炉年 以下 
 格納容器機能喪失頻度（ＣＦＦ）を 10-5／炉年以下 

39-4-43

85



 

2. スクリーニング基準の設定の考え方 

 

項目 目標値※１ 
ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 

基準（／炉年） 

スクリーニング基準を定めている 

事例※２ 

炉 心 損 傷

頻度 

（ＣＤＦ） 

 

10-4 

（/炉年) 

10-6 

（/炉年） 

・原子力学会標準「外部ハザードに対

するリスク評価方法の選定に関する

実施基準」 

・米国 ASME/ANS RA-Sa-2009(EXT-C1) 

格 納 容 器

機 能 喪 失

頻度 

（ＣＦＦ） 

10-5 

（/炉年) 

10-7 

（/炉年） 

・米国 SRP3.5.1.6（航空機落下） 

・航空機落下確率評価基準（平成 21年

6月 30日 原子力安全・保安院） 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」より 

※２：【参考１】を参照 

 
ＣＤＦ目標値 10-4／炉年に対しては２桁を見越した 10-6／炉年が，ＣＦＦ目標

値 10-5／炉年に対しても２桁を見越した 10-7／炉年がスクリーニング基準として

用いられている例があるが，これは，目標に対する相対割合として１％を下回る

頻度の事象であるので，これを考慮しない場合であっても目標に対して影響がな

いとみなしている。 

 

（注）スクリーニング基準とは，頻度への影響度を勘案し，考慮する必要がない

と判断できるしきい値 

 

2桁 

2桁 
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3. スクリーニング基準設定の体系的整理 

 

 

① 炉心を守る設備の設計に際して，スクリーニング基準として 10-6／炉年（性

能目標 10-4×10-2）を適用することは妥当であり，また，格納容器を守る設備

の設計に際して，スクリーニング基準として 10-7／炉年（性能目標 10-5×10-2）

を適用することは妥当と考える。 

② 『炉心を守る』という観点からは設備による違いがあるものではなく，いず

れもスクリーニング基準として 10-6／炉年を適用することが妥当と考える。

また，同様に『格納容器を守る』という観点からも設備による違いではなく，

目的に応じたスクリーニング基準として 10-7／炉年を用いることは妥当と考

える。 

 ＤＢ施設 
ＳＡ施設 

炉心を守る
施設 

 ＤＢ施設 
ＳＡ施設 
ＰＣＶ 

格納容器を
守る施設 

炉心損傷を発生させう

るものとして設計上考

慮すべき事象や状態の 

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準 

格納容器破損を発生さ

せうるものとして設計

上考慮すべき事象や状

態のｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準 

ＣＤＦ性能目標に対して２桁差 

ＣＦＦ性能目標に対して２桁差 

性能目標 

10－4 

10－5 

スクリーニング 
基準値 

10－6 

10－7 

性能目標とスクリーニング基準の単位は， 

（／炉年）である。 

ＣＦＦ 

ＣＤＦ 

① 

② 

② 
① 
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4. スクリーニング基準設定の体系的整理とＪＥＡＧ４６０１との関係性 

 

③ ＤＢ施設に対する基準であるＪＥＡＧ４６０１で炉心を守る設備と格納容

器を守る設備の両方に対してスクリーニング基準として 10-7／炉年が採用さ

れていることは，前述のスクリーニング基準設定の体系的整理から言えば，

10-7／炉年は格納容器を守る設備の基準に相当し，炉心を守る設備に対して

１桁保守性を有している。 

 

 

島根２号炉のこの度の荷重の組合せの検討においては，ＳＡ施設としての重要

性に鑑み，ＪＥＡＧ４６０１に規定されているＤＢ施設の設計の際のスクリーニ

ング基準である 10－7／炉年に保守性を見込んだ 10－8／炉年をＳＡ施設共通のス

クリーニングの目安とする。 

 

  ＤＢ施設 
ＳＡ施設 

炉心を守る
施設 

  ＤＢ施設 
ＳＡ施設 
ＰＣＶ 

格納容器を
守る施設 

炉心損傷を発生させうるものと

して設計上考慮すべき事象や状

態のｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準 

格納容器破損を発生させうるも

のとして設計上考慮すべき事象

や状態のｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準 

ＣＤＦ性能目標に対して２桁差 

ＣＦＦ性能目標に対して２桁差 

性能目標 

10－4 

10
－5
 

 

スクリーニング 
基準値 

10
－6
 

10
－7
 

性能目標とスクリーニング基準の単位は， 
（／炉年）である。 

ＣＦＦ 

ＣＤＦ  

JEAG4601 
（ＤＢ設備
規定） 
ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 
基準 

１桁の保守性 

  

③ 
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【参考１】スクリーニング基準を定めている事例内容について 

・日本原子力学会 

AESJ-SC-RK008:2014「外部ハ

ザードに対するリスク評価方

法の選定に関する実施基準」 

・ 米 国 ASME/ANS RA-Sa-2009

「Standard for Level 1/LERF 

PRA for NPPs」 

（EXT-C1） 

・AESJ の外部ハザード選定標準では，外部ハ

ザードが炉心損傷リスクを有するか否かの

判断基準値として，“ハザード発生頻度分

析”，“決定論的なＣＤＦ評価”のいずれの評

価で判断基準値も発生頻度で 10-6／年と置

くことが考えられる。 

・ASME/ANS RA-Sa-2009 ＰＲＡスタンダード

において，外部ハザードにより炉心損傷にな

らないこと，あるいはＣＤＦが受容可能な程

度に小さいことを判断するためのスクリー

ニング基準に 10-6／炉年を用いている。 

・米国 SRP3.5.1.6（航空機落下） ・放射線影響が公衆の被ばく線量に関するガイ

ドラインの判断基準値を超える発電用原子

炉施設への航空機落下事故の発生確率が

10-7／炉年以下となること。 

・航空機落下確率評価基準 

（平成 21 年 6 月 30 日 原子力

安全・保安院） 

・標準的な評価手法に基づき，発電用原子炉施

設へ航空機が落下する確率を評価し，それら

の評価結果の総和が 10-7／炉年を超えない

こと。 

・立地点における状況を現実的に考慮した評価

を行い，その妥当性を確認した上で，航空機

落下の発生確率の総和が 10-7／炉年を超え

ないこと。 
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ＳＡ施設に対する許容応力状態の考え方 

 

1. はじめに 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，「基準地震動による地震

力に対して、重大事故に(至るおそれがある事故に)対処するために必要な機能が

損なわれるおそれがないものであること」(第 39条第１項第１号，第３号)とさ

れており，許容限界の設定に際しては，ＤＢ施設の機能維持設計の解釈である第

４条第３項に係る別記２の規定に準ずる。具体的な許容限界の設定は，ＪＥＡＧ

４６０１のＤＢ施設に対する記載内容を踏まえ，ＳＡ施設における荷重の組合せ

と許容限界の設定方針を定めた。 

本資料では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設である原子炉格納容器を代表に，許容

応力状態の考え方を示す。 

 

2. ＤＢ施設としての原子炉格納容器の考え方 

ＤＢ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，弾性設計(第４条第１項)

と機能維持設計(第４条第３項)が求められている。それらの基本的な考え方は，

別記２によると，以下のとおりである。 

【地震力】 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適

切な地震力と組み合わせて考慮すること 

【許容限界】 

弾性設計  ：局部的に弾性限界を超える場合を容認しつつも施設全体と

しておおむね弾性範囲に留まり得ること 

機能維持設計：塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベ

ルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設

に要求される機能に影響を及ぼさないこと 

これらの弾性設計と機能維持設計の考え方の比較を補足 2－1図に示す。 

ＪＥＡＧ４６０１の許容応力状態の基本的な考え方を参考に，ＤＢ施設の各運

転状態と地震力との組合せに対する許容応力状態を，補足 2－1表に整理した。

運転状態Ⅰ～Ⅲと弾性設計用地震動Ｓｄの組合せに対しては，許容応力状態ⅢAS

の許容限界が，又，運転状態Ⅰ～Ⅲと基準地震動Ｓｓの組合せ及び運転状態Ⅳと

弾性設計用地震動Ｓｄの組合せに対しては，許容応力状態ⅣAS の許容限界が適

用される。 

ここで，ＪＥＡＧ４６０１において，ＥＣＣＳ等及び原子炉格納容器に属する

機器は，本来運転状態Ⅳ(L)を設計条件としていることから，運転状態Ⅳ(L)と弾

性設計用地震動Ｓｄの組合せに対して，許容応力状態ⅢAS の許容限界を適用し

ている。この考え方を反映し，ＤＢ施設の原子炉格納容器についての各運転状態

と地震力との組合せに対する許容応力状態を補足 2－2表のとおり定めた。 

補足２ 
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補足 2－1図 弾性設計と機能維持設計の考え方 

    弾性設計の要求事項 

     機能維持設計の要求事項 

基準等の要求事項 

第４条第１項 

設計基準対象施設は，地震力に十分に耐

えることができるものでなければならな

い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許容限界 

【別記２】 

局部的に弾性変形を超える場合を容認

しつつも施設全体としておおむね弾性

範囲に留まり得ること 
 

【JEAG4601】 

  運転状態Ⅲに対する許容応力状態ⅢAを

基本としてさらに地震荷重に対する特

別の制限を加えた許容応力状態ⅢAS を

限度とする 

第４条第３項 

 耐震重要施設は，基準地震動による地震

力に対して安全機能が損なわれるおそれ

がないものでなければならない 
 

第 39 条第１項第１号，第３号 

基準地震動による地震力に対して重大事

故に(至るおそれがある事故に)対処する

ために必要な機能が損なわれるおそれが

ないものであること 

 

 

 

 

 

 

許容限界 

【別記２】 

 塑性ひずみが生じる場合であっても，そ

の量が小さなレベルに留まって破断延性

限界に十分な余裕を有し，その施設に要

求される機能に影響を及ぼさないこと 

【JEAG4601】 

  運転状態Ⅳに対する許容応力状態ⅣAを

基本としてさらに地震荷重に対する特

別の制限を加えた許容応力状態ⅣAS を

限度とする 

弾性設計 機能維持設計 

SA 施設の耐震設計において，DB 施設の耐震設計の考え方を準用する範囲 

地震力（別記２）              地震力（別記２） 

Ｓｄ又は静的地震力             Ｓｓ 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ， 

適切な地震力と組み合わせて考慮すること 

運転状態の定義(JEAG4601) 

運転状態(長期)Ⅳ(L)：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，長期間のものが作用している状態 

運転状態(短期)Ⅳ(S)：告示の運転状態Ⅳの状態のうち，短期間のもの（例：JET，JET

反力，冷水注入による過渡現象等）が作用している状態 
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補足 2－1表 許容応力区分(ＥＣＣＳ等以外) 

地震動 

運転状態 
－※ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA ⅢAS ⅣAS 

Ⅱ ⅡA ⅢAS ⅣAS 

Ⅲ ⅢA ⅢAS ⅣAS 

Ⅳ(L) ⅣA ⅣAS － 

Ⅳ(S) ⅣA － － 

※ 本列には，強度評価で使用する許容応力状態を記載しているが， 

ＪＥＡＧ４６０１に倣い，－と記載する。(以降の表も同様) 

 

補足 2－2表 許容応力区分(ＥＣＣＳ等) 

地震動 

運転状態 
 －※ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA ⅢAS ⅣAS 

Ⅱ ⅡA ⅢAS ⅣAS 

Ⅲ ⅢA ⅢAS ⅣAS 

Ⅳ(L) ⅠA
＊ ⅢAS － 

Ⅳ(S) ⅣA －※ － 

 

【ＪＥＡＧ４６０１】 

ＥＣＣＳ等に属する機器は，本来運転状態Ⅳ(L)を設計条件として

いる。すなわち当該設備においては，この状態が運転状態 I に相

当するので，許容応力状態ⅠA
＊とした。 

 

※ 原子炉格納容器は，ＬＯＣＡ後の最終障壁となることから，構造全体としての

安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内圧とＳｄ地震動(又は静的地震

力)との組合せを考慮する。この場合の評価は，許容応力状態ⅣASの許容限界

を用いて行う。 

39-4-50

92



 

3. ＳＡ施設としての原子炉格納容器の考え方 

ＳＡ施設の耐震設計として，設置許可基準規則では，「基準地震動による地震

力に対して重大事故に(至るおそれがある事故に)対処するために必要な機能が

損なわれるおそれがないものであること」(第 39条第１項第１号，第３号)とさ

れており，以下のとおり，機能維持設計の解釈である第４条第３項に係る別記

２の規定に準ずる。 

【地震力】 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適

切な地震力と組み合わせて考慮すること 

【許容限界】 

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断

延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない

こと 

 

ＤＢ施設の考え方のうち，ＳＡ施設の機能維持設計で準ずる範囲を補足 2－1

図の破線で示す。これらを基に，以下のとおり，ＳＡ施設としての原子炉格納容

器の地震力及び許容限界を検討した。 

【地震力】 

事故発生時を基点として，10－2年までの期間を短期（運転状態Ⅴ(S)），10－2

～２×10－1年を長期(L)(運転状態Ⅴ(L))，２×10－1年以降を長期(LL)(運転状

態Ⅴ(LL))と定義し，頻度概念を適用して各運転状態と組み合わせる適切な地

震力を検討した。この検討に際し，ＳＡ施設としての重要性を鑑み安全裕度を

確保するために，頻度が保守的に算出されるよう各パラメータの設定にあたり，

以下の事項を考慮した。 

① ＳＡの発生確率は，個別プラントの炉心損傷頻度(ＣＤＦ)を用いず，Ｃ

ＤＦの性能目標値である 10－4/炉年を適用している。 

② 地震ハザード解析結果から得られる年超過確率を参照し，地震動の年超

過確率はＪＥＡＧ４６０１・補-1984に記載の発生確率を用いた。 

 

その結果，運転状態Ⅴ(L)と組み合わせる地震力として，弾性設計用地震動

Ｓｄによる地震力，運転状態Ⅴ(LL)と組み合わせる地震力として，基準地震動

Ｓｓによる地震力を選定した。(補足 2－3表 参照) 
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補足 2－3 表 原子炉格納容器のＳＡと地震の組合せの検討結果 

運転 

状態 

①  

ＳＡの発生確率 

②  

事象の継続時間 

③  

地震動の年超過確率 

④  

①～③の積 

Ⅴ(S) 

1.0×10－4/炉年 

10－2年未満 
Ｓｓ：5×10－4/年以下 5×10－10/炉年未満 

Ｓｄ：  10－2/年以下 10－8/炉年未満 

Ⅴ(L) 
10－2年以上， 

2×10－1年未満 

Ｓｓ：5×10－4/年以下 10－8/炉年未満 

Ｓｄ：  10－2/年以下 2×10－7/炉年未満 

Ⅴ(LL) 2×10-1年以上 
Ｓｓ：5×10－4/年以下 10－8/炉年以上 

Ｓｄ：  10－2/年以下 2×10－7/炉年以上 

 

【許容限界】 

設計条件を超える運転状態Ⅴの許容応力状態としてⅤA を定義し，さらに地

震との組合せにおいては，許容応力状態ⅤASを定義した。 

新たに定義する許容応力状態ⅤASは，ＳＡに対処するために必要な機能が損

なわれない許容限界であり，前述の保守的な考慮により設定された運転状態Ⅴ

(L)とＳｄによる地震力との組み合わせに対して，島根２号炉では，機能維持

設計の許容限界として適用実績のある許容応力状態ⅣAS と同じ許容限界を設

定する。 

上記の基本的な考え方に基づき検討すると，補足 2－4表に整理される。 

加えて，島根２号炉では，ＤＢＡの状態である運転状態Ⅰ～Ⅳは，ＤＢ施設

と同様の許容応力状態とし，各運転状態と地震力の組合せに対する許容応力状

態を補足 2－5 表のとおり設定した。 
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補足 2－4表 機能維持設計の考え方を適用した場合の原子炉格納容器の許容応力区分 

 

地震動 

運転状態 
－ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA － ⅣAS 

Ⅱ ⅡA － ⅣAS 

Ⅲ ⅢA － ⅣAS 

Ⅳ(L) ⅠA
* ⅣAS － 

Ⅳ(S) ⅣA － － 

Ⅴ(LL) ⅤA － 
ⅤAS 

(ⅣAS) 

Ⅴ(L) ⅤA 
ⅤAS 

(ⅣAS) 
－ 

Ⅴ(S) ⅤA 
－ 

－ 

 

 

事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の

関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 

 

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベ

ルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設

に要求される機能に影響を及ぼさないこと。 
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補足 2－5表 ＤＢ施設の許容応力状態に配慮した場合の 

 原子炉格納容器の許容応力区分 

 

地震動 

運転状態 
－ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA － ⅣAS 

Ⅱ ⅡA － ⅣAS 

Ⅲ ⅢA － 
ⅣAS 

Ⅳ(L) ⅠA
＊ ⅢAS － 

Ⅳ(S) ⅣA － － 

Ⅴ(LL) ⅤA － 
ⅤAS 

(ⅣAS) 

Ⅴ(L) ⅤA 
ⅤA S 

(ⅣA S) 
－ 

Ⅴ(S) ⅤA － － 

 

【島根２号炉の方針】 

ＤＢＡの状態である運転状態Ⅰ～Ⅳは，ＤＢ施設と同様の

許容応力状態とする。 
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4. ＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する許容応力状態の比較 

補足 2－6表に今回のＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する許容応力状態を

比較する。 

今回のＳＡ施設の荷重条件は，ＤＢ施設として規格基準上求められる設計条件

を上回るものとなっている。 

 

補足 2－6表 ＳＡ施設とＤＢ施設の荷重条件に対する原子炉格納容器の許容応力

状態の比較 

運転状

態 

許容応

力状態 

圧力条件 

[kPa(gage)] 

ＤＢ施設 ＳＡ施設 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

Ⅰ ⅠA 

通常運転 

圧力 

ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 

Ⅱ ⅡA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 

Ⅲ ⅢA ⅢAS ⅣAS － ⅣAS 

Ⅳ(L) ⅠA
＊ 

ＬＯＣＡ後 

10－1年後 
ⅢAS － ⅢAS 

 

－ 

Ⅳ(S) ⅣA 327※１ ⅣAS※４ － － － 

Ⅴ(LL) ⅤA 372※２   － ⅤAS※５ 

Ⅴ(L) ⅤA 659※３   ⅤAS※５ － 

Ⅴ(S) ⅤA 853   － － 

※１：運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故のうち，原子炉格納容器圧力

が最も高くなる「原子炉冷却材喪失」の評価結果 

※２：重大事故に至るおそれのある事故又は重大事故のうち，「雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却を使用す

る場合）」における事故発生から２×10－1年後の圧力 

※３：格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しない場合）において，

格納容器圧力の上昇の速度が遅く，格納容器スプレイ流量が抑制できる

など，格納容器圧力逃がし装置の使用タイミングが遅くなる可能性があ

ることから，事象発生後以降の最大となる圧力（有効性評価結果の最高

圧力） 

※４：構造体全体としての安全裕度を確認する意味でＬＯＣＡ後の最大内圧と

Ｓｄ(又は静的地震力)との組合せを考慮する。 

※５：ⅤASの許容限界は，島根２号炉では，ⅣASと同じものを適用する。 
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「地震の従属事象」と「地震の独立事象」について 

 

運転状態Ⅴが地震によって引き起こされるおそれがある事象であるかに

ついては，ＤＢ施設の耐震設計の考え方に基づく。なお，確率論的な考察も

考慮する。 

 

1. 「地震の従属事象」と「地震の独立事象」についての当社の定義 

判断にあたり，ＳＡ施設の評価における「地震の従属事象」，「地震の独立事象」

について当社の定義を示す。この定義はＤＢ施設に対して従前より適用してきた

考え方に基づくものであり，ＪＥＡＧ４６０１の規定とも整合したものとなって

いる。 

(1) 地震の従属事象 

設置許可基準規則の解釈別記２における「地震によって引き起こされる事

象(地震の従属事象)」の当社の定義は以下のとおり。 

・ある地震力を想定して，その地震力未満で設計された設備が，その地震

力を上回る地震が発生した際に確定論的に設備が損傷すると仮定した場

合に発生する事象 

(2) 地震の独立事象 

設置許可基準規則の解釈別記２における「地震によって引き起こされるお

それのない事象(地震の独立事象)」の当社の定義は以下のとおり。 

・上記のような確定論的な評価では引き起こされるおそれのない事象 

なお，ＪＥＡＧ４６０１においては，地震の従属事象は地震との組合せを

実施し，地震の独立事象については，事象の発生頻度，継続時間，地震の発

生確率を踏まえ，10－7回/炉年を超える事象は組合せを実施している。 

 

2. ＤＢ施設の耐震設計の考え方等に基づく判断 

Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能が損なわれるおそれ

のないよう設計されている。この安全機能に係る設計は，Ｓクラス施設自体が，

Ｓｓによる地震力に対して，損傷しないよう設計するだけでなく，下位クラスに

属するものの波及的影響等に対しても，その安全機能を損なわないよう設計する

ことも含まれる。(補足 3－1表) 

Ｓクラス施設が健全であれば，炉心損傷防止に係る重大事故等対策の有効性評

価において想定した全ての事故シーケンスに対し，Ｓｓ相当の地震により，起因

事象が発生したとしても緩和設備が機能し，ＤＢ設計の範囲で事象を収束させる

ことができることを確認した。(補足 3－2表) 

したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計における荷重の組合せの検討としては，

Ｓｓ相当の地震に対して，運転状態Ⅴは地震によって引き起こされるおそれのな

い「地震の独立事象」として扱い，運転状態Ⅴの運転状態と地震力とを適切に組

み合わせる。 

補足３ 
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補足 3－1表 Ｓクラスの設計 

地震の影響が考えられる事象 耐震性の担保 

耐震重要施設自体の損傷 
基準地震動による地震力に対して安全機能が

損なわれるおそれがないよう設計する。(４条) 

下位クラスの損傷の影響による

耐震重要施設の損傷 

耐震重要施設が，下位クラスに属するものの波

及的影響によって，その安全機能を損なわない

ように設計する。(４条) 

地震随伴 

事象 

溢水による 

耐震重要施設の損傷 

安全施設は，発電用原子炉施設内における溢水

が発生した場合においても安全機能を損なわ

ないよう設計する。(９条) 

津波による 

耐震重要施設の損傷 

設計基準対象施設は，基準津波に対して安全機

能が損なわれるおそれがないように設計する。

(５条) 

火災による 

耐震重要施設の損傷 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉

施設の安全性が損なわれないよう設計する。 

(８条) 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（１／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

1 高圧・低圧 

注水機能喪失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋低圧炉心冷

却失敗 

外部電源 

喪失※１ 
セラミックインシュレータ × △ 

運転状態 

Ⅱ 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

×  

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（２／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

1 高圧・低圧 

注水機能喪失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋低圧炉心冷

却失敗 

高圧炉心

冷却失敗 

原子炉隔離時冷却系逆止弁 ○ 

× 

 

原子炉隔離時冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉隔離時冷却系配管 ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービン ○ 

230V直流母線盤 ○ 

230V蓄電池 ○ 

230V充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系直流コントロールセンタ ○ 

低圧炉心

冷却失敗 

残留熱除去ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去系ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

過渡事象 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

＋低圧炉心冷

却失敗 

外部電源 

喪失※１ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

ＳＲＶ 

再閉失敗 

逃がし安全弁 
○ × 

 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ）失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（３／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

1 高圧・低圧 

注水機能喪失 

過渡事象 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

＋低圧炉心冷

却失敗 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ）失敗 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 

低圧炉心 

冷却失敗 

残留熱除去ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去系ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（４／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

2 

 

高圧注水・ 

減圧機能喪失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋原子炉減圧

失敗 

外部電源 

喪失※１ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（５／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

2 高圧注水・ 

減圧機能喪失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋原子炉減圧

失敗 

高圧炉心 

冷却失敗 

原子炉隔離時冷却系逆止弁 ○ 

× 

 

原子炉隔離時冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉隔離時冷却系配管 ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービン ○ 

230V直流母線盤 ○ 

230V蓄電池 ○ 

230V充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系直流コントロールセンタ ○ 

原子炉 

減圧失敗 

逃がし安全弁 ○ 

×  

逃がし安全弁窒素ガス供給系空気作動弁 

（グローブ） 
○ 

逃がし安全弁窒素ガス供給系配管 ○ 

逃がし安全弁アキュムレータ ○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（６／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋ＤＧ失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

外部電源 

喪失 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

ＤＧ失敗 燃料移送系逆止弁 ○ 

× 

 

非常用ディーゼル発電設備非常用ディーゼル室 

送風機 
○ 

非常用ディーゼル発電設備 ○ 

非常用母線メタクラ ○ 

非常用コントロールセンタ ○ 

燃料移送系配管 ○ 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ ○ 

非常用ロードセンタ ○ 

非常用ディーゼル発電設備空気だめ ○ 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル燃料 

デイタンク 
○ 

非常用ディーゼル発電燃料貯蔵タンク ○ 

非常用母線変圧器 ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

原子炉補機冷却系逆止弁 ○ 

原子炉補機海水系逆止弁 ○ 

原子炉補機冷却系熱交換器 ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ ○ 

原子炉補機海水ポンプ ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉補機冷却系空気作動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機冷却系配管 ○ 

原子炉補機海水系配管 ○ 

原子炉補機海水ストレーナ ○ 

原子炉補機冷却系サージタンク ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ熱交換器室冷却機 ○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（７／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋ＤＧ失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ)失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（８／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋ＤＧ失敗 

＋高圧炉心冷

却失敗 

外部電源

喪失 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

ＤＧ失敗 燃料移送系逆止弁 ○ 

× 

 

非常用ディーゼル発電設備非常用ディーゼル室 

送風機 
○ 

非常用ディーゼル発電設備 ○ 

非常用母線メタクラ ○ 

非常用コントロールセンタ ○ 

燃料移送系配管 ○ 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ ○ 

非常用ロードセンタ ○ 

非常用ディーゼル発電設備空気だめ ○ 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル燃料 

デイタンク 
○ 

非常用ディーゼル発電燃料貯蔵タンク ○ 

非常用母線変圧器 ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

原子炉補機冷却系逆止弁 ○ 

原子炉補機海水系逆止弁 ○ 

原子炉補機冷却系熱交換器 ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ ○ 

原子炉補機海水ポンプ ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉補機冷却系空気作動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機冷却系配管 ○ 

原子炉補機海水系配管 ○ 

原子炉補機海水ストレーナ ○ 

原子炉補機冷却系サージタンク ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ熱交換器室冷却機 ○ 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（９／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋ＤＧ失敗 

＋高圧炉心冷

却失敗 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系逆止弁 ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉隔離時冷却系配管 ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービン ○ 

230V直流母線盤 ○ 

230V蓄電池 ○ 

230V充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系直流コントロールセンタ ○ 

39-4-66

108



 

補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（１０／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失 

＋ 直 流 電 源 

喪失 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

外部電源 

喪失 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

直流電源 

喪失 

直流母線盤 ○ 

× 

 

蓄電池 ○ 

充電器盤 ○ 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ)失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（１１／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋ＤＧ失敗 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

外部電源 

喪失 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

ＤＧ失敗 燃料移送系逆止弁 ○ 

× 

 

非常用ディーゼル発電設備非常用ディーゼル室 

送風機 
○ 

非常用ディーゼル発電設備 ○ 

非常用母線メタクラ ○ 

非常用コントロールセンタ ○ 

燃料移送系配管 ○ 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ ○ 

非常用ロードセンタ ○ 

非常用ディーゼル発電設備空気だめ ○ 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル燃料 

デイタンク 
○ 

非常用ディーゼル発電燃料貯蔵タンク ○ 

非常用母線変圧器 ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

原子炉補機冷却系逆止弁 ○ 

原子炉補機海水系逆止弁 ○ 

原子炉補機冷却系熱交換器 ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ ○ 

原子炉補機海水ポンプ ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉補機冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉補機冷却系空気作動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

原子炉補機冷却系配管 ○ 

原子炉補機海水系配管 ○ 

原子炉補機海水ストレーナ ○ 

原子炉補機冷却系サージタンク ○ 

原子炉補機冷却水ポンプ熱交換器室冷却機 ○ 

ＳＲＶ 

再閉失敗 

逃がし安全弁 
○ × 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（１２／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

3 全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失

＋ＤＧ失敗 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ)

失敗 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ)失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（１３／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

 

4 崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象 

＋崩壊熱除去

失敗 

外部電源 

喪失※１ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

 

崩壊熱 

除去失敗 

残留熱除去系ポンプ室冷却機 ○ 

× 

  

残留熱除去系逆止弁 ○  

残留熱除去系熱交換器 ○  

残留熱除去ポンプ ○  

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○  

残留熱除去系配管 ○  

残留熱除去系電動弁（グローブ） ○  

サプレッション・チェンバ ○  

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋崩壊熱除去

失敗 

外部電源 

喪失※１ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

  

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○  

高圧炉心スプレイポンプ ○  

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○  

高圧炉心スプレイ系配管 ○  

サプレッション・チェンバ ○  

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○  

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○  

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○  

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○  

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○  

取水設備（取水槽） ○  

タービン建物 ○  

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○  

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○  

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○  

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○  

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○  

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○  
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（１４／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

4 崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷

却失敗 

＋崩壊熱除去

失敗 

高圧炉心 

冷却失敗 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系逆止弁 ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（ゲート） ○ 

原子炉隔離時冷却系電動弁（グローブ） ○ 

原子炉隔離時冷却系配管 ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ ○ 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービン ○ 

230V直流母線盤 ○ 

230V蓄電池 ○ 

230V充電器盤 ○ 

原子炉隔離時冷却系直流コントロールセンタ ○ 

崩壊熱 

除去失敗 

残留熱除去系ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去系ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

残留熱除去系電動弁（グローブ） ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

過渡事象 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋崩壊熱除去

失敗 

外部電源 

喪失※１ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

ＳＲＶ 

再閉失敗 

逃がし安全弁 
○ × 

 

崩壊熱 

除去失敗 

残留熱除去系ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去系ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

残留熱除去系電動弁（グローブ） ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（１５／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

4 崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ）

失敗 

＋崩壊熱除去

失敗 

外部電源 

喪失※１ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

ＳＲＶ 

再開失敗 

逃がし安全弁 
○ × 

 

高圧炉心

冷却（ＨＰ

ＣＳ）失敗 

高圧炉心スプレイポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

高圧炉心スプレイ系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ系電動弁（ゲート） ○ 

高圧炉心スプレイ系配管 ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備非常用 

ディーゼル室送風機 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル燃料デイタンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料貯蔵タンク 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系配管 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送系逆止弁 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電設備 

燃料移送ポンプ 
○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線メタクラ ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用母線変圧器 ○ 

高圧炉心スプレイ系非常用コントロールセンタ ○ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ 

取水設備（取水槽） ○ 

タービン建物 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系逆止弁 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系電動弁（バタフライ） ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 ○ 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系サージタンク ○ 

高圧炉心スプレイ系直流母線盤 ○ 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 ○ 

高圧炉心スプレイ系充電器盤 ○ 
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補足 3－2表 地震の従属事象としての適用性について（１６／１６） 

類型化グループ 
事故 

シーケンス 
事象 対象機器 

ＤＢ上

のＳｓ 

耐震性 

地震の従属 

事象としての 

適用の有無 

備考 

4 崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象 

＋圧力バウン

ダリ健全性（Ｓ

ＲＶ再閉）失敗 

＋高圧炉心冷

却（ＨＰＣＳ）

失敗 

＋崩壊熱除去

失敗 

崩壊熱 

除去失敗 

残留熱除去系ポンプ室冷却機 ○ 

× 

 

残留熱除去系逆止弁 ○ 

残留熱除去系熱交換器 ○ 

残留熱除去系ポンプ ○ 

残留熱除去系電動弁（ゲート） ○ 

残留熱除去系配管 ○ 

残留熱除去系電動弁（グローブ） ○ 

サプレッション・チェンバ ○ 

5 原子炉停止 

機能喪失 

過渡事象 

＋原子炉停止

失敗 

外部電源 

喪失※１ 

セラミックインシュレータ 
× △ 

運転状態

Ⅱ 

原子炉 

停止失敗 

炉心支持板 ○ 

× 

 

燃料集合体 ○ 

制御棒案内管 ○ 

水圧制御ユニット ○ 

制御棒駆動機構ハウジング ○ 

制御棒駆動系配管 ○ 

炉心シュラウド ○ 

シュラウドサポート ○ 

上部格子板 ○ 

制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム ○ 

6 ＬＯＣＡ時 

注水機能喪失 
－ － － － － 

 

7 格納容器バイ

パス（ＩＳＬ

ＯＣＡ） 

－ － － － － 

 

 
※１：過渡事象を代表する起因事象として外部電源喪失を設定。 
【凡例】 
 ＤＢ上のＳｓ耐震性 
   ○：有 ×：無 

 地震の従属事象としての適用の有無 
   ○：地震の従属事象であり，地震と組合せ評価が必要なもの。 
   △：地震の従属事象であるが，他の事象で代表され地震と組合せ評価が不要なもの。 
   ×：地震の従属事象でないもの。 
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3. 確率論的な考察 

2.のとおり，ＳＡ施設の耐震設計の荷重の組合せにおいて，確定論の観点から

運転状態Ｖは地震の独立事象として取り扱うこととしている。 

このことについて参考のため，確率論的な観点から考察すると，Ｓｓ相当

（820gal）までの地震力により炉心損傷に至る事故シーケンスについて，緩和設

備のランダム故障を除いた※１炉心損傷頻度（ＣＤＦ）であって，ＳＡ施設による

対策の有効性の評価がＤＢ条件を超えるものの累積値は，一部のＳＡ施設を考慮

した場合のＰＲＡ評価を実施した結果，約 1.0×10-7／炉年となった。 

 

補足 3－3 表 ＤＢ条件を超える事故シーケンスに対するＣＤＦ 

事故シーケンス 

グループ 
ＤＢ条件を超える事故シーケンス 

ＣＤＦ 

(／炉年) 

合計 

(／炉年) 

高圧・低圧注水 
機能喪失 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 3.3E-09 

1.0E-07 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 
＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 

3.1E-11 

全交流動力 
電源喪失 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗） 
＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 

3.1E-08 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗） 
＋高圧炉心冷却失敗 

2.3E-09 

外部電源喪失＋直流電源喪失＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）
失敗 

2.8E-11 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗） 
＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 
＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 

1.5E-10 

崩壊熱除去 
機能喪失 

過渡事象＋崩壊熱除去機能失敗 6.2E-08 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 8.5E-10 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 
＋崩壊熱除去失敗 

1.6E-10 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 
＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 

2.6E-11 

原子炉停止 
機能喪失 

過渡事象＋原子炉停止失敗 1.3E-10 

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗） 
＋原子炉停止失敗 

1.2E-11 

 

 性能目標のＣＤＦ（10-4／炉年）に対して１％を下回る頻度の事象は，目標に対

して影響がないといえるくらい小さい値と見なすことができ，1.0×10-7／炉年は

これを大きく下回り，Ｓｓ相当までの地震力によりＤＢ条件を超える運転状態Ｖ

の発生確率は極めて低いと考えられる。したがって，ＳＡ施設に対する耐震設計

における荷重の組合せの検討において，運転状態Ｖが地震によって引き起こされ

るおそれがないとして扱うことは妥当と考える。 

 

※１：地震損傷とランダム故障の組合せによる炉心損傷シナリオについては，保

守的に除かないものとした。
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（参考）余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出 

1. 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出方法 

1.1 本震前に前震を考慮した場合の影響評価 

地震ＰＲＡにおいては，前震，本震全体を考慮した評価方法はないことから，

１回の地震による評価を２回使用することで前震，本震を考慮することとする。

評価方法の概念図を参考 1.1－1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 1.1－1図 本震前に前震を考慮した場合の評価方法 

 

次に考慮すべきケースの網羅性についての検討結果を示す。 

＜１回目の地震による評価＞ 
「①地震発生頻度」「②地震により発生する起因事象」「③ランダム故障または④緩和設備の地震による機器損傷確率」を考慮して全炉心
損傷頻度を評価。炉心損傷しない場合は，「⑤炉心冷却成功」となる。 

前震 起因事象発生 緩和設備のランダム故障   

緩和設備の地震による損傷  

緩和設備の継続運転成功 

 

年
超
過
確
率
（
／
炉
年
）
 

 

820gal 
最大加速度（gal） 

① 

●前震は本震より小さいが，ここでは保守的に 
0～820gal の全てを考慮 

② 

 ＜２回目の地震による評価＞ 

緩和設備の継続運転中   本震 起因事象発生 緩和設備の地震による損傷   

緩和設備の継続運転成功  

⑥ ⑦ ⑧ 

⑨ 

（⇒炉心冷却成功） 

0～820gal の地震による累積：Ｂ／炉年 

新たな起因事象は想定しない。 

●緩和設備が継続運転し炉心冷却に成功しているケースであ
り，ＤＢＡで想定される運転状態に他ならない。なお，フラ
ジリティの策定にあたっては，ＤＢＡで想定される最も厳し
い運転荷重を考慮していることから，本震においても前震を
同じフラジリティが適用可能。 

●緩和設備の損傷の組合せが前震と本震で同じであること，前
震と本震で同じフラジリティ評価が適用可能と想定。 

●本震として 0～820gal を考慮するため，炉心損傷に至る頻度
は１回目の地震（前震）と同じ。 

以上より結果として前震，本震による炉心損傷頻度は，以下の式で表すことができる。 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年 ＋Ｂ／炉年 

③ 

④ 

⑤ 

0～820gal の地震による累積：Ａ／炉年 

0～820gal の地震による累積：Ｂ／炉年 

（⇒炉心冷却成功） 
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緩和設備は冗長性を有するが，地震ＰＲＡでは冗長設備は同時に損傷すると

して評価しているため，１つの系統が機器損傷し，残りの系統が健全となるケ

ースは考慮せず，１つの設備が損傷する確率で全台の当該設備が損傷に至るも

のとして保守的に評価している。 

そのため，緩和設備の状態について考えられる全ての組合せを抽出し，現行

の地震ＰＲＡでどのように整理されるかを考慮した。なお，以下は２つの系統

で冗長化されている系統の場合について代表して記載する（３つの系統で冗長

化されている場合も同様の整理となる）。 

 
前震及び前震後の本震による緩和設備の状態の組合せを次に示す。 

 

○前震による緩和設備の状態の組合せは，緩和設備の状態（ランダム故障，地震

による機器損傷，健全）の９通りの全ての組合せを考慮。

前震 起因事象発生 
緩和設備の 
ランダム故障 

緩和設備の 
前震による損傷  

※１ 

・前震により必ず起因事象が発生するとして評価するため，

緩和設備の起動失敗は前震でのみ考慮。 

・緩和設備の使命時間における継続運転失敗は前震側で考慮。 

炉心損傷 

（緩和設備の継続運転成功） 

両系とも運転 

（両方の系統とも健全）  
本震 

Ａ系本震による損傷，Ｂ系本震による損傷  

Ａ系本震による損傷，Ｂ系健全  

炉心損傷 

炉心冷却成功 

Ｂ系のみ運転 

（Ａ系ランダム故障）  
本震 

Ｂ系本震による損傷（Ａ系は既に損傷） 

Ｂ系健全（Ａ系は既に故障）  

炉心損傷 

炉心冷却成功 

Ａ系のみ運転 

（Ｂ系ランダム故障）  
本震 

Ａ系本震による損傷（Ｂ系は既に損傷） 

Ａ系健全（Ｂ系は既に故障）  

炉心損傷 

炉心冷却成功 

Ａ系健全，Ｂ系本震による損傷 

Ａ系，Ｂ系ともに健全 

炉心損傷 

炉心損傷 

⑧ 

⑧ 

⑧ 

⑧ 

⑧ 

※２ 

※２ 

炉心損傷 

③ 

④ 

※1 

Ａ系 Ｂ系

ランダム故障（前震） ランダム故障（前震） ⇒③で整理 Ａ系 Ｂ系

ランダム故障（前震） 前震による機器損傷 ランダム故障（前震） ○（健全） ⇒炉心冷却成功

前震による機器損傷 ランダム故障（前震） ランダム故障（前震） 前震による機器損傷

前震による機器損傷 前震による機器損傷 ⇒④で整理 本震による機器損傷 ランダム故障（前震）

前震による機器損傷 ○（健全） ○（健全） ランダム故障（前震） ⇒炉心冷却成功

○（健全） 前震による機器損傷 本震による機器損傷 本震による機器損傷 ⇒本震による機器損傷として整理

ランダム故障（前震） ○（健全） 本震による機器損傷 ○（健全）

○（健全） ランダム故障（前震） ○（健全） 本震による機器損傷

○（健全） ○（健全） ○（健全） ○（健全） ⇒炉心冷却成功

前
震
に
よ
る
影
響

　④で整理

　④で整理※２

　緩和設備の
　継続運転に成功

　本震による機器損傷として整理

　本震による機器損傷として整理※２

本
震
に
よ
る
影
響

b. 前震後の本震による緩和設備の状態の組合せ 
a. 前震による緩和設備の状態の組合せ 

※２ 

緩和設備の状態は，理論上，上記の組合せが考えられるが，地震ＰＲＡでは冗長設備は

同時に損傷するとして評価するため，片方の系統が機器損傷しもう一方の系統が健全と

なるケースは考慮せず，１つの機器が損傷することで炉心損傷に至るものとして保守的

に評価している。 

本震により炉心損傷に至る

組合せは，前震による組合

せのうち④と整理したもの

と同じとなった。 
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○冗長設備は同時に損傷するとして評価するため，「ランダム故障と地震による

機器損傷」「片方の系統のみ地震により機器損傷」のケースについては，「両

方の系統とも地震により損傷」として整理。 

○緩和設備が「両方の系統ともランダム故障」のケースはランダム故障として

整理。 

○前震後の本震による緩和設備の状態の組合せは，前震後に健全な系統の緩和

設備が本震により損傷するか否かの組合せであり，８通り全ての組合せを想

定。 

○ランダム故障は前震側で考慮しているため，前震と前震後の本震による緩和

設備の状態の組合せについては，「両方の系統ともランダム故障」となる組合

せを除き，前震とその後の本震で同じ組合せとなった。 

○そのため，地震規模を同程度とすると，地震により機器が損傷する確率は前

震と本震で同程度となる。 

 

1.2 本震後の余震を考慮した場合の影響について 

地震ＰＲＡにおいては，本震，余震全体を考慮した計算方法はないことから，

「本震前に前震を考慮した場合」と同様に１回の地震による評価を２回用いる

ことで本震，余震を考慮することとし，影響の検討を行う。 

また，想定する地震規模として，本震及び余震の地震加速度を 0gal から

820gal の全ての地震による影響を考慮して組み合わせる場合，「1.1 本震前に

前震を考慮した場合の影響評価」においても前震及び本震の地震加速度を0gal

から 820gal の全ての地震による影響を考慮して組み合わせていることを踏ま

えると，前震を本震に，本震を余震に読み替えることで同じ影響を評価するこ

ととなる。 

以上より，本震，余震による炉心損傷頻度は， 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年＋ Ｂ／炉年 

で算出される。 

 

2. 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1 Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積の算出結果 

地震ＰＲＡにおいては，本震による影響のみを評価しているが，算出した

Ｓｓ相当（820gal）までの本震による全炉心損傷頻度は 0gal からＳｓ相当で

ある 820galまでの地震による影響を累積した評価であり，緩和設備のランダ

ム故障が重畳することで炉心損傷に至るケースが含まれている。 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻度の累積は約 3.3×10-7／炉年で

あり，そのうち緩和設備のランダム故障によるものが約 5.5×10-9／炉年，緩

和設備の地震による損傷によるものが約 3.3×10-7／炉年である。 
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2.2 余震，前震を考慮した炉心損傷頻度の算出結果 

2.1項の算出結果を用い，1.1項及び 1.2項の算出式で評価を行った。 

Ａ／炉年＋ Ｂ／炉年＋ Ｂ／炉年 

＝約 5.5×10-9／炉年 ＋ 約 3.3×10-7／炉年 ＋ 約 3.3×10-7／炉年 

＝約 6.6×10-7／炉年 

 

以上の算出結果から，余震，前震を考慮した炉心損傷頻度は約 6.6×10-7／

炉年と非常に低い値となる。 

  

本震 起因事象発生 緩和設備のランダム故障   

緩和設備の地震による損傷  

緩和設備の継続運転成功 

０～８２０ｇａｌの地震による累積：Ａ／炉年 

０～８２０ｇａｌの地震による累積：Ｂ／炉年 

（⇒炉心冷却成功） 

最大加速度０～８２０ｇａｌの全ての地震による影響を考慮 

年
超
過
確
率
（
／
炉
年
）
 

 

８２０ｇａｌ 
最大加速度（ｇａｌ） 
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ＤＢＡによる履歴を考慮しなくてよい理由 

 

6.1～6.4 項において，運転状態Ⅰ～ⅣとＳｓの組合せにおいて適用するとした

許容応力状態ⅣASの適用性について，以下のとおり検討した。 

ＪＥＡＧ４６０１に規定されるⅣAS は，材料の塑性域にわずかに入ることを許

容した許容応力状態であり，ⅣAS における許容応力は，設計引張強さＳｕ又は設

計降伏点Ｓｙに一定の係数を乗じて設定するものである。 

例として，クラス 1容器及びクラスＭＣ容器の許容応力を補足 4－1表及び補足

4－2表に，応力－ひずみ線図と許容応力の関係を補足 4－1図にそれぞれ示す。 

補足 4－1表，補足 4－2表及び補足 4－1図より，ⅣASは，破断延性限界に対し

て十分な余裕を有し，Ｓｓに対する安全機能を損なうおそれのない要件を十分満

足できるものである。 

 

補足 4－1表 クラス１容器の許容応力 

許容応力状態 １次一般膜応力 １次膜応力＋１次曲げ応力 備考 

ⅢAS Min(2/3Su,Sy) 左欄の 1.5倍の値  

ⅣAS 2/3Su 左欄の 1.5倍の値  

 

補足 4－2表 クラスＭＣ容器の許容応力 

許容応力状態 １次一般膜応力 １次膜応力＋１次曲げ応力 備考 

ⅢAS Min(0.6Su,Sy) 左欄のα倍の値(注)  

ⅣAS 0.6Su※1 左欄のα倍の値(注) 
※１不連続な部分

は Min(0.6Su,Sy) 

(注)：αは純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は 1.5のいずれ

か小さいほうの値とする。 

 

 

補足 4－1図 応力－ひずみ線図と許容応力の関係 

ⅣAＳの許容値 

ⅢAＳの許容値 

設計応力強さ Sm 

設計降伏点 Sy 

Min(2/3Su,Sy) 

2/3Su 破断 

ひずみ 

設計引張強さ Su 応力 ▼ 

補足４ 
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次に，ⅣAS 相当の応力を生じさせる荷重が繰り返し作用した場合の耐震性への

影響について，発生応力(一次応力)がＳｙを超える場合に生じるひずみ履歴(イメ

ージ図)を補足 4－2図に示し，以下のとおり検討する。 

 

(1) ⅣASは，材料の塑性域にわずかに入ることを許容した許容応力状態である。 

(2) 発生応力が設計降伏点Ｓｙ以下なら残留ひずみは生じない。(０→ａ→０) 

(3) 発生応力ＳＦ(荷重Ｆによる応力)がＳｙを超える場合は，除荷後に残留ひず

みεが生じる。(０→ａ→ｂ→ｃ) 

(4) ２回目以降，荷重Ｆと同等の荷重が生じた場合，１回目と同様の弾性的挙

動を示し，ＳＦが発生する。(ｃ→ｂ) 

(5) (1)により，ⅣAS相当の応力に対して，材料はわずかに塑性域に入る程度で

あり，ⅣAS 相当の応力を生じる荷重が生じた場合，(3)と同様の挙動を示す。 

(6) ２回目以降，同様の荷重が発生したとしても，(4)の挙動を示すことから，

耐震設計においてⅣAS を許容応力状態として適用することにより耐震性は確

保される。 

 

 

補足 4－2図 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ(一次応力) 

  

ひずみ  ε 

ひずみ増加時：０→ａ→ｂ 

ひずみ減少時：ｂ→ｃ 

（除荷後に残留ひずみ有） 

その後の挙動：ｃ→ｂ 

ＳF         

Ｓy  

１回目の荷重Ｆによる挙動 

・ 

２回目以降の荷重Ｆ 

による挙動 

応 
力 

c 

許容状態Ｄ 
の制限 

a 

b 

 0 
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重大事故シーケンスにおける主要な重大事故等対処施設 

 

防護対象 重大事故シーケンス 
主要な重大事故等対処施設 

原子炉格納容器内 原子炉格納容器外 

原子炉格納容器 雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）残留

熱代替除去系を使用す

る場合 

 

水素燃焼 

― 低圧原子炉代替注水系（常設） 

低圧原子炉代替注水槽 

残留熱代替除去系 

常設代替交流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

所内常設蓄電式直流電源設備 

可搬式窒素供給装置 

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）残留

熱代替除去系を使用し

ない場合 

― 低圧原子炉代替注水系（常設） 

低圧原子炉代替注水槽 

格納容器フィルタベント系 

常設代替交流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

所内常設蓄電式直流電源設備 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

 

原子炉圧力容器外の溶

融燃料－冷却材相互作

用 

 

溶融炉心・コンクリー

ト相互作用 

逃がし安全弁 

コリウムシールド 

残留熱代替除去系 

常設代替交流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

所内常設蓄電式直流電源設備 

常設代替直流電源設備 

可搬式窒素供給装置 

 

添付資料１ 
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防護対象 重大事故シーケンス 
主要な重大事故等対処施設 

原子炉格納容器内 原子炉格納容器外 

原子炉圧力容器 高圧・低圧注水機能喪

失 

逃がし安全弁 低圧原子炉代替注水系（常設） 

低圧原子炉代替注水槽 

常設代替交流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

格納容器フィルタベント系 

高圧注水・減圧機能喪

失 

逃がし安全弁 代替自動減圧機能 

全交流動力電源喪失

（外部電源喪失＋ＤＧ

失敗）＋ＨＰＣＳ失敗 

逃がし安全弁 所内常設蓄電式直流電源設備 

常設代替直流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

格納容器フィルタベント系 

全交流動力電源喪失

（外部電源喪失＋ＤＧ

失敗）＋高圧炉心冷却

失敗 

逃がし安全弁 高圧原子炉代替注水系 

所内常設蓄電式直流電源設備 

常設代替直流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

格納容器フィルタベント系 

全交流動力電源喪失

（外部電源喪失＋ＤＧ

失敗）＋直流電源喪失 

逃がし安全弁 高圧原子炉代替注水系 

常設代替直流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

格納容器フィルタベント系 

全交流動力電源喪失

（外部電源喪失＋ＤＧ

失敗）＋ＳＲＶ再閉失

敗＋ＨＰＣＳ失敗 

逃がし安全弁 所内常設蓄電式直流電源設備 

常設代替直流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

格納容器フィルタベント系 

崩壊熱除去機能喪失

（取水機能が喪失した

場合） 

逃がし安全弁 常設代替交流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

所内常設蓄電式直流電源設備 

崩壊熱除去機能喪失

（残留熱除去系が故障

した場合） 

逃がし安全弁 低圧原子炉代替注水系（常設） 

低圧原子炉代替注水槽 

常設代替交流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

格納容器フィルタベント系 
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防護対象 重大事故シーケンス 
主要な重大事故等対処施設 

原子炉格納容器内 原子炉格納容器外 

原子炉圧力容器 原子炉停止機能喪失 逃がし安全弁 代替原子炉再循環ポンプトリップ機能 

自動減圧起動阻止スイッチ 

代替自動減圧起動阻止スイッチ 

ほう酸水注入系 

LOCA時注水機能喪失 逃がし安全弁 低圧原子炉代替注水系（常設） 

低圧原子炉代替注水槽 

常設代替交流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

格納容器フィルタベント系 

格納容器バイパス 

（インターフェイスシ

ステムＬＯＣＡ） 

逃がし安全弁 原子炉建物ブローアウトパネル 

使用済燃料プール 想定事故１ ― 常設スプレイヘッダ 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

想定事故２ ― 常設スプレイヘッダ 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

原子炉圧力容器 運転停止中 

崩壊熱除去機能喪失 

逃がし安全弁 ― 

運転停止中 

全交流動力電源喪失 

逃がし安全弁 低圧原子炉代替注水系（常設） 

低圧原子炉代替注水槽 

常設代替交流電源設備 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

所内常設蓄電式直流電源設備 

常設代替直流電源設備 

運転停止中 

原子炉冷却材の流出 

― ― 

運転停止中 

反応度の誤投入 

― ― 
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地震動の年超過確率 

 

Ｓ２の発生確率 

５×10－４～10－５/年 

Ｓ１の発生確率 

10－２～５×10－４/年 

添付資料２ 
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事故時荷重の組合せの選定における検討の流れ 

 

（備考）重大事故防止設備（設計基準拡張）は，設計基準事故対処設備として設定されている耐震

重要度分類のクラスに従った耐震評価を実施する。 

独立事象 

従属事象 

ＳＡ荷重と地震の組合せの検討の流れについて 

 
 

・ＳＡ施設の耐震性に対する考え方 １． 

・規制基準における要求事項     ２． 

前提条件 

常設耐震重要重大事故防止設備 

又は，常設重大事故緩和設備 

組み合わせる事象は地震の 

従属事象か，独立事象か？ 

（確定論的な考え方を踏まえ，確
率論的な考察も踏まえて設定） 

当該事象の発生確率，継続時間及び

地震動の年超過確率の関係を踏ま

え，事象による荷重とＳｓ，Ｓｄい

ずれか適切な地震力と組み合わせて

評価する。（※１） 

当該事象による荷重とＳｓに

よる地震力を組み合わせて評

価する。（※２） 

次項で，施設
ごとの検討
内容を説明 

組み合わせるべき荷重に対する発生値と許容値を比較する。その際に用い

る許容限界としては，以下のとおり。 

運転状態Ⅰ～Ⅳと地震の組合せについては，ＤＢと同じ許容限界とし，Ｓ

Ａ（運転状態Ⅴ）と地震の組合せについては，ＳＡ施設として求められる

機能を維持する観点で，許容応力状態を設定し，具体的な許容限界は，島

根２号炉では，ＤＢの規定と同じ許容限界を適用する。 

3. (2), 

(3) 

3. (1) 

：設計方針 

：方針に基づく検討プロセス 

：方針に基づく検討結果 

青：本資料本文での記載箇所 

〈基本全体フロー〉 

※１：確定論的な考え方，確率論的な考察を踏まえ，ＳＡ等は地震独立事象として取り扱う 

※２：確定論的な考え方，確率論的な考察を踏まえ，ＳＡ等は地震独立事象として取り扱う

ことから，従属事象としては考慮しない 

5.1 
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ＳＡ荷重と地震の組合せの検討の流れについて 

 全般施設 

（建物・構築物含む） 

 

ＰＣＶバウンダリを 

構成する設備 

ＲＰＶバウンダリを 

構成する設備 

 4.(2) 4.(2) 4.(2) 

施設分類 

検討内容 施設分類ごとに検討 

手順は 4.(3) 

①ＳＡの 
発生確率 

4.(3)① 

 
②地震動の 
年超過確率
の 
考え方 

4.(3)② 

 ③スクリー
ニングの 
判定基準の 
設定 

4.(3)③ 

④ＳｄとＳｓ 
に組み合わ 
せるＳＡの 
継続時間の 
設定 

4.(3)④ 

5.2.1(1) 5.2.2(1) 5.2.3(1) 

5.2.1(2) 5.2.2(2) 5.2.3(2) 

5.2.1(3) 
5.2.2(3) 

5.2.3(2) 

5.2.1(3) 5.2.2(3) 5.2.3(3) 

荷重の組合せ 
の検討結果 
（④を踏ま 
えて総合的， 
工学的判断） 

4.(3)⑤ 

・ＳＡ発生後の最大荷重
とＳｓによる地震力の
組合せを実施 

・許容限界はⅤASとして，
島根２号炉では，ⅣAS

を適用 

5.2.1(4)，6.1 

・ＳＡ後長期(LL)に生じ

る荷重とＳｓによる地
震力，事象発生後以降
の最大となる荷重と 

Ｓｄによる地震力の
組合せを実施 

・許容限界はⅤASとして，

島根２号炉では，ⅣAS
を適用 

5.2.2(4)，6.2 

・ＳＡ後長期(LL)に生じ

る荷重とＳｓによる
地震力，ＳＡ後長期
(L)に生じる荷重と 

Ｓｄによる地震力の
組合せを実施 

・許容限界はⅤAS とし

て，島根２号炉では，
ⅣAS を適用 

5.2.3(4)，6.3 

③の保守性を見込んだ 10－8/炉年と，①と②の値の積により，組合せの目安 
となる継続時間を判断する。 

事故発生時を基点として，10－2年までの期間を地震荷重との組合せが不要な 

短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せが必要な 10－2～ 
２×10－1年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓとの組合せが 

必要な２×10－1年以降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）とする。 

＜施設共通＞ 

 

 

①と②及びＳＡの継続時間との積で荷重の組合せの判断を行う。そのスクリーニン

グの判断基準を島根２号炉では，ＤＢ施設の設計の際のスクリーニング基準である
10－7/炉年に保守性を見込んだ 10－8/炉年と設定 

＜施設共通＞ 

 

JEAG4601に記載のＳ２，Ｓ１の発生確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えて適用 
＜施設共通＞ 

炉心損傷頻度の性能目的値（10－4/炉年）を適用 

＜施設共通＞ 
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建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方 

 

4 項(2)では建物・構築物を全般施設に分類しており，全般施設はＳＡ条件を考慮し

た設計荷重とＳｓによる地震力を組み合わせることとしている。これは，建物・構築

物のＤＢ施設としての設計の考え方が，機器・配管系のそれと同じであり，ＳＡ施設

としての設計については，建物・構築物，機器・配管系ともにＤＢ施設としての設計

の考え方を踏まえることを基本方針としているからである。 

以下では，建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方について，ＤＢ施設とし

ての設計の考え方も踏まえ，本文の各項毎に説明する。 

 

(1) 対象施設とその施設分類(3項(1)に対する考え方) 

『重大事故等対象設備について（補足説明資料）「39条地震による損傷の防止添

付資料－1 重大事故等対処施設の網羅的な整理について」』より抽出したＳＡ施設

の建物・構築物を表 1に示す。これら 10施設は，Ｓｓによる地震力に対して機能

維持が求められている「常設耐震重要重大事故防止設備」，「常設重大事故緩和設

備」のいずれかに該当するため，荷重の組合せ検討の対象施設である。 

 

表 1 ＳＡ施設（建物・構築物）の施設分類 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

常設耐震重要 

重大事故防止設備 

常設耐震重要 

重大事故防止設備 

以外の常設重大 

事故防止設備 

常設重大事故 

緩和設備 

燃料プール ○ ― ○ 

低圧原子炉代替注

水槽 
○ ― ○ 

中央制御室遮蔽 ○ ― ○ 

緊急時対策所遮蔽 ― ― ○ 

取水槽 ― ○ ○ 

取水管 ― ○ ○ 

取水口 ― ○ ○ 

原子炉棟 ― ― ○ 

非常用ガス処理系

用排気筒 
― ― ○ 

緊急時対策所用燃

料地下タンク 
― ― ○ 
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(2) ＤＢ施設としての設計の考え方 

(a) 新規制基準における要求事項 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則」の第４条(地震による損傷の防止)には，建物・構築物，機器・配管系の区分

なく，次の事項が規定されている。 

・設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるものでなければな

らない。 

・耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそ

れのある地震による加速度によって作用する地震力(以下「基準地震動による

地震力」という。)に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなけれ

ばならない。 

 

(b) ＪＥＡＧ４６０１の規定内容(2.3項に対する考え方) 

上記の規制要求を踏まえ，ＪＥＡＧ４６０１－1987において，建物・構築物に

関する荷重の組合せと許容限界については，以下のように規定されている。 

 

【荷重の組合せ】 

・地震力と常時作用している荷重及び運転時(通常運転時，運転時の異常な過渡

変化時)に施設に作用する荷重とを組み合わせる。 

・常時作用している荷重，及び事故時の状態で施設に作用する荷重のうち長時間

その作用が続く荷重と基準地震動Ｓ1による荷重とを組み合わせる。 

 

【許容限界】 

・基準地震動Ｓ1による地震力との組合せに対する許容限界 

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。た

だし，事故時の荷重と組み合わせる場合には，次項による許容限界を適用する。 

・基準地震動Ｓ2による地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物が構造物全体として十分変形能力(ねばり)の余裕を有し，終局耐

力に対して安全余裕をもたせることとする。 

 

ここで，ＪＥＡＧ４６０１－1987における建物・構築物の荷重の組合せは，2.3

項に示す機器・配管系の荷重の組合せと同じ考え方に基づいて設定された結果と

して規定されているものである。 

なお，ＪＥＡＧ４６０１－1987において，機器・配管系では運転状態が定義さ

れているが，建物・構築物については，細かな運転状態を設定する必要がないた

め，運転状態は定義されていない。 
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 (3) ＳＡ施設の荷重の組合せと許容限界の設定方針(3.(3)(4)項に対する考え方) 

ＳＡ施設の建物・構築物における荷重の組合せと許容限界の設定方針は，機器・

配管系と同様，ＪＥＡＧ４６０１－1987 のＤＢ施設に対する規定内容を踏まえ，

以下のとおりとする(建物・構築物では，運転状態及びそれに対応した許容応力状

態が定義されていないことから，機器・配管系とは下線部が異なる)。 

 

【ＳＡ施設(建物・構築物)における設定方針】 

・Ｓｓ，Ｓｄと運転状態の組合せを考慮する。 

・地震の従属事象については，地震との組合せを実施する。ここで，Ｓクラス施

設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能が保持できるよう設計されてい

ることから，地震の従属事象としてのＳＡは発生しないこととなる。したがっ

てＳＡは地震の独立事象として取り扱う。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄ

の年超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的に組み合わせるかを判断する。

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニング基準として参

照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機能喪失頻度の性能目標値に保守

性をもたせた値を目安とし，事象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄ

の年超過確率の積との比較等により判断する。 

・また，上記により組合せ不要と判断された場合においても，事故後長期間継続

する荷重とＳｄによる地震力とを組み合わせる。 

・許容限界として，ＤＢ施設のＳｓに対する許容限界に加えて，ＳＡ荷重と地震

力との組合せに対する許容限界(機器・配管系の許容応力状態ⅤAS に相当する

もの)を設定する。ここで，島根２号炉では，ＳＡ荷重と地震力との組合せに

対する許容限界は，ＤＢ施設のＳｓに対する許容限界(建物・構築物が構造物

全体として十分変形能力(ねばり)の余裕を有し，終局耐力に対して安全余裕を

もたせることとする)と同じとする。 

 

 (4) 荷重の組合せと許容限界の検討結果(5.2.1項に対する考え方) 

5.2.1項の全般施設の検討は，建物・構築物に対しても同様に適用される。すな

わち，各項目に対する考え方は以下のとおりとなる。 

ＳＡの発生確率・・・・・・炉心損傷頻度の性能目標値(10－4/炉年)を設定 

継続時間・・・・・・・・・事故発生時を基点として，10－2年までの期間を地

震荷重との組合せが不要な短期（運転状態Ⅴ(S)），

Ｓｄとの組合せが必要な 10－2～２×10－1 年を長

期(L)（運転状態Ⅴ(L)），Ｓｓとの組合せが必要

な２×10－1年以降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）

とする。 

（建物・構築物について，ＳＡ時の荷重条件を踏  

まえ 5.2.1 項(2)b.の分類を設備ごとに検討した

結果を添付４補足資料－１に示す。) 
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地震動の年超過確率・・・・ＪＥＡＧ４６０１の地震動の発生確率(Ｓｓ:５×

10－4/年以下，Ｓｄ:10－2/年以下)を設定 

 

以上から，機器・配管系と同様，ＳＡの発生確率，継続時間，地震動の年超過

確率の積等を考慮した工学的，総合的な判断として，建物・構築物についても，

ＳＡ荷重とＳｓによる地震力を組み合わせることとする。 

 

(5) ＳＡと地震の組合せに対する許容限界の考え方(6.1項に対する考え方) 

(3)の荷重の組合せ方針から，ＳＡ施設(建物・構築物)の各組合せ条件に対する

許容応力状態をＤＢ施設(建物・構築物)と比較して表 2 に示す。なお，表 2 に示

す荷重の組合せケースのうち，他の組合せケースと同一となる場合，又は他の組

合せケースに包絡される場合は評価を省略する。 

 

表 2 荷重の組合せと許容限界 

運転状態 
ＤＢ施設 ＳＡ施設 

備考 
Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

運転時 
許容 

応力度※1 
終局※2 － 終局※2 ＤＢと同じ許容限界とする。 

ＤＢ事故時 

(長期) 
終局※2 － 終局※2 － ＤＢと同じ許容限界とする。 

ＳＡ事故時 － － － 終局※2 

ＳＡ荷重と地震力との組合せ

に対する許容限界として，島

根２号炉では，終局※2とする。 

※１：許容応力度：安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度 

※２：終局:構造物全体として十分変形能力(ねばり)の余裕を有し，終局耐力に対

して安全余裕を持たせていること 

 

添付４補足資料－２に，地震力と組み合わせる荷重を施設ごとに示す。 

いずれの施設も，ＤＢ事故時（長期）の荷重は，結果的に運転時と同じとなり，

表２における「ＤＢ事故時（長期）＋Ｓｄ」は地震力が大きい「運転時＋Ｓｓ」

に包絡されることになる。 

以上より，建物・構築物は，ＰＣＶ，ＲＰＶ以外の機器・配管系と同様に扱う

ことが可能であり，全般施設に分類することができる。 
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添付４補足資料－１ 

 

ＳＡ施設（建物・構築物）のＳＡ時の条件を踏まえた分類 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

荷重状態 

の分類※ 
分類の根拠 

燃料プール a(b) 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重，積載荷重，水圧）及び運転時の温

度荷重を考慮している。ＳＡ時には，ＤＢ

条件とは異なる異常時荷重（温度荷重）が

作用する。 

低圧原子炉代替注

水槽 
c 

低圧原子炉代替注水槽については，ＤＢ施

設ではない。 

原子炉棟 

中央制御室遮蔽 
b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重，積載荷重）を考慮している。ＳＡ

時においても，荷重条件は変わらないため，

ＤＢ条件を上回る荷重はない。 

緊急時対策所遮蔽 c 
緊急時対策所遮蔽については，ＤＢ施設で

はない。 

取水槽 

取水管 

取水口 

b 

ＤＢ設計では，地盤内に埋設されている構

造物として，常時作用している荷重（固定

荷重，積載荷重，土圧，水圧）を考慮して

いる。ＳＡ時においても，地盤内でＤＢ条

件を上回るような事象は発生しないため，

ＤＢ条件を上回る荷重はない。 

非常用ガス処理系

用排気筒 
b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重）を考慮している。ＳＡ時において

も，荷重条件は変わらないため，ＤＢ条件

を上回る荷重はない。 

緊急時対策所用燃

料地下タンク 
c 

緊急時対策所用燃料地下タンクについて

は，ＤＢ施設ではない。 

※ 荷重状態の分類 

a：ＳＡ条件がＤＢ条件を超える既設施設 

(a) 新設のＳＡ施設の運転によって，ＤＢ条件を超える既設施設 

(b) ＳＡによる荷重・温度の影響によってＤＢ条件を超える既設施設 

b：ＳＡ条件がＤＢ条件に包絡される既設施設 

c：ＤＢ施設を兼ねないＳＡ施設 
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                          添付４補足資料－２ 

 

建物・構築物において地震力と組み合わせる荷重は補足表 2-1のとおりとなる。 

 

補足表 2-1 ＳＡ施設(建物・構築物)において地震力と組み合わせる荷重 

 
運転時 

ＤＢ事故時 

(長期) 
ＳＡ事故時 

組み合わせる地震力 Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

許容限界 終局 終局 終局 

Ｓ
Ａ
施
設
（
建
物
・
構
築
物
） 

燃料プール 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

通常時温度荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＤＢ長期温度荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＳＡ時温度荷重 

低圧原子炉代

替注水槽 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

原子炉棟 

中央制御室遮

蔽 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

緊急時対策所

遮蔽 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

取水槽 

取水管 

取水口 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

非常用ガス処

理系用排気筒 
固定荷重 固定荷重 固定荷重 

緊急時対策所

用燃料地下タ

ンク 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 

 

ＪＥＡＧ４６０１－1987 では，熱応力の扱いとして，終局状態では「熱応力は

考慮しない」と記載されており，原子炉格納容器底部でない基礎マットや燃料プ

ールの解析例においても，地震時荷重と温度荷重は組み合わされていない(参考資

料〔参考 5〕参照)。これを踏まえ，補足表 2-1 から温度荷重を消去すると全ての

荷重組合せケースにおいて，地震力と組み合わせる荷重は常時作用している荷重

(固定荷重，積載荷重，土圧，水圧)のみとなるため，ＤＢ事故時(Ｓｄとの組合せ)

は運転時(Ｓｓとの組合せ)に包絡され，ＳＡ事故時は運転時と同一となる。 
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対象設備，事故シーケンス，荷重条件の網羅性について 

 

ＳＡ荷重の組合せの検討においては，全ての対象設備，事故シーケンス，荷重条

件等を網羅的に検討している。以下では，それぞれについて，その考え方を説明す

る。 

 

(1) 対象設備 

今回のＳＡ荷重の組合せの検討においては，常設耐震重要重大事故防止設備，

常設重大事故緩和設備を対象とし，全ての対象施設を全般施設，原子炉格納容器

バウンダリを構成する設備(以下「ＰＣＶバウンダリ」という。)，原子炉冷却材

圧力バウンダリを構成する設備(以下「ＲＰＶバウンダリ」という。)のいずれか

に分類している。 

 

 

 

(2) 事故シーケンス 

重大事故等対策の有効性を評価する事故シーケンスグループ等は，本発電用原

子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえて，以下のとおり選定されている。

ここには「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」及び「運

転中の原子炉における重大事故」，並びに「運転停止中の原子炉における重大事

故に至るおそれがある事故」を挙げており，考慮すべき全ての事故シーケンスグ

ループ等を挙げている。 

継続時間の検討に当たっては以下の全ての事故シーケンスグループ等から，Ｄ

Ｂ条件を超える事故シーケンスグループ等を抽出し，その条件を超える時間を継

続時間として設定している。 

また，地震と組み合わせるＳＡ荷重としては，全ての事故シーケンスグループ

等における条件を包絡するよう設定している。 

設置許可基準細則 

第３９条 

施設の扱い ＤＢ施設における 

設置許可基準規則 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ＤＢ施設における 

技術基準規則 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

設置許可基準規則 

別記２における分類 
JEAG4601 における 

機器・配管系の設備分類 
 

今回の検討 

における分類 
 

全般設備 

クラスＭＣ容器 

(ＰＣＶバウンダリ) 

 

クラス１設備 
(ＲＰＶバウンダリ) 

クラス１設備 

クラスＭＣ容器 

クラス２,３,４設備 機器・配管系 

建物・構築物 

機器・配管系 

建物・構築物 

技術基準 
規則第５条 

設置許可基準 
規則第４条 

上記以外の 
ＳＡ施設 

ＤＢ施設では 
ないＳＡ施設 

 

常設重大事故 
緩和設備 

常設耐震重要 
重大事故 
防止設備 

添付資料５ 
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事故シーケンスグループ等 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シーケン

スグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 

高圧注水・減圧機能喪失 

全交流動力電源喪失 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失敗 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋高圧炉心冷却失敗 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋直流電源喪失 

 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉失敗 

 ＋ＨＰＣＳ失敗 

崩壊熱除去機能喪失 

 取水機能が喪失した場合 

 残留熱除去系が故障した場合 

原子炉停止機能喪失 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

「運転中の原子炉における重大事故」に係る格納容器破損モード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

 残留熱代替除去系を使用する場合 

 残留熱代替除去系を使用しない場合 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

水素燃焼 

溶融炉心・コンクリート相互作用 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」に係る事故シー

ケンスグループ 

崩壊熱除去機能喪失 

全交流動力電源喪失 

原子炉冷却材の流出 

反応度の誤投入 
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 (3) 設計条件 

耐震評価における考慮すべき荷重条件と組合せはＪＥＡＧ４６０１・補－1984

より，下表のとおり整理されており，地震荷重以外では，以下の荷重を考慮する

こととされている。 

・自重(Ｄ) 

・圧力による荷重(Ｐ) 

・機械的荷重(自重，地震による荷重を除く。)(Ｍ) 

 

ＳＡ施設における上記の荷重と地震荷重の組合せを，下表のとおり整理する。

ＤＢ施設で考慮する荷重(自重，圧力による荷重，機械的荷重)は全て考慮してい

る。 

 

 施設分類 

(ＳＡ) 

(ＤＢ) 

 

荷重の組合せ 

ＲＰＶ 

ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ 

ＰＣＶ 

ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ 
全般施設 

炉心支持 

構造物 
重大事故等クラス２設備 

クラス 

１設備 

クラス 

ＭＣ設備 

クラス 

２設備 

クラス 

３設備 

クラス 

４配管 
その他 

Ｄ
Ｂ
荷
重
の 

組
合
せ 

Ｄ+Ｐ+Ｍ+Ｓｄ ⅢAS ⅢAS － － － － ⅢAS 

Ｄ+ＰD+ＭD+Ｓｄ － － ⅢAS ⅢAS ⅢAS ⅢAS － 

Ｄ+ＰL+ＭL+Ｓｄ ⅣAS ⅢAS － － － － ⅣAS 

Ｄ+Ｐ+Ｍ+Ｓｓ ⅣAS ⅣAS － － － － ⅣAS 

Ｄ+ＰD+ＭD+Ｓｓ － － ⅣAS ⅣAS － ⅣAS － 

Ｓ
Ａ
荷
重
の 

組
合
せ 

Ｄ+ＰRSA(L)+Ｍ+Ｓｄ ⅤAS※2 － － － － － 

ＳＡ施設

ではない 

Ｄ+ＰRSA(LL)+Ｍ+Ｓｓ ⅤAS※2 － － － － － 

Ｄ+ＰPSA+Ｍ+Ｓｄ － ⅤAS※2 － － － － 

Ｄ+ＰPSA(LL)+Ｍ+Ｓｓ － ⅤAS※2 － － － － 

Ｄ+(ＰD
※1又はＰＳＡの 

厳しい方)+Ｍ+Ｓｓ 
－ － ⅤAS※2 ⅤAS※2 ⅤAS※2 ⅤAS※2 

※１：ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設について考慮する。 

※２：ⅤASの許容限界は，ⅣASと同じものを適用する。 
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【記号の説明】 

Ｄ：自重(ＪＥＡＧ４６０１・補－1984では「死荷重」と記載) 

Ｐ：地震と組み合わせるべき圧力荷重，又は最高使用圧力等 

Ｍ：地震，自重以外で地震と組み合わせるべき機械的荷重，又は設計機械荷重等 

ＰL：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる圧力荷重 

ＭL：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる自重及び地震荷重以外の機械的荷重 

ＰD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転状態Ⅲがある場合に

はこれを含む)，又は当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

ＭD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転状態Ⅲがある場合に

はこれを含む)，又は当該設備に設計上定められた機械的荷重 

ＰPSA：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大圧力荷重 

ＰPSA(LL)：原子炉格納容器の重大事故における長期的な（長期(LL)）圧力荷重 

ＰRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期的な（長期(L)）圧

力荷重 

ＰRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期的な（長期(LL)）

圧力荷重 

ＰSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力による荷重 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力，又は静的地震力 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS：JSME S NC1 の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，それに地震により

生じる応力に対する特別な応力制限を加えた許容応力状態 

ⅤAS：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，それに地震により

生じる応力に対する特別な応力制限を加えた許容応力状態 

 

【ＪＥＡＧ４６０１・補－1984における記載からの読み替え】 

耐震クラスＡｓ  ⇒耐震クラスＳ 

第１種      ⇒クラス１ 

第２種      ⇒クラスＭＣ 

第３種      ⇒クラス２ 

第４種      ⇒クラス３ 

第５種      ⇒クラス４ 

Ｓ１         ⇒Ｓｄ 

Ｓ２         ⇒Ｓｓ 
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継続時間の検討における対象荷重の網羅性について 

 

(1) はじめに 

ＳＡ施設は，ＳＡ施設としての機能要求を考慮した荷重条件により設計する。ま

た，温度条件についても許容値の数値に影響を与える(温度が高くなると許容値が

小さくなる場合がある)ことから，ＳＡ施設としての温度条件を設定する。 

ＳＡ施設のうち，ＤＢ施設を兼ねるものについては，ＤＢ条件とＳＡ条件の包絡

関係により，実際の設計では，以下のように扱うこととしている。 

 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件を上回る場合 

ＤＢ設計条件とは別に，ＳＡ設計条件を設ける。 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される場合(※) 

ＳＡ設計条件はＤＢ設計条件で代表させる。 

※「ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される」とは，耐震設計にお

いて考慮する全ての荷重および温度について，ＳＡを考慮した条件がＤＢ

設計条件に包絡される場合を指す。 

 

以下では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設を対象に，ＳＡ荷重と地震荷重の組合せ検

討において，検討対象とすべき荷重が網羅されていることを施設分類(全般施設，

原子炉格納容器バウンダリを構成する設備，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す

る設備)毎に示す。 

 

(2) 継続時間の検討で対象とする条件(荷重・温度)の網羅性 

a. 全般施設 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

全般施設は原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 (現クラス１機器 

(ＪＥＡＧ４６０１においては，第１種機器))と原子炉格納容器バウンダリを構

成する設備(現クラスＭＣ容器(ＪＥＡＧ４６０１においては，第２種容器))以外

の施設となることから，ＤＢ施設としての設計ではＪＥＡＧ４６０１に記載の

「クラス２，３，４(ＪＥＡＧ４６０１においては第３，４，５種)」及び「その

他」の組合せに基づくことになる。したがって，全般施設は運転状態Ⅰ～Ⅲ※1

を考慮して設定した設計用荷重ＰD，ＭD(以下「ＤＢ設計荷重」という。)及び温

度条件とＳｓを組み合わせている。 

このことから，ＳＡ施設としての設計においては，ＳＡ時の荷重がＤＢ設計荷

重を超える場合は，ＳＡ時の荷重をもとに新たに設定した設計荷重(以下「ＳＡ

設計荷重」という。)とＳｓを組み合わせる。また，ＳＡ時の荷重がＤＢ設計荷

重以下の場合は，ＤＢ設計荷重とＳｓとの組合せの評価で代表させる。温度条件

についても同様に扱う。 
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※１：ＥＣＣＳ等については運転状態Ⅳ(L)も含む。その理由は以下のとおり。 

ＥＣＣＳ等については，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 において，運転状

態Ⅳ(L)に対する許容応力状態がⅠA
＊と定められており，ⅠA

＊の定義として

は，「ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条件となっているものに対

する許容応力状態で許容応力状態ⅠAに準ずる。」とされている。 

つまり，ＥＣＣＳ等については，運転状態Ⅰ～Ⅲだけでなく，運転状態

Ⅳ(L)も設計条件となっており，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を考慮してＤＢ設計条

件(荷重・温度)を設定している。 

なお，ＪＥＡＧ４６０１においては荷重の組合せの考え方は，運転状態

Ⅰ～ⅢとＳ２を，運転状態Ⅳ(L)とＳ１を組み合わせることとなっているが，

実設計においては，設計用荷重であるＰD，ＭD を用いて設計を行うことか

ら，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を包絡するようにＰD，ＭDを設定し，それらとＳｓ

を組み合わせている。 

ここで，旧指針においては，Ａｓ，Ａ，Ｂ，Ｃクラスというクラス分類

がなされていたことから，Ａクラスの設備においては，Ｓ２との組合せは

実施せず，Ｓ１との組合せにより設計がなされていた。一方，現在の規制

基準においては，Ａｓ，Ａクラスを統合して，Ｓクラスとし，Ｓｓ，Ｓｄ

双方との組合せで設計することとなっていることから，上述のとおり，ＰD，

ＭDとＳｓの組合せを実施することになる。 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢ設計においてＳｓ，Ｓｄとの組合せを行う荷重，温度条件は，「ＤＢ設計

荷重・温度」の一種類であるため，継続時間としてこの条件を超える時間を検討

している。 

 

添付 6－1表 全般施設の荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度条件 

 Ｓｓ Ｓｄ 

ＤＢ荷重・温度 ＤＢ設計荷重・温度 ＤＢ設計荷重・温度 

ＳＡ荷重・温度 

(ＤＢ設計荷重・温度＜ＳＡ時荷重・温度の場合) 

ＳＡ・短期荷重・温度，ＳＡ長期荷重・温度の 

厳しい方 

 

(ＤＢ設計荷重・温度≧ＳＡ時荷重・温度の場合) 

ＤＢ設計荷重・温度 

－ 
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b. 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せでは，ＪＥＡＧ４６０１に記載のとおり，運転状態Ⅰ～Ⅲ

の荷重はＳｓと組み合わせ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重はＳｄと組み合わせてい

る。 

ここで，ＰＣＶの運転状態Ⅰ～Ⅲの荷重・温度は通常運転状態と同じ，また，

運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）の荷重・温度は，運転状態Ⅰ

～Ⅲの条件よりも厳しい条件となっていることから，ＤＢ設計で考慮している荷

重条件は次の２種類となる。 

・運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定した条件：通常運転時圧力・温度 

・運転状態Ⅳ(L)を踏まえて設定した条件：ＬＯＣＡ後の最大内圧・温度 

以上を踏まえ，ＰＣＶのＳＡ施設としての設計においては，組合せを検討する

条件として，以下の２種類を設定し，それぞれの継続時間を考慮して実際の組合

せを設定している。 

・ＳＡ発生後の最大荷重・温度 

・ＳＡ後の長期(LL)における荷重・温度 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・通常運転時圧力+Ｓｓ 

・ＬＯＣＡ後の最大内圧+Ｓｄ 

ＳＡにおける設計条件(組合せ)は，このＤＢ設計条件への包絡性を踏まえ 

① ＳＡ後の長期(LL)荷重+Ｓｓ 

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重（2×10－1 年以降）を組み

合わせる。 

② ＳＡ発生後の最大荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高温度）＋Ｓｄ 

→Ｓｄには，継続時間を考慮して最大となる荷重（有効性評価結果の最高

圧力・最高温度）を組み合わせる。 

 

添付 6－2表 ＰＣＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度条件 

 Ｓｓ Ｓｄ 

ＤＢ荷重・温度 通常運転時圧力・温度 ＬＯＣＡ後の最大内圧・温度 

ＳＡ荷重・温度 ＳＡ後の長期(LL)圧力・温度 

ＳＡ発生後最大荷重 

（有効性評価結果の最高圧

力・最高温度） 
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c. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せではＪＥＡＧ４６０１に記載のとおり，運転状態Ⅰ～Ⅲの

荷重はＳｓと組合せ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重はＳｄと組み合わせている。 

ここで，ＲＰＶの運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定される圧力・温度は運転状態

Ⅱ(全給水流量喪失又はタービントリップ)であり，これは運転状態Ⅳ(L)(ＬＯＣ

Ａ後長期間経過した状態)の圧力・温度より高いため，実際の評価では「全給水

流量喪失又はタービントリップ」による圧力・温度とＳｓ，Ｓｄを組み合わせて

評価している。 

 

以上を踏まえ，ＲＰＶのＳＡ施設としての設計においては，組合せを検討する

荷重として，ＳＡ後長期(L)荷重・温度を設定する。ＳＡにおける設計条件（組

合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡性を踏まえＳＡ後の長期(LL)荷重とＳｓ，

ＳＡ後の長期(L)荷重とＳｄを組み合わせる方針とする。 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・全給水流量喪失又はタービントリップ+Ｓｓ 

・全給水流量喪失又はタービントリップ+Ｓｄ 

ＳＡにおける設計条件(組合せ)は，このＤＢ設計条件への包絡性を踏まえ 

① ＳＡ後の長期(LL)荷重+Ｓｓ 

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重（2×10－1 年以降）を組み

合わせる。 

② ＳＡ後の長期(L)荷重（ＳＡ後の最高圧力・温度）＋Ｓｄ 

→Ｓｄには，継続時間を考慮して長期(L)荷重（10－2～2×10－1年）を組み

合わせる。 

 

添付 6－3表 ＲＰＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度条件 

 Ｓｓ Ｓｄ 

ＤＢ荷重・温度 
「全給水流量喪失又はタービ

ントリップ」による圧力・温度 

「全給水流量喪失又はタービ

ントリップ」による圧力・温度 

ＳＡ荷重・温度 ＳＡ後の長期(LL)圧力・温度 ＳＡ後長期(L)圧力・温度 
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(3) ＪＥＡＧ４６０１のアプローチを用いた検討 

本項では，ＤＢ設備における荷重の組合せ（ＪＥＡＧ４６０１）と今回の検討に

て用いたＳＡ荷重の組合せの考え方を整理する。 

a. ＪＥＡＧ４６０１における荷重の組合せ検討のアプローチ 

① 運転状態の発生確率を設定 

② 地震の発生確率を設定 

③ 「運転状態の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積が 10-7/炉年

になる継続時間を設定 

④ 10-7/炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わせる条件とする。 

b. 今回の検討に用いたＳＡ荷重の組合せ検討のアプローチ 

① ＳＡ事象の発生確率を設定 

② 地震の発生確率を設定 

③ 「ＳＡ事象の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積が 10－8/炉年

になる継続時間を設定 

④ 10-8/炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わせる条件とする。 

  

以上より，③，④で用いた組合せの判定基準は，今回のＳＡ荷重の組合せの検討

（10－8/炉年）の方が，ＪＥＡＧ４６０１における荷重の組合せ検討（10-7/炉年）の

アプローチよりも，保守的な条件となっている。 

 

(4) まとめ 

以上のとおり，各施設のＳＡ荷重と組合せの検討では，Ｓｓ，ＳｄとＳＡ荷重を

適切に考慮しており，ＪＥＡＧ４６０１における検討アプローチよりも保守的な条

件となっている。 
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荷重の組合せ表 

 

(1) 記号の説明 

Ｄ：自重（ＪＥＡＧ４６０１・補－1984では「死荷重」と記載） 

ＰD：地震と組み合わせるべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転状態Ⅲがある場

合にはこれを含む)，又は当該設備に設計上定められた最高使用圧力による

荷重 

ＰPSA：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大圧力荷重 

ＰPSA(L)：原子炉格納容器の重大事故における長期圧力(長期(L)) 

ＰPSA(LL)：原子炉格納容器の重大事故における長期圧力荷重（長期(LL)） 

ＰRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧力荷重（長期

(L)） 

ＰRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧力荷重（長期

(LL)） 

ＰSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力による荷重 

Ｍ ：地震及び死荷重以外で地震と組み合わせるべきプラントの運転状態(冷却材

喪失事故後の状態は除く)で設備に作用している機械的荷重(各運転状態に

おけるＰ及びＭについては，安全側に設定された値(最高使用圧力，設計機

械荷重等)を用いてもよい。) 

ＭD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転状態Ⅲがある場合

にはこれを含む)，又は当核設備に設計上定められた機械的荷重 

ＴD：設計基準対象施設の耐震設計上の設計温度 

ＴPSA：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大温度(最高使用温度を用いてもよ

い。) 

ＴPSA(LL)：原子炉格納容器の重大事故における長期温度(最高使用温度を用いても

よい。) （長期(LL)） 

ＴRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温度(最高使用温

度を用いてもよい。) （長期(L)） 

ＴRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温度（最高使用

温度を用いてもよい。）（長期（LL）） 

ＴSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計温度 

Ｔa ：重大事故における施設本体の温度及び施設周囲の雰囲気温度を考慮して設

定した温度 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力，又は静的地震力 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS：JSME S NC1 の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，それに地震により

生じる応力に対する特別な応力制限を加えた許容応力状態 

ⅤAS：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，それに地震によ

り生じる応力に対する特別な応力制限を加えた許容応力状態 
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(2) 荷重の組合せ表 

施設区分 荷重の組合せ 温度条件 
許容応力

状態 
備考 

原子力格納容器バウンダリを構成する設

備(ＰＣＶバウンダリ) 

Ｄ+ＰPSA+Ｍ+Ｓ

ｄ 
ＴPSA ⅤAS※2 

検討項目 

6.2 Ｄ+ＰPSA(LL)+Ｍ

+Ｓｓ 
ＴPSA(LL) ⅤAS※2 

原子炉格

納容器内

のＳＡ施

設 

原子炉冷却材

圧力バウンダ

リを構成する

設備(ＲＰＶ

バウンダリ) 

施設本体 

Ｄ+ＰRSA(L)+Ｍ+

Ｓｄ 
ＴRSA(L) ⅤAS※2 

検討項目 

6.3 Ｄ+ＰRSA(LL)+Ｍ

+Ｓｓ 
ＴRSA(LL) ⅤAS※2 

支持構造物 

Ｄ+ＰRSA(L)+Ｍ+ 

Ｓｄ 
Ｔa ⅤAS※2 

検討項目 

6.4 Ｄ+ＰRSA(LL)+Ｍ

＋Ｓｓ 
Ｔa ⅤAS※2 

全般施設 

施設本体 

Ｄ+(ＰD
※1 又は

Ｐ SA の厳しい

方)+ＭD+Ｓｓ 

Ｔ D
※ 1 又

はＴSA の

厳しい方 

ⅤAS※2 
検討項目 

6.1 

支持構造物 

Ｄ+(ＰD
※1 又は

Ｐ SA の厳しい

方)+ＭD+Ｓｓ 

Ｔa ⅤAS※2 
検討項目 

6.4 

原子炉格納容器外の全般

施設 

施設本体 

Ｄ+(ＰD
※1 又は

Ｐ SA の厳しい

方)+ＭD+Ｓｓ 

Ｔ D
※ 1 又

はＴSA の

厳しい方 

ⅤAS※2 
検討項目 

6.1 

支持構造物 

Ｄ+(ＰD
※1 又は

Ｐ SA の厳しい

方)+ＭD+Ｓｓ 

Ｔa ⅤAS※2 
検討項目 

6.4 

※1 ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設について考慮する。 

※2 ⅤASの許容限界は，ⅣASと同じものを適用する。 
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重大事故時の荷重条件等の妥当性について 

 

(1) はじめに 

重大事故時の耐震評価においては，地震力と重大事故時の原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ（ＲＰＶ）及び原子炉格納容器（ＰＣＶ）にかかる圧力・温度を組み合わせ

る場合，耐震評価に用いる圧力・温度は高い方が評価結果は厳しくなる。したがっ

て，重大事故時の耐震評価における地震力と組み合わせる圧力・温度条件としては，

有効性評価結果の中から事象発生時のＲＰＶ及びＰＣＶにかかる最高圧力及び最

高温度を選定することとし，全ての事故シーケンスグループ等のうち，ＲＰＶ及び

ＰＣＶの圧力・温度が最も厳しくなるものを選定することとした。 

選定した事故シーケンスグループ等の有効性評価では，不確かさの影響評価（別

紙１参照）を行っており，解析コードにおける重要物理現象及び解析条件（初期条

件，事故条件，機器条件）に対して，評価項目となるパラメータに与える不確かさ

の影響について評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮

して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評価項目となるパラメータに対して余

裕が小さくなるような設定とすることとしており，（別紙２～別紙４参照），耐震

評価に用いるＲＰＶ及びＰＣＶ圧力・温度条件として，有効性評価結果から得られ

る最高圧力・温度を用いることとした。 

 

耐震評価に用いる重大事故時の地震力と組み合わせるＲＰＶ及びＰＣＶの具体

的な圧力・温度条件について，次項以降に示す。 

 

(2) 耐震評価で用いるＲＰＶの圧力・温度について 

ＲＰＶの圧力・温度が最高となる事故シーケンスは，有効性評価で考慮する全て

の事故シーケンスグループ等のうち，「原子炉停止機能喪失」であり，ＡＴＷＳで

考慮する運転中の異常な過渡変化のうち，過渡事象として主蒸気隔離弁の誤閉止の

発生を仮定するとともに，原子炉自動停止機能が喪失する事象であり，緩和措置が

とられない場合には，原子炉出力が維持されるため，原子炉圧力容器が高温・高圧

状態となる。 

「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷防止対策は，主として当該事故の発生防止の

ために代替制御棒挿入機能（ＡＲＩ）を備えており，プラント過渡事象が発生し，

通常のスクラム機能が，電気的な故障により喪失した場合に，後備の手段としてＡ

ＲＩを作動させることにより原子炉停止機能を確保することとなる。有効性評価で

は，このＡＲＩの機能に期待せず，最も厳しい過渡事象として主蒸気隔離弁の閉止

を条件とし，これによる原子炉圧力上昇による反応度投入，また，主蒸気隔離弁の

閉止に伴う給水過熱喪失による反応度投入を評価している。これに対し，原子炉出

力を抑制するための代替原子炉再循環ポンプトリップ機能，運転員による原子炉水

位維持操作（自動減圧系の自動起動阻止含む）及びほう酸水注入系による原子炉未

臨界操作により原子炉を未臨界へ移行させることとなる。 

添付資料８ 
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この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉圧力の最高値，原子炉冷却材温

度の最高値を添付 8.1 表に示す。スクラムを前提とした他の事故シーケンスグルー

プ等と比較し，最も早く原子炉圧力が上昇する事象である。 

添付 8.1表に示す原子炉停止機能喪失の有効性評価における解析条件設定は，解

析条件及び解析コードの不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，

評価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることとし

ている。また，不確かさの影響評価を行っており，その場合の圧力・温度は添付 8.1

表に示す評価結果より高くなる。しかしながら，短期荷重の継続時間として考慮す

る時間設定として，事象発生後に低温停止状態に至る時間を包絡するものとしてい

るため，結果として不確かさの重畳の影響はない。 

「原子炉停止機能喪失」の過渡応答図を添付 8.1 図～8.2 図に示す。原子炉圧力

は 10 秒以内に代替原子炉再循環ポンプトリップ機能による原子炉出力の低下によ

り，耐震設計上の設計圧力である 8.28MPa[gage]を下回っている。また，冷却材温

度も，原子炉圧力の上昇に伴う飽和蒸気温度の上昇により，耐震設計上の設計温度

をわずかに超過するが，原子炉圧力の低下に伴い，同様に低下する傾向となる。長

期的な観点では，事象発生後 10 秒以降，逃がし安全弁による原子炉圧力制御が行

われ，原子炉圧力はほぼ一定で推移する。 

事象発生後 11.6 分で運転員がほう酸水注入系によるほう酸水の注入を開始する

ことにより，原子炉出力は崩壊熱レベルまで速やかに低下する。その後，運転員が

原子炉の減圧，除熱及び残留熱除去系による炉心冷却を行うことにより，低温停止

状態に至る。 

以上より，事象発生直後の圧力上昇以降，ＲＰＶの圧力・温度は，ＤＢ施設の耐

震設計上の設計圧力・温度を十分に下回る。 

 

添付 8.1表 原子炉冷却材圧力バウンダリのＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

 原子炉停止機能喪失 ＤＢ条件 

最高圧力 約 8.98MPa[gage] 8.28MPa[gage] 

最高温度 約 304℃ 298℃ 
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添付 8.1 図 原子炉停止機能喪失に中性子束の時間変化 

（事象発生から50分後まで） 

 

 
添付8.2図 原子炉停止機能喪失における原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド外水

位）の時間変化（事象発生から50分後まで） 
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(3) 耐震評価で用いるＰＣＶの圧力・温度について 

原子炉格納容器の圧力・温度条件が最も厳しくなるという点で，最高使用圧力・

温度を超え，さらに継続期間の長い事故シーケンスグループ等を抽出することを目

的に，事故発生後 10-2年（約 3.5日後）以内及び事象発生後 10-2年（約 3.5日後）

の圧力・温度が最も高い事故シーケンスグループ等を抽出した結果，以下の事故シ

ーケンスが挙げられる。 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除

去系を使用する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除

去系を使用しない場合） 

なお，有効性評価においては，いずれの事故シーケンスグループ等においても，

事象発生後 10－２年（約 3.5 日後）までに格納容器フィルタベント系又は原子炉補

機代替冷却系による除熱機能が確保され，格納容器の圧力・温度条件は最高使用圧

力・温度以下に維持される。10－２年（約 3.5 日後）以降の格納容器圧力について

は，格納容器内の水素燃焼を防止する観点から原子炉格納容器内への窒素注入を実

施する運用としていることから，一時的に格納容器圧力が最高使用圧力以下の範囲

で圧力上昇する期間が生じるが，上記の除熱機能により，最高使用圧力以下に抑え

られる。 

したがって， 10－２年（約 3.5日後）以内の温度及び最高使用圧力に基づき，事

故シーケンスグループ等を選定することは妥当である。 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力容器外の溶

融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンクリート相互作用」は同じ事故シ

ーケンスにより格納容器破損モードの評価を行っている。これら格納容器破損モー

ドを評価する際には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，その後

に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する必要があるため，解析の

前提として，重大事故等対処設備として整備した原子炉への注水機能は使用しない

との前提で評価することで，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となる

よう保守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較して前提条件が

異なる（本来は，高圧原子炉代替注水系により炉心損傷回避が可能な事故シーケン

ス）。一方，原子炉格納容器に対する静的な過圧・過温に対する長期の頑健性を確

認する上では，原子炉格納容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力の

関係が支配的な要素であることから，「運転中の原子炉における重大事故」に係る

格納容器破損モードとして参照する事故シナリオとして，雰囲気圧力・温度による

静的負荷（格納容器過圧・過温破損）を代表シナリオとすることは，原子炉圧力容

器破損後のシナリオも考慮していることと等しい。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）（残留熱代替除去系を使用する場合）」及び「雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」は，大破

断ＬＯＣＡが発生し，流出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によって

発生した水蒸気，炉心損傷に伴うジルコニウム－水反応によって発生した非凝縮性
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ガスなどの蓄積により，原子炉格納容器の雰囲気圧力・温度が上昇することになる。 

上記２つの事故シーケンスグループ等について，事故発生後のＰＣＶの最高圧力

及び最高温度を添付 8.2表に示す。これら２つの事故シーケンスグループでの最高

圧力・温度を，耐震評価における重大事故時の地震力と組み合わせるＰＣＶの圧

力・温度条件とする。 

なお，上記の２つの事故シーケンスグループ等の有効性評価では，不確かさの影

響評価を行っており，解析コードにおける重要物理現象及び解析条件（初期条件，

事故条件，機器条件）に対して，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影

響について評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮

して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評価項目となるパラメータに対して余

裕が小さくなるような設定とすることとしており，また，解析条件や解析コードの

不確かさについては，極端な条件設定とすることは現実的ではないと考えられる。

しかしながら，耐震評価に用いるＰＣＶの圧力・温度条件には，格納容器過圧・過

温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）において，格納容器圧力の上昇の速

度が遅く格納容器スプレイ流量が抑制できるなど，格納容器フィルタベント系の使

用タイミングが遅くなる可能性があることから，ＳＡ発生後 10－２年以上２×10－１

年未満の期間として組み合わせる荷重は，添付 8.2表の事象発生後の最大となる荷

重（有効性評価結果の最高圧力・最高温度）をＳｄと組み合わせる。 

上記の２つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧力・温度の解析結

果を添付 8.3図～8.6 図に示す。添付 8.3図～8.6図より，ＳＡ発生後 10－２年（約

3.5日後）までに，原子炉格納容器の圧力及び温度はそれぞれ最高圧力及び最高温

度となり，10－２年（約 3.5 日後）以降は，格納容器フィルタベント系又は原子炉

補機代替冷却系を用いた残留熱代替除去系による除熱機能が確保され，最高使用圧

力・温度以下に維持される。残留熱代替除去系を使用する場合における 10－２年（約

3.5日後）以降の格納容器圧力については，格納容器内の水素燃焼の防止のため格

納容器内への窒素封入を実施する運用としていることから，一時的に上昇する期間

があるが，上記の除熱機能により最高使用圧力以下に抑えられる。 

 

添付8.2表 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

 格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を

使用する場合） 

格納容器過圧・過温破損 

（残留熱代替除去系を

使用しない場合） 

最高圧力 約 427kPa 約 659kPa 

最高温度 約 181℃※１ 約 181℃※１ 

圧力（10-2年後） 約 317kPa 約 109kPa 

温度（10-2年後） 約 131℃ 約 144℃ 

※１：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度） 
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添付8.3図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）にお

ける格納容器圧力の推移 

 

 

添付8.4図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）にお

ける格納容器温度（気相部）の推移 
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添付8.5図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）に

おける格納容器圧力の推移 

 

 

 

添付8.6図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）に

おける格納容器温度（気相部）の推移 

 

 

39-4-113

155



 

(4) ＳＡ時の耐震評価で用いるＲＰＶ及びＰＣＶの圧力・温度条件について 

前述のとおり，重大事故等対処施設の耐震評価で用いるＲＰＶ及びＰＣＶの圧

力・温度は高い方が耐震評価は厳しくなる。このため，耐震評価における重大事故

時の地震力と組み合わせるＲＰＶ及びＰＣＶの圧力・温度条件については，有効性

評価で考慮する全ての事故シーケンスのうち，最も厳しくなる事故シーケンスの圧

力及び温度を選定することとした。 

耐震評価に用いる重大事故時の地震力と組み合わせるＲＰＶ及びＰＣＶの圧

力・温度条件の考え方を添付 8.3表に示す。また，重大事故時を考慮した地震応答

解析モデルにおけるＲＰＶ及びＰＣＶの水位条件等の考え方を添付 8.4表に，重大

事故時のサプレッション・チェンバの水位と耐震評価に用いる水位との関係を添付

8.7図に示す。 

 

添付 8.3表 重大事故等対処施設の耐震評価で用いる圧力及び温度条件の考え方 

 条件 
事故シーケンスと 

選定の考え方 
条件設定の考え方 

ＲＰＶ 圧力 原子炉停止機能喪失 

（全事故シーケンスの

うち，原子炉圧力・温度

が最も厳しくなる事故

シーケンスを選定） 

原子炉熱出力，原子炉圧力，炉心流量，給水温度

は，最確条件を使用するが，本事故シーケンスの

事象進展に最も影響の大きい，主蒸気隔離弁の誤

閉止を過渡事象として選定するとともに核デー

タ（動的ボイド係数・動的ドップラ係数）を反応

度印加割合が大きくなるような保守的な条件と

して設定している。 

温度 

ＰＣＶ 圧力 格納容器過圧・過温破損 

（全事故シーケンスの

うち，格納容器圧力・温

度が最も厳しくなる事

故シーケンスを選定） 

格納容器空間部容積は設計値を，サプレッショ

ン・チェンバ水位，初期格納容器温度は，最確条

件を使用するが，格納容器圧力・温度に対して最

も影響の大きい条件である崩壊熱及び外部水源

の温度については，保守的な条件として設定して

いる。 

温度 
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添付 8.4表 重大事故時を考慮した地震応答解析モデルの水位条件等の考え方 

 条件 
事故シーケンスと 

選定の考え方 
条件設定の考え方 

ＲＰＶ 水位 

（質量） 

全事故シーケンス 

（重心位置が高くなる

ように水位等を選定） 

重大事故時の原子炉圧力容器のモデル化におい

ては，耐震評価上，重心位置が高い方が地震時の

応答が大きくなる傾向があることから，重大事故

時における原子炉圧力容器の水位及び燃料状態

としては，燃料破損や冷却材喪失等の状態を考慮

せず，ＤＢ時の地震応答解析モデルに考慮されて

いる諸元を適用する。 

ＰＣＶ 水位 

（質量） 

格納容器過圧・過温破損 

（全事故シーケンスの

うち，格納容器水位が最

も厳しくなる事故シー

ケンスを選定） 

重大事故時の原子炉格納容器のモデル化におい

ては，耐震評価上，水位が高い方が地震時の応答

が大きくなる傾向があることから，重大事故時に

おける地震動 Sd との組合せにおいて考慮するサ

プレッション・チェンバの水位としては，以下の

事故シーケンスを考慮し，ダウンカマ取付け部下

端位置（約 5.05m）を用いる。 

・格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系

を使用しない場合）（２Pd に到達するまで

に操作を実施しなかった場合（大破断ＬＯＣ

Ａ発生時））で約 5.03m 

 

また，重大事故時における地震動 Ss との組合せ

において考慮するサプレッション・チェンバの水

位としては，格納容器過圧・過温破損（残留熱代

替除去系を使用する場合）における最高水位（約

４m）を用いる。 

 

重大事故時におけるドライウェルの水位として

は，ドライウェル床面＋約１m（ベント開口下端

位置）の水位が形成されることの影響を検討す

る。 

原子炉 

建物 

（ 原 子

炉 本 体

の 基 礎

を含む） 

剛性 格納容器過圧・過温破損 

（全事故シーケンスの

うち，格納容器温度が最

も厳しくなる事故シー

ケンスを選定） 

コンクリート温度が 100℃を超える高温環境に

なった場合，コンクリート水分逸散による剛性低

下が考えられるため，重大事故時の格納容器温度

を考慮し，原子炉建物の剛性を低下させた場合の

影響を検討する。 

なお，原子炉本体の基礎のコンクリートが鋼板で

覆われているため，影響が小さいと考えられる

が，念のため，格納容器温度を考慮し，原子炉本

体の基礎の剛性を低下させる。 
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添付 8.7図 重大事故時のサプレッション・チェンバの水位と耐震評価に用いる水位

との関係 
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６因子に分解した要因分析※１ 

解析条件（操作条件） 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

 

評価項目となるパラメータ 

に対して余裕が大きくなる 

方向か？※２ 

評価項目となるパラメータ 
に与える影響 

解析条件（初期条件，事故条 

件及び機器条件）の不確かさ 

解析コードにおける 

重要現象の不確かさ 

運転員等操作時間 
に与える影響 

訓練実績等 

 

定量的な方法により影響が無

いことを容易に判断 

できるか？※２ 

 

解析条件のうち操作条件か？ 

感度解析により影響を確認 
操作開始時間の遅れを考慮した

条件を設定し感度解析を実施 

操作遅れ等を考慮した 
時間余裕の把握 

 

操作時間余裕は概ね 

１時間以上か？ 

 
定量的な方法により影響が無

いことを容易に判断 

できるか？ 

定性的な考察により 

影響を確認する 

解析結果等を用いて，

影響の程度を確認する 

比較 

Yes 

Yes 

Yes Yes 

Yes 

No 

No 

No 

No 

No 

 

解析上の操作時間 

解析条件(初期条件，事故条件)の不確かさの場合 

① 最確条件※３が解析条件に包含されるもの 

⇒定性的に影響が無いことを確認 

※３ プラントパラメー
タの最確条件には実測
値（実績値）を，機器
の最確条件には設計値
を用いる 

解析結果 

最確条件 

※１ 操作の不確かさの要因を以下の 

  ６因子に分解して運転員等操作時間に 

与える影響を分析 

  ・認知 

  ・要員配置 

  ・移動 

  ・操作所要時間 

  ・他の並列操作有無 

  ・操作の確実さ 
 

定性的な考察により 

影響を確認する 

解析結果等を用いて，

影響の程度を確認する 

解析コードにおける重要現象の不確かさの場合 解析条件(操作条件)の不確かさの場合 

※２ 評価項目となるパラメータに対する影響評価の考え方 

① 真値が解析結果に包含されるもの 

⇒定性的に影響が無いことを確認 

② 真値が解析結果に包含されないもの 

⇒定量的に影響を確認又は 

感度解析にて影響を確認 

① 解析上の操作時間の余裕があるもの 

⇒定性的に影響が無いことを確認 

② 解析上の操作時間の余裕がないもの 

⇒定量的に影響を確認 

又は感度解析にて影響を確認 

② 最確条件が解析条件に対して正負の値を 

取るもの 

⇒厳しい側において定量的に影響を確認 

又は感度解析にて影響を確認 

真値 

解析結果 

解析結果 

真値 

最確条件 
実際の操作時間 

解析上の操作時間 

実際の操作時間 

解析条件 

別紙１ 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価フロー 
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主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）（

１
／
５
）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

解
析
コ
ー
ド
 

プ
ラ
ン
ト
動
特
性
：
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
 

－
 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力
 

2,
43
6M
W 

定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
圧
力
 

6.
93
MP
a[
ga
ge
] 

定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定

 

原
子
炉
水
位
 

通
常
水
位
 

（
気
水
分
離
器
下
端
か
ら
＋
83

㎝
）
 

通
常
運
転
時
の
原
子
炉
水
位
と
し
て
設
定
 

炉
心
流
量
 

35
.6
×
10

3 t
/h
 

定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定
 

主
蒸
気
流
量
 

4.
74
×
10

3 t
/h
 

定
格
主
蒸
気
流
量
と
し
て
設
定

 

給
水
温
度
 

21
4
℃
 

初
期

温
度

2
1
4
℃

か
ら

主
蒸
気

隔
離

弁
閉

止
に

伴
う

給
水
加

熱
喪

失
後

23
0
秒
程
度
で
約

5
5℃

ま
で
低
下
し
，
そ
の
後
は

55
℃
一
定
に
設
定
 

燃
料
及
び
炉
心
 

９
×
９
 燃

料
（
Ａ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
 燃

料
22
8 
体
を
装

荷
し
た
平
衡
炉
心
 

圧
力

上
昇

に
よ

る
ボ
イ

ド
の
減

少
に

よ
り

印
加

さ
れ

る
正
の

反
応

度
を

厳
し
く
評
価
す
る
た
め
，
絶
対
値
の
大
き
い
９
×
９
 燃

料
（
Ａ

 型
）
及

び
MO
X燃

料
22
8
 体

を
装
荷
し
た
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
を
設
定
 

核
デ
ー
タ
（
動
的
ボ
イ
ド
係
数
）
 

９
×
９

 燃
料
（
Ａ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ

 燃
料

22
8 
体
を
装

荷
し

た
平

衡
サ

イ
ク

ル
末

期
時

点
を

1.
25

×
1.
02
 
倍

し

た
値
 

核
デ
ー
タ
（
動
的
ド
ッ
プ
ラ
係
数
） 

９
×
９

 燃
料
（
Ａ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ

 燃
料

22
8 
体
を
装

荷
し
た
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
時
点
を

0.
9×

0.
99
 
倍
し
た

値
 

格
納
容
器
空
間
容
積
（
ド
ラ
イ
ウ

ェ
ル
）
 

7,
90
0m

3  
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積
を
除

い
た
値
）
を
設
定
 

格
納
容
器
空
間
容
積
（
サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）
 

空
間
部
：

4,
70
0m

3  

液
相
部
：

2,
80
0m

3  

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造

物
の
体
積
を
除
い
た
値
）
を
設
定
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温

度
 

35
℃
 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限
値
と
し
て
設

定
 

格
納
容
器
圧
力
 

5.
2k
Pa
[g
ag
e]
 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
圧
力
と
し
て
設
定
 

別
紙
２
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主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）（

２
／
５
）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

事 故 条 件 

起
因
事
象
 

主
蒸
気
隔
離
弁
の
誤
閉
止
 

炉
心
へ
の
反
応
度
印
加
の
観
点
で
厳
し
い
過
渡
事
象
と
し
て
設
定
 

安
全
機
能
等
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
 

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
 

手
動
で
の
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
失
敗
 

代
替
制
御
棒
挿
入
機
能
作
動
失
敗
 

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
も
含
め
た
全
て
の
制
御
棒
挿
入
機
能
の
喪
失
を
設
定
 

評
価
対
象
と
す
る
炉
心
の
状
態
 

９
×
９
 燃

料
（
Ａ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
 燃

料
22
8 

体
を
装
荷
し
た
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
 

サ
イ
ク
ル
初
期
に
比
べ
て
ボ
イ
ド
反
応
度
印
加
割
合
が
大
き
く
，
保
守
的

な
評
価
と
な
る
こ
と
を
考
慮
し
て
設
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
あ
り
 

外
部
電
源
が
あ
る
場
合
，
原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
は
事
象
発
生
と
同
時
に

ト
リ
ッ
プ
せ
ず
，
原
子
炉
出
力
は
高
く
維
持
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
燃
料
被

覆
管
温
度
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
上

昇
の
観
点
で
事
象
進
展
が
厳
し
く
な
る
こ
と
を
考
慮
し
て
設
定
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
信
号
 

主
蒸
気
隔
離
弁
閉
 

－
 

主
蒸
気
隔
離
弁
閉
止
に
要
す
る
時
間
 

３
秒
 

設
計
上
の
下
限
値
（
最
も
短
い
時
間
）
と
し
て
設
定
 

代
替
原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
 

機
能
 

原
子
炉
圧
力
高
（
7.
41
MP
a 

[g
ag
e]
）
信
号
に

よ
り
原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
 

代
替
原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
機
能
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

逃
が
し
安
全
弁
 

逃
が
し
弁
機
能
 

7.
58
MP
a[
ga
ge
]×

２
個
，
36
7t
/h
/個

 

7.
65
MP
a[
ga
ge
]×

３
個
，
37
0t
/h
/個

 

7.
72
MP
a[
ga
ge
]×

３
個
，
37
3t
/h
/個

 

7.
79
MP
a[
ga
ge
]×

４
個
，
37
7t
/h
/個

 

逃
が
し
安
全
弁
の
逃
が
し
弁
機
能
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

自
動
減
圧
ロ
ジ
ッ
ク
に
よ
る
自
動
減
圧
機
能
付

き
逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る
原
子
炉
急
速
減
圧
 

作
動
時
間
：
格
納
容
器
圧
力
高
 

（
13
.7
kP
a[
ga
ge
]）

及
び
原
子
炉
水
位
低
（
レ

ベ
ル
１
）
到
達
か
ら

12
0
秒
後
 

逃
が
し
安
全
弁
の
自
動
減
圧
機
能
の
設
計
値
と
し
て
設
定
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主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）（

３
／
５
）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

電
動
機
駆
動
給
水
ポ
ン
プ
 

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
止
に
よ
り
タ
ー
ビ
ン
駆
動
給
水

ポ
ン
プ
が
ト
リ
ッ
プ
し
た
後
，電

動
機
駆
動
給
水
ポ

ン
プ
が
自
動
起
動
す
る
も
の
と
す
る
。
 

・
復
水
器
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
水
位
の
低
下
に
よ
り
電
動
機

駆
動
給
水
ポ
ン
プ
が
ト
リ
ッ
プ
 

電
動
機
駆
動
給
水
ポ
ン
プ
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

・
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
信
号
に
よ
っ
て
自
動

起
動
 

・
注
水
遅
れ
時
間

30
秒
 

・
注
水
流
量

91
m3
/h
（
8.
21
～
0.
74
MP
a
 
[d
if
]に

お

い
て
），

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

10
0℃

到
達
後
は
停
止
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

        

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

・
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
１
H）

又
は
格
納
容
器
圧

力
高
（
13
.7
kP
a〔

ga
ge
〕）

信
号
に
よ
っ
て
自
動
起

動
 

・
注
水
遅
れ
時
間

17
秒
（
設
計
値
の

30
秒
か
ら

D/
G

の
起
動
遅
れ

13
秒
を
除
い
た
値
）
 

・
注
水
流
量

31
8 
～
1,
05
0m

3 /
h 

（
8.
21
～

1.
38
M
Pa
[d
if
]に

お
い
て
）
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

        

ほ
う
酸
水
注
入
系
 

・
注
水
流
量

16
2L
/分

 

・
ほ
う
酸
濃
度

13
.4
wt
% 

ほ
う
酸
水
注
入
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）
 

熱
交

換
器

１
基

あ
た

り
約

９
Ｍ

Ｗ
（

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

52
℃
，
海
水
温
度

30
℃
に
お
い

て
）
 

残
留
熱
除
去
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

 

0
.
0
 

2
.
0
 

4
.
0
 

6
.
0
 

8
.
0
 

1
0
.
0 

0
5
0
0

1
0
0
0

1
5
0
0

原子炉圧力（MPa[dif]）

流
量
（

m3
/h
）

 

0
.
0
 

2
.
0
 

4
.
0
 

6
.
0
 

8
.
0
 

1
0
.
0 

0
1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

原子炉圧力（MPa[dif]）

流
量
（

m3
/h
）
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主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）（

４
／
５
）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 

操 作 条 件 

自
動
減
圧
系
の
自
動
起
動
阻
止
操
作
 

事
象
発
生
６
分
後
 

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
の
確
認
及
び
自
動
減
圧
系
等
の
起
動
阻
止
に
要
す
る

時
間
を
考
慮
し
た
値
 

ほ
う
酸
水
注
入
系
運
転
操
作
 

事
象
発
生

11
.6

分
後
 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
の
失
敗
を
確
認
し
た
後
か
ら
，
運
転
員
の
操
作
余
裕
と
し

て
10

分
を
考
慮
し
た
値
 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
（
２
系
統
））

運

転
操
作
 

事
象
発
生

11
.6

分
後
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
高
（

4
9℃

）
到
達
か
ら
，
運
転
員
の
操

作
余
裕
と
し
て

10
分
を
考
慮
し
た
値
 

 

39-4-121

163



  

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）（

５
／
５
）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

解
析
コ
ー
ド
 

ホ
ッ
ト
バ
ン
ド
ル
解
析
：
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
 

－
 

初 期 条 件 

燃
料
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
），

９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
），

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
熱
水
力
特

性
は
ほ
ぼ
同
等
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
代
表
的
に
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設

定
 

最
小
限
界
出
力
比
（
MC
PR
）
 

1.
25
 

通
常
運
転
時
（
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
を
装
荷
し
た
サ
イ
ク
ル
以
降
に
お
け
る
サ
イ
ク

ル
初

期
か

ら
，

サ
イ

ク
ル

末
期

よ
り

さ
か

の
ぼ

っ
て

炉
心

平
均

燃
焼

度
で

2,
00
0M
Wd
/t

手
前
ま
で
の
期
間
）
の
熱
的
制
限
値
を
設
定
 

燃
料
棒
最
大
線
出
力
密
度
（
ML
HG
R）

 
44
.0
kW
/m
 

通
常
運
転
時
の
熱
的
制
限
値
を
設
定
 

BT
判
定
（
時
刻
）
 

GE
XL

相
関
式
 

－
 

BT
後
の
被
覆
管
表
面
熱
伝
達
率
 

修
正

Do
ug
al
l-
Ro
hs
en
ow

式
 

－
 

リ
ウ
ェ
ッ
ト
相
関
式
 

日
本
原
子
力
学
会
標
準
「
Ｂ
Ｗ
Ｒ
に
お
け
る
過

渡
的

な
沸

騰
遷

移
後

の
燃

料
健

全
性

評
価

基

準
：
20
03
」
に
お
け
る
相
関
式

2 

－
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主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
１
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

解
析
コ
ー
ド
 

Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
 

－
 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力
 

2,
43
6M
W 

定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
圧
力
 

6.
93
MP
a[
ga
g
e]
 

定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
水
位
 

通
常
水
位
 

（
気
水
分
離
器
下
端
か
ら
+8
3
㎝
）
 

通
常
運
転
時
の
原
子
炉
水
位
と
し
て
設
定
 

炉
心
流
量
 

35
.6
×
10

3 t
/h
 

定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定
 

燃
料
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
），

９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は
同
等
で
あ
り
，

そ
の
相
違
は
燃
料
棒
最
大
線
出
力
密
度
の
保
守
性
に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
，
ま
た
，
９

×
９
燃
料
の
方
が
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，
燃
料
被
覆
管
温
度
上
昇

の
観
点
で
厳
し
い
た
め
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に

包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
，
代
表
的
に
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定
 

原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
 

AN
SI
/A
NS
-5
.
1-
19
79
 

（
燃
焼
度

33
GW
d/
t）

 

サ
イ
ク
ル
末
期
の
燃
焼
度
の
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，
1
0％

の
保
守
性
を
考
慮
し
て
設

定
 

格
納
容
器
空
間
体
積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

7,
90
0m

3  
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積
を
除
い
た
値
）
 

格
納
容
器
空
間
体
積
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン
バ
）
 

空
間
部
：
4,
7
00
m3
 

液
相
部
：
2,
8
00
m3
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積

を
除
い
た
値
）
 

真
空
破
壊
弁
 

3.
43
kP
a（

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
－
サ
プ

レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差
圧
）
 

真
空
破
壊
弁
の
設
定
値
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
 

3.
61
m（

NW
L）

 
通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設
定
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
 

35
℃
 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限
値
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
圧
力
 

5.
0k
Pa
[g
ag
e
] 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
圧
力
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
温
度
 

57
℃
 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
温
度
と
し
て
設
定
 

外
部
水
源
の
温
度
 

35
℃
 

屋
外
貯
水
槽
の
水
源
温
度
と
し
て
実
測
値
及
び
夏
季
の
外
気
温
度
を
踏
ま
え
て
設
定
 

 

別
紙
３
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主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
２
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

事 故 条 件 

起
因
事
象
 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）
の
破
断
 

原
子

炉
圧
力

容
器
か

ら
原

子
炉

格
納

容
器

へ
の
冷

却
材

流
量

を
大

き
く

見

積
も
り
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
上
昇
及
び
温
度
上
昇
の
観
点
か
ら
厳

し
い
設
定
と
し
て
，
原
子
炉
圧
力
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
す
る
配
管
の
う

ち
，
口
径
が
最
大
で
あ
る
再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）
の
両
端
破
断
を
設

定
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
 

高
圧
注
水
機
能
喪
失
 

低
圧
注
水
機
能
喪
失
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

全
て
の
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
機
能
喪
失
を
想
定
し
，
設
定
 

高
圧

注
水
機
能
と

し
て
原
子
炉
隔

離
時
冷
却
系

及
び
高
圧
炉
心

ス
プ
レ

イ

系
の
機
能
喪
失
を
，
低
圧
注
水
機
能
と
し
て
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
及
び
残

留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
機
能
喪
失
を
設
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

過
圧
及
び
過
温
へ
の
対
策
の
有
効
性
を
総
合
的
に
判
断
す
る
観
点
か
ら
，
プ

ラ
ン

ト
損
傷

状
態

で
あ

る
Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

に
全

交
流
動

力
電

源
喪

失
を

重
畳

す

る
こ
と
か
ら
，
外
部
電
源
が
喪
失
す
る
も
の
と
し
て
設
定
 

水
素
ガ
ス
の
発
生
 

ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
を
考
慮
 

水
の
放
射
線
分
解
等
に
よ
る
水
素
ガ
ス
発
生
に
つ
い
て
は
，
格
納
容
器
圧
力

及
び
温
度
に
与
え
る
影
響
が
軽
微
で
あ
る
こ
と
か
ら
考
慮
し
て
い
な
い
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主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
３
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
信
号
 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
も
の
と
し
て
設
定
 

主
蒸
気
隔
離
弁
 

事
象
発
生
と
同
時
に
閉
止
 

主
蒸
気
が
格
納
容
器
内
に
保
持
さ
れ
る
厳
し
い
条
件
と
し
て
設
定
 

再
循
環
ポ
ン
プ
 

事
象
発
生
と
同
時
に
停
止
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
よ
る
ポ
ン
プ
停
止
を
踏
ま
え
て
設
定
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
 

20
0m

3 /
h（

1.
00
MP
a[
ga
ge
]に

お
い
て
）
で

注
水
，
そ
の
後
は
炉
心
を
冠
水
維
持
可
能
な

注
水
量
に
制
御
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

           

残
留
熱
代
替
除
去
系
 

循
環
流
量
は
，
全
体
で

15
0m

3 /
h
と
し
，
原

子
炉
注
水
へ

30
m3
/h
，
格
納
容
器
ス
プ
レ

イ
へ

12
0m

3 /
h
に
流
量
を
分
配
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
 

残
留

熱
代

替
除

去
系

か
ら

原
子

炉
補

機
代

替
冷
却
系
へ
の
伝
熱
容
量
：
約
７

MW
 

（
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
温

度
：

10
0℃

，
海
水
温
度

30
℃
に
お
い
て
）
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
 

総
注
入
流
量
：

10
0N
m3
/h
 

・
窒
素
：

99
.9
Nm

3 /
h 

・
酸
素
：

0.
1N
m3
/h
 

ガ
ス
温
度
：
35
℃
 

総
注
入
流
量
は
格
納
容
器
内
の
酸
素
濃
度
の
上
昇
抑
制
に
必
要
な
流
量
と
し
て
設
定
 

酸
素
注
入
流
量
は
純
度

9
9
.9
％
を
考
慮
し
て
残
り
全
て
を
酸
素
と
し
て
設
定
 

ガ
ス
温
度
は
気
象
条
件
を
考
慮
し
て
設
定
 

 

0
.
0
 

0
.
5
 

1
.
0
 

1
.
5
 

2
.
0
 

0
1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

原子炉圧力（MPa[gage]）

流
量
（

m3
/h
）
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主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
４
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 操 作 条 件 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原

子
炉
注
水
操
作

 
事
象
発
生
か
ら

30
分
後
 

常
設

代
替
交

流
電
源

設
備

の
起

動
，

受
電

及
び
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系

（
常
設
）
の
準
備
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

及
び
残

留
熱

代
替
除

去
系
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
操
作
 

事
象
発
生
か
ら

10
時
間
後
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

可
搬

式
窒

素
供

給
装

置
に

よ
る

原
子

炉
格

納

容
器
内
窒
素
供
給
操
作
 

事
象
発
生
か
ら

12
時
間
後
 

原
子

炉
補
機

代
替
冷

却
系

の
準

備
完

了
後

の
可
搬

式
窒

素
供

給
装

置
の

準

備
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
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主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
１
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

解
析
コ
ー
ド
 

Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
 

－
 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力
 

2,
43
6M
W 

定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
圧
力
 

6.
93
MP
a[
ga
g
e]
 

定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
水
位
 

通
常
水
位
 

（
気
水
分
離
器
下
端
か
ら
+8
3
㎝
）
 

通
常
運
転
時
の
原
子
炉
水
位
と
し
て
設
定
 

炉
心
流
量
 

35
.6
×
10

3 t
/h
 

定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定
 

燃
料
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
），

９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は
同
等
で
あ
り
，

そ
の
相
違
は
燃
料
棒
最
大
線
出
力
密
度
の
保
守
性
に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
，
ま
た
，
９

×
９
燃
料
の
方
が
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，
燃
料
被
覆
管
温
度
上
昇

の
観
点
で
厳
し
い
た
め
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に

包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
，
代
表
的
に
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定
 

原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
 

AN
SI
/A
NS
-5
.
1-
19
79
 

（
燃
焼
度

33
GW
d/
t）

 

サ
イ
ク
ル
末
期
の
燃
焼
度
の
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，
1
0％

の
保
守
性
を
考
慮
し
て
設

定
 

格
納
容
器
空
間
体
積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

7,
90
0m

3  
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積
を
除
い
た
値
）
 

格
納
容
器
空
間
体
積
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン
バ
）
 

空
間
部
：
4,
7
00
m3
 

液
相
部
：
2,
8
00
m3
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積

を
除
い
た
値
）
 

真
空
破
壊
弁
 

3.
43
kP
a（

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
－
サ
プ

レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差
圧
）
 

真
空
破
壊
弁
の
設
定
値
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
 

3.
61
m（

NW
L）

 
通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設
定
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
 

35
℃
 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限
値
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
圧
力
 

5.
0k
Pa
[g
ag
e
] 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
圧
力
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
温
度
 

57
℃
 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
温
度
と
し
て
設
定
 

外
部
水
源
の
温
度
 

35
℃
 

屋
外
貯
水
槽
の
水
源
温
度
と
し
て
実
測
値
及
び
夏
季
の
外
気
温
度
を
踏
ま
え
て
設
定
 

 

別
紙
４
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主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
２
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

事 故 条 件 

起
因
事
象
 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）
の
破
断
 

原
子

炉
圧
力

容
器
か

ら
原

子
炉

格
納

容
器

へ
の
冷

却
材

流
量

を
大

き
く

見

積
も
り
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
上
昇
及
び
温
度
上
昇
の
観
点
か
ら
厳

し
い
設
定
と
し
て
，
原
子
炉
圧
力
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
す
る
配
管
の
う

ち
，
口
径
が
最
大
で
あ
る
再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）
の
両
端
破
断
を
設

定
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
 

高
圧
注
水
機
能
喪
失
 

低
圧
注
水
機
能
喪
失
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

全
て
の
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
機
能
喪
失
を
想
定
し
，
設
定
 

高
圧

注
水
機
能
と

し
て
原
子
炉
隔

離
時
冷
却
系

及
び
高
圧
炉
心

ス
プ
レ

イ

系
の
機
能
喪
失
を
，
低
圧
注
水
機
能
と
し
て
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
及
び
残

留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
機
能
喪
失
を
設
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

過
圧
及
び
過
温
へ
の
対
策
の
有
効
性
を
総
合
的
に
判
断
す
る
観
点
か
ら
，
プ

ラ
ン

ト
損
傷

状
態
で

あ
る

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

に
全

交
流
動

力
電

源
喪

失
を

重
畳

す

る
こ
と
か
ら
，
外
部
電
源
が
喪
失
す
る
も
の
と
し
て
設
定
 

水
素
ガ
ス
の
発
生
 

ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
を
考
慮
 

水
の
放
射
線
分
解
等
に
よ
る
水
素
ガ
ス
発
生
に
つ
い
て
は
，
格
納
容
器
圧
力

及
び
温
度
に
与
え
る
影
響
が
軽
微
で
あ
る
こ
と
か
ら
考
慮
し
て
い
な
い
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主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
３
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
信
号
 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
も
の
と
し
て
設
定
 

主
蒸
気
隔
離
弁
 

事
象
発
生
と
同
時
に
閉
止
 

主
蒸
気
が
格
納
容
器
内
に
保
持
さ
れ
る
厳
し
い
条
件
と
し
て
設
定
 

再
循
環
ポ
ン
プ
 

事
象
発
生
と
同
時
に
停
止
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
よ
る
ポ
ン
プ
停
止
を
踏
ま
え
て
設
定
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
 

20
0m

3 /
h（

1.
00
MP
a[
ga
ge
]に

お
い
て
）
で

注
水
，
そ
の
後
は
炉
心
を
冠
水
維
持
可
能
な

注
水
量
に
制
御
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

            

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
 

12
0 

m
3 /
h
に
て
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
ス

プ
レ
イ
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
 

格
納
容
器
圧
力

42
7k
Pa
[g
ag
e]
に
お
け
る

最
大
排
出
流
量

9.
8k
g/
s
に
対
し
て
，
格
納

容
器

隔
離

弁
を

全
開

操
作

に
て

原
子

炉
格

納
容
器
除
熱
 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

 

0
.
0
 

0
.
5
 

1
.
0
 

1
.
5
 

2
.
0
 

0
1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

原子炉圧力（MPa[gage]）

流
量
（

m3
/h
）
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主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
４
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 操 作 条 件 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原

子
炉
注
水
操
作
 

事
象
発
生
か
ら

30
分
後
 

常
設

代
替
交

流
電
源

設
備

の
起

動
，

受
電

及
び
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系

（
常
設
）
の
準
備
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
冷
却
操
作
 

格
納
容
器
圧
力

64
0k
Pa
[g
ag
e]
到
達
時
 

64
0～

58
8k
Pa
[g
ag
e]
の
範
囲
で
維
持
 

原
子
炉
格
納
容
器
の
限
界
圧
力
到
達
防
止
を
踏
ま
え
て
設
定
 

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

に
よ

る
原

子

炉
格
納
容
器
除
熱
操
作
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
が
通
常
水

位
＋
約

1.
3m

到
達
か
ら

10
分
後
 

原
子
炉
格
納
容
器
の
限
界
圧
力
到
達
防
止
を
踏
ま
え
て
設
定
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島根原子力発電所２号炉における運転状態Ⅴ（ＬＬ）の適切性について 

 

(1) はじめに 

ＳＡ施設は，ＤＢを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置を講じるための

施設であることから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳに加え，ＳＡの発生してい

る状態として運転状態Ⅴを新たに定義している。さらに重大事故等の状態が設

計基準事故を超える更に厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の短期

的に荷重が作用している状態を運転状態Ⅴ（S）とし，一連の過渡状態を除き，

ある程度落ち着いた状態を長期的に荷重が作用している状態として運転状態Ⅴ

（L），Ⅴ（L）より更に長期的に荷重が作用している状態を運転状態Ⅴ（LL）

として定義している。ここでは，島根原子力発電所２号炉において新たに定義

した運転状態Ⅴ（LL）の適切性について示す。 

 

(2) 島根原子力発電所２号炉における格納容器除熱評価 

添付 9.1 表に雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用する場合）における格納容器圧力・温度の推移を示

す。添付 9.1 表に示すとおり，事故後長期においても格納容器圧力は炉心損傷

に伴い発生した非凝縮性ガスによる影響が支配的となる格納容器圧力まで低下

可能であるものの，格納容器温度は後述(3)に示すＢＷＲの格納容器の特性によ

り，海水温度を設計温度である 30℃とした場合には，格納容器温度はＤＢ耐震

条件 35℃（通常運転状態）まで低下しない。 

 

添付 9.1表 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残

留熱代替除去系を使用する場合）における格納容器圧力・温度の推移 

項目 10-2年後（約 3.5 日後） ２×10-1年後（約 70日後） 
ＤＢ耐震条件 

（Ｓｓ） 

ドライウェル圧力 約 317kPa[gage] 約 372kPa[gage] 
大気圧相当 

（+14kPa） 
サプレッション・チ

ェンバ圧力 

約 308 kPa[gage] 約 358 kPa[gage] 

ドライウェル気相

温度 

約 110℃ 約 48℃ 
57℃ 

サプレッション・チ

ェンバ気相温度 

約 131℃ 約 62℃ 

35℃ 
サプレッション・チ

ェンバ水温度 

約 127℃ 約 57℃ 

サプレッション・チ

ェンバ水位 

約 3.9m 約 3.8m 
HWL（3.66m） 

 

（海水温度は設計温度である30℃を条件とする） 

 

添付資料９ 

39-4-131

173



 

 

(3) ＢＷＲの格納容器の特性について 

(2)において，事故後長期においてもＢＷＲの格納容器温度は通常温度まで低

下しないことを示したが，これはＢＷＲの格納容器の特性に起因するものであ

る。以下にＰＷＲと比較したＢＷＲの格納容器の特性を示す。 

・ＢＷＲの格納容器には，熱の蓄積場所としてサプレッション・プールが存

在しており，その水温はＰＣＶ評価において考慮されている。このような

大規模なプールがないＰＷＲとは状況が異なる。 

・ＢＷＲではＥＣＣＳが機能喪失する前提では，原子炉への注水及び格納容

器スプレイに外部水源（低圧原子炉代替注水槽等）を使用する。これによ

り通常運転時よりサプレッション・チェンバ水位が高くなることから，こ

れを荷重条件として考慮した場合の影響を確認する必要がある。 

 

上記より，ＢＷＲでは格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷＲとは異なり運転状態

Ⅴ（LL）のような更に長期的に荷重が作用している状態を定義し，格納容器内

の条件（温度，圧力，水位）による影響を確認する必要がある。 

なお，長期安定状態における島根原子力発電所２号炉とＰＷＲ（伊方３号）

の格納容器除熱手段は，添付9.2表であり，同等の除熱設備を有している。 

 

添付 9.2表 長期安定状態におけるＢＷＲとＰＷＲ（伊方３号）の 

格納容器除熱手段 

ＢＷＲ 

（島根２） 

残留熱除去系 

（原子炉補機冷却系） 

残留熱除去系 

（原子炉補機代替冷却系） 

残留熱代替除去系 

（原子炉補機代替冷却系） 

格納容器フィル

タベント系 

ＰＷＲ 

（伊方３） 

余熱除去系 

（余熱除去

冷却器） 

格納容器スプレ

イ再循環 

（格納容器スプ

レイ冷却器） 

仮設格納容器スプレイ再

循環 

（除熱除去冷却器，使用済

燃料ピット冷却器） 

格納容器再循環

ユニットによる

自然循環冷却 

 

(4) まとめ 

島根原子力発電所２号炉はその格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷＲ（伊方３号）

とは異なる運転状態Ⅴ（LL）のような更に長期的に荷重が作用している状態を

定義する必要があり，ＳＡ時の運転状態Ⅴ（LL）の格納容器内の条件（温度，

圧力，水位上昇）による影響を確認することが適切であると考える。 
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荷重条件として組み合わせるシナリオの選定及びその荷重条件の保守性について 

 

(1) はじめに 

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」について，雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷（格納容器過圧・過温破損）シナリオ「冷却材喪失（大破断ＬＯ

ＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を荷重条件として組み

合わせるシナリオとして選定し，荷重条件を設定している。 

ここでは，当該シナリオを荷重条件として組み合わせることの適切性及びそ

の荷重条件の保守性について示す。 

 

(2) 荷重条件として組み合わせるシナリオの選定について 

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対して，荷重条件は以下の２

つのシナリオのうち，①格納容器過圧・過温破損シナリオ「冷却材喪失（大破

断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を荷重条件とし

て組み合わせるシナリオとして選定している。 

① 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）シナリオ：

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力

電源喪失」 

② ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードの評価シナリオ：「過渡事象＋高圧

炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗＋原子

炉注水失敗」 

②のシナリオは，ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードを評価するため，重大

事故等対処設備による原子炉注水は実施しないものとして評価しており，本来

は高圧原子炉代替注水系又は低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水

により炉心損傷の回避が可能なシナリオである。また，原子炉注水の失敗によ

って炉心損傷までは事象が進展する前提とした場合においても，事象発生から

60分までに電源復旧及び低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を開

始することで，下部プレナムへのリロケーション※１を回避可能である。 

また，炉心損傷頻度及び低圧原子炉代替注水系による下部プレナムへの炉心

のリロケーション回避の失敗確率と，荷重の組合せにおいて用いた考え方を適

用すると，添付10.1表に示すとおり保守性を考慮しても10－８/炉年未満となり，

荷重の組合せの判断目安を下回る。 

上記より，「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対して，荷重条

件は格納容器過圧・過温破損シナリオ「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣ

ＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を選定することが適切である。 

※１：内部事象レベル1.5ＰＲＡにおいても，炉心損傷後の原子炉注水によって

下部プレナムへのリロケーションを回避可能な事故シーケンスを評価し

ている。 

添付資料１０ 
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添付10.1表 ＲＰＶ破損発生と地震動が重畳する頻度 

事故 

シーケンス 

 

過渡事象＋高

圧炉心冷却失

敗＋原子炉減

圧失敗＋炉心

損傷後の原子

炉減圧失敗＋

原子炉注水失

敗 

 

 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について」に記載

されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，重大事故等の発生確率と

して 10－４/炉年とした。島根原子力発電所２号炉の炉心損傷頻度は 10－４/

炉年よりも十分に小さいものと評価しており，この値の使用は保守的と考

える。 

※２：事象発生後，低圧原子炉代替注水系により下部プレナムへの炉心のリロケ

ーションを回避可能な時間余裕のうちに，低圧原子炉代替注水系による原

子炉注水の開始に失敗する確率。原子炉減圧，電源復旧，低圧原子炉代替

注水系運転等の失敗確率を組み合わせて算出。 

※３：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984に記載されている地震動の発生確率 S2，S1の

発生確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 

※４：弾性設計用地震動Ｓｄを考慮する場合，荷重の組合せの対象期間は事象発

生 1年以降であり，その時点では格納容器圧力・温度は十分低下している。

基準地震動Ｓｓを考慮する場合は，荷重の組合せの対象期間は 20年以降と

さらに長期となる。 

 

(3) 荷重条件の保守性について 

運転状態Ⅴ（L），Ⅴ（LL）に用いる荷重条件は，本文 5.2.2(4)a.に示すよ

うに格納容器過圧・過温破損シナリオ「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣ

ＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」の有効性評価結果を用いることとし

ている。 

運転状態Ⅴ（L）に用いる荷重条件は，本文 5.2.2(4)b.に示すように格納容

器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）において，格納容器

圧力の上昇の速度が遅く，格納容器スプレイ流量が抑制できるなど，格納容器

フィルタベント系の使用タイミングが遅くなる可能性があることから，事象発

生後以降の最大となる荷重（有効性評価結果の最高圧力約 659kPa，最高温度

181℃）をＳｄと組み合わせることとしており，保守性を確保している。なお，

RPV破損の発生頻度 × 
地震動の 

発生確率 

RPV破損発生 

と地震動が重畳 

する頻度 

＝ 

10－４/炉年※１ 

(炉心損傷 

頻度) 

× 

10－２未満※２ 
低圧原子炉代替 

注水系の注水 

による下部プレ 

ナムへの炉心の 

リロケーション 

回避の失敗確率 

10－２/炉年※３ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は 

５×10－４/炉年※３ 
基準地震動 

Ｓｓ 

＝ 
10－８/炉年 

未満 

× 
継続 

時間 

× × 

１年未満※４ 

継続 

時間 

 

20 年未満※４ 
継続 

時間 
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この荷重はＲＰＶ破損後のシナリオ（約 362kPa）の 10－２年後（3.5 日後）にお

ける荷重を包絡している。 

 

運転状態Ⅴ（LL）に用いる荷重条件は，本文 5.2.2(4)b.に示すように除熱能

力の観点から格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）を

参照している。さらに有効性評価では，格納容器圧力に対して厳しい条件とな

るよう，格納容器漏えい率は考慮しておらず，運転状態Ⅴ（LL）のような長期

間の圧力・温度挙動では，この格納容器漏えい率の考慮の有無の影響は大きく，

十分な保守性を確保している。 

 

(4) まとめ 

上記(2)，(3)より「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」について，

格納容器過圧・過温破損シナリオ「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ

注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を荷重条件として組み合わせるシナリオ

として選定することは適切であり，また，その荷重条件については保守性が確

保されている。 
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〔参考６〕原子炉格納容器 評価温度・圧力負荷後の耐震性 

 

１. 検討方針 

   評価対象の各部位に対し， 評価温度・圧力（ 200℃ ，２Ｐｄ）負荷時に部

材が弾性域又は塑性域のいずれにあるか，また，除荷後の残留ひずみの有無及

び除荷後の挙動の確認により耐震性への影響を評価する。 

 

２. 検討結果 

残留ひずみの有無及び耐震性への影響有無については， 一次応力のみ考慮す

る部位と一次＋二次応力を考慮する部位に分けて次のとおり判断する。 

評価温度・圧力負荷時に周囲の部材の変形の影響を受けず二次応力を考慮す

る必要がない場合は，一次応力がＳｙを超えるか否かで残留ひずみの有無を確

認する。この場合， 一次応力がＳｙ以下の場合は，除荷後に残留ひずみは生じ

ない（図 1，0 → a → 0 ）。Ｓｙ を超える場合は，除荷後に残留ひずみが生

じる（図 1，0 →  a → b → c ）。 

一次応力は与えられた荷重に対して決定する応力であるため， 同じ荷重が作

用した場合の発生応力は除荷後も同等であり，評価温度・圧力負荷前と同じ弾

性的挙動を示す(図 1，c → b )。また， 設計・建設規格の許容値は荷重を変

形前の断面積で割った公称応力を基に設定されているため（図 2）， 設計・建

設規格の許容値内であれば発生応力を算出する際に変形前の断面積を用いるこ

とに問題ない。 

なお，材料に予めひずみが作用した場合について， 作用した予ひずみ(～ 約

19 % )だけ応力－ ひずみ曲線をシフトしたものと， 予ひずみが作用しない材

料の応力－ ひずみ曲線がほぼ一致するという知見[1]が得られており， 十分小

さな残留ひずみであれば発生応力に与える影響はないと言える。 

地震（許容応力状態ⅣＡＳ）の一次応力の許容応力は，供用状態Ｄの許容応

力の制限内で同等であり，さらに評価温度・圧力負荷前と同様の挙動を示すこ

とから， 耐震性に影響はないと判断できる。 

 

[1] 日本溶接協会「建築鉄骨の地震被害と鋼材セミナー(第 12 回溶接構造用

鋼材に関する研究成果発表会)」 JWES-IS-9701，(1997) 
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図１ 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ（一次応力） 

 

 
 

図２ 公称応力と真応力について 

 

次に，評価温度・圧力負荷時に周囲の部材の変形の影響を受けるため，局部

的に発生する二次応力を考慮する必要がある場合は，構造不連続部に発生する

二次応力も考慮して，一次＋二次応力で残留ひずみの有無を確認する。一次＋

二次応力がＳｙを超えると塑性域に入るが（図 3（解説 PVB-3112）， 0 → A → 

B），２Ｓｙ以下の場合は除荷時にひずみが減少し，除荷後に残留ひずみは生じ

ない（図 3（解説 PVB-3112），B → C）。また，その後の挙動は図 3の B - C上

の弾性的挙動を示し，これは評価温度・圧力負荷前と同じである。 

地震（許容応力状態ⅣAS）の一次＋二次応力の許容応力は，今回の一次＋二

次応力の許容応力と同等であることから， 地震による外力が加わったとしても

一次＋二次応力の許容応力の制限内であり，さらに評価温度・圧力負荷前と同

様の挙動を示すことから，耐震性に影響はないと判断できる。 

なお，一次応力がＳｙを超える部位については，残留ひずみ有と判断するが，

十分小さな残留ひずみであれば発生応力に与える影響はない。 
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図３ 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ（一次＋二次応力） 
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〔参考７〕ＤＢ施設を兼ねる主なＳＡ施設等のＤＢＡとＳＡの荷重条件の比較 

施設名称 

地

震

動 

DB条件 SA条件 

備考 
圧力(MPa) 温度(℃) 圧力(MPa) 温度(℃) 

原子炉圧力容器 
Sd 8.28 298 8.28 298 DB条件が SA

条件を包絡 
Ss 8.28 298 8.28 298 

原子炉圧力容器

支持スカート 

Sd － 298 － 298 
原子炉圧力

容器下鏡か

らの入熱を

考慮した温

度 
Ss － 298 － 298 

原子炉圧力容器

基礎ボルト 

Sd － 
【通常時】57 

【LOCA後】171 
－ 181 

 

Ss － 57 － 62 

原子炉格納容器 

Sd 

【D/W】0.327 

【S/C】0.209 

（LOCA条件） 

【D/W】171 

【S/C】104 

（LOCA条件） 

0.659 181 

 

Ss 
-0.014 

（通常運転） 

【D/W】171 

【S/C】104 

（通常運転） 

0.372 62 

原子炉格納容器

配管貫通部 

Sd 

【D/W】0.327 

【S/C】0.209 

（LOCA条件） 

【D/W】171 

【S/C】104 

（LOCA条件） 

0.659 181 

 

Ss 
-0.014 

（通常運転） 

【D/W】171 

【S/C】104 

（通常運転） 

0.372 62 

原子炉格納容器

電気配線貫通部 

Sd 

【D/W】0.327 

【S/C】0.209 

（LOCA条件） 

【D/W】171 

【S/C】104 

（LOCA条件） 

0.659 181 

 

Ss 
-0.014 

（通常運転） 

【D/W】171 

【S/C】104 

（通常運転） 

0.372 62 

高圧炉心スプレ

イポンプ 

Sd － 
100＊1 

 66＊2 
－ － 

 

Ss － 
100＊1 

 66＊2 
－ 

110＊1 

66＊2 

低圧炉心スプレ

イポンプ 

Sd － 
100＊1 

 66＊2 
－ － 

 

Ss － 
100＊1 

 66＊2 
－ 

114＊1 

66＊2 
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施設名称 

地

震

動 

DB条件 SA条件 

備考 
圧力(MPa) 温度(℃) 圧力(MPa) 温度(℃) 

残留熱除去ポン

プ 

Sd － 
185＊1 

 66＊2 
－ － 

 

Ss － 
185＊1 

 66＊2 
－ 

185＊1 

66＊2 

 

原子炉補機冷却

水ポンプ 

Sd － 
85＊1 

55＊2 
－ ― 

 

Ss － 
85＊1 

55＊2 
－ 

85＊1 

50＊2 

原子炉補機冷却

系熱交換器 

Sd 1.37 
85＊3 

55＊2 
－ ― 

 

Ss 1.37 
85＊3 

55＊2 
1.37 

85＊3 

50＊2 

原子炉補機海水

ポンプ 

Sd － 50＊1,2 － ― 

 

Ss － 50＊1,2 － 50＊1,2 

＊1：ポンプ取付ボルト，原動機台取付ボルトの耐震評価に使用している値 

＊2：基礎ボルト，原動機取付ボルトの耐震評価に使用している値 

＊3：胴板，脚の耐震評価に使用している値 
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〔参考８〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

1.[重大事故に至るおそれがある事故」とは 

「重大事故に至るおそれがある事故」とは，運転時の異常な過渡変化及び

設計基準事故に対して原子炉の安全性を損なうことがないよう設計するこ

とを求められる構築物，系統及び機器(＝Ｓクラス施設)がその安全機能を喪

失した場合であって，炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事象

である。 

 

2.耐震重要度分類の考え方 

耐震クラスは以下のように定義されており，安全上重要な施設はＳクラス

に分類される。Ｂ，Ｃクラス施設は，その機能が喪失したとしても，炉心の

健全性に影響を及ぼすおそれがないものとなる。 

そのためＢ，Ｃクラス施設のみが損傷した状態では，重大事故に至るおそ

れがある事故ではなくＤＢＡである。 

Ｓクラス：地震により発生するおそれがある事象に対して，原子炉を停止

し，炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設，自ら放射性

物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその機

能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能性のある施設，

これらの施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を緩和

し，放射線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を

持つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援するために必要と

なる施設，並びに地震に伴って発生するおそれがある津波によ

る安全機能の喪失を防止するために必要となる施設であって，

その影響が大きいもの 

Ｂクラス：安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳク

ラス施設と比べ小さい施設 

Ｃクラス：Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産

業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される施設 

 

3. Ｂ，Ｃクラス施設の破損による影響について 

 (1) 地震ＰＲＡにおけるＢ，Ｃクラス施設損傷の考慮について 

地震ＰＲＡでは，Ｂ，Ｃクラス施設損傷による過渡事象として「外部電源喪

失」を考慮している。また，Ｂ，Ｃクラス施設の損傷による安全機能への間接

的影響を確認するとともに，さらにプラント・ウォークダウンにおいて重点的

に確認する項目の一つとして確認しており，問題のないことを確認することと

する。 
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(2)設計用荷重への影響 

Ｂ，Ｃクラス施設が破損した場合であっても，Ｓクラス施設である緩

和系が健全であれば，炉心損傷に至ることはない。ＪＥＡＧ４６０１・

補－1984 では，Ｂ，Ｃクラス施設破損により発生する事象を地震従属

事象として整理し，地震との組合せを規定している。この中で，Ｂ，Ｃ

クラス施設破損によるＤＢＡで考慮すべき荷重の影響は，「全給水流量

喪失」「タービントリップ」で代表できるとして整理されている。 

Ｂ，Ｃクラス施設損傷による過渡における荷重は，タービン側破損に

よる主蒸気流量及び給水流量の喪失，電源，制御系故障による原子炉給

水ポンプの停止等が外乱となり発生する。耐震Ｂ，Ｃクラス施設が破損

することによる荷重に対する耐震Ｓクラスへの影響は，JEAG4601・補

-1984 を踏まえて島根２号炉として，「全給水流量喪失」及び「タービ

ントリップ」をもとに設定した設計過渡条件にて評価を行い構造上問題

ないことを確認している。 

 

4.「重大事故に至るおそれがある事故」が地震独立事象であることについての

考察 

Ｓクラス施設が健全であれば安全機能の喪失は起きず，炉心の著しい損傷

に至ることはないので，何らかの要因でＳクラス施設（重大事故等対処設備

含む）が損傷した場合に「重大事故に至るおそれがある事故」が発生するこ

ととなる。ここで，確定論的には，Ｓクラス施設（重大事故等対処設備含む）

はＳｓによって機能喪失することはないことから，「重大事故に至るおそれ

がある事故」はＳｓとの独立事象となる。 

また，確定論的な扱いとは異なり，確率論的な考察では，Ｓクラスである

ＤＢ施設又はＳｓ機能維持である重大事故対処設備であっても，フラジリテ

ィという考え方に基づけば，Ｓｓ以下の地震により機能喪失に至る確率は存

在する。このＳｓ以下の地震によって安全機能が喪失し，「重大事故に至るお

それがある事故」に至る頻度は極めて小さく，Ｓｓ規模の地震の発生と「重

大事故に至るおそれがある事故」の重畳を考慮する必要はないと判断できる。 
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〔参考９〕重大事故等時の長期安定冷却手段について 

 

重大事故等時の原子炉格納容器除熱としては，原子炉格納容器を最高使用温度

以下に除熱することを基本としている。炉心損傷に至る重大事故等時，残留熱代

替除去系により格納容器内温度は緩やかに低下し約177時間後には，サプレッショ

ン・チェンバ水温度が最高使用温度の104℃を下回る（「重大事故等対策の有効性

評価について「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別紙１）安定状態の維持につい

て」参照）。 

しかし，残留熱除去系熱交換器が使用できない場合は，残留熱代替除去系が使

用できないため格納容器フィルタベント系により格納容器の除熱を行う。格納容

器フィルタベント系による除熱では，格納容器圧力の低下は早いものの，格納容

器温度の低下は残留熱代替除去系より遅く，サプレッション・チェンバ水温度が

最高使用温度の104℃を下回るのは約587時間後となる（「重大事故等対策の有効

性評価について「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別紙１）安定状態の維持につ

いて」参照）。 

そのため，格納容器内温度低減対策として残留熱除去系熱交換器が使用できな

い場合の除熱手段を検討した。検討にあたっては事故発生約30日後の崩壊熱が除

熱可能であることを目標とした。重大事故等時において，格納容器フィルタベン

ト系による格納容器除熱を実施している場合，残留熱除去系の補修による原子炉

格納容器の除熱機能を復旧する。また，残留熱除去系の機能回復が長期間実施で

きない場合，可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用いた除熱手段である「１．可搬型

格納容器除熱系による格納容器除熱」を構築する。既設設備である残留熱除去系

の使用を優先するが，復旧が困難な場合はこの可搬型格納容器除熱系による除熱

を実施する。本書では，それらの実現可能性と実施した場合の効果について確認

している。 

なお，これらに加え原子炉格納容器を直接除熱することはできないが原子炉圧

力容器を除熱することにより間接的に原子炉格納容器を除熱する「原子炉補機代

替冷却系を用いた原子炉浄化系（以下，ＣＵＷという）による原子炉除熱」を構

築する。ＣＵＷ系による原子炉除熱については〔参考９－補足１〕に示す。 

 

参考１表 重大事故等時における格納容器除熱 

除熱手段 備考 

残留熱代替除去系による除熱  

格納容器フィルタベント系による除熱  

残留熱除去系の補修による除熱復旧  

可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱 本資料１．で成立性を示す 

原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷによる原子

炉除熱 

補足１で成立性を示す 

本表は事故時における除熱手段の配備状況を示すものであり，除熱手段の優先順位を示すものではない 

参考９ 
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1. 可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱 

＜実現可能性＞ 

重大事故等時において，格納容器ベントによる格納容器除熱を実施している場

合，残留熱除去系の補修によるサプレッション・プール水冷却モードの復旧を実

施する。また，残留熱除去系の復旧が困難な場合に可搬設備等により構成される

可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱を構築する。可搬型格納容器除熱系は，

高圧炉心スプレイ系（以下，ＨＰＣＳという）配管から耐熱ホース・可搬ポンプ

を用いて可搬熱交換器にサプレッション・チェンバのプール水を供給し，そこで

除熱した水を低圧原子炉代替注水系の原子炉注水ラインで原子炉圧力容器に注水

するライン構成であり，可搬設備を運搬・設置する等の作業があるが，長納期品

については事前に準備しておくことにより，１ヵ月程度で系統を構築することが

可能であると考えられる。 

可搬型格納容器除熱系について，可搬ポンプの吸込み箇所は，ＨＰＣＳポンプ

の吸込配管にある「ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁」とし，耐熱ホ

ースで接続する構成とする。可搬ポンプの吐出については，耐熱ホースを用いて

原子炉建物大物搬入口に設置する可搬熱交換器と接続する構成とし，可搬熱交換

器の出口側については低圧原子炉代替注水系の原子炉注水配管にある「ＦＬＳＲ

可搬式設備 Ａ－注水ライン逆止弁」と耐熱ホースで連結する構成とする。これ

らの構成で，可搬ポンプによりサプレッション・チェンバのプール水を可搬熱交

換器に送水し，そこで除熱した水を原子炉圧力容器に注水する系統を構築する。

なお，可搬熱交換器の二次系については，大型送水ポンプ車により海水を通水で

きる構成とする。 

 

参考１ 図 可搬型格納容器除熱系の系統概略図 
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参考２表 可搬型格納容器除熱系構築に必要な作業 

作業 所用時間 

ＨＰＣＳポンプ吸込みラインの逆止弁と低圧原子炉代

替注水系注水ラインの逆止弁の上蓋取り外し，耐熱ホ

ース取付 
これらの作業は，１ヵ月

程度で準備可能と考えて

いる。 
可搬ポンプ準備 

可搬熱交換器準備 

通水試験等 

＜効果＞ 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において事

象発生後約１ヶ月まで格納容器フィルタベント系による除熱を行った後，可搬型

格納容器除熱系による除熱とした場合の格納容器パラメータ推移を評価した。こ

こで可搬型格納容器除熱系の流量は，事故発生30日後の崩壊熱を上回る  　m3/h

とし，格納容器フィルタベント系は微開（流路面積３％開）とするとともに可搬

式窒素供給装置より窒素ガスを100m3/h注入する。 

参考２～４図に格納容器圧力，格納容器気相部温度，サプレッション・チェン

バ水温の推移を示す。参考３図及び参考４図に示すとおり，格納容器気相部温度，

サプレッション・チェンバ水温を低減させることができる。

なお，本評価のように，格納容器フィルタベント系により格納容器圧力が低下

している状態では，格納容器ベント実施時に原子炉格納容器内の非凝縮性ガスが

排出され，原子炉格納容器内は崩壊熱により発生する蒸気で満たされる状態とな

る。こうした状況において除熱系（可搬型格納容器除熱系）の運転を開始する場

合，サプレッション・チェンバ水温が100℃を下回ると，飽和蒸気圧に従い格納容

器圧力は負圧となる可能性がある。よって，可搬型格納容器除熱系の運転を開始

する際には，格納容器フィルタベント系は微開とした上で，可搬式窒素供給装置

より窒素ガスを注入し，格納容器圧力が負圧とならないよう制御する運用とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考２図 格納容器圧力の推移 

 

 

 
参考３図 格納容器気相部温度の推移 
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参考４図 サプレッション・チェンバ水温の推移 

 

＜系統成立性評価＞ 

可搬型格納容器除熱系は，事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱でき

る設計とし，本章ではその系統成立性評価を示す。評価にあたっては「①可搬ポ

ンプのNPSH(Net Positive Suction Head)評価」で原子炉建物地下２階に設置する

可搬ポンプの必要NPSHが系統圧力損失を考慮して有効NPSHを満足することを確認

する。次に「②流量評価」で系統圧力損失を考慮して，本系統で確保可能な系統

流量を評価し，その流量で可搬熱交換器による除熱可能な除熱量を「③除熱量評

価」で示し，本系統が事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できること

を確認し，系統成立性を示す。 

 

① ポンプのNPSH評価 

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するためには，流体圧力や吸

込配管圧力損失等により求められる「有効NPSH」が，ポンプの「必要NPSH」と同

等かそれ以上であること（有効NPSH≧必要NPSH）を満足する必要があり，有効NPSH

と必要NPSHを比較するNPSH評価によりポンプの成立性を確認する。本評価では参

考５図の系統構成を想定し，格納容器内圧力（Ｓ／Ｃ），サプレッション・チェ

ンバのプール水位と可搬ポンプ吸込口レベル間の水頭差，吸込配管（HPCS常設配

管及び耐熱ホース）圧力損失により求められる有効NPSHと，可搬ポンプの必要NPSH

を比較することで評価する。有効NPSHの評価式は以下の通りであり，評価結果は

参考３表に示す通り，ポンプのNPSH評価は成立する。 
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参考５図 可搬型格納容器除熱系のNPSH評価 

参考３表 NPSH評価結果 

項目 ２号炉 設定根拠 

Pa サプレッション・チェン

バ圧力（水頭圧換算値） 

11.6m 安全解析における事故発生30日後

のS/C圧力の水頭圧換算 

Pv 可搬ポンプ入口温度で

の飽和蒸気圧（水頭圧換

算値） 

12.0m 安全解析における事故発生30日後

のS/P水温105℃での飽和蒸気圧 

H S/P水位と可搬ポンプ軸

レベル間の水頭差

3.9m 安全解析における事故発生30日後

のS/P水位（EL.5778）とし，可搬ポ

ンプ吸込口レベルは原子炉建物地

下２階床上0.5mを想定しEL.1800と

する。 

ΔH 吸込配管圧損（HPCS配

管） 

HPCSストレーナ～耐圧ホース取付

箇所までの配管の圧損（  m3/h） 

吸込配管圧損（耐圧ホー

ス） 

可搬ポンプ吸込み側の耐熱ホース

の圧損（    m3/h） 

HPCSストレーナ圧損 HPCSストレーナの圧損 

合計 

有効NPSH Pa-Pv+H-ΔH 

必要NPSH 可搬ポンプの必要NPSH 

成立性評価 ○ 有効NPSH≧必要NPSH 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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② 流量評価

可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の系統流量は，後

述する評価により   m3/h以上確保可能であることを確認している。本章では，そ

の評価結果について示す。流量確認方法としては，可搬ポンプの「性能曲線」（揚

程と流量の関係図）と参考１図の系統構成を想定した場合の「システム抵抗曲線」

との交点がポンプの動作点となるため，ポンプの動作点の流量を確認する。その

結果は参考６図に示す通り，   m3/h以上確保可能であることを確認した。参考と

して，系統流量    m3/h時の圧力損失を参考４表に示す。 

参考６図 可搬型格納容器除熱系の流量評価結果 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考４表 圧力損失内訳 

除熱手段（評価ルート） ２号炉 

流量 

配管・弁類圧力損失 常設ライン 

耐圧ホース 

可搬熱交換器 

静水頭 水源 EL.5778 

（安全解析における事故発生30日後のS/P

水位） 

注入先 

圧力差 水源 1.4m 

注入先 2.9m 

1.5m 

システム抵抗（圧力損失）

③ 除熱量評価

上述②の評価結果の通り，可搬型格納容器除熱系の流量は  m3/h以上が確保可

能であることから，その時の系統の除熱量を評価した。 

評価条件は参考５表に示す通りであり，可搬熱交換器の性能及び大型送水ポン

プ車による海水側の条件を踏まえて本系統の除熱量を評価したところ，事故発生

30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることを確認した。 

参考５表 可搬熱交換器の除熱量評価条件 

可搬熱交換器 淡水系 １次側入口温度 105℃ 

１次側流量 m3/h 

海水系 海水温度 30℃ 

海水流量 180m3/h 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考７図 可搬型格納容器除熱系の除熱量評価図 

以上の「①ポンプのNPSH評価」，「②流量評価」，「③除熱量評価」の結果から，

可搬型格納容器除熱系は事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱するため

の系統流量が確保可能なシステムであることを確認した。 

＜具体的な手順の概要＞ 

（１）可搬型格納容器除熱系の概要

可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の概要を以下に示す。 

ＨＰＣＳポンプ室（EL.1300）のＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁の

上蓋を取り外し，上蓋フランジに耐熱ホースが接続できる仮蓋を取り付け，その

仮蓋に耐熱ホースを接続する。 

ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁に取り付けた耐熱ホースを，ＨＰ

ＣＳポンプ室に設置した可搬ポンプの吸込側フランジに連結し，可搬ポンプ吐出

側フランジに取り付けた耐熱ホースを原子炉建物１階大物搬入口（EL.15300）に

設置した可搬熱交換器の入口側フランジに連結する。また，原子炉建物１階

（EL.15300）のＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁の上蓋を取り外し，上

蓋フランジに耐熱ホースが接続できる仮蓋を取り付け，その仮蓋に耐熱ホースを

接続し，可搬熱交換器出口側フランジに連結する。このように系統を構成するこ

とで，サプレッション・チェンバのプール水を可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用

いて原子炉圧力容器に注水することが可能となる。可搬型格納容器除熱系を構成

する耐熱ホース等は，作業時の被ばく線量を考慮した配置に設置する。 

なお，可搬型格納容器除熱系の使用にあたっては，サプレッション・チェンバ

のプール水からの汚染水を通水する前に復水輸送ポンプで非汚染水による水張り

を実施し，可搬部位の健全性確認を行う。参考８図に系統水張りの概要図を示す。 

また，可搬熱交換器の二次系については，屋外に大型送水ポンプ車とホースを

配備して連結し，大型送水ポンプ車を起動することで海水を通水する。 

系統水張りによる健全性確認が完了した後，ＨＰＣＳポンプトーラス水入口弁

を開操作し，低圧原子炉代替注水系から原子炉圧力容器へ注水し循環することに

より除熱する。 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

39-4-165

207



可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の除熱可能量は，事

故発生30日後の崩壊熱「約3.9MW」を上回る系統設計とする。 

系統を構成する機器の配置イメージを以下に示す。また，系統を構成する機器

の仕様等は参考６表の通りである。 

参考８図 復水輸送系を用いた系統水張り概要図 
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参考９図 原子炉建物下２階 機器配置図 

参考10図 原子炉建物１階 機器配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考６表 可搬型格納容器除熱系の機器仕様 

構成機器 仕様等 備考 

可搬機器 

耐熱ホース（フ

レキシブルメタ

ルホース）

※弁接続部の仮

蓋含む 

口径 150A 

圧力 1.6MPa 

温度 450℃ 

口径 100A 

圧力 1.7MPa 

温度 450℃ 

150A：ＨＰＣＳポ

ンプ復水貯蔵タ

ンク水入口逆止

弁～可搬ポンプ

まで 

100A：可搬ポンプ

～ＦＬＳＲ可搬

式設備Ａ－注水

ライン逆止弁

可搬ポンプ 容量 約60m3/h 

全揚程 約86m 

可搬熱交換器 除熱量 

3.9MW以上 

大型送水ポンプ

車 

容量 1,800m3/h 

吐出圧力 

1.4MPa 

既設機器 

復水輸送ポンプ 容量 85m3/h 

全揚程 70m 
－ 

復水輸送系 

※機器図は一般例を示すものである。

※詳細設計に伴い機器仕様の変更が必要な場合は，仕様を変更する。
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（２）作業に伴う被ばく線量

炉心損傷により発生する汚染水はサプレッション・チェンバ内にあるが，ＨＰ

ＣＳポンプおよびＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁はサプレッション

プール側隔離弁により常時隔離されているため直接汚染水に接することはない。 

また，ＦＬＳＲ可搬式設備 Ａ－注水ライン逆止弁は低圧原子炉代替注水槽を

水源とする低圧原子炉代替注水系で満たされているため直接汚染水に接すること

はない。 

ＨＰＣＳポンプ室内（EL.1300）におけるＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口

逆止弁付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏えいに起因する室内の空間線量率

及び線源配管からの直接線による線量率により約12.8mSv/h となる。〔参考９－

補足２〕 

ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁への耐熱ホース接続作業について

は，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（5 人1 班で作業）と

想定しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整

えることで実施可能である。 

原子炉建物１階（EL.15300）におけるＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止

弁付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏えいに起因する室内の空間線量率によ

り約3.7mSv/hとなる。〔参考９－補足２〕 

ＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁への耐熱ホース接続作業については，

準備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（5 人1 班で作業）と想定

しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整える

ことで実施可能である。 

原子炉建物大物搬入口における可搬熱交換器配備箇所の雰囲気線量は，格納容

器からの漏えいに起因する室内の空間線量率により約5.2mSv/h となる。〔参考９

－補足２〕 

可搬熱交換器への耐熱ホース接続作業については，準備作業，後片付けを含め

て作業時間は約10 時間程度（5 人1 班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を

行い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施可能である。 
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(３)フランジ部からの漏えい発生時の対応

系統のフランジ部からの漏えい発生等の異常を検知した場合は，直ちに可搬ポ

ンプを停止し復水輸送ポンプからの非汚染水によりフラッシングを実施する。

フラッシングにより現場へのアクセスが可能になった後，増し締め等の補修作

業を実施する。 

非汚染水によるフラッシングの系統イメージを以下に示す。 

参考11図 復水補給水系からの洗浄水ラインを使用したフラッシング 

Ⅰ.可搬型格納容器除熱系の循環運転で使用した弁を全て全閉とする 

Ⅱ.高圧炉心スプレイ系の洗浄水弁，ＦＬＳＲ注水隔離弁，Ａ－ＲＨＲ注水弁を

開操作し，復水輸送系の水が耐熱ホース，可搬ポンプ及び可搬熱交換器を

経由し，原子炉圧力容器へ流入することで，系統をフラッシングする 

Ⅲ.サプレッション・チェンバのプール水位に影響しない範囲で，空間線量が下

がるまでフラッシングを実施する 

Ⅳ.フラッシングにより漏えいフランジ近辺の空間線量が十分低下した場合，漏

えいフランジ部にアクセスする 

Ⅴ.漏えいフランジの増し締めを行い，系統を復旧する 
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〔参考９－補足１〕長期安定性の維持のためにＦＰＣとＣＵＷ補助熱交換器使用

の可能性について 

 

長期安定性の維持のためにＦＰＣ熱交換器又はＣＵＷ補助熱交換器による格納

容器除熱が可能であるかの検討を行った。ただし，ＦＰＣ熱交換器については，

これを用いて格納容器除熱を実施するラインを構成することで燃料プールの冷却

が行えなくなるため，格納容器除熱としては使用しないこととする。なお，ＦＰ

Ｃ熱交換器を用いてサプレッション・チェンバのプール水を除熱するためには，

ＦＰＣポンプを使用する必要があるが，ＦＰＣポンプは原子炉建物３階に設置さ

れており，水源であるサプレッション・チェンバとのレベル差が大きく，ポンプ

NPSH評価が成立しないため，使用は困難と考えている。一方で，ＣＵＷ補助熱交

換器による格納容器除熱手段については系統成立性が確認できたため使用可能と

判断した。詳細の成立性評価について以下に示す。なお，ＣＵＷ非再生熱交換器

は原子炉補機冷却系の常用負荷に接続されているため，より実現可能性の高い格

納容器除熱系として非常用負荷に接続されているＣＵＷ補助熱交換器を用いた系

統を検討する。 

 

(1)原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱 

〈実現可能性〉  

ＣＵＷ系は通常運転中に原子炉冷却材の浄化を行う系統であり，重大事故等時

に原子炉水位の低下（レベル３）により隔離状態になる。 

また，通常は原子炉補機冷却系を冷却水として用いているが，本除熱手段では

原子炉補機代替冷却系を用いることで冷却水を確保する。 

耐熱ホース等はＣＵＷ系では使用する必要がなく，弁操作による系統構成のみ

で運転可能である。 

ＣＵＷ系は原子炉圧力容器が水源であり，ＣＵＷ補助ポンプは原子炉圧力が低

圧時にも冷却材の循環を行うことが可能であるが，大ＬＯＣＡ事象のように原子

炉水位を十分に確保できない場合は運転することができない。 

ＣＵＷ系による原子炉除熱の条件を満たした上で，原子炉補機代替冷却系を用

いたＣＵＷ系による除熱可能量は事故発生30日後の崩壊熱「約3.9MW」を上回る。 
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図１ 原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱 系統概要図 

 

 
図２ 原子炉補機代替冷却系（ＣＵＷ除熱ライン） 系統概要図 
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＜効果＞ 

除熱量は事故発生30日後の崩壊熱「約3.9MW」を上回ることから「１．可搬型格

納容器除熱系による格納容器除熱」の参考２～４図にて示した同等の除熱効果が

得られる。 

 

＜系統成立性評価＞ 

原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱は，事故発生30日後

の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることとし，本章ではその系統成立性評価を

示す。評価にあたっては「①ＣＵＷ補助ポンプのNPSH(Net Positive Suction Head)

評価」で原子炉建物地下１階に設置されているＣＵＷ補助ポンプの必要NPSHが系

統圧力損失を考慮して有効NPSHを満足することを確認する。次に「②流量評価」

で系統圧力損失を考慮して，本系統で確保可能な系統流量を評価する。このとき，

ＣＵＷ補助ポンプについては基本的に通常運転時と使用条件が変わらないため定

格流量は確保可能であり，改めて評価する必要はない。一方で，従来流路として

考慮していなかった常用系ラインを通水することとなる原子炉補機代替冷却水ポ

ンプについては流量評価を行い，その流量で原子炉補機代替冷却系による除熱可

能な除熱量を「③除熱量評価」で示し，本系統が事故発生30日後の崩壊熱相当（約

3.9MW）を除熱できることを確認し，系統成立性を示す。 

 

①ＣＵＷ補助ポンプのNPSH評価 

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するためには，流体圧力や吸

込配管圧力損失等により求められる「有効NPSH」が，ポンプの「必要NPSH」と同

等かそれ以上であること（有効NPSH≧必要NPSH）を満足する必要があり，有効NPSH

と必要NPSHを比較するNPSH評価によりポンプの成立性を確認する。本評価では図

３の系統構成を想定し，原子炉圧力，原子炉水位とＣＵＷ補助ポンプ軸レベル間

の水頭差，吸込配管圧力損失により求められる有効NPSHと，ＣＵＷ補助ポンプの

必要NPSHを比較することで評価する。有効NPSHの評価式は以下の通りであり，評

価結果は表１に示す通り，ポンプのNPSH評価は成立する。 

 

39-4-173

215



図３ ＣＵＷ系による原子炉除熱のNPSH評価 

表１ NPSH評価結果 

項目 ２号炉 設定根拠 

Pa 原子炉圧力 13.2m 安全解析における事故発生

30 日 後 の 原 子 炉 圧 力

（0.028MPa）の水頭圧換算値 

Pv CUWポンプ入口温度での

飽和蒸気圧力（水頭圧換

算） 

12.0m 安全解析における事故発生

30日後の原子炉冷却材温度

（105℃）の飽和蒸気圧 

H 原子炉水位とCUWポンプ

軸レベル間の水頭差 

原子炉水位は「原子炉水位低

（レベル３）（EL.29840）」

とし，ポンプ軸レベルはEL.

 とする。 

ΔH 吸込配管圧損（CUW配管） 定格流量228m3/h時のポンプ

吸込配管圧損 

有効NPSH Pa-Pv+H-ΔH 

必要NPSH ＣＵＷ補助ポンプの必要

NPSH 

成立性評価 ○ 有効NPSH＞必要NPSH 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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② 流量評価

原子炉補機代替冷却系を用いたCUW系による原子炉除熱の，原子炉補機代替冷却

系の系統流量は，後述する評価により  m3/h以上確保可能であることを確認し

ている。本章では，その評価結果について示す。 

流量確認方法としては，原子炉補機代替冷却水ポンプの「性能曲線」（揚程と

流量の関係図）と図２の系統構成を想定した場合の「システム抵抗曲線」との交

点がポンプの動作点となるため，ポンプの動作点の流量を確認する。その結果は

図４に示す通り，ポンプ動作点が        m3/h以上であることから，本系統流量は

m3/h以上確保可能であることを確認した。 

参考として，系統流量  m3/h時の圧力損失を表２に示す。 

図４ CUW系による原子炉除熱 原子炉補機代替冷却系 系統流量評価結果 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表２ 圧力損失内訳 

除熱手段（評価ルート） ２号炉 

流量 

配管・弁類圧力損失 常設ライン 

淡水ホース 

代替熱交換器 

静水頭 水源 － 

注入先 － 

0（閉ループ） 

圧力差 水源 － 

注入先 － 

0（閉ループ） 

システム抵抗（圧力損失）

③ 除熱量評価

上述②の評価結果の通り，ＣＵＷによる原子炉除熱の,原子炉補機代替冷却系系

統流量は     m3/hが確保可能であることから，系統の除熱量を評価した。 

評価条件は表３に示す通りであり，ＣＵＷ補助熱交換器及び移動式代替熱交換

設備の性能，大型送水ポンプ車による海水側の条件を踏まえて本系統の除熱量を

評価したところ，事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることを確

認した。 

表３ 移動式熱交換設備の除熱量評価条件 

移動式代替熱交換設備 

淡水系 
淡水側入口温度 ℃ 

淡水側流量 m3/h 

海水系 
海水温度 30℃ 

海水流量 780m3/h 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図６ ＣＵＷ系による原子炉除熱の除熱量評価図 

以上の「①ポンプのNPSH評価」，「②流量評価」，「③除熱量評価」の結果か

ら，原子炉補機代替冷却系を用いたCUW系による原子炉除熱は事故発生30日後の崩

壊熱相当（約3.9MW）を除熱するための系統流量が確保可能なシステムであること

を確認した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

39-4-177

219



 

〔参考９－補足２〕作業エリアの線量評価について 

各作業エリアにおける線量評価は「格納容器からの漏えいに起因する室内の線

量率」と「線源配管からの直接線による線量率」の寄与を合わせて評価するもの

とする。 

 

１．評価の方法 

（１）格納容器からの漏えいに起因する線量率 

原子炉棟内の線量率は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温）」において，格納容器ベントを実施した場合の事故発生30 日後の原子炉建

物内の放射能量を考慮し，サブマージョンモデルにより計算する。格納容器から

漏えいした放射性物質は原子炉棟内に一様に分散しているものとし，原子炉棟内

から環境中への漏えいはないものとして計算した。表１に各作業エリア空間容積

を示す。 

 

         
    

  

 
    {   

    }       

ここで， 

  ：外部被ばくによる実効線量率（Sv/h） 

         ：サブマージョンモデルによる換算係数(
         

        
)※１ 

※１ Gyから Svへの換算係数は１を使用。 

  ：原子炉建物内の存在量（Bq：ガンマ線実効エネルギ 0.5MeV換算値） 

 ：原子炉建物内の空間容積（101,300m３） 

  ：γ線エネルギ（0.5MeV/dis） 

μ：空気に対するγ線のエネルギ吸収係数（3.9×10-3/m） 

 ：評価対象エリアの空間と等価な半球の半径（m） 

  ：評価対象エリアの空間容積（m3） 

 

  √
    

 π

 
 

 

表１ 各作業エリア空間容積 

作業エリア 作業エリアの空間容積ＶＦ（ｍ３） 

HPCSポンプ室 600 

大物搬入口 3800 

原子炉建物１階(ＦＬＳＲ可搬式設備 

操作対象弁付近) 
1400 
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（２）線源配管からの直接線による線量率 

図１に示すとおり，炉心損傷により発生する汚染水は，格納容器貫通部とサプ

レッションプール側一次隔離弁までの配管に存在することになるため，当該配管

は線源となる。線源配管からの直接線による線量率は，必要な遮蔽対策を実施す

ることによって，約10mSv/h 以下に低減させる。線量率はＱＡＤコードを用いて

図１中の評価モデルの体系により評価を実施した。表２に線源配管からの直接線

の寄与を10mSv/h 以下とするために必要な鉛遮蔽の厚さを示す。 

 

 

図１ 線量評価概念図 

 

表２ 線量率評価条件及び必要な鉛遮蔽体厚さ 

作業エリア 線源（S/P～隔離弁

までの配管長さ） 

線源から評価点ま

での距離 

線源配管からの直

接線による線量率

を10mSv/h以下に

するために必要な

鉛遮蔽厚さ 

HPCSポンプ室 約3.3ｍ 約2.9ｍ 約8cm 
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２．評価結果 

「１．評価方法」に基づき，各作業エリアにおける線量率を評価した。表３に

各作業エリアにおける線量率を示す。 

 

表３ 各作業エリアにおける線量率 

作業エリア 格納容器からの

漏えいに起因す

る線量率 

線源配管からの直

接線による線量率 

合計線量率 

HPCSポンプ室 約2.8mSv/h 約10mSv/h 約12.8mSv/h 

大物搬入口 約5.2mSv/h －※１ 約5.2mSv/h 

原子炉建物１階(Ｆ

ＬＳＲ可搬式設備 

操作対象弁付近) 

約3.7mSv/h －※１ 約3.7mSv/h 

※１：線源配管が存在しないため，考慮不要 
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〔参考９－補足３〕窒素ガス制御系 系統概要図 

可搬型格納容器除熱系をインサービスする場合は，格納容器ベントを微開とし，

窒素ガス制御系の窒素ガス供給装置あるいは可搬式の窒素供給装置により窒素ガ

スを注入し格納容器除熱による格納容器圧力低下を抑制する。図１に窒素ガス制

御系の窒素ガス供給装置により窒素ガスを格納容器に注入する系統の例を示す。 

 

 

図１ 窒素ガス制御系 系統概要図 
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39条地震による損傷の防止 

 

添付資料－１ 

重大事故等対処施設の網羅的な整理について
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添付資料－１ 

 

重大事故等対処施設の網羅的な整理について 

 

１．重大事故等対処施設について，以下に該当する設備を網羅的に抽出して，重大事故等対

処設備の条文ごとに整理したものを表１に示す。 

 

■設置許可基準規則第三章にて定められる以下の重大事故等対処設備 

・第43条 アクセスルートを確保するための設備 

・第44条 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 

・第45条 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

・第46条 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

・第47条 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

・第48条 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

・第49条 原子炉格納容器内の冷却等のための設備 

・第50条 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

・第51条 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 

・第52条 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

・第53条 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

・第54条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

・第55条 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 

・第56条 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 

・第57条 電源設備 

・第58条 計装設備 

・第59条 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備 

・第60条 監視測定設備 

・第61条 緊急時対策所 

・第62条 通信連絡を行うために必要な設備 

■設置許可基準規則第43条から第62条で要求されている設備が機能を発揮するために必要な

系統（水源から注水先まで，流路を含む）の設備，直接支持構造物及び間接支持構造物 

■重大事故等発生時に設計基準対象施設としての機能を期待する重大事故等対処設備 

■技術的能力審査基準で設置を要求されている設備 
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２．第 39条本文「第 2.1.2.2.2表重大事故等対処設備（主要設備）の設備分類」，第 39条

補足説明資料 39-1「重大事故等対処設備の設備分類」，及び補足説明資料 39-4添付資料

４「表１ ＳＡ施設（建物・構築物）の施設分類」について，以下の図１のフローにて抽

出する。 

 

 
 

図１ 重大事故等対処設備の抽出フロー 

建物・構築物に該当するか 

直接支持構造物，間接支持構造物を除く
設備を抽出 

（実用発電用原子炉の設置，運転等に関
する規則別表第二に記載の種類ごとに

並び替え） 

補足説明資料 39-1 

「重大事故等対処設備の設備分類」に記載 

補足説明資料 39-4 

添付資料 4「表 1 SA 施設（建物・

構築物）の施設分類」に記載 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

以下に該当するか 

・常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設
重大事故防止設備 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

・常設重大事故防止設備（設計基準拡張） 
・常設重大事故緩和設備（設計基準拡張） 

本文「第 2.1.2.2.2 表重大事故等対処設備 

（主要設備）の設備分類」に記載 

島根原子力発電所２号炉の施設 

以下に該当するものを直接支持構造物，間接支持構造物含め網羅的に抽出（表 1） 

 ・設置許可基準規則第 43 条から第 62 条で要求されている設備（当該設備が機能を発揮するために

必要な系統（水源から注水先まで，流路を含む）を含む） 

 ・重大事故等発生時に設計基準対象施設としての機能を期待する重大事故等対処設備 

 ・技術的能力審査基準で設置を要求されている設備 

該当しない 

該当する 

記載しない 
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
43

条
 
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
を
確
保
す
る
た
め
の
設
備
 

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
確
保

 
〔
主
要
設
備
〕
 
ホ
イ
ー
ル
ロ
ー
ダ
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
44

条
 
緊
急
停
止
失
敗
時
に
発
電
用
原
子
炉
を
未
臨
界
に
す
る
た
め
の
設
備

 

代
替
制
御
棒
挿

入
機
能
に
よ
る

制
御
棒
緊
急
挿

入
 

〔
主
要
設
備
〕
 

AT
WS

緩
和
設
備
（
代
替
制
御
棒
挿
入
機
能
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

制
御
室
建
物

 

原
子
炉
建
物

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

制
御
棒
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

制
御
棒
駆
動
機
構
（
水
圧
駆
動
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

制
御
棒
駆
動
水
圧
系
水
圧
制
御
ユ
ニ
ッ
ト

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

制
御
棒
駆
動
水
圧
系
配
管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 
平
均
出
力
領
域
計
装
 

58
条
に
記
載
 

中
性
子
源
領
域
計
装
 

代
替
原
子
炉
再

循
環
ポ
ン
プ
停

止
に
よ
る
原
子

炉
出
力
抑
制

 

〔
主
要
設
備
〕
 
AT
WS

緩
和
設
備
（
代
替
原
子
炉
再
循
環
ポ
ン

プ
ト
リ
ッ
プ
機
能
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

制
御
室
建
物

 

原
子
炉
建
物

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 
平
均
出
力
領
域
計
装
 

58
条
に
記
載
 

中
性
子
源
領
域
計
装
 

ほ
う
酸
水
注
入

 

〔
主
要
設
備
〕
 

ほ
う
酸
水
注
入
ポ
ン
プ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ほ
う
酸
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

ほ
う
酸
水
注
入
系
 
配
管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

差
圧
検
出
・
ほ
う
酸
水
注
入
系
配
管
（
原
子

炉
圧
力
容
器
内
部
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
入
先
〕
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 
平
均
出
力
領
域
計
装
 

58
条
に
記
載
 

中
性
子
源
領
域
計
装
 

出
力
急
上
昇
の

防
止

 
〔
主
要
設
備
〕
 
自
動
減
圧
起
動
阻
止
ス
イ
ッ
チ
 

46
条
に
記
載
 

代
替
自
動
減
圧
起
動
阻
止
ス
イ
ッ
チ
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
45

条
 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
高
圧
時
に
発
電
用
原
子
炉
を
冷
却
す
る
た
め
の
設
備

 

高
圧

原
子

炉

代
替

注
水

系

に
よ

る
原

子

炉
の
冷
却

 

〔
主
要
設
備
〕
 
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
 

56
条
に
記
載
 

〔
流
路
〕
 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
蒸
気
系
）

 
配

管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

主
蒸
気
系
 
配
管
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
（

蒸
気

系
）

 

配
管

・
弁

 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（

注
水

系
）
 

配

管
・

弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留

熱
除

去
系

 
配

管
・

弁
・

ス
ト

レ

ー
ナ

 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
（

注
水

系
）

 

配
管

・
弁

 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
浄
化
系
 
配
管
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

給
水
系
 
配
管
・
弁
・
ス
パ
ー
ジ
ャ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
盤
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

蓄
電
池
 

57
条
に
記
載
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
へ
の
給
電
の
た
め

の
設
備
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
【
可
搬
型
】
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

〔
計
装
設
備
〕
 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
 

58
条
に
記
載
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

高
圧

原
子

炉

代
替

注
水

系

に
よ

る
原

子

炉
の
冷
却

 

〔
計
装
設
備
〕
 

原
子
炉
圧
力
 

58
条
に
記
載
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

 

原
子

炉
隔

離

時
冷

却
系

に

よ
る

原
子

炉

の
冷
却

 

〔
主
要
設
備
〕
 
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
 

56
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

〔
流
路
〕
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
蒸
気
系
）
 
配
管
・

弁
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

主
蒸
気
系
 
配
管
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
注
水
系
）
 
配
管
・

弁
・
ス
ト
レ
ー
ナ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
浄
化
系
 
配
管
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

給
水
系
 
配
管
・
弁
・
ス
パ
ー
ジ
ャ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
 

・
Ｂ
－
11
5V
 系

蓄
電
池
 

・
Ｂ
１
－
11
5V
 系

蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）

 

・
23
0V
 系

蓄
電
池
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
 

・
Ｂ
－
11
5V
 系

充
電
器
 

・
Ｂ
１
－
11
5V
 系

充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）

 

・
23
0V
 系

充
電
器
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
 

57
条
に
記
載
 

所
内
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
へ
の
給
電
の
た

め
の
設
備
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

〔
計
装
設
備
〕
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 

58
条
に
記
載
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

高
圧

炉
心

ス

プ
レ

イ
系

に

よ
る

原
子

炉

の
冷
却

 

〔
主
要
設
備
〕
 
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
 

56
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

〔
流
路
〕
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 
配
管
・
弁
・
ス
ト

レ
ー
ナ
・
ス
パ
ー
ジ
ャ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電

機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 

58
条
に
記
載
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

 

ほ
う

酸
水

注

入
系

に
よ

る

進
展
抑
制

 

ほ
う
酸
水
注
入
系
 

44
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

  

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
46

条
 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
を
減
圧
す
る
た
め
の
設
備
 

逃
が

し
安

全

弁
 

〔
主
要
設
備
〕
 

逃
が
し
安
全
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

逃
が
し
安
全
弁
逃
が
し
弁
機
能
用
ア
キ
ュ
ム

レ
ー
タ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

主
蒸
気
系
 
配
管
・
ク
エ
ン
チ
ャ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
 

・
Ｂ
－
11
5V
 系

蓄
電
池
 

・
Ｂ
１
－
11
5V
 系

蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）

 

・
Ｂ
－
11
5V
 系

充
電
器
 

・
Ｂ
１
－
11
5V
 系

充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）

 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
へ
の
給
電

の
た
め
の
設
備
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

〔
計
装
設
備
〕
 
原
子
炉
圧
力
 

58
条
に
記
載
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子

炉
減

圧

の
自
動
化

 

〔
主
要
設
備
〕
 

代
替
自
動
減
圧
ロ
ジ
ッ
ク
（
代
替
自
動
減
圧

機
能
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 
制
御
室
建
物

 

原
子
炉
建
物

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

自
動
減
圧
起
動
阻
止
ス
イ
ッ
チ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 
制
御
室
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

代
替
自
動
減
圧
起
動
阻
止
ス
イ
ッ
チ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 
制
御
室
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

原
子
炉
圧
力
 

58
条
に
記
載
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

可
搬

型
直

流

電
源

に
よ

る

減
圧

 

〔
主
要
設
備
〕
 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
 

57
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

SR
V
用
電
源
切
替
盤
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

主
蒸

気
逃

が

し
安

全
弁

用

蓄
電

池
に

よ

る
減
圧

 

〔
主
要
設
備
〕
 
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
用
蓄
電
池
（
補
助
盤

室
）
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

  

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

逃
が

し
安

全

弁
窒

素
ガ

ス

供
給

設
備

に

よ
る

作
動

窒

素
ガ
ス
確
保

 

〔
主
要
設
備
〕
 
逃
が
し
安
全
弁
用
窒
素
ガ
ス
ボ
ン
ベ
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス
供
給
系
 
配
管
・

弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

逃
が
し
安
全
弁
逃

が
し

弁
機

能
用

ア
キ

ュ
ム

レ
ー

タ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
計
装
設
備
〕
 
Ａ
Ｄ
Ｓ
用
Ｎ
２
ガ
ス
減
圧
弁
二
次
側
圧
力

 
58

条
に
記
載
 

Ｎ
２
ガ
ス
ボ
ン
ベ
圧
力
 

イ
ン

タ
ー

フ

ェ
イ

ス
シ

ス

テ
ム

LO
CA
 隔

離
弁

 

〔
主
要
設
備
〕
 
残
留
熱
除
去
系
注
水
弁
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
計
装
設
備
〕
 
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
 

58
条
に
記
載
 

原
子

炉
建

物

ブ
ロ

ー
ア

ウ

ト
パ
ネ
ル

 

〔
主
要
設
備
〕
 
原
子
炉
建
物
ブ
ロ
ー
ア
ウ
ト
パ
ネ
ル
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
47

条
 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
低
圧
時
に
発
電
用
原
子
炉
を
冷
却
す
る
た
め
の
設
備

 

低
圧
原
子
炉
代

替
注
水
系
（
常

設
）
に
よ
る
原

子
炉
の
冷
却

 

〔
主
要
設
備
〕
 
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
 

56
条
に
記
載
 

〔
流
路
〕
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 
配
管
・
弁

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽

 

原
子
炉
建
物

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
系
 
配
管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

そ
の
他
設
備
に
記
載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
電
源
切
替
盤
 

・
重
大
事
故
操
作
盤
 

〔
計
装
設
備
〕
 
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

58
条
に
記
載
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

低
圧
原
子
炉
代

替
注
水
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る

原
子
炉
の
冷
却

 

〔
主
要
設
備
〕
 
大
量
送
水
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
 

56
条
に
記
載
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

  
Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

低
圧
原
子
炉
代

替
注
水
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る

原
子
炉
の
冷
却

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
流
路
〕
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 
配
管
・
弁

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
系
 
配
管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
電
源
切
替
盤
 

・
重
大
事
故
操
作
盤
 

燃
料
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

〔
計
装
設
備
〕
 
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

58
条
に
記
載
 

代
替
注
水
流
量
（
可
搬
型
）
 

低
圧
炉
心
ス
プ

レ
イ
系

 

〔
主
要
設
備
〕
 
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
 

56
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

〔
流
路
〕
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 
配
管
・
弁
・
ス
ト
レ

ー
ナ
・
ス
パ
ー
ジ
ャ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 
Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

低
圧
炉
心
ス
プ

レ
イ
系

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

58
条
に
記
載
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 

低
圧
注
水

 

〔
主
要
設
備
〕
 
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
 

56
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

〔
流
路
〕
 

残
留
熱
除
去
系
 
配
管
・
弁
・
ス
ト
レ
ー
ナ

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

58
条
に
記
載
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

残
留
熱
除
去
系

（
原
子
炉
停
止

時
冷

却
モ

ー

ド
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

残
留
熱
除
去
系
 
配
管
・
弁
・
ジ
ェ
ッ
ト
ポ
ン

プ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
再
循
環
系
 
配
管
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

58
条
に
記
載
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

原
子
炉
補
機
冷

却
系
（
区
分
Ⅰ
，

Ⅱ
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

原
子
炉
補
機
冷
却
水
ポ
ン
プ
 

48
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

原
子
炉
補
機
海
水
ポ
ン
プ
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
熱
交
換
器
 

〔
流
路
〕
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 
サ
ー
ジ
タ
ン
ク

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 
配
管
・
弁
・
海
水
ス
ト

レ
ー
ナ
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
冷
却
水
流
量

 

58
条
に
記
載
 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
水
位
 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
熱
交
出
口
温
度
 

非
常
用
取
水
設

備
 

〔
流
路
〕
 

取
水
口
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

取
水
管
 

取
水
槽
 

低
圧
原
子
炉
代

替
注
水
系
（
常

設
）
に
よ
る
残

存
溶
融
炉
心
の

冷
却

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 

（
常
設
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
の
冷
却
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）

 

低
圧
原
子
炉
代

替
注
水
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る

残
存
溶
融
炉
心

の
冷
却

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 

（
可
搬
型
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉
の
冷
却
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
48

条
 
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
へ
熱
を
輸
送
す
る
た
め
の
設
備
 

原
子
炉
補
機
代

替
冷
却
系
に
よ

る
除
熱

 

〔
主
要
設
備
〕
 
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
流
路
〕

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 
配
管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 
原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 
サ
ー
ジ
タ
ン
ク

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 
原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留

熱
除

去
系
熱
交
換
器

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 
原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
水
源
〕

 

取
水
口
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）

 
取
水
管
 

取
水
槽
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ

 

57
条
に
記
載
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
重
大
事
故
操
作
盤
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

〔
計
装
設
備
〕
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

58
条
に
記
載
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

格
納
容
器
フ
ィ

ル
タ
ベ
ン
ト
系

に
よ
る
原
子
炉

格
納
容
器
内
の

減
圧
及
び
除
熱

 

〔
主
要
設
備
〕
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
ス
ク
ラ
バ
容
器

 

50
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
銀
ゼ
オ
ラ
イ
ト
容
器

 

圧
力
開
放
板
 

〔
附
属
設
備
〕
 
遠
隔
手
動
弁
操
作
機
構
 

50
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
 

52
条
に
記
載
 

〔
流
路
〕

 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
 
配
管

 ・
弁
 

50
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

 
窒
素
ガ
ス
制
御
系
 
配
管
・
弁
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 
配
管
・
弁
 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

52
条
に
記
載
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

格
納
容
器
フ
ィ

ル
タ
ベ
ン
ト
系

に
よ
る
原
子
炉

格
納
容
器
内
の

減
圧
及
び
除
熱

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
排
出
元
〕

 
原
子
炉
格
納
容
器
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ

ン
バ
，
真
空
破
壊
装
置
を
含
む
）
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ

 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
１
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
電
源
切
替
盤
 

・
重
大
事
故
操
作
盤
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

蓄
電
池
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
へ
の
給
電
の
た
め

の
設
備
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

  

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

格
納
容
器
フ
ィ

ル
タ
ベ
ン
ト
系

に
よ
る
原
子
炉

格
納
容
器
内
の

減
圧
及
び
除
熱

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
計
装
設
備
〕
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
水
位
 

58
条
に
記
載
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
圧
力
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
放
射
線
モ
ニ
タ

 

（
高
レ
ン
ジ
）
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
水
素
濃
度

  

ス
ク
ラ
バ
水
ｐ
Ｈ
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
停
止
時

冷
却

 

残
留
熱
除
去
系
 

（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
 

47
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
冷

却
 

残
留
熱
除
去
系
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）

 
49

条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

原
子
炉
補
機
冷

却
系（

区
分
Ⅰ
，

Ⅱ
，
Ⅲ
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

原
子
炉
補
機
冷
却
水
ポ
ン
プ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
補
機
海
水
ポ
ン
プ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
取
水
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
熱
交
換
器
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
水
源
〕

 

非
常
用
取
水
設
備
 

・
取
水
口
 

・
取
水
管
 

・
取
水
槽
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

〔
流
路
〕

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 
配
管
・
弁
・
海
水
ス
ト

レ
ー
ナ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 

原
子
炉
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物
 

取
水
槽
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
冷
却
水
流
量

 

58
条
に
記
載
 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
水
位
 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
熱
交
出
口
温
度
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

  

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

原
子
炉
補
機
冷

却
系（

区
分
Ⅰ
，

Ⅱ
，
Ⅲ
）

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
冷
却
水
ポ
ン
プ

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
冷
却
系
熱
交
換
器

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
海
水
ポ
ン
プ

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
取
水
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
水
源
〕

 

非
常
用
取
水
設
備
 

・
取
水
口
 

・
取
水
管
 

・
取
水
槽
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

〔
流
路
〕

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
冷
却
系
 
配
管
・

弁
・
海
水
ス
ト
レ
ー
ナ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 

原
子
炉
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物
 

取
水
槽
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
冷
却
系
サ
ー
ジ
タ

ン
ク
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

 
57

条
に
記
載
 

非
常
用
取
水
設

備
 

〔
流
路
〕

 

取
水
口
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

取
水
管
 

取
水
槽
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 
Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
49

条
 
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
冷
却
等
の
た
め
の
設
備
 

格
納
容
器
代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
常
設
）
に
よ

る
原
子
炉
格
納

容
器
内
の
冷
却

 

〔
主
要
設
備
〕
 
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
 

56
条
に
記
載
 

〔
流
路
〕
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 
配
管
・
弁

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
系
 
配
管
・
弁
・
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
・
ヘ
ッ
ダ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
格
納
容
器
 

そ
の

他
の

設
備

に
記

載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発

電
機
用
軽
油
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
電
源
切
替
盤
 

・
重
大
事
故
操
作
盤
 

〔
計
装
設
備
〕
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
低
圧
 

58
条
に
記
載
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
計
（
Ｓ
Ａ
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

格
納
容
器
代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可
搬
型
）
に

よ
る
原
子
炉
格

納
容
器
内
の
冷

却
 

〔
主
要
設
備
〕
 

大
量
送
水
車
 

可
搬

型
重

大
事

故
防

止
設

備
 

可
搬

型
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

可
搬
型
ス
ト
レ
ー
ナ
 

可
搬

型
重

大
事

故
防

止
設

備
 

可
搬

型
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
 

56
条
に
記
載
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
 

〔
流
路
〕
 

残
留
熱
除
去
系
 
配
管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
 
配
管
・
弁

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
・
ヘ
ッ
ダ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
格
納
容
器
 

そ
の

他
の

設
備

に
記

載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
電
源
切
替
盤
 

・
重
大
事
故
操
作
盤
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

格
納
容
器
代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可
搬
型
）
に

よ
る
原
子
炉
格

納
容
器
内
の
冷

却
 

（
つ
づ
き
）

 

〔
計
装
設
備
〕
 

代
替
注
水
流
量
（
可
搬
型
）
 

58
条
に
記
載
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水

の
冷
却

 

〔
主
要
設
備
〕
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
 

56
条
に
記
載
 

〔
流
路
〕
 

残
留
熱
除
去
系
 
配
管
・
弁
・
ス
ト
レ
ー
ナ

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
格
納
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

58
条
に
記
載
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
補
機
冷

却
系
（
区
分
Ⅰ
，

Ⅱ
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

原
子
炉
補
機
冷
却
水
ポ
ン
プ
 

48
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
熱
交
換
器
 

原
子
炉
補
機
海
水
ポ
ン
プ
 

〔
流
路
〕
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 
配
管
・
弁
・
海
水
ス
ト

レ
ー
ナ
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 
サ
ー
ジ
タ
ン
ク

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
冷
却
水
流
量

 

58
条
に
記
載
 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
水
位
 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
熱
交
出
口
温
度
 

非
常
用
取
水
設

備
 

〔
流
路
〕
 

取
水
口
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

取
水
管
 

取
水
槽
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

  

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
） 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
50

条
 
原
子
炉
格
納
容
器
の
過
圧
破
損
を
防
止
す
る
た
め
の
設
備
 

格
納

容
器

フ

ィ
ル

タ
ベ

ン

ト
系

に
よ

る

原
子

炉
格

納

容
器

内
の

減

圧
及
び
除
熱

 

〔
主
要
設
備
〕
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
ス
ク
ラ
バ
容
器

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
格

納
槽

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
銀
ゼ
オ
ラ
イ
ト
容
器

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
格

納
槽

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

圧
力
開
放
板
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
格

納
槽

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
 
配
管

 ・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
格

納
槽

 

原
子
炉
建
物

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

窒
素
ガ
ス
制
御
系
 
配
管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 
配
管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

52
条
に
記
載
 

〔
附
属
設
備
〕
 
遠

隔
手

動
弁

操
作

機
構

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

可
搬

式
窒

素
供

給
装

置
 

52
条
に
記
載
 

〔
排
出
元
〕
 

原
子
炉
格
納
容
器
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ

ン
バ
，
真
空
破
壊
装
置
を
含
む
）
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ

 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
１
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
電
源
切
替
盤
 

・
重
大
事
故
操
作
盤
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

蓄
電
池
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
） 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

格
納
容
器
フ

ィ
ル
タ
ベ
ン

ト
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納

容
器
内
の
減

圧
及
び
除
熱

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
へ
の
給
電
の
た
め

の
設
備
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

〔
計
装
設
備
〕
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
水
位
 

58
条
に
記
載
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
圧
力
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
放
射
線
モ
ニ
タ

（
高
レ
ン
ジ
）
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
水
素
濃
度

 

ス
ク
ラ
バ
水
ｐ
Ｈ
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

39-添1-21

245



表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
） 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

残
留

熱
代

替

除
去

系
に

よ

る
原

子
炉

格

納
容

器
内

の

減
圧

及
び

除

熱
 

〔
主
要
設
備
〕
 

残
留
熱
代
替
除
去
ポ
ン
プ
 

常
設

重
大

事
故

緩
和

設
備

 
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
 

常
設

重
大

事
故

緩
和

設
備

 
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
 

可
搬

型
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

可
搬

型
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
 

56
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）
 

取
水
口
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）

 
取
水
管
 

取
水
槽
 

〔
流
路
〕
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 
配
管
・
弁
 

常
設

重
大

事
故

緩
和

設
備

 
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 
サ
ー
ジ
タ
ン
ク

 
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
系
 
配
管
・
弁
・
ス
ト
レ
ー
ナ

 
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
 
配
管
・
弁
 

常
設

重
大

事
故

緩
和

設
備

 
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 
配
管
・
弁

 
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
・
ヘ
ッ
ダ
 

常
設

重
大

事
故

緩
和

設
備

 
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常

設
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

可
搬

型
重

大
事

故
緩

和
設

備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）

 
原
子
炉
格
納
容
器
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ

 

57
条
に
記
載
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
重
大
事
故
操
作
盤
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

〔
計
装
設
備
〕
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

 

58
条
に
記
載
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流

量
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

  

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
51

条
 
原
子
炉
格
納
容
器
下
部
の
溶
融
炉
心
を
冷
却
す
る
た
め
の
設
備

 

ペ
デ

ス
タ

ル

代
替

注
水

系

（
常
設
）
に
よ

る
ペ

デ
ス

タ

ル
内
注
水

 

〔
主
要
設
備
〕
 
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
水
源
〕

 
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
 

56
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）
 

〔
流
路
〕

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 
配
管
・
弁

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
系
 
配
管
・
弁
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕

 
原
子
炉
格
納
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ

 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
電
源
切
替
盤
 

・
重
大
事
故
操
作
盤
 

〔
計
装
設
備
〕
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

58
条
に
記
載
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ペ
デ

ス
タ

ル

代
替

注
水

系

（
可
搬
型
）
に

よ
る

ペ
デ

ス

タ
ル
内
注
水

 

〔
主
要
設
備
〕
 
大
量
送
水
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
水
源
〕

 
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
 

56
条
に
記
載
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
 

〔
流
路
〕

 
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
 
配
管
・
弁

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕

 
原
子
炉
格
納
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

  

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

ペ
デ

ス
タ

ル

代
替

注
水

系

（
可
搬
型
）
に

よ
る

ペ
デ

ス

タ
ル
内
注
水

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ

 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
電
源
切
替
盤
 

・
重
大
事
故
操
作
盤
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

〔
計
装
設
備
〕
 

代
替
注
水
流
量
（
可
搬
型
）
 

58
条
に
記
載
 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

溶
融

炉
心

の

落
下

遅
延

及

び
防
止

 

高
圧

原
子

炉
代
替
注
水

系
 

45
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）
 

ほ
う
酸
水
注
入
系
 

44
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 

（
常
設
）
 

47
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 

（
可
搬
型
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
） 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
52

条
 
水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
を
防
止
す
る
た
め
の
設
備

 

窒
素

ガ
ス

代

替
注

入
系

に

よ
る

原
子

炉

格
納

容
器

内

の
不
活
性
化

 

〔
主
要
設
備
〕
 
可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

窒
素
ガ
ス
代
替
注
入
系
 

配
管
・
弁
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
注
入
先
〕
 

原
子
炉
格
納
容
器
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
 

格
納

容
器

フ

ィ
ル

タ
ベ

ン

ト
系

に
よ

る

原
子

炉
格

納

容
器

内
の

水

素
ガ

ス
及

び

酸
素

ガ
ス

の

排
出

 

〔
主
要
設
備
〕
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
ス
ク
ラ
バ
容
器

 

50
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）

 
第

1
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
銀
ゼ
オ
ラ
イ
ト
容
器
 

圧
力
開
放
板
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
 

出
口
水
素
濃
度
 

58
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）

 
第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高

レ
ン
ジ
）
 

〔
附
属
設
備
〕
 
遠

隔
手

動
弁

操
作

機
構

 
50

条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）

 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
 
配
管
・
弁

 

50
条
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）

 
窒
素
ガ
ス
制
御
系
 
配
管
・
弁
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 
配
管
・
弁
 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
排
出
元
〕
 

原
子

炉
格

納
容

器
（

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

チ
ェ

ン
バ

，
真

空
破

壊
装

置
を

含
む

）
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
緩
和
設
備
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設

代
替

交
流

電
源

設
備

 

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

 

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

用
軽

油
タ

ン
ク

 

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

用
サ

ー
ビ

ス
タ

ン
ク

 

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

用
燃

料
移

送
ポ

ン
プ

 

57
条
に
記
載
 

可
搬

型
代

替
交

流
電

源
設

備
 

・
高

圧
発

電
機

車
 

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

用
軽

油
タ

ン
ク

 

・
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
 

39-添1-25

249



表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

   

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
） 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

格
納

容
器

フ

ィ
ル

タ
ベ

ン

ト
系

に
よ

る

原
子

炉
格

納

容
器

内
の

水

素
ガ

ス
及

び

酸
素

ガ
ス

の

排
出

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

代
替

所
内

電
気

設
備

 

・
緊

急
用

メ
タ

ク
ラ

 

・
メ

タ
ク

ラ
切

替
盤

 

・
高

圧
発

電
機

車
接

続
プ

ラ
グ

収
納

箱
 

・
Ｓ

Ａ
ロ

ー
ド

セ
ン

タ
 

・
Ｓ

Ａ
１

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

セ
ン

タ
 

・
Ｓ

Ａ
２

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

セ
ン

タ
 

・
Ｓ

Ａ
電

源
切

替
盤

 

・
重

大
事

故
操

作
盤

 

57
条
に
記
載
 

常
設

代
替

直
流

電
源

設
備

 

・
Ｓ

Ａ
用

1
1
5
V
 
系

蓄
電

池
 

・
Ｓ

Ａ
用

1
1
5
V
 
系

充
電

器
 

可
搬

型
直

流
電

源
設

備
 

・
高

圧
発

電
機

車
 

・
Ｓ

Ａ
用

1
1
5
V
 
系

充
電

器
 

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

用
軽

油
タ

ン
ク

 

・
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
 

常
設

代
替

直
流

電
源

設
備

へ
の

給
電

の

た
め

の
設

備
 

・
常

設
代

替
交

流
電

源
設

備
 

・
可

搬
型

代
替

交
流

電
源

設
備

 

燃
料

補
給

設
備

 

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

用
軽

油
タ

ン
ク

 

・
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
 

〔
計
装
設
備
〕
 

ス
ク

ラ
バ

容
器

水
位

 

58
条
に
記
載
 

ス
ク

ラ
バ

容
器

圧
力

 

第
１

ベ
ン

ト
フ

ィ
ル

タ
出

口
放

射
線

モ

ニ
タ

（
高

レ
ン

ジ
）

 

第
１

ベ
ン

ト
フ

ィ
ル

タ
出

口
水

素
濃

度
 

ス
ク

ラ
バ

水
ｐ

Ｈ
 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

温
度

（
Ｓ

Ａ
）

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

チ
ェ

ン
バ

温
度

（
Ｓ

Ａ
）

 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

圧
力

（
Ｓ

Ａ
）

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

チ
ェ

ン
バ

圧
力

（
Ｓ

Ａ
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
） 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

水
素

濃
度

及

び
酸

素
濃

度

の
監
視

 

〔
主
要
設
備
〕
 

格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
水
素
濃
度
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ

 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
１
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
） 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類

 
適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
53

条
 
水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉
建
屋
等
の
損
傷
を
防
止
す
る
た
め
の
設
備

 

静
的
触
媒
式

水
素
処
理
装

置
に
よ
る
水

素
濃
度
抑
制

 

〔
主
要
設
備
〕
 

静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
入
口
温
度

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
出
口
温
度

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

原
子
炉
棟
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

蓄
電
池
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
へ
の
給
電
の
た
め
の

設
備
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

原
子

炉
建

物

内
の

水
素

濃

度
監
視

 

〔
主
要
設
備
〕
 
原
子
炉
建
物
水
素
濃
度
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物

 
Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ

 
57

条
に
記
載
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

  
 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類

 
適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
54

条
 
使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
の
冷
却
等
の
た
め
の
設
備
 

燃
料
プ
ー
ル
ス

プ
レ
イ
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る

常
設
ス
プ
レ
イ

ヘ
ッ
ダ
を
使
用

し
た
燃
料
プ
ー

ル
注
水
及
び
ス

プ
レ
イ

 

〔
主
要
設
備
〕
 

大
量
送
水
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
付
属
設
備
〕
 
可
搬
型
ス
ト
レ
ー
ナ
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
 

56
条
に
記
載
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類

 
適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

燃
料
プ
ー
ル
ス

プ
レ
イ
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る

常
設
ス
プ
レ
イ

ヘ
ッ
ダ
を
使
用

し
た
燃
料
プ
ー

ル
注
水
及
び
ス

プ
レ
イ

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
流
路
〕
 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
 

配
管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

燃
料
プ
ー
ル
（
サ
イ
フ
ォ
ン
防
止
機
能
含
む
）
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

58
条
に
記
載
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）（

Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
 

（
燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を

含
む
）
 

燃
料
プ
ー
ル
ス

プ
レ
イ
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る

可
搬
型
ス
プ
レ

イ
ノ
ズ
ル
を
使

用
し
た
燃
料
プ

ー
ル
注
水
及
び

ス
プ
レ
イ

 

〔
主
要
設
備
〕
 

大
量
送
水
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
付
属
設
備
〕
 
可
搬
型
ス
ト
レ
ー
ナ
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
水
源
〕
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
 

56
条
に
記
載
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
 

〔
流
路
〕
 

ホ
ー
ス
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

燃
料
プ
ー
ル
（
サ
イ
フ
ォ
ン
防
止
機
能
含
む
）
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

58
条
に
記
載
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）（

Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
 

（
燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を

含
む
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類

 
適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

大
気
へ
の
放
射

性
物
質
の
拡
散

抑
制

 

〔
主
要
設
備
〕
 
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

55
条
に
記
載
 

放
水
砲
 

〔
流
路
〕
 

ホ
ー
ス
 

〔
電
源
設
備
〕
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
 

燃
料
プ
ー
ル
の

監
視

 

〔
主
要
設
備
〕
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）（

Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
 

（
燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を

含
む
。）

 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
 

・
Ｂ
１
－
11
5V
 系

蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）

 

・
Ｂ
１
－
11
5V
 系

充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）

 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

蓄
電
池
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類

 
適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

燃
料
プ
ー
ル
の

監
視

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
及
び
常
設

代
替
直
流
電
源
設
備
へ
の
給
電
の
た
め
の
設

備
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

57
条
に
記
載
 

重
大
事
故
時
に

お
け
る
燃
料
プ

ー
ル
の
除
熱

 

〔
主
要
設
備
〕
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
ポ
ン
プ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
熱
交
換
器
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
注
水
先
〕
 

燃
料
プ
ー
ル
 

そ
の
他
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）

 

〔
流
路
〕
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 配

管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 配

管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 
ス
キ
マ
サ
ー
ジ
タ
ン

ク
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 
デ
ィ
フ
ュ
ー
ザ

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
・
接
続
口
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

取
水
口
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
（
う
ち
，
重
大
事
故
防
止
設
備
）

 
取
水
管
 

取
水
槽
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
 

57
条
に
記
載
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

〔
計
装
設
備
〕
 
燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

58
条
に
記
載
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類

 
適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
55

条
 
工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
を
抑
制
す
る
た
め
の
設
備

 

大
気
へ
の
放
射

性
物
質
の
拡
散

抑
制

 

〔
主
要
設
備
〕
 
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

放
水
砲
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

ホ
ー
ス
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
 

海
洋
へ
の
放
射

性
物
質
の
拡
散

抑
制

 

〔
主
要
設
備
〕
 

放
射
性
物
質
吸
着
材
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

シ
ル
ト
フ
ェ
ン
ス
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

小
型
船
舶
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
 

航
空
機
燃
料
火

災
へ
の
泡
消
火
 

〔
主
要
設
備
〕
 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

放
水
砲
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

泡
消
火
薬
剤
容
器
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

ホ
ー
ス
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類

 
適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
56

条
 
重
大
事
故
等
の
収
束
に
必
要
と
な
る
水
の
供
給
設
備
 

重
大
事
故
等
収

束
の
た
め
の
水

源
 

〔
主
要
設
備
〕
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

○
 

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ほ
う

酸
水

貯
蔵

タ
ン

ク
 

44
条
に
記
載
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
 

―
 

（
代
替
淡
水
源
）
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
 

―
 

（
代
替
淡
水
源
）
 

〔
計
装
設
備
〕
 
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
 

58
条
に
記
載
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

 

水
の
供
給

 

〔
主
要
設
備
〕
 

大
量
送
水
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

 

ホ
ー
ス
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

可
搬
型
ス
ト
レ
ー
ナ
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

ホ
ー
ス
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

取
水
口
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

取
水
管
 

取
水
槽
 

〔
電
源
設
備
〕
 

燃
料
補
給
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
 

〔
計
装
設
備
〕
 
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
 

58
条
に
記
載
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考
 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類

 
適
用
範
囲
 

検
討
用

地
震
動
 

第
57

条
 
電
源
設
備
 

常
設
代
替
交
流

電
源
設
備
に
よ

る
給
電

 

〔
主
要
設
備
〕
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽

油
タ
ン
ク
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
燃
料
流
路
〕
 
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
配
管
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽

油
タ
ン
ク
基
礎
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

屋
外
配
管
ダ
ク
ト
（
ガ
ス
タ

ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン

ク
～
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電

機
）
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

   

―
 

 

［
電
路
］
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
～
非
常
用
高
圧
母
線

C

系
及
び

D
系
電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン

プ
格
納
槽
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
～
SA

ロ
ー
ド
セ
ン
タ

電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン

プ
格
納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

―
 

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
～
SA

ロ
ー
ド
セ
ン
タ

～
SA
1
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン

プ
格
納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

―
 

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
～
SA

ロ
ー
ド
セ
ン
タ

～
SA
2
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン

プ
格
納
槽
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
～
原
子
炉
補
機
代
替

冷
却
系
電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン

プ
格
納
槽
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
計
装
設
備
〕
 

Ｃ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

58
条
に
記
載
 

Ｄ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
電
圧
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
電
圧
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類

 
適
用
範
囲
 

検
討
用
地

震
動
 

可
搬
型
代
替
交

流
電
源
設
備
に

よ
る
給
電

 

〔
主
要
設
備
〕
 

高
圧
発
電
機
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用

軽
油
タ
ン
ク
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
燃
料
流
路
〕
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

出
口
ノ
ズ
ル
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用

軽
油
タ
ン
ク
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
電
路
〕
 

高
圧
発
電
機
車
～
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収

納
箱
（
原
子
炉
建
物
西
側
）
～
非
常
用
高
圧
母
線

C

系
及
び

D
系
電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
発
電
機
車
～
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収

納
箱
（
原
子
炉
建
物
南
側
）
～
非
常
用
高
圧
母
線

C

系
及
び

D
系
電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
計
装
設
備
〕
 

Ｃ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

58
条
に
記
載
 

Ｄ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
電
圧
 

所
内
常
設
蓄
電

式
直
流
電
源
設

備
に
よ
る
給
電

 

〔
主
要
設
備
〕
 

Ｂ
－
11
5V

系
蓄
電
池
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
１
－
11
5V

系
蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

23
0V

系
蓄
電
池
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
－
11
5V

系
充
電
器

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
１
－
11
5V

系
充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

23
0V

系
充
電
器
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
路
〕
 

Ｂ
－
11
5V

系
蓄
電
池
及
び
充
電
器
～
直
流
盤
電
路

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
１
－
11
5V

系
蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）
及
び
充
電
器
～

直
流
盤
電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

23
0V

系
蓄
電
池
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
及
び
充
電
器
～
直

流
母
線
電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
計
装
設
備
〕
 
Ｄ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

58
条
に
記
載
 

Ｄ
－
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
母
線
電
圧
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
地

震
動
 

常
設
代
替
直
流

電
源
設
備
に
よ

る
給
電

 

〔
主
要
設
備
〕
 
Ｓ
Ａ
用

11
5V

系
蓄
電
池
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｓ
Ａ
用

11
5V

系
充
電
器
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
路
〕
 

Ｓ
Ａ
用

11
5V

系
蓄
電
池
及
び
充
電
器
～
Ｓ

Ａ
対
策
設
備
用
分
電
盤
（
２
）
直
流
母
線
電

路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
計
装
設
備
〕
 
Ｃ
－
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
母
線
電
圧
 

58
条
に
記
載
 

Ｄ
－
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
母
線
電
圧
 

可
搬
型
直
流
電

源
設
備
に
よ
る

給
電

 

〔
主
要
設
備
〕
 

高
圧
発
電
機
車
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

Ｂ
１
－
11
5V

系
充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｓ
Ａ
用

11
5V

系
充
電
器
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

23
0V

系
充
電
器
（
常
用
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用

軽
油
タ
ン
ク
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
燃
料
流
路
〕
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク
出
口

ノ
ズ
ル
・
弁
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用

軽
油
タ
ン
ク
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
電
路
〕
 

高
圧
発
電
機
車
～
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ

グ
収
納
箱
（
原
子
炉
建
物
西
側
）
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱
（
原
子

炉
建
物
西
側
）
～
直
流
母
線
電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

原
子
炉
建
物
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建

物
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
発
電
機
車
～
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ

グ
収
納
箱
（
原
子
炉
建
物
南
側
）
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

 

39-添1-36

260



表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考
 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用

地
震
動
 

可
搬
型
直
流
電

源
設
備
に
よ
る

給
電
（
つ
づ
き
）
 

〔
電
路
〕
 

高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱
（
原
子

炉
建
物
南
側
）
～
直
流
母
線
電
路
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

原
子
炉
建
物
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン

プ
格
納
槽
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
計
装
設
備
〕
 

Ｂ
-1
15
V
系
直
流
盤
母
線
電
圧
 

58
条
に
記
載
 

Ｂ
１
-1
15
V
系
蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）
電
圧

 

23
0V

系
直
流
盤
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
母
線
電
圧

 

代
替
所
内
電
気

設
備
に
よ
る
給

電
 

〔
主
要
設
備
〕
 

緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
接
続
プ
ラ
グ
盤
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン

プ
格
納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｓ
Ａ
１
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン

プ
格
納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

充
電
器
電
源
切
替
盤
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｓ
Ａ
電
源
切
替
盤
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

重
大
事
故
操
作
盤
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

非
常
用
高
圧
母
線
Ｃ
系
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

非
常
用
高
圧
母
線
Ｄ
系
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
計
装
設
備
〕
 

Ｃ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

58
条
に
記
載
 

Ｄ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

Ｃ
－
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
母
線
電
圧
 

Ｄ
－
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
母
線
電
圧
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
電
圧
 

高
圧
発
電
機
車
電
圧
 

高
圧
発
電
機
車
周
波
数
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

非
常
用
交
流
電

源
設
備

 

〔
主
要
設
備
〕
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ

ン
ク
基
礎
 

排
気
筒
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ

ン
ク
基
礎
 

排
気
筒
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
デ
イ
タ
ン
ク
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
燃
料
流
路
〕
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
燃
料
移
送
系

 

配
管
・
弁
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ

ン
ク
基
礎
 

原
子
炉
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物
 

屋
外
配
管
ダ
ク
ト
(タ

ー

ビ
ン
建
物
～
排
気
筒
) 

燃
料
移
送
系
配
管
ダ
ク
ト
 

屋
外
配
管
ダ
ク
ト
(復

水

貯
蔵
タ
ン
ク
～
原
子
炉
建

物
) 

排
気
筒
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

  

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

燃
料
移
送
系
 
配
管
・
弁
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 

原
子
炉
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物
 

屋
外
配
管
ダ
ク
ト
(タ

ー

ビ
ン
建
物
～
排
気
筒
) 

排
気
筒
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

  

―
 

 

〔
電
路
〕
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
～
非
常
用
高
圧

母
線

C
系
及
び

D
系
電
路
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

～
非
常
用
高
圧
母
線

HP
CS

系
電
路
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
計
装
設
備
〕
 

Ｃ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

58
条
に
記
載
 

Ｄ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

非
常
用
直
流
電

源
設
備

 
〔
主
要
設
備
〕
 

Ａ
－
11
5V

系
蓄
電
池
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
－
11
5V

系
蓄
電
池
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
１
－
11
5V

系
蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

23
0V

系
蓄
電
池
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
蓄
電
池
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ａ
－
原
子
炉
中
性
子
計
装
用
蓄
電
池
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
－
原
子
炉
中
性
子
計
装
用
蓄
電
池
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ａ
－
11
5V

系
充
電
器
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
－
11
5V

系
充
電
器
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
１
－
11
5V

系
充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

23
0V

系
充
電
器
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
充
電
器

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ａ
－
原
子
炉
中
性
子
計
装
用
充
電
器
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
－
原
子
炉
中
性
子
計
装
用
充
電
器
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

非
常
用
直
流
電

源
設

備
(
つ

づ

き
) 

〔
電
路
〕
 

Ａ
－

1
1

5
V
系
蓄
電
池
及
び
充
電
器
～
直
流

盤
電
路

 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
－

1
1

5
V
系
蓄
電
池
及
び
充
電
器
～
直
流

盤
電
路

 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
１
－

1
1

5
V
系
蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）
及
び
充

電
器
～
直
流
盤
電
路

 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

2
3

0
V
系
蓄
電
池
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
及
び
充
電

器
～
直
流
母
線
電
路

 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
蓄
電
池
及
び
充
電
器

～
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
直
流
盤
電
路

 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ａ
－
原
子
炉
中
性
子
計
装
用
蓄
電
池
及
び
充

電
器
～
直
流
母
線

 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
－
原
子
炉
中
性
子
計
装
用
蓄
電
池
及
び
充

電
器
～
直
流
母
線

 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
計
装
設
備
〕
 

Ｃ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

58
条
に
記
載
 

Ｄ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

燃
料
補
給
設
備

 

〔
主
要
設
備
〕
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用

軽
油
タ
ン
ク
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ

 
可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備

 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
燃
料
流
路
〕
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク
出
口

ノ
ズ
ル
・
弁

 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用

軽
油
タ
ン
ク
基
礎
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ホ
ー
ス
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備

 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
燃
料
補
給

先
〕
 

大
量
送
水
車
 

47
条
，
49

条
，
51

条
，

54
条
，
56

条
に
記
載
 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

47
条
，
50

条
，
54

条
，

55
条
，
56

条
に
記
載
 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
 

52
条
に
記
載
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
58

条
 
計
測
設
備
 

原
子
炉
圧
力
容

器
内
の
温
度

 
〔
主
要
設
備
〕
 
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
圧
力
容

器
内
の
圧
力

 
〔
主
要
設
備
〕
 

原
子
炉
圧
力
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
圧
力
容

器
内
の
水
位

 
〔
主
要
設
備
〕
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
圧
力
容

器
へ
の
注
水
量

 
〔
主
要
設
備
〕
 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

代
替
注
水
流
量
（
可
搬
型
）
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備

 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
格
納
容

器
へ
の
注
水
量

 
〔
主
要
設
備
〕
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

代
替
注
水
流
量
（
可
搬
型
）
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ

イ
流
量
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

原
子
炉
格
納
容

器
内
の
温
度

 
〔
主
要
設
備
〕
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
格
納
容

器
内
の
圧
力

 
〔
主
要
設
備
〕
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
格
納
容

器
内
の
水
位

 
〔
主
要
設
備
〕
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
格
納
容

器
内
の
水
素
濃

度
 

〔
主
要
設
備
〕
 

格
納
容
器
水
素
濃
度
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
格
納
容

器
内
の
放
射
線

量
率

 

〔
主
要
設
備
〕
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
ド
ラ
イ

ウ
ェ
ル
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

未
臨
界
の
維
持

又
は
監
視

 
〔
主
要
設
備
〕
 
中
性
子
源
領
域
計
装
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

平
均
出
力
領
域
計
装
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

最
終
ヒ
ー
ト
シ

ン
ク

の
確

保

（
残
留
熱
代
替

除
去
系
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流

量
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

最
終
ヒ
ー
ト
シ

ン
ク

の
確

保

（
格
納
容
器
フ

ィ
ル
タ
ベ
ン
ト

系
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
水
位
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
格

納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ス
ク
ラ
バ
容
器
圧
力
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
格

納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
放
射
線
モ

ニ
タ
 

（
高
レ
ン
ジ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
格

納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
水
素
濃
度

 
可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

ス
ク
ラ
バ
水
ｐ
Ｈ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

最
終
ヒ
ー
ト
シ

ン
ク
の
確
保

 

（
残
留
熱
除
去

系
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
バ
イ

パ
ス

の
監

視

（
原
子
炉
圧
力

容
器

内
の

状

態
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
圧
力
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
バ
イ

パ
ス

の
監

視

（
原
子
炉
格
納

容
器

内
の

状

態
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
バ
イ

パ
ス
の
監
視

 

（
原
子
炉
建
物

内
の
状
態
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

水
源
の
確
認

 
〔
主
要
設
備
〕
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
格
納
槽
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ

Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

原
子
炉
建
物
内

の
水
素
濃
度

 
〔
主
要
設
備
〕
 
原
子
炉
建
物
水
素
濃
度
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
格
納
容

器
内
の
酸
素
濃

度
 

〔
主
要
設
備
〕
 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
の

監
視

 
〔
主
要
設
備
〕
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ

ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）（

Ｓ
Ａ
）
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）（

燃
料
プ

ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を
含
む
。）

 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

発
電
所
内
の

 

通
信
連
絡

 
〔
主
要
設
備
〕
 
安
全
パ
ラ
メ
ー
タ
表
示
シ
ス
テ
ム
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ

Ｓ
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

温
度
，
圧
力
，

水
位
，
注
水
量

の
計
測
・
監
視

 

〔
主
要
設
備
〕
 
可
搬
型
計
測
器
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

そ
の
他

 
〔
主
要
設
備
〕
 

Ａ
Ｄ
Ｓ
用
Ｎ
２
ガ
ス
減
圧
弁
二
次
側
圧
力

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｎ
２
ガ
ス
ボ
ン
ベ
圧
力
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
補
機
冷
却
ポ
ン
プ
圧
力
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
熱
交
換
出
口
温
度
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｒ
Ｃ
Ｗ
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
水
位
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

（
設
計
基
準
拡
張
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
防
止
設
備

 

（
設
計
基
準
拡
張
）

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｃ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
制
御
室
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｄ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
制
御
室
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
－
メ
タ
ク
ラ
母
線
電
圧
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
制
御
室
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｃ
－
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
母
線
電
圧
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
制
御
室
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｄ
－
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
母
線
電
圧
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
制
御
室
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
－
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
母
線
電

圧
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

そ
の
他

 

（
つ
づ
き
）

 
〔
主
要
設
備
〕
 

Ｂ
１
－
11
5V

系
蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）
電
圧

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ａ
－
11
5V

系
直
流
盤
母
線
電
圧
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

Ｂ
－
11
5V

系
直
流
盤
母
線
電
圧
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

23
0V

系
直
流
盤
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
母
線
電
圧

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
電
圧
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建

物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

高
圧
発
電
機
車
電
圧
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

高
圧
発
電
機
車
周
波
数
 

可
搬
型
重
大
事
故
防
止
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

上
記

計
測

設
備

の
電
源

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
 

57
条
に
記
載
 

・
可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

代
替
所
内
電
気
設
備
 

・
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
 

・
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
 

・
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱

 

・
Ｓ
Ａ
ロ
ー
ド
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
１
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
Ｓ
Ａ
２
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
 

・
充
電
器
電
源
切
替
盤
 

・
Ｓ
Ａ
電
源
切
替
盤
 

・
重
大
事
故
操
作
盤
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

上
記

計
測

設
備

の
電
源

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
 

・
Ｂ
－
11
5V
 系

蓄
電
池
 

・
Ｂ
１
－
11
5V
 系

蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）

 

・
23
0V
 系

蓄
電
池
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
 

・
Ｂ
－
11
5V
 系

充
電
器
 

・
Ｂ
１
－
11
5V
 系

充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）

 

・
23
0V
 系

充
電
器
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
 

57
条
に
記
載
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

蓄
電
池
 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
Ｂ
１
－
11
5V
 系

充
電
器
（
Ｓ
Ａ
）

 

・
Ｓ
Ａ
用

11
5V
 系

充
電
器
 

・
23
0V
 系

充
電
器
（
常
用
）
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

非
常
用
直
流
電
源
設
備
 

・
Ａ
－
11
5V
 系

蓄
電
池
 

・
Ｂ
－
11
5V
 系

蓄
電
池
 

・
Ｂ
１
－
11
5V
 系

蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）

 

・
23
0V
 系

蓄
電
池
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
）
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
蓄
電
池
 

・
Ａ
－
原
子
炉
中
性
子
計
装
用
蓄
電
池

 

・
Ｂ
－
原
子
炉
中
性
子
計
装
用
蓄
電
池

 

所
内
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
及
び
常
設
代
替

直
流
電
源
設
備
へ
の
給
電
の
た
め
の
設
備

 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

非
常
用
直
流
電
源
設
備
へ
の
給
電
の
た
め
の

設
備
 

・
非
常
用
交
流
電
源
設
備
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
59

条
 
運
転
員
が
原
子
炉
制
御
室
に
と
ど
ま
る
た
め
の
設
備
 

居
住
性
の
確
保

 

〔
主
要
設
備
〕
 

中
央
制
御
室
遮
蔽
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

制
御
室
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

○
 

 

中
央
制
御
室
待
避
室
遮
蔽
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

制
御
室
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

再
循
環
用
フ
ァ
ン
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

チ
ャ
コ
ー
ル
・
フ
ィ
ル
タ
・
 

ブ
ー
ス
タ
・
フ
ァ
ン
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

非
常
用
チ
ャ
コ
ー
ル
・
 

フ
ィ
ル
タ
・
ユ
ニ
ッ
ト
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

中
央
制
御
室
待
避
室
 

空
気
ボ
ン
ベ
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

無
線
通
信
設
備
（
固
定
型
）
 

62
条
に
記
載
 

衛
星
電
話
設
備
（
固
定
型
）
 

プ
ラ
ン
ト
パ
ラ
メ
ー
タ
監
視
装
置
（
中
央
制

御
室
待
避
室
）
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

差
圧
計
 

常
設
重
大
事
故
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

制
御
室
建
物
 

―
 

―
 

 

酸
素
濃
度
計
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

二
酸
化
炭
素
濃
度
計
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

中
央
制
御
室
換
気
系
 
ダ
ク
ト
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

制
御
室
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

中
央
制
御
室
待
避
室
空
気
 

ボ
ン
ベ
（
配
管
・
弁
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

制
御
室
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

中
央
制
御
室
換
気
系
 
ダ
ン
パ
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
伝
送
路
〕
 

無
線
通
信
設
備
 

（
屋
外
ア
ン
テ
ナ
）
 

62
条
に
記
載
 

衛
星
電
話
設
備
 

（
屋
外
ア
ン
テ
ナ
）
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

居
住
性
の
確
保

 

（
つ
づ
き
）

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
 

57
条
に
記
載
 

照
明
の
確
保

 

〔
主
要
設
備
〕
 
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
イ
ト
（
三
脚
タ
イ
プ
）
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

被
ば
く
線
量
の

低
減

 

〔
主
要
設
備
〕
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
排
気
フ
ァ
ン
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
建
物
ブ
ロ
ー
ア
ウ
ト
パ
ネ
ル
閉
止
装

置
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

前
置
ガ
ス
処
理
装
置
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

後
置
ガ
ス
処
理
装
置
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
配
管
・
弁
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

原
子
炉
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物
 

屋
外
配
管
ダ
ク
ト
（
タ
ー

ビ
ン
建
物
～
排
気
筒
）
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

 

―
 

 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
用
排
気
筒
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

建
物
・
構
築
物
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
排
気
筒
 

Ｓ
ｓ
 

○
 

 

原
子
炉
棟
 

そ
の
他
の
設
備
に
記
載
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
セ
ル
発
電
機
 

57
条
に
記
載
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
サ
ー
ビ
ス
タ
ン
ク
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
移
送
ポ
ン
プ
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
60

条
 
監
視
測
定
設
備
 

放
射
線
量
の
代

替
測
定

 

〔
主
要
設
備
〕
 
可
搬
式
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
ポ
ス
ト
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
伝
送
路
〕
 

デ
ー
タ
表
示
装
置
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

放
射
性
物
質
の

濃
度
の
代
替
測

定
 

〔
主
要
設
備
〕
 

可
搬
式
ダ
ス
ト
・
よ
う
素
サ
ン
プ
ラ
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

Ｎ
ａ
Ｉ
シ
ン
チ
レ
ー
シ
ョ
ン
・
サ
ー
ベ
イ
・

メ
ー
タ
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

Ｇ
Ｍ
汚
染
サ
ー
ベ
イ
・
メ
ー
タ
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

気
象
観
測
項
目

の
代
替
測
定

 

〔
主
要
設
備
〕
 
可
搬
式
気
象
観
測
装
置
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
伝
送
路
〕
 

デ
ー
タ
表
示
装
置
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

放
射
線
量
の
測

定
 

〔
主
要
設
備
〕
 

可
搬
式
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
ポ
ス
ト
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

電
離
箱
サ
ー
ベ
イ
・
メ
ー
タ
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

小
型
船
舶
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
伝
送
路
〕
 

デ
ー
タ
表
示
装
置
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

放
射
性
物
質
の

濃
度

の
測

定

（
空
気
中
，
水

中
，
土
壌
中
）

及
び
海
上
モ
ニ

タ
リ
ン
グ

 

〔
主
要
設
備
〕
 

可
搬
式
ダ
ス
ト
・
よ
う
素
サ
ン
プ
ラ
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

Ｎ
ａ
Ｉ
シ
ン
チ
レ
ー
シ
ョ
ン
・
サ
ー
ベ
イ
・

メ
ー
タ
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

Ｇ
Ｍ
汚
染
サ
ー
ベ
イ
・
メ
ー
タ
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

α
・
β
線
サ
ー
ベ
イ
・
メ
ー
タ
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

小
型
船
舶
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

モ
ニ

タ
リ

ン

グ
・
ポ
ス
ト
の

代
替
交
流
電
源

か
ら
の
給
電

 

〔
主
要
設
備
〕
 
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

57
条
に
記
載
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
61

条
 
緊
急
時
対
策
所
 

居
住
性
の
確
保

 

〔
主
要
設
備
〕
 

緊
急
時
対
策
所
遮
蔽
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

緊
急
時
対
策
所
 

Ｓ
ｓ
 

○
 

 

緊
急
時
対
策
所
空
気
浄
化
フ
ィ
ル
タ
ユ
ニ
ッ

ト
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

緊
急
時
対
策
所
空
気
浄
化
送
風
機
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

緊
急
時
対
策
所
空
気
ボ
ン
ベ
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

酸
素
濃
度
計
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

二
酸
化
炭
素
濃
度
計
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

差
圧
計
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

可
搬
式
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

可
搬
式
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
ポ
ス
ト
 

60
条
に
記
載
 

〔
流
路
〕
 

緊
急
時
対
策
所
空
気
浄
化
装
置
用
可
搬
型
ダ

ク
ト
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

緊
急
時
対
策
所
空
気
浄
化
装
置
（
配
管
・
弁
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
緊
急
時
対
策
所
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

緊
急
時
対
策
所
空
気
ボ
ン
ベ
可
搬
型
配
管
・

弁
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

緊
急
時
対
策
所
空
気
ボ
ン
ベ
 

（
配
管
・
弁
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
緊
急
時
対
策
所
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
 

61
条
（
電
源
の
確
保
）
に
記
載
 

可
搬
ケ
ー
ブ
ル
 

緊
急
時
対
策
所
 発

電
機
接
続
プ
ラ
グ
盤

 

緊
急
時
対
策
所
 低

圧
母
線
盤
 

緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

必
要
な
情
報
の

把
握

 
〔
主
要
設
備
〕
 
安
全
パ
ラ
メ
ー
タ
表
示
シ
ス
テ
ム
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ

Ｓ
）
 

62
条
に
記
載
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

通
信
連
絡

 

（
緊
急
時
対
策

所
）

 

〔
主
要
設
備
〕
 

無
線
通
信
設
備
（
固
定
型
）
 

62
条
に
記
載
 

無
線
通
信
設
備
（
携
帯
型
）
 

衛
星
電
話
設
備
（
固
定
型
）
 

衛
星
電
話
設
備
（
携
帯
型
）
 

統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
接
続
す

る
通
信
連
絡
設
備
 

〔
伝
送
路
〕
 

無
線
通
信
装
置
 

62
条
に
記
載
 

無
線
通
信
設
備
（
屋
外
ア
ン
テ
ナ
）
 

衛
星
無
線
通
信
装
置
 

衛
星
電
話
設
備
（
屋
外
ア
ン
テ
ナ
）
 

有
線
 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
 

61
条
（
電
源
の
確
保
）
に
記
載
 

可
搬
ケ
ー
ブ
ル
 

緊
急
時
対
策
所
 発

電
機
接
続
プ
ラ
グ
盤

 

緊
急
時
対
策
所
 低

圧
母
線
 

緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

ホ
ー
ス
 

電
源
の
確
保

 

〔
主
要
設
備
〕
 

緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

可
搬
ケ
ー
ブ
ル
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

緊
急
時
対
策
所
発
電
機
接
続
プ
ラ
グ
盤

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
緊
急
時
対
策
所
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

緊
急
時
対
策
所
低
圧
母
線
盤
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
緊
急
時
対
策
所
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
燃
料
源
〕
 

緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

○
 

 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
流
路
〕
 

ホ
ー
ス
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
燃
料
供
給

先
〕
 

緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

〔
電
路
〕
 

緊
急
時
対
策
所
発
電
機
接
続
プ
ラ
グ
盤
～
 

緊
急
時
対
策
所
低
圧
母
線
盤
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
緊
急
時
対
策
所
 

Ｓ
ｓ
 

―
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

第
62

条
 
通
信
連
絡
を
行
う
た
め
に
必
要
な
設
備
 

発
電
所
内
の
通

信
連
絡

 

〔
主
要
設
備
〕
 

有
線
式
通
信
設
備
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

無
線
通
信
設
備
（
固
定
型
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
緩
和
設
備

 
制
御
室
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

無
線
通
信
設
備
（
携
帯
型
）
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

衛
星
電
話
設
備
（
固
定
型
）
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 

制
御
室
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

衛
星
電
話
設
備
（
携
帯
型
）
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

安
全
パ
ラ
メ
ー
タ
表
示
シ
ス
テ
ム
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ

Ｓ
）
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
廃
棄
物
処
理
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

Ｓ
ｓ
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

〔
伝
送
路
〕
 

無
線
通
信
設
備
（
屋
外
ア
ン
テ
ナ
）
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

衛
星
電
話
設
備
（
屋
外
ア
ン
テ
ナ
）
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

無
線
通
信
装
置
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）

 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

有
線
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
 

61
条
に
記
載
 

可
搬
ケ
ー
ブ
ル
 

緊
急
時
対
策
所
 低

圧
母
線
盤
 

緊
急
時
対
策
所
 発

電
機
接
続
プ
ラ
グ
盤

 

燃
料
補
給
設
備
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

発
電
所
外
の
通

信
連
絡

 

〔
主
要
設
備
〕
 

衛
星
電
話
設
備
（
固
定
型
）
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 

制
御
室
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

衛
星
電
話
設
備
（
携
帯
型
）
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
接
続
す

る
通
信
連
絡
設
備
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 
緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

デ
ー
タ
伝
送
設
備
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
) 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

〔
伝
送
路
〕
 

衛
星
電
話
設
備
（
屋
外
ア
ン
テ
ナ
）
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

衛
星
無
線
通
信
装
置
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）

 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

有
線
 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

（
防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備
）
 

電
気
計
装
設
備
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

緊
急
時
対
策
所
 

―
 

―
 

 

〔
電
源
設
備
〕
 

（
電
路
含
む
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
 

・
高
圧
発
電
機
車
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
 

61
条
に
記
載
 

可
搬
ケ
ー
ブ
ル
 

緊
急
時
対
策
所
 低

圧
母
線
盤
 

緊
急
時
対
策
所
 発

電
機
接
続
プ
ラ
グ
盤

 

燃
料
補
給
設
備
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 

・
タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

57
条
に
記
載
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表
１
 
Ｓ
Ａ
設
備
の
整
理
結
果

 

 

 

Ｓ
Ａ
機
能
 

分
類
 

設
備
名
称

 
直
接
支
持
構
造
物
 

間
接
支
持
構
造
物
 

建
物
・
構
築
物
 

（
○
：
該
当
 

－
：
該
当
な
し
）
 

備
考

 

適
用
範
囲
 

Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲

 
Ｓ
Ａ
設
備
分
類
 

適
用
範
囲
 

検
討
用
 

地
震
動
 

そ
の
他
の
設
備

 

重
大

事
故
時

に
対

処
す

る
た
め

の
流

路
又

は
注
水

先
，

注
入

先
，
排

出
元

等
 

原
子
炉
圧
力
容
器
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

原
子
炉
圧
力
容
器
支
持
ス
カ
ー
ト
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 

原
子
炉
圧
力
容
器
ペ
デ
ス

タ
ル
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

原
子
炉
格
納
容
器
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

機
器
・
配
管
等
の
支
持
構
造
物

 
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備

 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

 
原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

―
 

 

燃
料
プ
ー
ル
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

○
 

 

原
子
炉
棟
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

原
子
炉
建
物
 

Ｓ
ｓ
 

○
 

 

非
常
用
取
水
設
備

 

取
水
口
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

Ｓ
ｓ
 

○
 

 

取
水
管
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

Ｓ
ｓ
 

○
 

 

取
水
槽
 

常
設
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

―
 

―
 

―
 

Ｓ
ｓ
 

○
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47条 補足説明資料 

47-1 ＳＡ設備基準適合性 一覧表

47-2 単線結線図

47-3 配置図

47-4 系統図

47-5 試験及び検査

47-6 容量設定根拠

47-7 接続図

47-8 保管場所図

47-9 アクセスルート図

47-10 その他設備
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47-1 ＳＡ設備基準適合性 一覧表 

280



島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

47条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための設備 

低圧原子炉代替注水ポンプ 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／屋

外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 使用時に海水を通水又は淡水だけでなく海水も使用可能 Ⅱ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 47-3 配置図，47-4 系統図

第
２
号

操作性 中央制御室操作，操作スイッチ操作，弁操作 
Ａ，Ｂ

ｄ，Ｂｆ 

関連資料 47-3 配置図，47-4系統図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ，弁（電動弁） Ａ，Ｂ 

関連資料 47-5 試験及び検査

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 47-4系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 47-3 配置図，47-4 系統図

第
６
号

設置場所 現場操作（遠隔），中央制御室操作 
Ａａ，Ａ

ｂ，Ｂ 

関連資料 47-3 配置図

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 47-6 容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外部

人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象（サポート系あり）―異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 47-2 単線結線図，47-3 配置図，47-4 系統図

47-1-1
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

47条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原

子炉を冷却するための設備 

大量送水車 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／屋外

の天候／放射線 
屋外設備 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 使用時に海水を通水又は淡水だけでなく海水も使用可能 Ⅱ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 47-3 配置図，47-4 系統図，47-7 接続図，47-8 保管場所図 

第
２
号 

操作性 工具，設備の運搬・設置，操作スイッチ操作，弁操作，接続作業 

Ｂｂ，Ｂ

ｃ，Ｂ

ｄ，Ｂ

ｆ，Ｂｇ 

関連資料 47-3 配置図，47-7 接続図 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ，弁（手動弁，電動弁） Ａ，Ｂ 

関連資料 47-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 47-4系統図 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他（飛散物） 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 47-4 系統図，47-5 試験及び検査 

第
６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 47-3 配置図，47-7 接続図 

第
３
項 

第
１
号 

可搬型 SAの容量 原子炉建物の外から水又は電力を供給する可搬型設備 Ａ 

関連資料 47-6 容量設定根拠 

第
２
号 

可搬型 SAの接続性 より簡便な接続 Ｃ 

関連資料 47-3 配置図，47-7 接続図 

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 複数の機能で同時使用 Ａａ 

関連資料 47-7 接続図 

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所の選定） － 

関連資料 47-3 配置図，47-7 接続図 

第
５
号 

保管場所 屋外（共通要因の考慮対象設備あり） Ｂａ 

関連資料 47-3 配置図，47-8 保管場所図 

第
６
号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 47-9 アクセスルート図 

第
７
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外部人

為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋外 Ａｂ 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 47-3 配置図，47-4系統図，47-7 接続図，47-8 保管場所図 
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

47条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための設備 

残留熱除去ポンプ 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 － 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 － 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ，弁（電動弁） Ａ，Ｂ 

関連資料 － 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 － 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 － 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 － 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 － 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 

 

  

47-1-3
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

47条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための設備 

残留熱除去熱交換器 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 － 

第
２
号 

操作性 操作不要 － 

関連資料 － 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
熱交換器 Ｄ 

関連資料 － 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 － 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 － 

第
６
号 

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 － 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 
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47-2 単線結線図
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図１ 単線結線図 

47-2-1
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47-3 配置図

：設計基準対象施設 

：重大事故等対処設備 

287



 

図１ 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水に係る中央制御室操作盤の

配置図（廃棄物処理建物地上１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）炉心注水に係る中央制御室操作盤の

配置図（制御室建物地上４階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水に係る機器（低圧原子炉代

替注水ポンプ）の配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図４ 残留熱除去ポンプおよび低圧炉心スプレイポンプの配置図（原子炉建

物地上３階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図５ 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水に係る機器（ＦＬＳＲ注水

隔離弁）の配置図（原子炉建物地上１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図６ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）原子炉注水に係る機器）の配置図（原

子炉建物地上１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図７ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）原子炉注水に係る機器）の配置図（原

子炉建物地上２階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

47-3-7

294



 

図８ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）に係る弁の配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図９ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）炉心注水に係る SA 電源切替盤の配

置図（原子炉建物地上３階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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47-4 系統図

297



№
 

機
器
名
称

 
状
態
の
変
化

 
操
作
方
法

 
操
作
場
所

 

1 
Ａ
－
低
圧
原
子
炉
代
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注
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ン
プ

 
起
動
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操
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概
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図
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操
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２
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Ｒ
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操
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注
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47-4-3

300



47-5 試験及び検査
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図１ 構造図（低圧原子炉代替注水ポンプ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 構造図（大量送水車） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 運転性能検査系統図（低圧原子炉代替注水ポンプ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図４ 運転性能検査系統図（大量送水車） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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47-6 容量設定根拠
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名 称 低圧原子炉代替注水ポンプ 

容 量 m3/h/台 230以上（注１）(230（注２）) 

全 揚 程 m （注１）(190（注２）) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 3.92 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

原 動 機 出 力 kW/台 210 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

  低圧原子炉代替注水ポンプは重大事故等時に以下の機能を有する。 

低圧原子炉代替注水系（常設）として使用する低圧原子炉代替注水ポンプは,原子炉冷却材

圧力バウンダリが低圧の状態であって,設計基準事故対象設備が有する原子炉の冷却機能が喪

失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため,原子炉を

冷却するために設置する。 

系統構成は,低圧原子炉代替注水槽を水源とした低圧原子炉代替注水ポンプより,残留熱除

去系の配管を経由して原子炉圧力容器へ注水することにより炉心の著しい損傷及び原子炉格

納容器の破損を防止する設計とする。 

なお，重大事故等対処設備の低圧原子炉代替注水系（常設）として使用する低圧原子炉代替

注水ポンプは，２台設置しており，このうち必要台数は１台であり，１台を予備として確保す

る。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

１．容量 230m3/h/台以上（注１）／230m3/h/台（注２） 

低圧原子炉代替注水ポンプの容量は，以下を考慮して決定する。 

(１) 原子炉注水必要容量:200m3/h以上

低圧原子炉代替注水ポンプを用いて原子炉圧力容器へ注水する容量は,炉心の著しい損傷の

防止の重要事故シーケンスのうち，高圧・低圧注水機能喪失，全交流動力電源喪失，崩壊熱除

去機能喪失，LOCA 時注水機能喪失の重要事故シーケンス，及び格納容器破損防止の評価事故シ

ーケンスのうち，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）に係る有効性

評価解析において 200m3/hであることから，200m3/h以上とする。 

(２) 低圧原子炉代替注水ポンプのミニマムフロー流量：30m3/h/台

以上より，低圧原子炉代替注水ポンプの容量は，(１)の必要容量に(２)を加えた容量とし，

230m3/h/台とする。 

２. 全揚程    m（注１）／190m（注２）

低圧原子炉代替注水ポンプは，原子炉と水源の差圧が   MPa のとき，原子炉に

200m3/hの注水ができるように静水頭，配管及び機器圧損を踏まえ設計する。 

原子炉と水源の圧力差：  m 

静水頭       ：  m 

配管・機器圧力損失 ：  m 

合計(m)  ：  m 

 m以上となり，これを上回る以上より，低圧原子炉代替注水ポンプに必要な揚程は  

揚程として，低圧原子炉代替注水ポンプの揚程は 190m とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

３. 最高使用圧力 3.92MPa

低圧原子炉代替注水ポンプの最高使用圧力は，ポンプ締切運転時の揚程約

に静水頭約   を加えた約     MPaを上回る圧力として 3.92MPaとし

ており，重大事故等時に格納容器代替スプレイ系（常設）として原子炉格納容器内にスプレイ

する場合の圧力もこれと同等である。 

４. 最高使用温度 66℃

低圧原子炉代替注水ポンプの最高使用温度は,水源の低圧原子炉代替注水槽の最高使用温度

に合わせ，66℃とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

５. 原動機出力 210kW

低圧原子炉代替注水ポンプの原動機出力は，以下の式により，容量及び揚程を考慮して決定

する。 

ＨＱρＰｗ＝103 
g

100
Ｐ

Ｐｗ
η＝ 

（引用文献：日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ ０１３１（2002）「ターボポンプ用語」） 

100／η

ＨＱρ10
＝Ｐ

3 
g

Ｐ ：軸動力（kW） 

Ｐｗ ：水動力（kW） 

ρ ：密度（㎏/m3） ＝1000 

g ：重力加速度（m/s2）   ＝9.80665 

Ｑ ：容量（m3/s）   ＝230／3600 

Ｈ ：揚程（m）   ＝190 

η ：ポンプ効率（％）（設計計画値） ＝

 

以上より，低圧原子炉代替注水ポンプの原動機出力は，軸動力を上回る出力とし，210kW/台

とする。 

   kW ≒ ＝ 
  ／100 

190 
3600 

230 
9.80665 1000 10 

Ｐ＝ 

3 -      
 

 
 
 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

図１ 低圧原子炉代替注水ポンプ性能曲線 

R
2

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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名 称 大量送水車 

容 量 m3/h/台 70以上（注１），（168以上（注２）） 

吐 出 圧 力 MPa[gage] 0.99以上（注１），（0.85（注２）） 

最 高 使 用 圧 力 MPa[gage] 1.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

原 動 機 出 力 kW/台 230 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：規格値を示す 

【設 定 根 拠】 

大量送水車は，重大事故等時に以下の機能を有する。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量送水車は，原子炉冷却材圧力バウンダ

リが低圧の状態であって，設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した

場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するために必要な注水流

量を有する設計とする。 

大量送水車は複数の代替淡水源（（輪谷貯水槽（西１），輪谷貯水槽（西２））を水源とし

て原子炉建物外壁に設置されている複数の接続口に接続し，残留熱除去系を経由して，原子炉

圧力容器へ注水することにより炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する設計

とする。 

以上より，必要な容量を有するものとして図２のとおり大量送水車を１セット１台使用す

る。 

図２ 系統構成概要図 

輪谷貯水槽 
水中ポンプ 

P 

送水先へ 
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1．容量 70m3/h以上（注１）／168m3/h以上（注２）

大量送水車の容量の要求値は，炉心損傷防止対策の評価事故シーケンスのうち，全交流動力

電源喪失に係る有効性評価解析において，有効性が確認されている原子炉への注入流量 70m3/h

以上とする。 

なお，大量送水車（A-1 級）は消防法に基づく技術上の規格を満足するものを採用している

ことから，その規格上要求される 168m3/h 以上を容量の公称値とする。 

2．吐出圧力 0.99MPa以上（注１）／0.85MPa（注２） 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）で使用する場合の大量送水車の吐出圧力は，水源と移送先

の圧力差（大気開放である輪谷貯水槽（西１）および輪谷貯水槽（西２）と注水先の圧力），

静水頭，ホース直線敷設の圧損，ホース湾曲による影響，機器及び配管・弁類圧損を基に設定

する。 

複数あるホース敷設ルートのうち，水源と移送先の圧力差（大気開放である輪谷貯水槽（西）

と注水先の圧力），静水頭，ホース直線敷設の圧損，ホース湾曲による影響，機器及び配管・

弁類圧損を考慮した結果，最も保守的となる，  を使用する場合の必要

吐出圧力を代表として以下に示す。 

【 の場合】 

水源と移送先の圧力差 約    MPa 

静水頭 約   MPa

ホース圧損 約 

ホース湾曲による影響 約 

機器及び配管・弁類圧損 約 

     MPa ※１ 

     MPa ※１  

     MPa

合 計   約   MPa 

※１：ホースについては保守的な想定で評価したものである。

湾曲の評価については 47-6-10,11 参照。 

なお，作業性及び他設備との干渉を考慮し，ルートを変更する場合には， 

ポンプ容量を変更しない範囲でホースの敷設場所を適切に選定する。 

以上より，大量送水車の吐出圧力の要求値は，約 0.99MPa以上とする。 

なお，大量送水車は消防法に基づく技術上の規格を満足するものを採用していることから，

その規格上要求される性能である 0.85MPa以上を吐出圧力の公称値とする 

図３に示すとおり，大量送水車は回転数を変更することで，容量及び吐出圧力の要求値を満

足することが可能である。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 大量送水車性能曲線 

3．NPSH評価 

大量送水車は,代替淡水源である輪谷貯水槽（西）に投入した取水ポンプにより取水される水

を，送水ポンプを用いて送水する構造となっている。使用状態での各機器の配置イメージを図

４に示す。 

大量送水車の取水ポンプはキャビテーション防止のために水面から約 0.7m 下位に設置する

必要がある。よって，大量送水車の設置場所（EL 53.2m），輪谷貯水槽（西）の底面（EL 45.9m），

大量送水車の送水ポンプの設置高さ約１mから，送水ポンプと輪谷貯水槽（西）の水面の高低差

は最大で約 7.6mとなる。（図４参照） 

必要流量 70m3/h を確保するために必要な送水ポンプの必要 NPSH が約 1.2m であることに対

し，送水ポンプと輪谷貯水槽（西）の水面の高低差が最大（大量送水車から約 7.6m下位）とな

る場合でも，送水ポンプに対する有効 NPSHが約 7.0m※となる。 

以上により，必要 NPSH（約 1.2m）＜有効 NPSH（約 7.0m）となる。 

※内訳は以下の通り

取水ポンプの全揚程 約  m 

 静水頭 約 －7.60  m 

ホース圧損 約 －  m 

ポンプ吸込口における飽和蒸気圧水頭 約 －  m 

合 計   約 7.00 m 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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大量送水車

EL 53.2m

EL 45.9 m

送水先へ

P 

取水ポンプ運転必要最低水位 約 0.7m 

輪谷貯水槽（西１）および輪谷貯水槽（西２） 

（水位が最も低い条件）

取水ポンプ 

図４ 大量送水車設置概要図 

4．最高使用圧力 1.6MPa 

大量送水車を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，接続先のホースと同等

とすることから 1.6MPa とする。 

5．最高使用温度 40℃ 

大量送水車を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，水源である淡水の温度

が常温程度であること，および海水温度が 30℃であることから，余裕を考慮し，40℃とする。 

6．原動機出力 230kW 

大量送水車の原動機については，必要な性能（消防法に基づく技術上の規格）を発揮する

出力を有するものとして 230kWとする。 

約
１
m

約
7.
6
m
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ホースの湾曲や余長の圧力損失に対する考え方

消防用ホースの圧力損失の評価については，実際に配備するホースのメーカが様々であるこ

と，また，今後のホース調達先や年式等の種別による個体差等を考慮し，最も一般的な仕様で

ある『新・消防機器便覧「消防水力学」（東京消防庁監修，東京消防機器研究会編著）』におけ

る理論値を使用する。 

消防用ホースの曲がりや余長による圧力損失への影響の考え方については以下のとおり。 

＜ホース余長少＞ <ホース余長大＞  ＜ホース余長大（障害物あり）＞ 

建屋接続口 建屋接続口 建屋接続口 

 

図５ 想定される消防ホースの引き回し例（イメージ図） 

＜１湾曲（90°）あたりの圧力損失：hb＞ 

hb ＝ fb ∙
v2

2g
∙
θ

90°
[m] ＝ fb ∙

v2

2000
∙
θ

90°
[MPa] 

〇fb：ベンドの損失係数 

ホースの湾曲によるベンドの損失係数は新・消防機器便覧に記載されている曲率半径

１mにおける 90°湾曲時のベンド損失係数であり，次式，表７のうち数値の大きい方を

使用する。 

fb ＝{0.131＋0.1632(
d

R
)
3.5

} ∙
θ

90°

表１ ベンド損失係数 fb 

（出典：新・消防機器便覧より） 

① 
ホース１本

消防車 

障害物 

① ②

③ 

④ 

⑤ ⑥

消防車 

② 

③ ④ 

消防車 

○数字は湾曲（90°）回数
であり，本例では湾曲箇所
が４回生じる場合
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（例として 150A，流量 70m3/hの場合の値を記載する。） 

fb＝{0.131＋0.1632 × (
0.1535

1
)
3.5

} ×
90

90
≅ 0.14 

R d⁄ ＝6.5，(Re√λ) ∙ (ε d⁄ ) ≅ 0.5＜200 となり壁面は“なめらか”であることから 

表から fbは 0.105となる。 

式からの計算値 0.14 ＞ 表の値 0.105 であるため 

𝑓𝑏 ＝ 0.14[MPa]･･･（ⅰ） とする。 

〇v：流速 

v＝Q/A 

Q：流量について 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）で使用する場合は 

Q＝70[m3/h]≒1.17[m3/min]となる。 

A：管路の断面積について 

A＝πr2であることから，150Aのホースの場合，r＝管内径/2となり，管内径 0.1535m

より r＝0.07675[m]となる。 

よって，A＝0.0185057[m2] 

v＝Q/Aより 

＝63.223[m/min]=1.0537[m/s] ･･･（ⅱ） 

〇上記（ⅰ）（ⅱ）より，1湾曲（90°）あたりの圧力損失を求める。 

hb(MPa) ＝ 0.14 ×
1.05372

2000
∙
90°

90°

hb(MPa) ＝ 0.00008[MPa] 
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47-7 接続図
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47-8 保管場所図
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図１ 保管場所図（位置的分散） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

47-8-1

323



図２ 保管場所図（機器配置） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

大量送水車 
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47-9 アクセスルート図
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島根原子力発電所２号炉『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスル

ートについて』より抜粋 

図１ 保管場所及びアクセスルート図（屋外） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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47-10 その他設備
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原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための自主対策

設備の概要について以下に示す。 

(1) 復水輸送系を用いた炉心注水

設計基準事故対処設備である残留熱除去ポンプ及び低圧炉心スプレイポン

プ，重大事故等対処設備である低圧原子炉代替注水ポンプ及び大量送水車が

機能喪失した場合においても低圧注水可能とするために自主対策設備として，

復水輸送系を用いた原子炉圧力容器への注水手段を整備している。 

復水輸送系を用いた原子炉圧力容器への注水手段については，復水輸送ポ

ンプを用い，残留熱除去系及び低圧炉心スプレイ系，低圧原子炉代替注水系

及び大量送水車に用いる水源とは異なる復水貯蔵タンクを水源として残留熱

除去系を通じて原子炉圧力容器へ注水する。 

No. 名称 状態の変化 操作方法 場所 

① ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

② Ａ－復水輸送ポンプ 起動停止 スイッチ操作 中央制御室 

③ Ｂ－復水輸送ポンプ 起動停止 スイッチ操作 中央制御室 

④ Ｃ－復水輸送ポンプ 起動停止 スイッチ操作 中央制御室 

⑤a Ａ－ＲＨＲ注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑤b Ｂ－ＲＨＲ注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑤c Ｃ－ＲＨＲ注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑥a
Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑥b Ｂ－ＲＨＲ 注水配管洗浄元弁 弁閉→弁開 手動操作 原子炉建物２階（原子炉棟） 

⑥c Ｃ－ＲＨＲ 注水配管洗浄元弁 弁閉→弁開 手動操作 原子炉建物２階（原子炉棟） 

図１ 復水輸送系による炉心注水 概略系統図 
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(2) 消火系を用いた炉心注水

設計基準事故対処設備である残留熱除去ポンプ及び低圧炉心スプレイポン

プ，重大事故等対処設備である低圧原子炉代替注水ポンプ及び大量送水車が

機能喪失した場合，炉心の著しい損傷及び格納容器の破損を防止するため，

自主対策設備として，消火系を用いた原子炉圧力容器への注水手段を整備し

ている。 

消火系を用いた原子炉圧力容器への注水手段については，消火ポンプ又は

補助消火ポンプを用い，残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系及び低圧原子炉

代替注水系に用いる水源とは異なるろ過水タンク又は補助消火水槽を水源と

して消火系，復水輸送系，残留熱除去系を通じて原子炉圧力へ注水する。 

No. 名称 状態の変化 操作方法 場所 

① ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

② Ａ－消火ポンプ 起動停止 スイッチ操作 中央制御室 

③ Ｂ－消火ポンプ 起動停止 スイッチ操作 中央制御室 

④ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁 

（消火系） 

弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑤ ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

⑥a Ａ－ＲＨＲ注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑥b Ｂ－ＲＨＲ注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑥c Ｃ－ＲＨＲ注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦a
Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦b Ｂ－ＲＨＲ 注水配管洗浄元弁 弁閉→弁開 手動操作 原子炉建物２階（原子炉棟） 

⑦c Ｃ－ＲＨＲ 注水配管洗浄元弁 弁閉→弁開 手動操作 原子炉建物２階（原子炉棟） 

図２ 消火系（消火ポンプ使用）による炉心注水 概略系統図 
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No. 名称 状態の変化 操作方法 場所 

① ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

② Ａ－補助消火ポンプ 起動停止 スイッチ操作 中央制御室 

③ Ｂ－補助消火ポンプ 起動停止 スイッチ操作 中央制御室 

④ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁 

（消火系） 

弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑤ ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

⑥a Ａ－ＲＨＲ注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑥b Ｂ－ＲＨＲ注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑥c Ｃ－ＲＨＲ注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦a
Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦b Ｂ－ＲＨＲ 注水配管洗浄元弁 弁閉→弁開 手動操作 原子炉建物２階（原子炉棟） 

⑦c Ｃ－ＲＨＲ 注水配管洗浄元弁 弁閉→弁開 手動操作 原子炉建物２階（原子炉棟） 

図３ 消火系（補助消火ポンプ使用）による炉心注水 概略系統図 
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(3) 原子炉浄化系を用いた原子炉除熱

発電用原子炉停止中において，設計基準事故対処設備である残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）による崩壊熱除去機能が喪失した場合，炉心の

著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，自主対策設備として

原子炉冷却材浄化系を用いた原子炉除熱手段を整備している。 

No. 名称 状態の変化 操作方法 場所 

① 再生熱交管側入口弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

② 補助熱交入口弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

③ フィルタバイパス弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

④ 循環ポンプバイパス弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑤ ＣＵＷ非再生熱交出口温度調節

弁 

弁調整開 スイッチ操作 中央制御室 

⑥ 系統流量調節弁 弁調整開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦ ＣＵＷ入口内側隔離弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧ ＣＵＷ入口外側隔離弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑨ 補助ポンプ入口弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑩ ＣＵＷ脱塩装置バイパス弁 弁閉→弁開 手動操作 原子炉建物３階（原子炉棟） 

⑪ 原子炉浄化補助ポンプ 起動停止 スイッチ操作 中央制御室 

⑫ 補助ポンプ出口弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑬ フィルタ入口圧力調節弁 弁調整開 スイッチ操作 中央制御室 

⑭ フィルタ入口圧力調節弁バイパ

ス弁

弁調整開 スイッチ操作 中央制御室 

図４ 原子炉冷却材浄化系による原子炉除熱 概略系統図 
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49-1 ＳＡ設備基準適合性 一覧表
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

49条：原子炉格納容器内の冷却等のための設備 低圧原子炉代替注水ポンプ 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 使用時に海水を通水又は淡水だけでなく海水も使用可能 Ⅱ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 49-3 配置図，49-4 系統図

第
２
号

操作性 中央制御室操作，操作スイッチ操作，弁操作 
Ａ，Ｂｄ，

Ｂｆ 

関連資料 49-3 配置図，49-4系統図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ，弁（電動弁） Ａ，Ｂ 

関連資料 49-5 試験及び検査

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 49-4系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 49-3 配置図，49-4 系統図

第
６
号

設置場所 現場操作（遠隔），中央制御室操作 Ａｂ，Ｂ 

関連資料 49-3 配置図

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 49-6 容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 49-2 単線結線図，49-3 配置図，49-4 系統図

49-1-1
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

49条：原子炉格納容器内の冷却等のための設備 大量送水車 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
屋外設備 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 使用時に海水を通水又は淡水だけでなく海水も使用可能 Ⅱ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 49-4 系統図，49-7 接続図，49-8 保管場所図

第
２
号

操作性 設備の運搬・設置，操作スイッチ操作，弁操作，接続作業 
Ｂｃ，Ｂｄ，

Ｂｆ，Ｂｇ 

関連資料 49-4系統図，49-7 接続図，49-8 保管場所図，49-9 アクセスルート図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ，弁（手動弁，電動弁） Ａ，Ｂ 

関連資料 49-5 試験及び検査

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 49-4系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他（飛散物） 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 49-4 系統図，49-5 試験及び検査

第
６
号

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 49-7 接続図

第
３
項

第
１
号

可搬型 SAの容量 原子炉建物の外から水又は電力を供給する可搬型設備 Ａ 

関連資料 49-6 容量設定根拠

第
２
号

可搬型 SAの接続性 より簡便な接続 Ｃ 

関連資料 49-7 接続図

第
３
号

異なる複数の接続箇所の確保 複数の機能で同時使用 Ａａ 

関連資料 49-7 接続図

第
４
号

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所の選定） － 

関連資料 49-7 接続図

第
５
号

保管場所 屋外（共通要因の考慮対象設備あり） Ｂａ 

関連資料 49-8 保管場所図

第
６
号

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 49-9 アクセスルート図

第
７
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋外 Ａｂ 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 49-3 配置図，49-4系統図，49-7 接続図，49-8 保管場所図

49-1-2
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

49条：原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
残留熱除去ポンプ（サプレッション・プール水冷却モード） 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 － 

第
２
号

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 － 

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ，弁（電動弁） Ａ，Ｂ 

関連資料 － 

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 － 

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 － 

第
６
号

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 － 

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 － 

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 

49-1-3
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

49条：原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
残留熱除去系熱交換器（サプレッション・プール水冷却モード） 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 
原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 － 

第
２
号

操作性 操作不要 － 

関連資料 － 

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
熱交換器 Ｄ 

関連資料 － 

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 － 

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 － 

第
６
号

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 － 

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 

49-1-4
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49-2 単線結線図
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図１ 単線結線図 

49-2-1
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49-3 配置図

：設計基準対象施設 

：重大事故等対処設備 
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図１ 格納容器代替スプレイ系に係る機器（低圧原子炉代替注水ポンプ）の 

配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

49-3-1

341



 

図２ 格納容器代替スプレイ系に係る機器（低圧原子炉代替注水ポンプ）の 

配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

49-3-2
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図３ 格納容器代替スプレイ系に係る機器（ＦＬＳＲ注水隔離弁）の配置図 

（原子炉建物１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図４ 格納容器代替スプレイ系に係る機器（弁）の配置図 

（原子炉建物２階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図５ 格納容器代替スプレイ系に係る機器（弁）の配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図６ 格納容器代替スプレイ系に係る中央制御室操作盤の配置図 

（制御室建物４階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図７ 格納容器代替スプレイ系に係る中央制御室操作盤の配置図 

（廃棄物処理建物１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図８ 残留熱除去系に係る機器（残留熱除去ポンプ）の配置図 

（原子炉建物地下２階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

49-3-8
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図９ 格納容器代替スプレイ系に係るに係る SA電源切替盤の配置図 

（原子炉建物地上３階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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49-4 系統図
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図１ 格納容器代替スプレイ系（常設） 系統概要図 
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図２ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）Ａ系 系統概要図 
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図３ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）Ｂ系 系統概要図 
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図１ 低圧原子炉代替注水ポンプ 構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 構造図（大量送水車） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 格納容器代替スプレイ系運転性能検査系統図（１／３） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 格納容器代替スプレイ系運転性能検査系統図（２／３） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 格納容器代替スプレイ系運転性能検査系統図（３／３） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図４ 運転性能検査系統図（大量送水車） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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49-6 容量設定根拠
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名 称 
低圧原子炉代替注水ポンプ 

（格納容器代替スプレイ系（常設）） 

容 量 m3/h/台 150以上（注１）（230（注２）） 

全 揚 程 m 以上（注１）（190（注２）） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 3.92 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

原 動 機 出 力 kW/台 以上（注１）（210（注２）） 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

低圧原子炉代替注水ポンプは重大事故等時に以下の機能を有する。 

格納容器代替スプレイ系（常設）として使用する低圧原子炉代替注水ポンプは，設計基準事

故対象設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合において原子炉格納容器内

の圧力及び温度を低下させ炉心の著しい損傷を防止するために設置する。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，原

子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために設置する。 

これらの系統構成は，低圧原子炉代替注水槽を水源とした低圧原子炉代替注水ポンプより，

残留熱除去系等の配管を経由して，格納容器スプレイ・ヘッダより原子炉格納容器内にスプレ

イすることにより炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する設計とする。

なお，重大事故等対処設備の格納容器代替スプレイ系（常設）として使用する低圧原子炉代

替注水ポンプは，２台設置しており，このうち必要台数は１台であり，１台を予備として確保

する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

49-6-1

362



 

【設 定 根 拠】（続き） 

１．容量 150m3/h/台以上（注１）／230m3/h/台（注２） 

低圧原子炉代替注水ポンプの容量は，以下を考慮して決定する。 

（１）原子炉格納容器スプレイ必要容量：120m3/h以上 

格納容器内にスプレイする場合の低圧原子炉代替注水ポンプの容量は，格納容器破損防止

の評価事故シーケンスのうち，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

において，有効性が確認されている原子炉格納容器内へのスプレイ流量が 120m3/h であるこ

とから，１台あたり 120m3/h以上をスプレイ可能な設計とし，１台使用する設計とする。 

（２）低圧原子炉代替注水ポンプのミニマムフロー流量：30m3/h/台 

以上より，格納容器代替スプレイ系（常設）として使用する場合の低圧原子炉代替注水ポン

プの容量は，（１）の必要容量に（２）を加えた容量とし，150m3/h/台以上とする。 

２．全揚程  m以上（注１）／190m（注２） 

原子炉格納容器内にスプレイする場合の低圧原子炉代替注水ポンプの揚程は，水源と移送先

の圧力差，静水頭，配管及び機器圧損を基に設定する。 

原子炉格納容器と水源の圧力差 ： m 

静水頭 ： m 

配管・機器圧力損失 ： m 

合計（m） m 

以上より，格納容器代替スプレイ系（常設）として使用する場合の低圧原子炉代替注水ポン

プの揚程は，  m以上とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

３．最高使用圧力 3.92MPa 

低圧原子炉代替注水ポンプの最高使用圧力は，ポンプ締切運転時の揚程約

に静水頭約 を加えた約 MPaを上回る圧力として 3.92MPaとしており，

重大事故等時に格納容器代替スプレイ系（常設）として原子炉格納容器内にスプレイする場合

の圧力もこれと同等である。 

４．最高使用温度 66℃ 

低圧原子炉代替注水ポンプの最高使用温度は，主配管「低圧原子炉代替注水槽から低圧原子

炉代替注水ポンプ」の最高使用温度に合わせ，66℃とする。 

５．原動機出力 210kW/台 

低圧原子炉代替注水ポンプの原動機出力は，以下の式により，容量及び揚程を考慮して決定

する。 

ＨＱρＰｗ＝103 
g

100
Ｐ

Ｐｗ
η＝ 

（引用文献：日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ ０１３１（2002）「ターボポンプ用語」）

100／η

ＨＱρ10
＝Ｐ

3 
g

Ｐ ：軸動力（kW） 

Ｐｗ ：水動力（kW） 

ρ ：密度（㎏/m3） ＝1000 

g ：重力加速度（m/s2）   ＝9.80665 

Ｑ ：容量（m3/s）   ＝230／3600 

Ｈ ：揚程（m）   ＝190 

η ：ポンプ効率（％）（設計計画値） ＝

kW ≒＝
／100

190
3600

230
9.80665100010

Ｐ＝

3-  








以上より，低圧原子炉代替注水ポンプの原動機出力は，軸動力を上回る出力とし，210kW/台

とする。 

R
2

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

49-6-3

364



 

【設 定 根 拠】（続き） 

図１ 低圧原子炉代替注水ポンプ性能曲線 

R
2

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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名 称 大量送水車 

容 量 m3/h/台 120以上（注１）（168以上（注２）） 

吐 出 圧 力 MPa[gage] 1.37以上（注１）（0.85（注２）） 

最 高 使 用 圧 力 MPa[gage] 1.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

原 動 機 出 力 kW/台 230 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：規格値を示す 

【設 定 根 拠】 

大量送水車は，重大事故等時に以下の機能を有する。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）として使用する大量送水車は，設計基準事故対処設備が

有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合において原子炉格納容器内の圧力及び温

度を低下させ炉心の著しい損傷を防止するために設置する。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，原

子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために設置する。 

大量送水車は複数の代替淡水源（輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２））を水源とし

て原子炉建物外壁に設置されている複数の接続口に接続し，残留熱除去系を経由して，原子炉

格納容器へスプレイすることにより炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する

設計とする。 

なお，大量送水車は，重大事故等時において，原子炉格納容器内冷却に必要なスプレイ流量

を確保できる容量を有するものを下図のとおり１セット１台使用する。 

図１ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるスプレイ 系統概要図 

輪谷貯水槽 
水中ポンプ 

P 

送水先へ 
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１．容量 120m3/h/台以上（注１）／168m3/h/台以上（注２） 

大量送水車の容量の要求値は，格納容器破損防止の評価事故シーケンスのうち，雰囲気圧

力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）において，有効性が確認されている原子

炉格納容器内へのスプレイ量 120m3/h以上とする。 

なお，大量送水車（A-1 級）は消防法に基づく技術上の規格を満足するものを採用している

ことから，その規格上要求される 168m3/h/台以上を容量の公称値とする。 

２．吐出圧力 1.37MPa以上（注１）／0.85MPa（注２） 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）で使用する場合の大量送水車の吐出圧力は，水源と移送

先の圧力差（大気開放である輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）と注水先の圧力），

静水頭，ホース直線敷設の圧損，ホース湾曲による影響，機器及び配管・弁類圧損を基に設定

する。 

複数あるホース敷設ルートのうち，水源と移送先の圧力差（大気開放である輪谷貯水槽（西

１）及び輪谷貯水槽（西２）と注水先の圧力），静水頭，ホース直線敷設の圧損，ホース湾曲

による影響，機器及び配管・弁類圧損を考慮した結果，最も保守的となる，

 を使用する場合の必要吐出圧力を代表として以下に示す。 

【 の場合】 

最終吐出端必要圧力 約 MPa 

静水頭 約  MPa 

ホース圧損 約   MPa ※１ 

ホース湾曲による影響 約   MPa ※１ 

機器及び配管・弁類圧損 約   MPa 

合 計   約 1.37 MPa 

※１：ホースについては保守的な想定で評価したものである。

湾曲の評価については 49-6-9,10 参照。 

なお，作業性及び他設備との干渉を考慮し，ルートを変更する場合には，ポンプ容量

を変更しない範囲でホースの敷設場所を適切に選定する。 

以上より，大量送水車の吐出圧力の要求値は，約 1.37MPa以上とする。 

なお，大量送水車は消防法に基づく技術上の規格を満足するものを採用していることから，

その規格上要求される性能である 0.85MPaを吐出圧力の公称値とする。 

図２に示すとおり，大量送水車は回転数を変更することで，容量及び吐出圧力の要求値を満

足することが可能である。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 大量送水車性能曲線 

３．NPSH 評価 

大量送水車は,代替淡水源である輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）に投入した取

水ポンプにより取水される水を，送水ポンプを用いて送水する構造となっている。使用状態で

の各機器の配置イメージを図３に示す。 

大量送水車の取水ポンプはキャビテーション防止のために水面から約 0.7m 下位に設置する

必要がある。よって，大量送水車の設置場所（EL 53.2m），輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水

槽（西２）の底面（EL 45.9m），大量送水車の送水ポンプの設置高さ約１ｍから，送水ポンプ

と輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）の水面の高低差は最大で約 7.6m となる。（図

３参照） 

必要流量 120m3/h を確保するために必要な送水ポンプの必要 NPSH が約 1.7m であることに対

し，送水ポンプと輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）の水面の高低差が最大（大量送

水車から約 7.6m下位）となる場合でも，送水ポンプに対する有効 NPSHが約 5.2m※となる。 

以上により，必要 NPSH（約 1.7m）＜有効 NPSH（約 5.2m）となる。 

※内訳は以下のとおり。

取水ポンプの全揚程  約 m 

静水頭  約 -7.60 m

ホース圧損 約 m 

ポンプ吸込口における飽和蒸気圧水頭  約  m 

合計 約  5.2 m 

図３ 大量送水車設置概要図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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大量送水車

EL 53.2m 約
１
m

約
7.
6
m

EL 45.9 m

送水先へ

P 

取水ポンプ運転必要最低水位 約 0.7m 

輪谷貯水槽（西１）および輪谷貯水槽（西２） 

（水位が最も低い条件）

取水ポンプ 

図３ 大量送水車設置概要図 

４．最高使用圧力 1.6MPa 

大量送水車を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，接続先のホースと同等

とすることから 1.6MPaとする。 

５．最高使用温度 40℃ 

大量送水車を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，水源である淡水の温度

が常温程度であること，および海水温度が 30℃であることから，余裕を考慮し，40℃とする。 

６．原動機出力 230kW/台 

大量送水車の原動機については，必要な性能（消防法に基づく技術上の規格）を発揮する出

力を有するものとして 230kWとする。 
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ホースの湾曲や余長の圧力損失に対する考え方

消防用ホースの圧力損失の評価については，実際に配備するホースのメーカが様々であるこ

と，また，今後のホース調達先や年式等の種別による個体差等を考慮し，最も一般的な仕様で

ある『新・消防機器便覧「消防水力学」（東京消防庁監修，東京消防機器研究会編著）』におけ

る理論値を使用する。 

消防用ホースの曲がりや余長による圧力損失への影響の考え方については以下のとおり。 

＜ホース余長少＞ <ホース余長大＞  ＜ホース余長大（障害物あり）＞ 

建屋接続口 建屋接続口 建屋接続口 

図４ 想定される消防ホースの引き回し例（イメージ図） 

＜１湾曲（90°）あたりの圧力損失：hb＞ 

hb ＝ fb ∙
v2

2g
∙
θ

90°
[m] ＝ fb ∙

v2

2000
∙
θ

90°
[MPa] 

〇fb：ベンドの損失係数

ホースの湾曲によるベンドの損失係数は新・消防機器便覧に記載されている曲率半径

１mにおける 90°湾曲時のベンド損失係数であり，次式，表１のうち数値の大きい方を

使用する。 

fb ＝{0.131＋0.1632(
d

R
)
3.5

} ∙
θ

90°

① 
ホース１本

消防車 

障害物 

① ②

③ 

④ 

⑤ ⑥

消防車 

② 

③ ④ 

消防車 

○数字は湾曲（90°）回数
であり，本例では湾曲箇所
が４回生じる場合
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表１ ベンド損失係数 fb 

（出典：新・消防機器便覧より） 

（例として 150A，流量 120m3/h の場合の値を記載する。） 

fb＝{0.131＋0.1632 × (
0.1535

1
)
3.5

} ×
90

90
≅ 0.14 

R d⁄ ＝6.5，(Re√λ) ∙ (ε d⁄ ) ≅ 11＜200 となり壁面は“なめらか”であることから 

表から fb は 0.105 となる。 

   式からの計算値 0.14 ＞ 表の値 0.105 であるため 

𝑓𝑏 ＝ 0.14[MPa]･･･（ⅰ） とする。

〇v：流速 

v＝Q/A 

Q：流量について 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）で使用する場合は 

Q＝120[m3/h]＝2.0[m3/min]となる。 

A：管路の断面積について 

A＝πr2であることから，150A のホースの場合，r＝管内径/2 となり，管内径 0.1535m

より r＝0.07675[m]となる。 

よって，A＝0.0185057[m2] 

v＝Q/A より 

＝108.074[m/min]=1.8012[m/s] ･･･（ⅱ） 

〇上記（ⅰ）（ⅱ）より，1 湾曲（90°）あたりの圧力損失を求める。 

hb(MPa) ＝ 0.14 ×
1.80122

2000
∙
90°

90°

hb(MPa) ＝ 0.00023[MPa]
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49-7 接続図
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図１ 接続図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 接続図（建物内接続 原子炉建物１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 接続図（建物内接続 原子炉建物２階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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49-8 保管場所図
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図１ 保管場所図（位置的分散） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 保管場所図（機器配置） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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49-9 アクセスルート図
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島根原子力発電所２号炉『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて』よ

り抜粋 

図１ 保管場所及びアクセスルート 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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49-10 その他設備

381



原子炉格納容器内の冷却等のための自主対策設備として，以下を整備する。 

（１）復水輸送系による格納容器スプレイ

設計基準事故対処設備である残留熱除去ポンプ，低圧原子炉代替注水ポンプ

が機能喪失した場合，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する

ため，自主対策設備として復水輸送ポンプを用いた格納容器スプレイ手段を整

備している。 

復水輸送系を用いた格納容器スプレイ手段については，復水輸送ポンプを用

い，残留熱除去系（格納容器冷却モード），格納容器代替スプレイ系とは異な

る復水貯蔵タンクを水源として復水輸送系，低圧原子炉代替注水系，残留熱除

去系を通じて格納容器スプレイを行う手順を整備している。 

 

 

 

 

図１ 復水輸送系による格納容器スプレイ 手順の概要図 

No 機器名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

④ ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

⑦a
Ａ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦a
Ａ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦a
Ａ－ＲＨＲトーラススプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦b Ｂ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦b Ｂ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦b
Ｂ－ＲＨＲトーラススプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑨a
Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑨b
Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 弁閉→弁開 手動操作 
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（２）消火系による格納容器スプレイ

設計基準事故対処設備である残留熱除去ポンプ，低圧原子炉代替注水

ポンプ及び復水輸送ポンプが機能喪失した場合， 炉心の著しい損傷及

び原子炉格納容器の破損を防止するため，自主対策設備として消火系に

よる格納容器スプレイ手段を整備している。 

消火系を用いた格納容器スプレイ手段については，消火ポンプ又は補

助消火ポンプを用い，残留熱除去系（格納容器冷却モード），格納容器

代替スプレイ系とは異なるろ過水タンク又は補助消火水槽を水源とし

て消火系，復水輸送系，格納容器代替スプレイ系（常設），残留熱除去

系を通じて格納容器スプレイを行う手順を整備している。 

図２ 消火系による格納容器スプレイ 手順の概要図 

（消火ポンプを使用した場合） 

No 機器名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

④ ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

⑦ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁（消火系） 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧a Ａ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧a Ａ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧a Ａ－ＲＨＲトーラススプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧b Ｂ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧b Ｂ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧b Ｂ－ＲＨＲトーラススプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑩a Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑩b Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 弁閉→弁開 手動操作 
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図３ 消火系による格納容器スプレイ 手順の概要図 

（補助消火ポンプを使用した場合） 

（３）ドライウェル冷却系による格納容器内除熱

格納容器代替スプレイ及び残留熱除去ポンプの復旧ができず，格納容

器除熱手段がない場合に，常設代替交流電源（ガスタービン発電機）に

より原子炉補機冷却水ポンプ及び原子炉補機海水ポンプの電源を復旧

し，原子炉格納容器内へ冷却水を供給後，ドライウェル冷却機装置を起

動して原子炉格納容器を除熱する。 

ドライウェル冷却機装置を停止状態としても，原子炉格納容器内への

冷却水の通水を継続することで，ドライウェル冷却系冷却器コイル表面

で，原子炉格納容器内部の蒸気を凝縮し，原子炉格納容器の圧力上昇を

緩和することが可能である。 

No 機器名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

④ ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

⑦ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁（消火系） 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧a Ａ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧a Ａ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧a Ａ－ＲＨＲトーラススプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧b Ｂ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧b Ｂ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑧b Ｂ－ＲＨＲトーラススプレイ弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑩a Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑩b Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 弁閉→弁開 手動操作 
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図４ ドライウェル冷却装置による原子炉格納容器からの除熱 
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

50条： 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設

備 

第 1ベントフィルタスクラバ容器 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 50-4配置図

第
２
号

操作性 中央制御室操作，操作スイッチ操作，弁操作 
Ａ，Ｂ

ｄ，Ｂｆ 

関連資料 50-4配置図，50-5系統図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
容器（タンク類），弁，流路 

Ｂ，Ｃ，

Ｆ 

関連資料 50-6試験及び検査
第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 50-5系統図

第
５
号

悪
影
響
防

止

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 50-4 配置図，50-5 系統図
第
６
号 

設置場所 中央制御室操作，現場操作（遠隔） Ａｂ，Ｂ 

関連資料 50-4配置図

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 50-7容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障

防
止

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象 

（同一目的の SA設備あり） 
Ｂ 

サポート系要因 対象（サポート系有り）-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 50-2単線結線図，50-4 配置図，50-5系統図

50-1-1
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

50条： 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設

備 

第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 50-4配置図

第
２
号

操作性 中央制御室操作，操作スイッチ操作，弁操作 
Ａ，Ｂ

ｄ，Ｂｆ 

関連資料 50-4配置図，50-5系統図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
容器（タンク類），その他 Ｃ，Ｍ 

関連資料 50-6試験及び検査
第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 50-5系統図

第
５
号

悪
影
響
防

止

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 50-3 配置図，50-5 系統図
第
６
号 

設置場所 中央制御室操作，現場操作（遠隔） Ａｂ，Ｂ 

関連資料 50-4配置図

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 50-7容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障

防
止

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象 

（同一目的の SA設備あり） 
Ｂ 

サポート系要因 対象（サポート系有り）-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 50-2単線結線図，50-4 配置図，50-5系統図

50-1-2
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

50条： 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設

備 

圧力開放板 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
屋外設備 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 50-4配置図

第
２
号

操作性 中央制御室操作，操作スイッチ操作，弁操作 
Ａ，Ｂ

ｄ，Ｂｆ 

関連資料 50-4配置図，50-5系統図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
その他 Ｍ 

関連資料 50-6試験及び検査
第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 50-5系統図

第
５
号

悪
影
響
防

止

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 50-4 配置図，50-5 系統図
第
６
号 

設置場所 中央制御室操作，現場操作（遠隔） Ａｂ，Ｂ 

関連資料 50-4配置図

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 50-7 容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障

防
止

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象 

（同一目的の SA設備あり） 
Ｂ 

サポート系要因 対象（サポート系有り）-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 50-2単線結線図，50-4 配置図，50-5系統図

50-1-3
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

50条： 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設

備 

残留熱代替除去ポンプ 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
その他建物内 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影

響 
（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 50-4配置図

第
２
号

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 － 

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ，弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 50-6試験・検査説明資料

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 － 

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 50-4 配置図，50-5 系統図

第
６
号

設置場所 中央制御室操作 Ａａ 

関連資料 － 

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 50-7 容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象 

（同一目的の SA設備あり） 
対象外 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 50-4 配置図

50-1-4
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

50条： 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設

備 

残留熱除去系熱交換器 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟内 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 50-4配置図，50-5系統図

第
２
号

操作性 （操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
熱交換器 Ｄ 

関連資料 50-6試験・検査説明資料

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 50－5系統図 

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 50-4 配置図，50-5 系統図

第
６
号

設置場所 （操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 50-7 容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象 

（同一目的の SA設備あり） 
Ｂ 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源，冷却原等 Ａ 

関連資料 50－2単線結線図，50-4 配置図，50－5系統図 

50-1-5
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

50条： 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
大型送水ポンプ車 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
屋外設備 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 常時海水を通水又は海で使用 Ⅰ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影

響 

（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い） 
－ 

関連資料 50-8接続図，50-9保管場所図

第
２
号

操作性 
工具，設備の運搬・設置，操作スイッチ操作，弁操作，

接続作業 

Ｂｂ，Ｂｃ，

Ｂｄ，Ｂｆ，

Ｂｇ 

関連資料 50-4配置図，50-5系統図，50-8接続図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ Ａ 

関連資料 50-6試験及び検査
第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 50-5系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他（飛散物） 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 50-4配置図，50-5系統図，50-6試験及び検査

第
６
号

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 50-4配置図

第
３
項

第
１
号

可搬型 SAの容量 原子炉建物の外から水又は電力を供給する可搬型設備 Ａ 

関連資料 50-7容量設定根拠

第
２
号

可搬型 SAの接続性 より簡便な接続 Ｃ 

関連資料 50-8接続図

第
３
号

異なる複数の接続箇所の確保 単独の機能で使用 Ａｂ 

関連資料 50-8接続図

第
４
号

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所の選定） － 

関連資料 50-8接続図

第
５
号

保管場所 屋外（共通要因の考慮対象設備あり） Ｂａ 

関連資料 50-9保管場所図

第
６
号

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 50-10アクセスルート図

第
７
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋外 Ａｂ 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 50-4配置図，50-5系統図，50-8接続図，50-9保管場所図

50-1-6
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

50条： 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
移動式代替熱交換設備 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
屋外設備 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 常時海水を通水又は海で使用 Ⅰ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影

響 

（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い） 
－ 

関連資料 50-8接続図，50-9保管場所図

第
２
号

操作性 
中央制御室操作工具，設備の運搬・設置，操作スイッチ

操作，弁操作，接続作業 

Ａ，Ｂｂ，Ｂ

ｃ，Ｂｄ，Ｂ

ｆ，Ｂｇ 

関連資料 50-4配置図，50-5系統図，50-8接続図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ，弁（電動弁・手動弁），熱交換器 

Ａ，Ｂ，

Ｄ 

関連資料 50-6試験及び検査
第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 50-5系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他（飛散物） 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 50-4配置図，50-5系統図，50-6試験及び検査

第
６
号

設置場所 現場操作（設置場所），中央制御室操作 Ａａ，Ｂ 

関連資料 50-4配置図

第
３
項

第
１
号

可搬型 SAの容量 原子炉建物の外から水又は電力を供給する可搬型設備 Ａ 

関連資料 50-7容量設定根拠

第
２
号

可搬型 SAの接続性 フランジ接続 Ｂ 

関連資料 50-8接続図

第
３
号

異なる複数の接続箇所の確保 単独の機能で使用 Ａｂ 

関連資料 50-8接続図

第
４
号

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所の選定） － 

関連資料 50-8接続図

第
５
号

保管場所 屋外（共通要因の考慮対象設備あり） Ｂａ 

関連資料 50-9保管場所図

第
６
号

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 50-10アクセスルート図

第
７
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋外 Ａｂ 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 50-4配置図，50-5系統図，50-8接続図，50-9保管場所図
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50-2 単線結線図 
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図１ 格納容器フィルタベント系 単線結線図 
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図２ 残留熱代替除去系 単線結線図 
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50-3 計測制御系統図
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表
１
 
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系

 
主
要
設
備
と
計
装
設
備
の
関
係

 

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

監
視
目
的
 

計
測
範
囲
 

計
測
範
囲
の
根
拠
 

検
出
器
 

個
数

 
監
視
場
所
 

①
ス
ク
ラ
バ
容
器
水
位

ス
ク
ラ
バ
容
器
性
能
維
持
の
た

め
の
水
位
監
視

系
統
待
機
時
に
お
け
る
水
位
の
範
囲
（

）
及
び
系
統
運
転
時
の
下

限
水
位
か
ら
上
限
水
位
の
範
囲
（

）
を
計
測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

8 

中
央
制
御
室
 

緊
急
時
対
策
所
 

現
場
 

②
ス
ク
ラ
バ
容
器
圧
力

系
統
運
転
中
に
格
納
容
器
内
雰

囲
気
ガ
ス
が
フ
ィ
ル
タ
装
置
へ

導
か
れ
て
い
る
こ
と
の
確
認
 

0～
1
MP
a
[g
a
ge
] 

系
統
運
転
時
に
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
最
高
使
用
圧
力
で
あ
る

0
.8
5
3M
P
a[
g
ag
e
]（

２
Pd
）
が
監
視
可
能
。
ま
た
，
系
統
待
機
時
に
，
窒
素
置
換

 

）
が
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
計
測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

4 
中
央
制
御
室
 

緊
急
時
対
策
所
 

③
ス
ク
ラ
バ
容
器
温
度

ス
ク
ラ
バ
容
器
の
温
度
監
視

0～
3
00
℃

 
系
統
の
最
高
使
用
温
度
（
20
0℃

）
を
計
測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

4 
中
央
制
御
室
 

緊
急
時
対
策
所
 

④
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
配

管
圧
力

※
2

系
統
待
機
時
の
窒
素
封
入
に
よ

る
不
活
性
状
態
の
確
認
 

0～
1
00
k
Pa
[
ga
g
e]
 

系
統
待
機
時
に
，
窒
素
置
換
（

）
が
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
を

計
測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

2 
中
央
制
御
室
 

緊
急
時
対
策
所
 

⑤
第

１
ベ

ン
ト

フ
ィ

ル
タ

装
置
出
口
水
素
濃
度

事
故
収
束
時
の
系
統
内
の
水
素

濃
度
の
確
認
 

0～
2
0v
o
l％

/ 

0～
1
00
v
ol
％

 

事
故
収
束
時
に
，
フ
ィ
ル
タ
装
置
の
配
管
内
に
滞
留
す
る
水
素
濃
度
が
可
燃
限
界

（
4v
ol
%）

未
満
で
あ
る
こ
と
を
計
測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

1 

(予
備

1)
 

中
央
制
御
室
 

緊
急
時
対
策
所
 

⑥
第

１
ベ

ン
ト

フ
ィ

ル
タ

出
口
放
射
線
モ
ニ
タ

系
統
運
転
中
に
放
出
さ
れ
る
放

射
性
物
質
濃
度
の
確
認
 

高
レ
ン
ジ
：
 

1
0
-2
～

1
0
5 S
v
/h
 

系
統
運
転
時
に
，
想
定
さ
れ
る
第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
の
最
大
放
射
線
量
率
を
計

測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

2 

中
央
制
御
室
 

緊
急
時
対
策
所
 

低
レ
ン
ジ
：
 

1
0
-3
～

1
0
4 m
S
v/
h 

1 

⑦
ス
ク
ラ
バ
水
ｐ
Ｈ

※
2

ス
ク
ラ
バ
容
器
性
能
維
持
の
た

め
の
ｐ
Ｈ
監
視

p
H 
0～

1
4 

系
統
待
機
時
に
，
フ
ィ
ル
タ
装
置
ス
ク
ラ
ビ
ン
グ
水
の
ｐ
Ｈ
（

pH
 0
～

14
）
が
計
測
可

能
な
範
囲
と
す
る
。
 

2 
中
央
制
御
室
 

緊
急
時
対
策
所
 

※
1 

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
数
字
は
第
図
１
の
○
数
字
に
対
応
す
る
。

※
2 

自
主
対
策
設
備

本
資
料
の
う
ち
，
枠
囲
み
の
内
容
は
機
密
に
係
る
事
項
の
た
め
公
開
で
き
ま
せ
ん
。
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図
１
 
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系

 
計
測
制
御
系
統
図
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格納容器フィルタベント系 計測設備の概略構成図 

(1) スクラバ容器水位

スクラバ容器水位は，重大事故等対処設備の機能を有しており，スクラバ容

器水位の検出信号は，差圧式水位検出器からの電流信号を中央制御室の指示部

にて水位信号へ変換する処理を行った後，スクラバ容器水位を中央制御室に指

示し，緊急時対策所にて記録する。また，現場（第1ベントフィルタ格納槽内）

にて監視可能な設計としている。（図２「スクラバ容器水位の概略構成図」参

照。） 

図２ スクラバ容器水位の概略構成図 

(2) スクラバ容器圧力

スクラバ容器圧力は，重大事故等対処設備の機能を有しており，スクラバ容

器圧力の検出信号は，弾性圧力検出器からの電流信号を中央制御室の指示部に

て圧力信号へ変換する処理を行った後，スクラバ容器圧力を中央制御室に指示

し，緊急時対策所にて記録する。 

（図３「スクラバ容器圧力の概略構成図」参照。） 

図３ スクラバ容器圧力の概略構成図 

中央制御室 

指 示 

記 録(注 1)

差圧式水位
検出器 

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備

弾性圧力 
検出器 

指 示 

記 録(注 1)

中央制御室 

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）

（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備
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(3) スクラバ容器温度

スクラバ容器温度は，重大事故等対処設備の機能を有しており，スクラバ容

器温度の検出信号は，熱電対からの起電力を演算装置にて温度信号へ変換する

処理を行った後，スクラバ容器温度を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて

記録する。 

（図４「スクラバ容器温度の概略構成図」参照。） 

図４ スクラバ容器温度の概略構成図 

(4) フィルタ装置出口配管圧力

フィルタ装置出口配管圧力（自主対策設備）の検出信号は，弾性圧力検出器

からの電流信号を演算装置にて圧力信号へ変換する処理を行った後，フィルタ

装置出口配管圧力を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。 

（図５「フィルタ装置出口配管圧力の概略構成図」参照。） 

図５ フィルタ装置出口配管圧力の概略構成図 

熱電対 

指 示 

記 録(注 1)

中央制御室 

緊急時対策所 

(注 1) SPDS伝送サーバ 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備

演算装置  

弾性圧力 
検出器 

指 示 

記 録(注 1)

中央制御室 

緊急時対策所 

演算装置 
  

(注 1) SPDS伝送サーバ 
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(5) 第１ベントフィルタ出口水素濃度

第１ベントフィルタ出口水素濃度は，重大事故等対処設備の機能を有してお

り，第１ベントフィルタ出口水素濃度の検出信号は，熱伝導式水素検出器から

の電流信号を前置増幅器で増幅し，演算装置にて水素濃度信号へ変換する処理

を行った後，第１ベントフィルタ出口水素濃度を中央制御室に指示し，緊急時

対策所にて記録する。 

（図６「第１ベントフィルタ出口水素濃度 システム概要図」，図７「第１

ベントフィルタ出口水素濃度の概略構成図」参照。） 

図６ 第１ベントフィルタ出口水素濃度 システム概要図 

 

図７ 第１ベントフィルタ出口水素濃度の概略構成図 

第１ベントフィ

ルタ出口配管

冷却器 除湿器 

中央制御室 第１ベントフィルタ出口分析車 

記録 

指示 

サンプルポンプ

水素濃度 

検出器 

緊急時対策所 

指 示 

中央制御室 熱伝導式水素
検出器 

記 録
(注 1)

緊急時対策所 

演算装置 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）
（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備

前置増幅器 

[補正] 

ドレン水位 

接続 

接続 
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(6) 第１ベントフィルタ出口放射線モニタ

第１ベントフィルタ出口放射線モニタは，重大事故対処設備の機能を有して

おり，第１ベントフィルタ出口放射線モニタの検出信号は，電離箱からの電流

信号を前置増幅器で増幅し，中央制御室の指示部にて線量当量率信号へ変換す

る処理を行った後，線量当量率を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録

する。 

（図８「第１ベントフィルタ出口放射線モニタの概略構成図」参照。） 

図８ 第１ベントフィルタ出口放射線モニタの概略構成図 

中央制御室 

記 録(注 1)

1)

指 示 

電離箱 

緊急時対策所 

 (注 1) 安全パラメータ表示システム(ＳＰ 
ＤＳ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

前置増幅器 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備

指 示
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(7)スクラバ水ｐＨ

スクラバ水ｐＨは，第１ベントフィルタスクラバ容器内の水溶液をサンプル

ポンプで引き込み，ｐＨ検出器により計測する。スクラバ水ｐＨ（自主対策設

備）は，重大事故等対処設備の機能を有しており，ｐＨ検出器からの電流信号

を中央制御室の指示部にてｐＨ信号へ変換する処理を行った後，スクラバ水ｐ

Ｈを中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。また，現場にて監視可

能な設計としている。 

（図９「スクラバ水ｐＨシステム概要図」，図10「スクラバ水ｐＨの概略構

成図」参照。） 

図９ スクラバ水ｐＨシステム概要図 

図10 スクラバ水ｐＨの概略構成図 

指 示 

中央制御室 

ｐＨ検出器 

記 録
(注 1)

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

スクラバ

容器

ｐＨ 
検出器 

ポンプ 

ドレン配管 

給水配管 

中央制御室 

記録 

指示 

緊急時対策所 
原子炉建物地下２階 
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50-4 配置図

：設計基準対象施設を示す。 

：重大事故等対処設備を示す。 

406



図１ 格納容器フィルタベント系 主配管ルート図（原子炉建物地下１階） 

図２ 格納容器フィルタベント系 主配管ルート図（原子炉建物２階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 格納容器フィルタベント系 主配管ルート図（原子炉建物３階） 

図４ 格納容器フィルタベント系 主配管ルート図（原子炉建物３階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図５ 格納容器フィルタベント系 主配管ルート図（原子炉建物３階） 

図６ 格納容器フィルタベント系 主配管ルート図（原子炉建物地下１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図７ 格納容器フィルタベント系 主配管ルート図（第一ベントフィルタ格納槽内） 

図８ 格納容器フィルタベント系 主配管ルート図（第一ベントフィルタ格納槽～屋外） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図９ 格納容器フィルタベント系 主配管ルート図（原子炉頂部付近） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 10 格納容器フィルタベント系 主配管鳥瞰図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 11 格納容器フィルタベント系の弁操作位置図（原子炉建物地下１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

弁設置位置 遠隔手動弁操作機構 
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図 12 格納容器フィルタベント系の弁操作位置図（原子炉建物１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

弁遠隔操作位置 遠隔手動弁操作機構 
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図 13 格納容器フィルタベント系の弁操作位置図（原子炉建物２階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

弁設置位置 遠隔手動弁操作機構 遠隔手動弁操作機構 
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図 14 格納容器フィルタベント系の弁操作位置図（原子炉建物３階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

弁設置位置 遠隔手動弁操作機構 遠隔手動弁操作機構 
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図 15 真空破壊弁設置位置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 16 中央制御室配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 17 原子炉建物地下２階 配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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50-5 系統図
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図１ 格納容器フィルタベント系 系統概要図 

50-5-1

421



表１ 弁リスト 

No. 弁名称 

1 ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁 

2 ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁 

3 ＮＧＣ 非常用ガス処理入口隔離弁 

4 ＮＧＣ 非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁 

5 ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁 

6 耐圧強化ベント系 第１隔離弁 

7 耐圧強化ベント系 第２隔離弁 

8 非常用ガス処理系 第１隔離弁 

9 非常用ガス処理系 第２隔離弁 

10 原子炉棟空調換気系 第１隔離弁 

11 原子炉棟空調換気系 第２隔離弁 
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図２ 残留熱代替除去系 系統概要図 
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表２ 弁リスト 

No. 弁名称 

1 Ｂ－ＲＨＲ熱交バイパス弁 

2 ＲＨＲ ＲＨＡＲライン入口止め弁 

3 ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライン止め弁 

4 Ａ－ＲＨＲ注水弁 

5 Ｂ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁 

6 ＲＨＡＲライン流量調節弁 

7 ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライン流量調節弁 

8 ＲＨＲ ＰＣＶスプレイ連絡ライン流量調節弁 
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50-6 試験及び検査
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図１ 第１ベントフィルタスクラバ容器構造図 

図２ 第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 圧力開放板構造図 

図４ 伸縮継手（排気配管）構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

50-6-2

427



図５ 伸縮継手（原子炉建物～地下格納槽）構造図 

図６ 電動駆動弁構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図７ 遠隔手動弁操作機構構造図 

図８ 可搬式窒素供給装置構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図９ 残留熱代替除去系ポンプ図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 10 残留熱除去系熱交換器図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 11 原子炉補機代替冷却系 移動式代替熱交換設備熱交換器図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 12 原子炉補機代替冷却系 移動式代替熱交換設備淡水ポンプ図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 13 原子炉補機代替冷却系 大型送水ポンプ車ポンプ図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 14 残留熱代替除去系系統性能検査

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 15 原子炉補機代替冷却系 移動式代替熱交換設備 運転性能検査 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 16 原子炉補機代替冷却系 大型送水ポンプ車 運転性能検査 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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50-7 容量設定根拠
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名 称 
格納容器フィルタベント系 

（系統容量） 

最高使用圧力 
kPa 

[gage] 

853（原子炉格納容器から流量制限オリフィスまで） 

427（流量制限オリフィスから排気口まで） 

最高使用温度 ℃ 200 

設計流量 kg/s 9.8 

【設 定 根 拠】 

１．最高使用圧力 

【原子炉格納容器から流量制限オリフィス】 

原子炉格納容器が過大リークに至らない限界圧力である最高使用圧力の２ 

倍の圧力（原子炉格納容器の最高使用圧力 427kPa[gage]の２倍）にて格納容器

ベントを行うことができるよう，853kPa[gage]とする。 

【流量制限オリフィスから排気口】 

格納容器フィルタベント系使用時の系統圧力損失を評価した結果から，流量

制限オリフィスの下流以降に発生しうる最大の圧力  kPa[gage]を考慮し，

427kPa[gage]とする。 

なお，系統圧力損失は，原子炉格納容器が最高使用圧力の２倍の圧力にて，

ベント経路にある弁を全て全開とした場合の評価を実施している（図１参照）。 

図１ 格納容器フィルタベント系統圧力勾配概要図

２． 最高使用温度 

原子炉格納容器が過温による破損に至らない限界温度である 200℃とする。 

なお，有効性評価シナリオである大 LOCA+SBO+全 ECCS機能喪失において，格

納容器ベント後の格納容器内雰囲気温度は 200℃以下となることを確認してい

る（図２参照）。そのため，原子炉格納容器に接続される格納容器フィルタベ

ント系の温度も 200℃以下となる。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】 

 
図２ 原子炉格納容器温度推移（大 LOCA+SBO+全 ECCS 機能喪失） 

 

３. 設計流量（ベントガス流量） 

格納容器フィルタベント系の設計流量は，原子炉格納容器の最高使用圧力

427kPa[gage]（１Pd）において，原子炉定格熱出力の１％（原子炉停止後２～

３時間相当）の蒸気発生量を排出できるよう設定している。 

設計流量は（式 1）により算出し 9.8kg/sとなる。 

 

             (     )⁄          （式１） 

 ここで， 

WVent ：設計流量（kg/s） 

QR ：定格熱出力（2436×103kW） 

hs ：427kPa[gage]の飽和蒸気の比エンタルピ（2750.55kJ/kg ） 

h w  ： 60℃の飽和水の比エンタルピ（ 251.15kJ/kg）  

 

格納容器ベント開始時間が最も早い有効性評価シナリオである長期 TBにお

ける格納容器ベント開始時間は，原子炉停止から約 20時間後となっている。そ

のため，格納容器ベント開始時における原子炉格納容器内の発生蒸気量は，格

納容器フィルタベント系の系統流量よりも小さい値となる。よって，格納容器

フィルタベント系を用いて原子炉格納容器を減圧することは可能である。 

 

 

 

 

フィルタベントによる温度低下 
（約 32時間後） 
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図３ 原子炉格納容器圧力推移（長期 TB） 

格納容器フィルタベント（約 20時間）

による圧力低下 

（最大圧力：約 427kPa[gage]） 
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名 称 
格納容器フィルタベント系 

（第１ベントフィルタスクラバ容器容量）  

スクラビング水 

待機時薬液添加濃度 
wt% 

金属フィルタ 

設計負荷量率 
g/m2  

【設 定 根 拠】 

1. スクラビング水待機時薬液添加濃度 

ベンチュリスクラバの無機よう素に対する DF を 100 以上とするためには，ス

クラビング水の pH を  に維持する必要がある。そのため，スクラビ

ング水の薬液として水酸化ナトリウムを添加することとしている。 

一方，格納容器ベント中は，以下の３つの要因によりスクラビング水のｐＨは

酸性側にシフトする。 

① 放射線分解による酸性物質生成 

② 熱分解による酸性物質生成 

③ チオ硫酸ナトリウムの酸化分解で消費する塩基性物質 

 

そのため，スクラバ容器待機時のスクラビング水薬液添加濃度は，これらの要

因を考慮してもｐＨを  に維持するだけの容量を有している必要があ

る。スクラバ容器待機時のスクラビング水薬液添加濃度は  wt%としている。 

ここで，①～③の要因による水酸化物イオンの消費量を算定し，上記の添加濃

度の十分性を評価する。 

 

（１）放射線分解による酸性物質生成量 

格納容器内のケーブルについて，放射線分解により発生する塩化水素量を

NUREG/CR-5950の放射線分解モデルに基づき評価した。 

また，窒素が溶存するサプレッション・プール水が放射線分解することによ

り生成する硝酸についても評価対象とした。 

有効性評価シナリオ「格納容器過圧・過温破損モード（大 LOCA＋SBO＋ECCS  

機能喪失）」において，ベント時（事象発生から 32時間後）には約   [mol]，

７日後（168時間後）では約    [mol]，60日後（1440 時間後）では約

  [mol]の酸性物質が格納容器内で生成される。放射線分解により生成さ

れる酸性物質量の時間変化を図４に示す。 

 

 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】

図４ 放射線分解で生成する酸性物質量の時間変化 

（２）熱分解による酸性物質生成量

ケーブルは高温環境にさらされると熱分解により塩化水素を放出するが，ケ

ーブルの熱分解は 200℃まではほとんど発生しないため，有効性評価シナリオ

である大 LOCA＋SBO＋全 ECCS 機能喪失においては熱分解による塩化水素の放

出量は無視できる程度と考えられる。原子炉圧力容器破損を想定した場合は，

溶融炉心から熱を直接受けるケーブル，即ちペデスタル内に存在するケーブル

が熱分解により塩化水素を放出すると考えられる。また，この際に生じる MCCI

により発生する炭酸ガスの発生量は，十分小さく無視できる程度と考えられ

る。 

したがって，熱分解による酸性物質発生量として  molを想定する。 

（３）チオ硫酸ナトリウムの酸化分解で消費する塩基性物質

スクラビング水に初期添加している  について，仮に全

量の  が酸化分解されると想定して，消費される塩基性物質は

約  [mol]となる。 

以上を踏まえ，ベント時に移行する酸性物質を保守的に評価すると，そのモル

量の合計は以下のとおりである。 

約  [mol]＋約  [mol]＋約  [mol]＝約  [mol] 

スクラビング水に初期添加する  は，上記にさらに余裕をみ

た  濃度とし，通常水位（約  t）において約  wt%とす

ることとし，そのモル量は以下のとおりである。事故後のスクラビング水のｐＨ

挙動評価を図４に示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】 

よって，スクラビング水のｐＨを  に維持するための 

 の初期添加濃度は，約  wt%で十分である。 

図４ 事故後スクラビング水のｐＨ挙動評価 

２. 金属フィルタの設計負荷量

金属フィルタ単体に対し，エアロゾルを供給した場合，  g/m2まで急速な

差圧の上昇が起こらず，金属フィルタの機能が確保できることが Framtome 社に

より検証されている。 

格納容器フィルタベント系使用中に，金属フィルタの前段にあるスクラビング

水では捕捉できずに金属フィルタに流入するエアロゾル量は，金属フィルタの許

容負荷量よりも小さい必要がある。 

そこで，有効性評価シナリオである大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪失シナリオに

対し，金属フィルタへ流入するエアロゾル量を算定し，金属フィルタ設計負荷量

の十分性を評価する。評価の手順は，以下の通りである。 

（１）金属フィルタへのエアロゾル流入量評価

フィルタベント設備の設計の妥当性を確認するために用いる格納容器からの

エアロゾル（核分裂生成物エアロゾル，構造材エアロゾル）の移行量は，

NUREG-1465 における格納容器ソースタームを用いて評価した結果である核

分裂生成物エアロゾル移行量 約  及びエアロゾルに係る海外規制を踏ま

え，保守的に 300kgに設定している。

ここで，有効性評価の格納容器過圧・過温破損シーケンス（大 LOCA＋SBO＋

ECCS機能喪失）における MAAP 解析によるエアロゾル移行量は，ウェットウェ

ルベントの場合で約   kg，ドライウェルベントの場合で約 で

あることから，フィルタベント設備の設計の妥当性を確認するために設定した

300kgは十分保守的であると考えられる。 

また，JAVA試験ではベンチュリノズル単独でのエアロゾル除去性能を確認し

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ている試験ケースがあり，実機運転範囲のガス流速において，ベンチュリノズ

ル単独でも 以上と評価される。ベンチュリノズル単独でのエアロゾル除

去性能を表 1に示す。 

格納容器からのエアロゾル移行量を保守的に 300 kg とし，このエアロゾル

重量に金属フィルタへのエアロゾル移行割合 を考慮すると，金属フィル

タに移行するエアロゾル重量の最大は となる。 

表 1 ベンチュリノズル単独でのエアロゾル除去性能 

（３）評価結果

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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名 称 格納容器フィルタベント系 

（第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器容量） 

除去効率 ％ 98 以上(有機よう素に対して) 

【設 定 根 拠】 

第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器の除去効率は，Framtome 社による実規

模相当の有機よう素の除去性能試験（以下，「JAVA PLUS試験」という。）によ

って得られた試験結果を基に，有機よう素に対する除去効率が 98％以上となる

設計とする。 

銀ゼオライトフィルタのベッド厚の設定にあたっては，銀ゼオライトによる

除去性能に影響を与える主要な因子であるベントガスの滞留時間及び過熱度を

考慮する必要があるが，JAVA PLUS試験装置と実機においては吸着ベッドの形状

等が異なるため，ベントガスの吸着ベッドにおける滞留時間が異なる。 

このため，（式１）の関係から実機に要求する除去係数を得るために必要と

なる滞留時間を算出し，銀ゼオライトの必要ベッド厚を設定する。 

図５ JAVA PLUS 試験結果（実機条件補正） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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名 称 圧力開放板 

設定圧力 kPa[gage] 80 

【設 定 根 拠】 

格納容器フィルタベント系に設置する圧力開放板の設定圧力については，格

納容器フィルタベント系の使用の妨げにならないよう十分低い圧力にて破裂す

るよう設定している。 

 

図６ 原子炉格納容器圧力推移（大 LOCA+SBO+全 ECCS 機能喪失） 

 

 

 

 

  

圧力開放板破裂圧力 
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名 称 残留熱代替除去ポンプ 

容 量 ｍ3/h/台 150m3 

全 揚 程 m 70 

最 高 使 用 圧 力 MPa 2.50 

最 高 使 用 温 度 ℃ 185 

原 動 機 出 力 kW 75 

機器仕様に関する注記 

【設 定 根 拠】 

残留熱代替除去ポンプは重大事故等時に以下の機能を有する。 

代替循環冷却として使用する残留熱代替除去ポンプは，設計基準事故対処設備が有す

る発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても原子炉格納容器の破損を防止す

るとともに，格納容器ベントを実施することなく格納容器の除熱をするために使用す

る。 

系統構成は，サプレッション・チェンバを水源とした残留熱代替除去ポンプより，残

留熱除去系配管を経由して，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器へのスプレ

イにより原子炉格納容器の破損を防止するとともに，格納容器限界温度・圧力（200℃・

2Pd）を超えないよう原子炉格納容器の除熱を行える設計とする。 

なお，代替循環冷却として使用する残留熱代替除去ポンプは，重大事故緩和設備とし

て，２台用意し，うち1台を予備とする。 

１．容量 

残留熱代替除去ポンプの容量は，炉心損傷後の格納容器破損防止の重要事故シーケン

スのうち，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に係る

有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）において有効性が確認され

ている循環流量が約150m3/h（原子炉への注入流量が約30m3/h，格納容器へのスプレイ

流量が約120 m3/h）又は，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に係る有効性

評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付資料十）において有効性が確認されている

循環流量が120m3/h（原子炉格納容器へのスプレイ流量が120 m3/h）であることから，1 

台あたり約150m3/hとする。 
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２. 揚 程

残留熱代替除去ポンプは，原子炉に30m3/hの注水及び格納容器に120m3/hのスプレイ

ができるように静水頭，配管及び機器圧損を踏まえ設計する。 

静水頭       ： m 

配管・機器圧力損失 ： m  

合計(m)  ： m 

以上より，残留熱代替除去ポンプに必要な揚程は64m以上となり，これを上回る揚

程として，残留熱代替除去ポンプの揚程は70mとする。 

３.最高使用圧力

残留熱代替除去ポンプの最高使用圧力は，ポンプ締切運転時の揚程約  m（約

MPa）に静水頭約  m（約  MPa）を加えた約  MPaを上回る圧力として

MPaとしている。 

４. 最高使用温度

残留熱代替除去ポンプの最高使用温度は,既設の残留熱除去系の最高使用温度に

合わせ，185℃とする。 

５.原動機出力

残留熱代替除去ポンプの原動機出力は，以下の式により，容量及び揚程を考慮し

て決定する。 

  （引用文献：日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ ０１３１（2002）「ターボポンプ用語」） 

Ｐ ：軸動力（kW） 

Ｐｗ ：水動力（kW） 

ρ ：密度（㎏/m3）      ＝1000 

g ：重力加速度（m/s2） ＝9.80665 

Ｑ ：容量（m3/s）  ＝150／3600 

Ｈ ：揚程（m） ＝70 

η ：ポンプ効率（％）（設計計画値） ＝

以上より，残留熱代替除去ポンプの原動機出力は，軸動力を上回る出力とし，75kW/

台とする。 

100／η

ＨＱρ10
＝Ｐ

3 
g

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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名 称 残留熱除去系熱交換器 

個 数 基 ２ 

容量（設計熱交換量） MW /基 約 9.1 （注１，２） 

伝 熱 面 積 m2/基 以上（注１）（ （注２）） 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

重大事故等対処設備として使用する残留熱除去系熱交換器は，設計基準対象施設

が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても，原子炉補機代替冷却

系（AHEF）の移動式熱交換設備から供給される冷却水を通水することにより，原子

炉及び原子炉格納容器の除熱が可能な設計とする。 

なお，残留熱代替除去系として使用する場合は，Ｂ－残留熱除去系熱交換器を

使用し，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器の除熱ができ

る設計とする。 

1. 容量の設定根拠

設計基準対象施設として使用する残留熱除去系熱交換器の容量は，海水温度

30℃，サプレッション・チェンバのプール水温又は原子炉冷却材温度 52℃におい

て約 9.1MWであり，伝熱面積は  m2である。 

重大事故等対処設備として使用する場合の必要伝熱面積を表１に示す。重大事故

等対処設備として使用する場合の残留熱除去系熱交換器の要求伝熱面積としては，

設計基準対象施設として使用する場合と同様に  m2とする。 

表１ 重大事故等対処設備として使用する場合の必要伝熱面積 

系統 
温度[℃] 流量[m3/h] 容量 

[MW] 

必要伝熱 

面積[m2] S/P 海水 S/P側 AHEF側 

残留熱除去系（崩壊熱除去機能

喪失（8～24hr）） 
114 30 1,200 428 19.0 

残留熱除去系（崩壊熱除去機能

喪失（24hr～）） 
114 30 1,200 226 13.0 

残留熱代替除去系（RPV注水及び

PCVスプレイ） 
100 30 150 226 7.1 

残留熱代替除去系（PCV下部注水

及び PCVスプレイ） 
100 30 120 226 6.2 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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名 称 移動式代替熱交換設備 

個

数

式 ２（予備１） 

容量（設計熱交換量） MW/式 約 23 

最 高 使 用 圧 力 MPa[gage] 淡水側 1.37 ／ 海水側 1.00 

最 高 使 用 温 度 ℃ 淡水側 70 ／ 海水側 65 

伝 熱 面 積 m2/式 ) 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

移動式代替熱交換設備は，重大事故等時の原子炉補機冷却系機能喪失時に，残留

熱除去系熱交換器の冷却を行うため設置する。 

移動式代替熱交換設備は２式設置し，移動式代替熱交換設備内に熱交換器２基を

設置する。 

1.個数，容量の設定根拠

移動式代替熱交換設備の容量は，原子炉停止８時間経過後の崩壊熱に残留熱除去

ポンプの補機冷却分を加えた熱量を２基の熱交換器で十分に除去できる容量とし

て，約 23MW/式とする。 

なお，移動式代替熱交換設備の熱交換器容量を上記のように設定することで，残

留熱代替除去系を使用する有効性評価「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）残留熱代替除去系を使用する場合」で，事故発生 10 時間後に

残留熱代替除去系による原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイの同時運

転で冷却効果が確認されている。 

具体的には，図７に有効性評価「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）残留熱代替除去系を使用する場合」のサプレッション・プール水温

を示すように，原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイの同時運転を開始し

た後に，温度上昇が抑制されていることが確認できている。 

図７ サプレッション・プール水温度の推移 

（原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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 また，有効性評価「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」で，事故発生 10

時間後に残留熱代替除去系による格納容器スプレイおよび格納容器スプレイによる

原子炉格納容器下部への注水の冷却効果が確認されている。 

具体的には，図８に有効性評価「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」のサ

プレッション・プール水温を示すように，格納容器スプレイおよび格納容器スプレイ

による原子炉格納容器下部への注水を開始した後に，温度上昇が抑制されていること

が確認できている。 

図８ サプレッション・プール水温度の推移 

（格納容器スプレイおよび格納容器スプレイによる原子炉格納容器下部への注水） 

2. 最高使用圧力の設定根拠

2.1 淡水側 

移動式代替熱交換設備（淡水側）を重大事故等時に使用する場合の最高使用圧

力は，淡水ポンプの締切水頭および静水頭を考慮して，既設の原子炉補機冷却系

の最高使用圧力と合せて，1.37MPa[gage]とする。 

2.2 海水側 

移動式代替熱交換設備（海水側）を重大事故等時に使用する場合の最高使用圧

力は，運用上上限となる海水入口圧力以上である 1.00MPa[gage]とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

3.1淡水側 

移動式代替熱交換設備（淡水側）の最高使用温度は，既設の原子炉補機冷却系

の最高使用温度と合せて，70℃とする。 

3.2 海水側 

移動式代替熱交換設備（海水側）の最高使用温度は，必要除熱量 23MW に対し，

海水入口温度 30℃，冷却水供給温度 35℃とした場合の海水出口温度約 56℃に余

裕を考慮し，65℃とする。 
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4. 伝熱面積

移動式代替熱交換設備の伝熱面積は，以下の式により，容量を考慮して決定する。 

4.1 熱交換量 

Q＝C1･Wa･ρ1･(Ta1－Ta2) 

∴Ta1＝68.3℃ 

Q＝C2･Wb･ρ2･(Tb1－Tb2) 

∴Tb1＝55.8℃ 

Q ：原子炉停止 8時間後の必要除熱量   ＝23.0MW(82,800,000kJ/h) 

Wa ：淡水側流量  ＝600m3/h 

Wb ：海水側流量  ＝780m3/h 

Ta1 ：移動式代替熱交換設備（淡水側）入口温度  

Ta2 ：移動式代替熱交換設備（淡水側）出口温度 ＝35.0℃ 

Tb1 ：移動式代替熱交換設備（海水側）出口温度  

Tb2 ：移動式代替熱交換設備（海水側）入口温度 ＝30.0℃ 

ρ1 ：密度（淡水）  ＝992.9kg/m3 

ρ2 ：密度（海水）  ＝1,020.7kg/m3 

C1 ：比熱（淡水）  ＝4.17kJ/kg･K 

C2 ：比熱（海水）  ＝4.03kJ/kg･K 

4.2 対数平均温度差 

Δt={(Ta1－Tb1)－(Ta2－Tb2)}／ln{(Ta1-Tb1)／(Ta2-Tb2)} 

=8.2K 

Δt：対数平均温度差 

4.3 総括伝熱係数 

Uc＝  kW／(m2･K) 

4.4 必要伝熱面積 

Ar＝Q／Δt／Uc＝ m2/個 ≒ m2/個 

Ar：移動式代替熱交換設備の伝熱面積 

以上より，移動式代替熱交換設備の伝熱面積は， m2/式とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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名 称 移動式代替熱交換設備淡水ポンプ 

個 数 台 ２（移動式代替熱交換設備１式あたり） 

容 量 m3/h/台 300以上（注１）（300（注２）） 

全 揚 程 m 以上（注１）（75（注２）） 

最 高 使 用 圧 力 MPa[gage] 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 70 

原 動 機 出 力 kW/台 以上（注１）（110（注２）） 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

移動式代替熱交換設備淡水ポンプは，重大事故等時の原子炉補機冷却系機能喪失

時に，残留熱除去系熱交換器の冷却を行うため設置する。 

1.個数，容量の設定根拠

移動式代替熱交換設備淡水ポンプの容量は，保守性を有した評価による原子炉停

止８時間経過後の崩壊熱（約 23MW）を除去するために必要な流量を 600m3/hとし，

容量 300 m3/h のポンプを２台設置する。 

なお，移動式代替熱交換設備淡水ポンプの容量を上記のように設定することで，

残留熱代替除去系を使用する有効性評価「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）残留熱代替除去系を使用する場合」で，事故発生 10 時間後

に残留熱代替除去系による原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイの同時

運転で冷却効果が確認されている。 

具体的には，図７に有効性評価「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）残留熱代替除去系を使用する場合」のサプレッション・プール水温

を示すように，原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイの同時運転を開始し

た後に，温度上昇が抑制されていることが確認できている。 

また，有効性評価「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」で，事故発生

10 時間後に残留熱代替除去系による格納容器スプレイおよび格納容器スプレイに

よる原子炉格納容器下部への注水の冷却効果が確認されている。 

具体的には，図８に有効性評価「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の

サプレッション・プール水温を示すように，格納容器スプレイおよび格納容器スプ

レイによる原子炉格納容器下部への注水を開始した後に，温度上昇が抑制されてい

ることが確認できている。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.揚程の設定根拠

移動式代替熱交換設備淡水ポンプの揚程は，本系統が閉ループとなっていること

から下記を考慮する。 

配管・機器圧力損失 ： 約  m 

上記から，移動式代替熱交換設備淡水ポンプの揚程は 75m とする。 

3.最高使用圧力の設定根拠

移動式代替熱交換設備淡水ポンプの最高使用圧力は，淡水ポンプの締切水頭およ

び静水頭を考慮して，既設の原子炉補機冷却系の最高使用圧力と合せて，

1.37MPa[gage]とする。 

4.最高使用温度の設定根拠

移動式代替熱交換設備（淡水側）の最高使用温度は，既設の原子炉補機冷却系の

最高使用温度と合せて，70℃とする。 

5.原動機出力の設定根拠

移動式代替熱交換設備淡水ポンプ（容量 300m3/h）の必要軸動力は，以下のとお

り約  kW となる。 

P=10-3×ρ×g×（（Q／3,600）×H）／（η／100） 

=10-3×1,000×9.80665×（（300/3,600）× 75 ）/（ /100) 

=  kW 

≒  kW 

P ： 必要軸動力（kW） 

ρ ： 流体の密度（kg/m3） ＝1,000 

g ： 重力加速度（m/s2） ＝9.80665 

Q ： ポンプ容量（m3/h） ＝300 

H ： ポンプ揚程（m） ＝75（図 15 参照） 

η ： ポンプ効率（％）＝  （図 15 参照） 

（参考文献：「ターボポンプ用語」（JIS B 0131-2017）） 

以上より，移動式代替熱交換設備淡水ポンプの原動機出力は，必要軸動力を上回る

110kW/台とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 移動式代替熱交換設備淡水ポンプ性能曲線 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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名 称 大型送水ポンプ車 

容 量 m3/h/個 900以上（注１） (1,800（注２）) 

吐 出 圧 力 MPa 0.82以上（注１）（1.4（注２）） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.4 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

原 動 機 出 力 kW/個 1,193 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

大型送水ポンプは，重大事故等時の原子炉補機冷却系機能喪失時に，残留熱除去

系熱交換器の冷却を行うため設置する。 

1.容量の設定根拠

大型送水ポンプ車の容量は，保守性を有した評価による原子炉停止８時間経過後

の崩壊熱（約 23MW）を除去するために必要な流量 780m3/hと同時に使用する代替淡

水源への海水補給 120m3/hの合計である 900m3/h以上とし，容量 1,800m3/h のポン

プを１台設置する。 

なお，移動式代替熱交換設備淡水ポンプの容量を上記のように設定することで，

残留熱代替除去系を使用する有効性評価「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）残留熱代替除去系を使用する場合」で，事故発生 10 時間後

に残留熱代替除去系による原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイの同時

運転で冷却効果が確認されている。 

具体的には，図７に有効性評価「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）残留熱代替除去系を使用する場合」のサプレッション・プール水温

を示すように，原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイの同時運転を開始し

た後に，温度上昇が抑制されていることが確認できている。 

また，有効性評価「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」で，事故発生

10 時間後に残留熱代替除去系による格納容器スプレイおよび格納容器スプレイに

よる原子炉格納容器下部への注水の冷却効果が確認されている。 

具体的には，図８に有効性評価「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の

サプレッション・プール水温を示すように，格納容器スプレイおよび格納容器スプ

レイによる原子炉格納容器下部への注水を開始した後に，温度上昇が抑制されてい

ることが確認できている。 

50-7-19

457



2.吐出圧力の設定根拠

移動式代替熱交換設備への送水に必要な吐出圧力 

移動式代替熱交換設備への送水に必要な大型送水ポンプ車の吐出圧力は，下記を

考慮する。 

①熱交換器ユニット内の圧力損失 ：  MPa 

②ホース直接敷設の圧損 ：  MPa ※１ 

③エルボの使用による圧損 ：  MPa ※１ 

④機器類の圧力損失 ：  MPa 

①～④の合計 ： 0.35MPa 

代替淡水源への海水補給に必要な吐出圧力 

代替淡水源への海水補給に必要な大型送水ポンプ車の吐出圧力は，下記を考慮す

る。 

①静水頭 ：  MPa 

②ホース直接敷設の圧損 ：  MPa 

③エルボの使用による圧損 ：  MPa 

④機器類の圧力損失 ：  MPa 

①～④の合計 ： 0.82MPa 

  上記から，大型送水ポンプ車の必要吐出圧力は 0.82MPa[gage]以上とし，

1.4MPa[gage]とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図９ 大型送水ポンプ車 送水ポンプ性能曲線 

上記の必要吐出圧力の確認に加え，以下の通り，使用条件下において送水ポンプ

がキャビテーションを起こさないことを確認した。 

大型送水ポンプ車は移動式熱交換設備への送水 780m3/hと同時に輪谷貯水槽（西）

への海水補給 120m3/hも行うため，取水ポンプの流量は 900m3/hとして計算する。 

大型送水ポンプ車は取水槽に投入した取水ポンプにより，取水される海水を送水

ポンプを用いて送水する構造となっている。使用状態での各機器の配置イメージ図

を図 10 に示す。この場合における海面は，通常時の平均海面では送水ポンプの約

10m下位，津波時の引き波と干潮との重畳を考慮した海面では送水ポンプの約 16.5

下位となる。また，取水ポンプは，キャビテーションの発生を防止するために，海

面から 1.0m以上水没させて使用する必要がある。 

これを踏まえ，取水ポンプの吐出部のホースの長さが 60m であることから，海面

が最も低い状態になった場合（大型送水ポンプ車から約 17.5 下位，取水箇所から

大型送水ポンプ車までの水平距離約 25m）でも，海水を取水することが可能である。 

また，送水ポンプの必要吸込水頭が約 10m以上であるのに対し，必要流量 900m3/h

を確保した場合における水中ポンプの全揚程は約 50mであり，ホース圧損（約 2m）

と静水頭（約 16.5m）を考慮しても，送水ポンプの有効吸込水頭（約 30m（＝

50m-2m-16.5m））は，必要吸込水頭を上回ることを確認した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 10 大型送水ポンプ車概要図 

3.最高使用圧力の設定根拠

大型送水ポンプ車の最高使用圧力は，大型送水ポンプ車のメーカ規格圧力であ

る 1.4MPa とする。 

4.最高使用温度の設定根拠

大型送水ポンプ車の最高使用温度は，海水温度が 30℃の裕度を考慮し，40℃と

する。 

5.原動機出力の設定根拠

大型送水ポンプ車の原動機については，必要な性能を発揮する出力を有するも

のとして 1,193 kW とする。 
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ホースの湾曲による圧力損失に対する考え方 

 

消防用ホースの圧力損失の評価については，実際に配備するホースのメーカが

様々であること，また，今後のホース調達先や年式等の種別による個体差等を考

慮し，『機械工学便覧』における理論値を使用する。 

 

消防用ホースの湾曲による圧力損失への影響について 

 ※300A ホースの湾曲個所について，ホースの湾曲による圧力損失大きくなる曲

率半径が小さい曲り箇所にはエルボを使用することから，エルボを使用した

場合の圧力損失を計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 想定される消防ホースの引き回し例（イメージ図） 

 

＜流量エルボ１個（90°）あたりの圧力損失：  ＞ 

      ＝ζ
 
 
  

  
 

 

ここで g＝9.8m/s2，1m=0.0098MPaとし 

        ＝ζ
 
 

  

    
 

 

で表され，滑らかな壁面の場合，損失係数ζbは 

 

  (  ρ)     では ζ
 

        αθ  
    (ρ  )    

  (  ρ)     では ζ
 

        αθ  
     (ρ  )     

 

 

移動式代替熱交換設備 

大型送水ポンプ車 

１湾曲（90°）のエルボを

４個使用した場合 

エルボ 
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ここで Re＝νd/v，νは動粘性係数，ｄはエルボ内径，vは流速，ρは曲率半径，

θは度，αは表７のように与えられる 

表１ αの数値 

θ 45° 90° 180° 

α 1＋5.13(ρ/d)－1.47 

0.95＋4.42(ρ/d)－1.96

(ρ/d＜9.85 の場合) 

1.0 

(ρ/d＞9.85 の場合) 

1＋5.06(ρ/d)－4.52 

（例として 300A，流量 1,000m3/hの場合の値を記載する） 

ρ＝0.596[m]  

d＝0.2979[m] 

ν＝1.792[㎜ 2/s] 

であることから 

  v ＝1000/(0.2979/2)2π/3,600＝3.9853… 

≒3.99[m/s] 

Re＝νd/v＝1.792×0.2979/3.99/1,000/1,000 

≒6.6×105

Re(d/ρ)2＝6.6×105×(0.2979/0.596)2 

≒165519＞364より 

ここで 

ρ/d＝0.596/0.2979 

 ＝2.00067… 

 ≒2 

であるため 

  α＝0.95+4.42×2-1.96

＝2.085319 

ζb＝0.00431αθRe-
0.17 (ρ/d)0.84 

  ＝0.00431×2.085319×90×(6.6×105)-0.17(0.596/0.2979)0.84 

＝0.148346… 
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≒0.15 

となり 

 hb＝0.15×3.992/2000 

     ＝0.0119400… 

≒0.012[MPa] 
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50-8 接続図

464



 

図１ 格納容器フィルタベント系の可搬設備配置図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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50-9 保管場所図
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図１ 屋外保管場所配置図（残留熱代替除去系） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

50-9-1

468



図２ 屋外保管場所配置図（格納容器フィルタベント系） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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50-10アクセスルート図
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島根原子力発電所２号炉『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて』

より抜粋 

図１ 保管場所及びアクセスルート図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ フィルタベント操作（現場）（1/4） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ フィルタベント操作（現場）（2/4） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ フィルタベント操作（現場）（3/4） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ フィルタベント操作（現場）（4/4） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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50-11 その他設備

476



 

 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための自主対策設備の概要につい

て以下に示す。 

 

（１）スクラバ容器薬剤濃度 

フィルタ装置（スクラバ容器）への薬剤の補給については，図１に記載のと

おり，常設設備により補給が可能な設計としている。 

各スクラバ容器への補給ラインは容器毎にそれぞれ設置している。各ライン

の配管圧損は小さく，各スクラバ容器の液相部は，連結管により相互に接続し

ているため，ほぼ均等に補給でき，スクラビング水の水量および薬剤の濃度は

均一になると考えられるが，薬剤の補給後は図２に記載のとおり循環運転を実

施し，スクラビング水の均一性を確保する設計としている。 

 

図１ フィルタ装置廻り系統概要図（補給時） 

 

 

図２ フィルタ装置廻り系統概要図（循環運転時） 
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（２）格納容器ｐＨ制御

格納容器フィルタベント系を使用する際，原子炉格納容器内が酸性化する

ことを防止し，サプレッション・プール水中に捕集されたよう素の再揮発を

抑制するために，サプレッション・プール水ｐＨ制御系等により原子炉格納

容器内に薬液を注入する手段を整備している。 

サプレッション・プール水ｐＨ制御系は，図３に示すように，圧送用窒素

ボンベにより薬液タンクから水酸化ナトリウムを圧送し，サプレッション・

チェンバにスプレイする構成とする。

サプレッション・プール水ｐＨ制御系使用後に，残留熱代替除去ポンプを

使用することにより，サプレッション・チェンバのプール水を薬液として，

ドライウェルスプレイ配管からドライウェルにスプレイすることが可能であ

る。また，通常運転中より予めペデスタル内にアルカリ薬剤を設置すること

により，原子炉冷却材喪失事故発生直後においても原子炉格納容器内の酸性

化を防止することが可能である。 

更に，次項に示す通り，原子炉格納容器内に水酸化ナトリウムを注入する

ことにより，原子炉格納容器へ及ぼす悪影響はないことを確認している。 

薬液タンクに貯蔵する薬液は，原子炉格納容器内に敷設された全てのケー

ブルが溶融し，ケーブルに含まれる酸性物質（塩素）が溶出した際でも，原

子炉格納容器内のサプレッション・プール水が酸性化することを防止するた

めに必要な容量を想定し，水酸化ナトリウム（ ［wt%］水溶液） ［m3］

とする。また，ペデスタル内に設置するアルカリ薬剤は，ペデスタル内に敷

設された全てのケーブルが溶融し，ケーブルに含まれる酸性物質（塩素）が

溶出した際でも，ペデスタル内の蓄水が酸性化することを防止するために必

要な容量とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 格納容器ｐＨ制御 概略系統図 
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(ⅰ) ｐＨ制御による原子炉格納容器への悪影響の確認について  

（ａ）格納容器バウンダリに対する影響  

薬液をサプレッション・チェンバに注入した場合，サプレッショ

ン・プール水の水酸化ナトリウム濃度は最大で  wt%，ｐＨは約

となる。 

またサプレッション・プールへ所定量の薬液を注入した後には，薬

液を含まない低圧原子炉代替注水槽，輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯

水槽（西２）の水を低圧原子炉代替注水ポンプ又は大量送水車により

注水することで，薬液注入配管のうち，材質が炭素鋼である残留熱除

去系配管について，薬液が局所的に滞留・濃縮することはない。  

原子炉格納容器の鋼材として使用している炭素鋼のアルカリ腐食

への耐性を図４，５に示す。ｐＨ制御操作時の濃度ではアルカリ腐食

割れは発生せず，また，塩化物による孔食，すきま腐食，ＳＣＣの発

生を抑制することができる。  

また，原子炉格納容器バウンダリで主に使用しているシール材は，

耐熱性能に優れた改良ＥＰＤＭ材に変更しているが，この改良ＥＰＤ

Ｍ材について事故環境下でのシール性能を確認するため，表１の条件

で蒸気暴露後の気密試験を実施し，耐アルカリ性能を確認した。  

なお，サプレッション・チェンバにある電気配線貫通部は低圧用の

みであり，モジュール部がサプレッション・チェンバ外にあること及

びサプレッション・チェンバ内外とも接続箱に覆われていることから，

ｐＨ制御による影響はない。  

一方，ドライウェルに設置されている高圧用電気配線貫通部につい

ては，低圧用電気配線貫通部と同様に，原子炉格納容器内外とも接続

箱に覆われていることから，ｐＨ制御による影響はない。  

表１ 改良ＥＰＤＭ材耐アルカリ性確認試験 

これらから，ｐＨ制御薬液による原子炉格納容器バウンダリへの悪

影響は無いことを確認した。  

なお，水酸化ナトリウムの相平衡を図６に示すが，本系統使用後の

濃度である  wt%では，水温が 0℃以上であれば相変化は起こらず，

析出することはない。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図４ アルカリ腐食割れに及ぼす温度，濃度の影響[1]

図５ 炭素鋼の腐食に及ぼす pHの影響[1]
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図６ 水酸化ナトリウムの水系相平衡図 [2] 

50-11-6

482



（ｂ）水素の発生について  

原子炉格納容器内では，配管の保温材等にアルミニウムを使用して

いる。アルミニウムは両性金属であり，水酸化ナトリウムに被水する

と式①に示す反応により水素が発生する。  

また，原子炉格納容器内のグレーチングには，亜鉛によるめっきが

施されている。亜鉛も両性金属であり，式②に示すとおり，水酸化ナ

トリウムと反応することで水素が発生する。

これらを踏まえ，事故時に想定されるサプレッション・チェンバ内

の水素の発生量を評価する。なお，実際に薬液と反応する金属はスプ

レイの飛散範囲内と考えられるが，保守的に格納容器内の全ての亜鉛

とアルミニウムが反応し水素が発生するとして評価を行う。  

Al ＋ NaOH ＋ H2O → NaAlO2 ＋ 3/2H2↑ （式①）  

Zn ＋ NaOH ＋ H2O → NaHZnO2 ＋ H2↑  （式②） 

  ａ）亜鉛による水素発生量  

格納容器内の亜鉛の使用用途はグレーチングの亜鉛メッキであ

る。そのためグレーチングの亜鉛メッキ量を調査し，これらの全て

が薬液と反応した場合の水素発生量を評価した。  

【算出条件】 

・ドライウェル グレーチング表面積：約 3,135m2

・サプレッション・チェンバ グレーチング表面積：約 930m2

・亜鉛メッキ膜厚：80μm

(JIS H8641-2007 溶解亜鉛メッキ厚判定基準値(最大値)76μm より) 

・亜鉛密度：7.2g/cm3

・亜鉛原子量：65.38

【計算結果】 

上記条件より，亜鉛量はドライウェルで約 1,806 kg，サプレッシ

ョン・チェンバで約 536 kg となり，合計約 2,350 kg となる。そして，

式②よりこの亜鉛が全量反応すると，水素の発生量は約 73 kg となる。 

  ｂ）アルミニウムによる水素発生量  

格納容器内のアルミニウムの使用用途は保温材の外装材やドライ

ウェルクーラー（ＤＷＣ）のアルミフィンである。そのため，これら

の全てが薬液と反応した場合の水素発生量を評価した。  
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【算出条件】  

・保温材に含まれるアルミニウムの体積:約 0.5843m3

・アルミニウム密度:2.7g/m3

・ＤＷＣに含まれるアルミニウムの質量:約 1,761kg

【計算結果】  

上記条件より，原子炉格納容器内に存在するアルミニウム量は，

約 3,339 kg となる。そして，式②よりこの亜鉛が全量反応すると，

水素の発生量は約 374 kg となる。  

  ｃ）水素発生による影響について  

水－ジルコニウム反応等により格納容器内で発生する水素量は，

有効性評価上の大ＬＯＣＡシナリオで約 210kg であり，薬液注入に

より亜鉛とアルミニウムが全量反応したとしても，事故時の格納容

器内の気相は水蒸気が多くを占めていることから，格納容器の圧力

制御には影響がない。  

また，格納容器内は窒素ガスにより不活性化されており，本反応

では酸素の発生がないことから，水素の燃焼は発生しない。  

これらのことから，ｐＨ制御に伴って格納容器内に水素が発生す

ることを考慮しても，影響はないものと考える。  

《参考文献》  

[1] 小若正倫「金属の腐食損傷と防食技術」アグネ承風社，2000年

[2] Gmelins Handbuch der anorganischer Chemie, Natrium, 8 Auflage,

Verlag Chemie, Berlin 1928

50-11-8

484



(ⅱ) 残留熱代替除去系運転時の影響について  

サプレッション・プール水ｐＨ制御系は事故後早期に薬液を原子炉格納容

器へ注入する設備であるため，薬液注入後に残留熱代替除去系を使用するこ

とがある。その場合，アルカリ化されたサプレッション・チェンバのプール

水が水源となるため，残留熱代替除去系及び注入先の原子炉圧力容器への影

響として，腐食を考慮する必要がある。 

残留熱代替除去系の配管・ポンプ・弁等は炭素鋼で構成されるが，(ⅰ)(ａ)

で示すとおり pH 制御操作時の濃度ではアルカリ腐食割れは発生せず，また，

塩化物による孔食，すきま腐食，SCC の発生を抑制することができる。 

また残留熱代替除去系の注入先である原子炉圧力容器と炉内構造物につい

ては，その主要部材が SUS316L で構成されており，図４に示すとおり，原

子炉内が高温になったとしても腐食することはない。 
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（３）残留熱代替除去系 残留熱除去系ストレーナ

(ⅰ)残留熱除去系ストレーナの閉塞防止対策について 

島根２号炉では，残留熱除去系ストレーナを含む非常用炉心冷却系スト

レーナの閉塞防止対策として，多孔プレートを組み合わせた大型ストレー

ナを採用するとともに，格納容器内の保温材のうち事故時に破損が想定さ

れる繊維質保温材は撤去することとしているため，繊維質保温材の薄膜効

果※１による異物の捕捉が生じることはない。 

また，重大事故等時に格納容器内において発生する可能性のある異物と

しては保温材(パーライト等)，塗装片，スラッジが想定されるが，ＬＯＣ

Ａ時のブローダウン過程等のサプレッション・プール水の流動により粉砕

され粉々になった状態でストレーナに流れ着いたとしても，繊維質保温材

がなく，薄膜効果による異物の捕捉が生じる可能性がないことから，これ

ら粉状の異物がそれ自体によってストレーナを閉塞させることはない。 

また,残留熱代替除去系を使用開始する時点ではサプレッション・チェン

バ内の流況は十分に静定している状態であり,ストレーナメッシュの通過

を阻害する程度の粒径を有する異物はサプレッション・チェンバ底部に沈

着している状態であると考えられる※２。 

重大事故等時には，損傷炉心を含むデブリが生じるが，仮に原子炉圧力

容器外に落下した場合でも，原子炉圧力容器下部のペデスタルに蓄積する

ことからサプレッション・チェンバへの流入の可能性は低い。万が一，ペ

デスタルからオーバフローし，ベント管を通じてサプレッション・チェン

バに流入する場合であっても，金属を含むデブリが流動により巻き上がる

ことは考えにくく※３，ストレーナを閉塞させる要因になることはないと考

えられる。このため，苛酷事故環境下においても残留熱除去系ストレーナ

が閉塞する可能性を考慮する必要はないと考えている。 

さらに，仮にストレーナ表面にデブリが付着した場合においても，ポン

プの起動・停止を実施することによりデブリは落下するものと考えられ※４，

加えて，長期冷却に対する更なる信頼性の確保を目的に，次項にて示すス

トレーナの逆洗操作が可能な設計としている。

※１：薄膜形成による粒子状デブリの捕捉効果について「薄膜形成によ

る粒子状デブリの捕捉効果」とは，ストレーナの表面のメッシュ(約

1～2㎜)を通過するような細かな粒子状のデブリ(スラッジ等)が，繊

維質デブリにより形成した膜により捕捉され圧損を上昇させるとい

う効果をいう。 

図７ 薄膜形成による粒子状デブリの補足効果のイメージ 
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繊維質保温材の薄膜形成については，NEDO-32686 に対する NRCの

安全評価レポートの AppendixEで実験データに基づく考察として，

「1/8inch 以下のファイバ層であれば，ファイバ層そのものが不均一

であり，圧力損失は小さいと考えられる」，と記載されている。また，

R.G.1.82 においても「1/8inch.(約 3.1㎜)を十分下回るファイバ層

厚さであれば，安定かつ均一なファイバ層ではないと判断される」と

の記載がされており，薄膜を考慮した圧力損失評価は必要ないと考え

られる。 

LA-UR-04-1227においても，この効果の裏付けとなる知見が得られ

ており，理論厚さ 0.11inch(2.79mm)において，均一なベッドは形成

されなかったという見解が示されている。故に，繊維質保温材の堆積

厚さを評価し十分薄ければ，粒径が極めて微細な塗装片等のデブリは

全てストレーナを通過することとなり，繊維質保温材と粒子状デブリ

の混合状態を仮定した圧損評価は不要であると考えられる。 

また，GSI-191 において議論されているサンプスクリーン表面にお

ける化学的相互作用による圧損上昇の知見に関して，上述のとおり繊

維質保温材は使用されておらず，ストレーナ表面におけるデブリベッ

ト形成の可能性がないことから，化学的相互作用による圧損上昇の影

響はないと考えられ，残留熱代替除去系による長期的な冷却の信頼性

に対して影響を与えることはないと考えられる。 

表１ NUREG/CR-6224 において参照されるスラッジ粒径の例 

※２：残留熱代替除去系の使用開始は事故後約 10時間後であり,LOCA後

のブローダウン等の事故発生直後のサプレッション・チェンバ内の

撹拌は十分に静定しており,大部分の粒子状異物は底部に沈着して

いる状態であると考える。また,粒子径が 100μm程度である場合に

浮遊するために必要な流体速度は,理想的な球形状において 0.1m/s

程度必要であり(原子力安全基盤機構(H21.3),PWRプラントのLOCA時
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長期炉心冷却性に係る検討),仮にストレーナメッシュを閉塞させる

程度の粒子径を有する異物がプール内に存在していた場合において

も,ストレーナ表面流速は約 0.008m/s(150m3/hの時)程度であり,底

部に沈降したデブリがストレーナの吸い込みによって生じる流況に

よって再浮遊するとは考えられない。 

※３：RPV破損後の溶融炉心の落下先は格納容器下部（ペデスタル部）で

あり，残留熱代替除去系の水源となるサプレッション・チェンバへ

直接落下することはない。RPVへ注水された冷却水は下部ペデスタル

へ落下し，ベント管を通じてサプレッション・チェンバへ流入する

こととなる(図８参照)。粒子化した溶融炉心等が下部ペデスタル内

に存在している場合にストレーナメッシュを閉塞させる程度の粒子

径を有する異物が流動によって下部ペデスタルから巻き上げられ，

更にベント管からストレーナまで到達するとは考えにくく，溶融し

た炉心等によるストレーナ閉塞の可能性は極めて小さいと考えられ

る。 

図８ RPV破損後の残留熱除去による冷却の流れ 

※４：GSI-191における検討において,サンプスクリーンを想定した試験

においてポンプを停止させた際に付着したデブリは剥がれ落ちると

の結果が示されている(図９参照)。 

当該試験は PWRサンプスクリーン形状を想定しているものである

が,BWR のストレーナ形状は円筒形であり(図７参照),ポンプの起動・

停止によるデブリ落下の効果は更に大きくなるものと考えられ,注水
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流量の低下を検知した後,ポンプの起動・停止を実施することでデブ

リが落下し,速やかに冷却を再開することが可能である。

図 9ポンプ停止により模擬ストレーナから試験体が剥がれ落ちた試験 

(Apri12004,LANL,GSI-191:Experimental Studies of 

Loss-of-Coolant-Accident-Generated Debr is Accumulation and Head Loss with 

Emphasis on th eEffects of Calcium Silicate Insulation) 

図10 BWRにおいて設置されているストレーナ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図11 ２号炉残留熱除去系ストレーナ(据付状態) 

(ⅱ) 閉塞時の逆洗操作について 

前述(ⅰ)の閉塞防止対策に加えて,残留熱代替除去系運転中に,仮に何ら

かの異物により残留熱除去系ストレーナが閉塞したことを想定し, 残留熱

除去系ストレーナを逆洗操作できる系統構成にしている。系統構成の例を

図 12に示しているが,大量送水車を使用した残留熱代替除去系の外部接続

口から構成される逆洗ラインの系統構成操作を行い,大量送水車を起動す

ることで逆洗操作が可能な設計にしている。したがって,残留熱代替除去系

運転継続中に流量監視し,流量傾向が異常に低下した場合は RHARポンプを

停止し,逆洗操作を実施する。 

図12 残留熱除去系ストレーナ逆洗操作の系統構成について 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

51条：原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却す

るための設備 
低圧原子炉代替注水ポンプ 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／屋

外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 使用時に海水を通水又は淡水だけでなく海水も使用可能 Ⅱ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 51-3 配置図，51-4 系統図

第
２
号

操作性 中央制御室操作，操作スイッチ操作，弁操作 
Ａ，Ｂｄ，

Ｂｆ 

関連資料 51-3 配置図，51-4系統図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ，弁（電動弁） Ａ，Ｂ 

関連資料 51-5 試験及び検査

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 51-4系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 51-3 配置図，51-4 系統図

第
６
号

設置場所 現場操作（遠隔），中央制御室操作 Ａｂ，Ｂ 

関連資料 51-3 配置図

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 51-6 容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外部

人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象（サポート系あり）―異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 51-2 単線結線図，51-3 配置図，51-4 系統図

51-1-1
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

51条：原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却す

るための設備 
大量送水車 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
屋外設備 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 使用時に海水を通水又は淡水だけでなく海水も使用可能 Ⅱ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 51-3 配置図，51-4系統図，51-7 接続図，51-8 保管場所図

第
２
号

操作性 設備の運搬・設置，操作スイッチ操作，弁操作，接続作業 
Ｂｃ，Ｂｄ，

Ｂｆ，Ｂｇ 

関連資料 51-3 配置図，51-7 接続図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
ポンプ，弁（手動弁，電動弁） Ａ，Ｂ 

関連資料 51-5 試験及び検査

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 51-4系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他（飛散物） 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 51-4 系統図，51-5 試験及び検査

第
６
号

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 51-7 接続図

第
３
項

第
１
号

可搬型 SAの容量 原子炉建物の外から水又は電力を供給する可搬型設備 Ａ 

関連資料 51-6 容量設定根拠

第
２
号

可搬型 SAの接続性 より簡便な接続 Ｃ 

関連資料 51-7 接続図

第
３
号

異なる複数の接続箇所の確保 複数の機能で同時使用 Ａａ 

関連資料 51-7 接続図

第
４
号

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所の選定） － 

関連資料 51-7 接続図

第
５
号

保管場所 屋外（共通要因の考慮対象設備あり） Ｂａ 

関連資料 51-8 保管場所図

第
６
号

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 51-9 アクセスルート図

第
７
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋外 Ａｂ 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 51-3 配置図，51-4系統図，51-7 接続図，51-8 保管場所図
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

51条：原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却す

るための設備 
コリウムシールド

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉格納容器内設備 Ａ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 51-3 配置図

第
２
号

操作性 操作不要 － 

関連資料 － 

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
その他 Ｍ 

関連資料 － 

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 51-10コリウムシールド設備概要

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 51-3 配置図，51-10コリウムシールド設備概要

第
６
号

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 51-10コリウムシールド設備概要

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象（同一目的の SA

設備なし） 
対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 － 
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51-2 単線結線図
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図１ 単線結線図 

51-2-1
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51-3 配置図

：設計基準対象施設 

：重大事故等対処設備 

498



 

図１ ペデスタル代替注水系（常設）を使用したペデスタル注水に係る 

機器（低圧原子炉代替注水ポンプ）の配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ ペデスタル代替注水系（常設）を使用したペデスタル注水に係る 

機器（低圧原子炉代替注水ポンプ）の配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ ペデスタル代替注水系（常設）を使用したペデスタル注水に係る 

機器（ＦＬＳＲ注水隔離弁）の配置図（原子炉建物１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図４ ペデスタル代替注水系（常設）を使用したペデスタル注水に係る 

機器（弁）の配置図（原子炉建物２階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図５ ペデスタル代替注水系（常設）を使用したペデスタル注水に係る 

機器（弁）の配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図６ ペデスタル代替注水系（常設）を使用したペデスタル注水に係る 

中央制御室操作盤の配置図（制御室建物４階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

51-3-6

504



 

図７ ペデスタル代替注水系（常設）を使用したペデスタル注水に係る 

中央制御室操作盤の配置図（廃棄物処理建物１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図８ ペデスタル代替注水系を使用したペデスタル注水に係る 

SA電源切替盤の配置図（原子炉建物地上３階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図９ コリウムシールドの配置図（原子炉格納容器） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図１ペデスタル代替注水系（常設）を使用したペデスタル内注水

の系統概要図 
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図２ ペデスタル代替注水系（可搬型）Ａ系を使用したペデスタ

ル内注水の系統概要図
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図３ ペデスタル代替注水系（可搬型）Ｂ系を使用したペデスタ

ル内注水の系統概要図
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51-5 試験及び検査
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図１ 運転性能検査系統図（ペデスタル代替注水系（常設）） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 運転性能検査系統図（ペデスタル代替注水系（常設）） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３構造図（低圧原子炉代替注水ポンプ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図４ 運転性能検査系統図（大量送水車） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図５ 運転性能検査系統図（ペデスタル代替注水系（可搬型）） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図６ 構造図（大量送水車） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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51-6 容量設定根拠
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名 称 
低圧原子炉代替注水ポンプ 

（ペデスタル代替注水系（常設）） 

容 量 m3/h/台 150以上（注１）（230（注２）） 

全 揚 程 m 以上（注１）（190（注２）） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 3.92 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

原 動 機 出 力 kW/台 以上（注１）（210（注２）） 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

低圧原子炉代替注水ポンプは重大事故等時に以下の機能を有する。 

ペデスタル代替注水系（常設）として使用する低圧原子炉代替注水ポンプは，炉心の著しい

損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，溶融し，ペデスタル内に

落下した炉心を冷却するために設置する。ペデスタル内に落下した溶融炉心を冷却すること

で，溶融炉心・コンクリート相互作用（MCCI）を抑制し，溶融炉心が拡がり原子炉格納容器バ

ウンダリに接触することを防止する設計とする。

なお，ペデスタル代替注水系（常設）として使用する低圧原子炉代替注水ポンプは，２台設

置しており，このうち必要台数は１台であり，１台を予備として確保する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

１．容量 150m3/h/台以上（注１）／230m3/h/台（注２） 

低圧原子炉代替注水ポンプの容量は，以下を考慮して決定する。 

（１）ペデスタル注水必要容量：120m3/h以上 

原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備として格納容器スプレイにてペデ

スタルに注水する場合に使用する低圧原子炉代替注水ポンプの容量は，格納容器破損防止の

評価事故シーケンスのうち，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱，原子炉圧力容器外

の溶融燃料－冷却材相互作用，溶融炉心・コンクリート相互作用（MCCI）に係る有効性評価

解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において，有効性が確認されているペデスタ

ルへの注水流量が 120m3であることから，１台あたり 120m3/h 以上を注水可能な設計とし，

１台使用する設計とする。 

（２）低圧原子炉代替注水ポンプの最小流量：30m3/h/台 

以上より，ペデスタル代替注水系（常設）として使用する場合の低圧原子炉代替注水ポンプ

の容量は，（１）の必要容量に（２）を加えた容量とし，150m3/h/台以上とする。 

２．全揚程  m以上（注１）／190m（注２） 

原子炉格納容器スプレイにてペデスタル内へ注水する場合の低圧原子炉代替注水ポンプの

揚程は，水源と移送先の圧力差，静水頭，配管及び機器圧損を基に設定する。 

原子炉格納容器と水源の圧力差 ： m 

静水頭  ： m 

配管・機器圧力損失  ： m 

： m 

以上より，ペデスタル代替注水系（常設）として使用する場合の低圧原子炉代替注水ポンプ

の揚程は，  m以上とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

３．最高使用圧力 3.92MPa 

低圧原子炉代替注水ポンプの最高使用圧力は，ポンプ締切運転時の揚程約

に静水頭約 を加えた約  MPaを上回る圧力として 3.92MPa としており，

重大事故等時にペデスタル代替注水系（常設）として原子炉格納容器内にスプレイする場合の

圧力もこれと同等である。 

４．最高使用温度 66℃ 

低圧原子炉代替注水ポンプの最高使用温度は，主配管「低圧原子炉代替注水槽から低圧原子

炉代替注水ポンプ」の最高使用温度に合わせ，66℃とする。 

５．原動機出力 210kW/台 

低圧原子炉代替注水ポンプの原動機出力は，以下の式により，容量及び揚程を考慮して決定

する。 

ＨＱρＰｗ＝103 
g

100
Ｐ

Ｐｗ
η＝ 

（引用文献：日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ0131（2002）「ターボポンプ用語」） 

100／η

ＨＱρ10
＝Ｐ

3 
g

Ｐ ：軸動力（kW） 

Ｐｗ ：水動力（kW） 

ρ ：密度（㎏/m3） ＝1000 

g ：重力加速度（m/s2）   ＝9.80665 

Ｑ ：容量（m3/s）   ＝230／3600 

Ｈ ：揚程（m）   ＝190 

η ：ポンプ効率（％）（設計計画値） ＝

kW≒＝
／100

190
3600

230
9.80665100010

Ｐ＝

3-  








以上より，低圧原子炉代替注水ポンプの原動機出力は，軸動力を上回る出力とし，210kW/台

とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

図１ 低圧原子炉代替注水ポンプ性能曲線 

R
2

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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名 称 大量送水車 

容 量 m3/h/台 120以上（注１）（168以上（注２）） 

吐 出 圧 力 MPa[gage] 1.33以上（注１）（0.85（注２）） 

最 高 使 用 圧 力 MPa[gage] 1.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

原 動 機 出 力 kW/台 230 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：規格値を示す 

【設 定 根 拠】 

大量送水車は，重大事故等時に以下の機能を有する。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）として使用する大量送水車は，炉心の著しい損傷が発生し

た場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，溶融し，ペデスタル内に落下した炉心

を冷却するために設置する。 

大量送水車は複数の代替淡水源（輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２））を水源とし

て原子炉建物外壁に設置されている複数の接続口に接続し，復水輸送系配管及び補給水系配管

を経由して，ペデスタル内に落下した溶融炉心を冷却することで溶融炉心・コンクリート相互

作用（MCCI）を抑制し，溶融炉心が拡がり原子炉格納容器バウンダリに接触することを防止す

る設計とする。 

なお，大量送水車は，重大事故等時において，ペデスタル内への注水に必要な流量を確保で

きる容量を有するものを下図のとおり１セット１台使用する。 

図１ ペデスタル代替注水系（可搬型）によるスプレイ 系統概要図 

輪谷貯水槽 
水中ポンプ 

P 

送水先へ 
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１．容量 120m3/h/台以上（注１）／168m3/h/台以上（注２） 

大量送水車の容量の要求値は，格納容器破損防止対策の重大事故シーケンスのうち，高圧溶

融物放出／格納容器雰囲気直接加熱，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用，溶融炉

心・コンクリート相互作用（MCCI）に係る有効性評価解析において，有効性が確認されている

ペデスタル内への注入量 120m3/h 以上とする。 

なお，大量送水車（A-1 級）は消防法に基づく技術上の規格を満足するものを採用している

ことから，その規格上要求される 168m3/h/台以上を容量の公称値とする。 

２．吐出圧力 1.33Mpa以上（注１）／0.85MPa（注２） 

ペデスタル代替注水系（可搬型）で使用する場合の大量送水車の吐出圧力は，水源と移送先

の圧力差（大気開放である輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）と注水先の圧力），静

水頭，ホース直線敷設の圧損，ホース湾曲による影響，機器及び配管・弁類圧損を基に設定す

る。 

複数あるホース敷設ルートのうち，水源と移送先の圧力差（大気開放である輪谷貯水槽（西

１）及び輪谷貯水槽（西２）と注水先の圧力），静水頭，ホース直線敷設の圧損，ホース湾曲

による影響，機器及び配管・弁類圧損を考慮した結果，最も保守的となる，

 を使用する場合の必要吐出圧力を代表として以下に示す。 

【 の場合】 

最終吐出端必要圧力 約 MPa 

静水頭 約  MPa 

ホース圧損 約 MPa ※１ 

ホース湾曲による影響 約 MPa ※１ 

機器及び配管・弁類圧損 約 MPa 

合 計   約  1.33 MPa 

※１：ホースについては保守的な想定で評価したものである。

湾曲の評価については 51-6-9,10 参照。 

なお，作業性及び他設備との干渉を考慮し，ルートを変更する場合には，ポンプ容量

を変更しない範囲でホースの敷設場所を適切に選定する。 

以上より，大量送水車の吐出圧力の要求値は，約 1.33MPa以上とする。 

なお，大量送水車は消防法に基づく技術上の規格を満足するものを採用していることから，

その規格上要求される性能である 0.85MPaを吐出圧力の公称値とする。 

図２に示すとおり，大量送水車は回転数を変更することで，容量及び吐出圧力の要求値を満

足することが可能である。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 大量送水車性能曲線 

３．NPSH 評価 

大量送水車は,代替淡水源である輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）に投入した取

水ポンプにより取水される水を，送水ポンプを用いて送水する構造となっている。使用状態で

の各機器の配置イメージを図３に示す。 

大量送水車の取水ポンプはキャビテーション防止のために水面から約 0.7m 下位に設置する

必要がある。よって，大量送水車の設置場所（EL 53.2m），輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水

槽（西２）の底面（EL 45.9m），大量送水車の送水ポンプの設置高さ約１ｍから，送水ポンプ

と輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）の水面の高低差は最大で約 7.6m となる。（図

３参照） 

必要流量 120m3/h を確保するために必要な送水ポンプの必要 NPSH が約 1.7m であることに対

し，送水ポンプと輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）の水面の高低差が最大（大量送

水車から約 7.6m下位）となる場合でも，送水ポンプに対する有効 NPSHが約 5.2m※となる。 

以上により，必要 NPSH（約 1.7m）＜有効 NPSH（約 5.2m）となる。 

※内訳は以下のとおり。

取水ポンプの全揚程 約 m 

静水頭  約 -7.60 m

ホース圧損 約 m 

ポンプ吸込口における飽和蒸気圧水頭  約  m 

合計 約  5.2 m 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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大量送水車

EL 53.2m 約
１
m

約
7.
6
m

EL 45.9 m

送水先へ

P 

取水ポンプ運転必要最低水位 約 0.7m 

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２） 

（水位が最も低い条件）

取水ポンプ 

図３ 大量送水車設置概要図 

４．最高使用圧力 1.6MPa 

大量送水車を重大事故等時において使用する場合の最高使用圧力は，接続先のホースと同等

とすることから 1.6MPa とする。 

５．最高使用温度 40℃ 

大量送水車を重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，水源である淡水の温度

が常温程度であること，および海水温度が 30℃であることから，余裕を考慮し，40℃とする。 

６．原動機出力 230kW/台 

大量送水車の原動機については，必要な性能（消防法に基づく技術上の規格）を発揮する出

力を有するものとして 230kWとする。 
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ホースの湾曲や余長の圧力損失に対する考え方

消防用ホースの圧力損失の評価については，実際に配備するホースのメーカが様々であるこ

と，また，今後のホース調達先や年式等の種別による個体差等を考慮し，最も一般的な仕様で

ある『新・消防機器便覧「消防水力学」（東京消防庁監修，東京消防機器研究会編著）』におけ

る理論値を使用する。 

消防用ホースの曲がりや余長による圧力損失への影響の考え方については以下のとおり。 

＜ホース余長少＞ <ホース余長大＞  ＜ホース余長大（障害物あり）＞ 

建屋接続口 建屋接続口 建屋接続口 

図４ 想定される消防ホースの引き回し例（イメージ図） 

＜１湾曲（90°）あたりの圧力損失： ＞ 

〇

ホースの湾曲によるベンドの損失係数は新・消防機器便覧に記載されている曲率半径

１mにおける 90°湾曲時のベンド損失係数であり，次式，表１のうち数値の大きい方を

使用する。 

① 
ホース１本

消防車 

障害物 

① ②

③ 

④ 

⑤ ⑥

消防車 

② 

③ ④ 

消防車 

○数字は湾曲（90°）回数
であり，本例では湾曲箇所
が４回生じる場合
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表１ ベンド損失係数 fb 

（出典：新・消防機器便覧より） 

（例として 150A，流量 120m3/h の場合の値を記載する。） 

となり壁面は“なめらか”であることから 

表から fb は 0.105 となる。 

   式からの計算値 0.14 ＞ 表の値 0.105 であるため 

＝ 0.14[MPa]･･･（ⅰ） とする。 

〇v：流速 

v＝Q/A 

Q：流量について 

ペデスタル代替注水系（可搬型）で使用する場合は 

Q＝120[m3/h]＝2.0[m3/min]となる。 

A：管路の断面積について 

A＝πr2であることから，150A のホースの場合，r＝管内径/2 となり，管内径 0.1535m

より r＝0.07675[m]となる。 

よって，A＝0.0185057[m2] 

v＝Q/A より 

＝108.074[m/min]=1.8012[m/s] ･･･（ⅱ） 

〇上記（ⅰ）（ⅱ）より，1 湾曲（90°）あたりの圧力損失を求める。 
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51-7 接続図

530



図１ 接続図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 接続図（建屋内接続 原子炉建物１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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51-8 保管場所図
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図１ 保管場所図（位置的分散） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 保管場所図（機器配置） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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51-9 アクセスルート図

536



島根原子力発電所２号炉『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて』よ

り抜粋 

図１ 保管場所及びアクセスルート 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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１． 設備概要 

 炉心損傷後に原子炉圧力容器底部が破損し，ペデスタル内への溶融炉心の落下

に至り，落下してきた溶融炉心がペデスタルの床ファンネルからドレン配管を経

て，ドライウェル機器ドレンサンプ及びドライウェル床ドレンサンプ（以下「ド

ライウェルサンプ」という。）内に流入する場合，ドライウェルサンプ底面から原

子炉格納容器バウンダリである鋼板までの距離が短いことから，ドライウェルサ

ンプ底面コンクリートの浸食により溶融炉心が鋼板に接触し，原子炉格納容器の

バウンダリ機能が損なわれる恐れがある。ドライウェルサンプへの溶融炉心の流

入を防ぎ，溶融炉心が原子炉格納容器バウンダリに接触することを防止するため

に，ペデスタル内にコリウムシールドを設置する。 

 図１にペデスタルのドライウェルサンプ概要図，図２にコリウムシールド概要

図，表１にコリウムシールド仕様を示す。 

コリウムシールドの耐熱材には，高い融点（約 2,700℃）を有するジルコニアを

用い，またコリウムシールドの形状については，全溶融炉心がペデスタル内に落

下したとしても，コリウムシールドが破損することなく，溶融炉心がドライウェ

ルサンプへ流入することが無い設計としている。

さらに，次項以降に示す通り，ペデスタル内にコリウムシールドを設置するこ

とによって，原子炉格納容器及びペデスタル代替注水系の機能に及ぼす悪影響が

ないことを確認している。 

図１ ドレンサンプ概要図
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図２ コリウムシールド概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表１ コリウムシールド仕様 

耐熱材主成分 ジルコニア（ZrO2） 

外径 ペデスタル床全面 

厚さ 100mm 以上 

２． コリウムシールドの周辺設備への悪影響の有無について 

コリウムシールドの設置により設計基準事故対処設備並びに重大事故等対処設

備に対し悪影響を及ぼす可能性があることから，コリウムシールドの設置による

悪影響の有無について確認を行った。 

２．１ 設計基準事故対処設備への悪影響の有無について 

２．１．１ 原子炉格納容器機能への悪影響の有無について 

 原子炉格納容器機能への影響評価として，空間容積，耐震性，強度，フランジ

部開口量の４つの観点から検討を行い，原子炉格納容器機能への悪影響がないこ

とを確認した。確認結果を表２に示す。 

表２ 原子炉格納容器機能への悪影響の有無確認結果 

確認結果 確認内容 

空間容積 悪影響なし 

耐震性 悪影響なし 

強度 悪影響なし 

コリウムシールドは原子炉格納容器の閉じ込

め機能に係る箇所に設置される設備ではなく，

かつ事故時の原子炉格納容器内温度，圧力を増

大させる設備ではないことから，原子炉格納容

器強度への悪影響なし。 

フランジ部

開口量
悪影響なし 

コリウムシールドは事故時の原子炉格納容器

フランジ部の開口量を増大させる設備ではな

いことから，原子炉格納容器フランジ部開口量

への悪影響なし。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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２．１．２ 原子炉冷却材漏えい検出機能への悪影響の有無について 

コリウムシールドは，原子炉冷却材漏えい検出機能を有するドライウェル床ド

レンへの流入元であるペデスタル内床ドレンファンネルを覆うように設置され，

原子炉冷却材漏えい検出機能に悪影響を及ぼす可能性があることから，コリウム

シールド設置による漏えい検出機能への影響について検討を行い，原子炉冷却材

漏えい検出機能への悪影響がないことを確認した。確認結果を表３に示す。 

表３ 原子炉冷却材漏えい検出機能への悪影響の有無確認結果 

確認結果 確認内容 

原子炉冷却材漏

えい検出機能 

悪影響なし コリウムシールドは，漏えいした原子炉冷却材を

ドライウェル床ドレンに通じる床ドレンファン

ネルへ導くためのスリットを複数設ける設計と

なっていることから，原子炉冷却材漏えい検出機

能への悪影響なし 

 ドライウェル床ドレンサンプへの漏えい水の流入量が 1gpm(0.23m3/h)以上と

なった場合に，原子炉冷却材の漏えいが検出される※設計となっていることから，

コリウムシールド下部に設置したスリットを通過する漏えい水の流量が，スリッ

ト一箇所あたりで 1gpm 以上となるよう，スリットの幅，高さを設定した。スリ

ットは床面に 箇所（幅×高さ： ）を設置する。

※LBB(Leak Before Break)の概念より

 加えて，スリットが溶融炉心のドライウェル床ドレンサンプへの有意な流入経

路となることがないよう，スリットに溶融炉心が侵入したとしても，スリット内

で溶融炉心が凝固しドライウェル床ドレンサンプへ流入しないスリット長さを設

定した。なお，溶融炉心のスリット内での凝固評価に当たっては実際に溶融炉心

を用いた試験による確認が困難であることから，純金属の凝固を行う

モデル及び モデル，また合金の凝固評価を行う モデルを

用いて凝固距離評価を行い，各々の評価結果を包絡するようにスリット長さを設

定した

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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２．３ 重大事故等対処設備への悪影響の有無について 

２．３．１ ペデスタル代替注水系への悪影響の有無について 

コリウムシールドが設置されるペデスタル内にはペデスタル代替注水系の放水

口が設置されており，コリウムシールド設置により，ペデスタル代替注水系の機

能に悪影響を及ぼす可能性があることから，コリウムシールド設置による注水機

能への影響について検討を行い，ペデスタル代替注水系への悪影響がないことを

確認した。確認結果を表４に示す。 

表４ ペデスタル代替注水系への悪影響の有無確認結果 

確認結果 確認内容 

ペデスタル代

替注水系機能 

悪影響なし コリウムシールドとペデスタル代替注水系放水口

の設置位置は垂直方向で約 m 離れており，コリウ

ムシールドが注水を妨げることはないことから，ペ

デスタル代替注水系機能への悪影響なし。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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51-11 格納容器スプレイ時のペデスタルへの流入経路について
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格納容器スプレイ時のペデスタルへの流入経路について 

格納容器スプレイを行った場合，スプレイ水は以下の経路によりペデスタルに流入す

る。図１に流入経路の概要を示す。 

①の経路について

格納容器スプレイによりドライウェル床に落下したスプレイ水は，ドライウェル床

面を流れ，ドライウェルサンプに流れ込む。その後ドライウェルサンプ水位が上昇し，

満水になるとドライウェル床面に水が溜まる。 

②の経路について

ドライウェル床面に溜まった水の水位が上昇すると，図２に示すとおり，ベント管

入口下端の高さより制御棒駆動機構搬出入口下端の高さの方が低いため，サプレッシ

ョン・チェンバ側に流出することはなく，制御棒駆動機構搬出入口よりペデスタルに

流入する。 

以上より，確実にペデスタルに水張りすることが可能である。 

図１ 格納容器スプレイのペデスタルへの流入経路の概要図 

制御棒駆動機構
搬出入口

ドライウェルサンプ

ドライウェルスプレイヘッダ

スプレイ水

ペデスタル

②
①

ベント管

サプレッション・チェンバ
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図２ 原子炉格納容器 断面図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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51-12 その他設備
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原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための自主対策設備の概要について

以下に示す。 

（１）復水輸送系によるペデスタル注水

復水輸送系によるペデスタル内への注水は，炉心の著しい損傷が発生した

場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，復水輸送ポンプを用い，

中央制御室から遠隔で弁操作し，復水貯蔵タンクを水源として，復水輸送系

配管を経由してペデスタル内へ注水し，溶融炉心を冷却する機能を有する。 

図１ 復水輸送系によるペデスタル内注水 概略系統図 
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№ 機器名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

③ ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

⑥ａｂ ＭＵＷ ＰＣＶ代替冷却外側隔離弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 
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（２）消火系によるペデスタル内注水

消火系によるペデスタル内への注水は，炉心の著しい損傷が発生した場合

において原子炉格納容器の破損を防止するため，消火ポンプ又は補助消火ポ

ンプを用い，中央制御室から遠隔で弁操作し，ろ過水タンク又は補助消火水

槽を水源として，消火系配管を経由してペデスタル内へ注水し，溶融炉心を

冷却する機能を有する。 

図２ 消火系によるペデスタル内注水 概略系統図 

（消火ポンプを使用した場合） 
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⑤※２ ⑤※１

№ 機器名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

③ ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 弁開→弁閉 スイッチ操作 中央制御室 

⑤※１ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁（消火系） 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑤※２ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦ ab ＭＵＷ ＰＣＶ代替冷却外側隔離弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 
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図３ 消火系によるペデスタル内注水 概略系統図 

（補助消火ポンプを使用した場合） 
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№ 機器名称 状態の変化 操作方法 操作場所 
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⑤※２ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 

⑦ ab ＭＵＷ ＰＣＶ代替冷却外側隔離弁 弁閉→弁開 スイッチ操作 中央制御室 
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52条 補足説明資料 

52-1 ＳＡ設備基準適合性 一覧表

52-2 単線結線図

52-3 配置図

52-4 系統図

52-5 試験及び検査

52-6 容量設定根拠

52-7 計装設備の測定原理

52-8 水素ガス及び酸素ガス発生時の対応について

52-9 接続図

52-10 保管場所図

52-11 アクセスルート図

52-12 その他設備
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52-1 ＳＡ設備基準適合性 一覧表 
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

52条：水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するための設備 
可搬式窒素供給装置 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
屋外設備 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） - 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） - 

関連資料 52-3配置図，52-9接続図，52-10保管場所図

第
２
号

操作性 工具，設備の運搬・設置，操作スイッチ操作，弁操作，接続作業 

Ｂｂ，Ｂ

ｃ，Ｂｄ，

Ｂｆ，Ｂｇ 

関連資料 52-3配置図，52-4系統図，52-9接続図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
圧縮機，弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 52-5試験及び検査
第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 52-4系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他（飛散物） 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 52-3配置図，52-4系統図，52-5試験及び検査
第
６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 52-3配置図，52-4系統図，52-9接続図

第
３
項

第
１
号

可搬型 SAの容量 負荷に直接接続する設備 Ｂ 

関連資料 52-6容量設定根拠

第
２
号

可搬型 SAの接続性 より簡便な接続 Ｃ 

関連資料 52-3配置図，52-9接続図

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 - 

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所の選定） - 

関連資料 52-9接続図

第
５
号

保管場所 屋外（共通要因の考慮対象設備あり） Ｂａ 

関連資料 52-3配置図，52-10保管場所図

第
６
号

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 52-11アクセスルート図

第
７
号

共
通
要
因
故
障

防
止

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象（同一目的のＳＡ

設備，代替対象ＤＢ設備なし） 
対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） 対象外 

関連資料 52-3配置図，52-4系統図，52-9接続図，52-10保管場所図

52-1-1
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

52条：水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するための設備 
格納容器水素濃度（ＳＡ） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 52-3 配置図 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 52-3 配置図 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 52-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 52-4 系統図 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 その他 Ａｅ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 ― 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 52-3 配置図 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として使用するもの Ａ 

関連資料 52-6 容量設定根拠 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋内 Ａa 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 52-2 単線結線図，52-3 配置図 
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

52条：水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するための設備 
格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 52-3 配置図

第
２
号

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 58‐3 配置図 

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 52-5 試験及び検査

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 52-4 系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 その他 Ａｅ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 ― 

第
６
号

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 52-3 配置図

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として使用するもの Ａ 

関連資料 52-6 容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象 

（同一目的のＳＡ設備あり） 
Ｂ 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 52-2 単線結線図，52-3 配置図
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

52条：水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するための設備 
格納容器水素濃度 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 52-3 配置図 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 52-3 配置図 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 52-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 52-4 系統図 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 ― 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 52-3 配置図 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 52-6 容量設定根拠 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋内 Ａa 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 52-2 単線結線図，52-3 配置図 
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

52条：水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するための設備 
格納容器酸素濃度 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 52-3 配置図 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 58‐3 配置図 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 52-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 52-4 系統図 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 ― 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 52-3 配置図 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 52-6 容量設定根拠 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象 

（同一目的のＳＡ設備あり） 
Ｂ 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 52-2 単線結線図，52-3 配置図 
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52-2 単線結線図
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図１ 単線結線図 
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52-3 配置図

：設計基準対象施設を示す。 

：重大事故等対処設備を示す。 

560



 

図１ 機器配置図（原子炉建物中２階） 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 機器配置図（原子炉建物３階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 機器配置図（中央制御室） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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52-4 系統図
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１．窒素ガス代替注入系 

図１ 窒素ガス代替注入系 系統概要図 

表１ 弁リスト 

No. 弁名称 

1 ＡＮＩ 代替窒素供給ライン元弁（Ｄ／Ｗ側） 

2 ＡＮＩ 代替窒素供給ライン元弁（Ｓ／Ｃ側） 
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２．計装設備の系統概要図 

格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）の系統概要図を図２

に示す。 

図２ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

に関する系統概要図 

原子炉 

圧力容器 

サプレッション・

チェンバ

原子炉格納容器 

H2E O2E 

H2E 

O2E 

冷却器 

サンプリング

ポンプ

指示計 

中央制御室 原子炉建物 ：水素検出器 

：酸素検出器 

：サンプリング配管 

：信号系 制御盤 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 
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格納容器水素濃度及び格納容器酸素濃度の系統概要図を図３に示す。 

図３ 格納容器水素濃度及び格納容器酸素濃度に関する系統概要図 

原子炉 

圧力容器 

サプレッション・

チェンバ

原子炉格納容器 

H2E 

H2E 

O2E 

除湿器 

サンプリング

ポンプ

指示計 

中央制御室 原子炉建物 ：水素検出器 

：酸素検出器 

：サンプリング配管 

：冷却系 

：信号系 
制御盤 

O2E 

冷却器

サンプリング

ポンプ

原子炉補機 

代替冷却系

格納容器水素濃度 

格納容器酸素濃度 
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52-5 試験及び検査
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図１ 可搬式窒素供給装置構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 計装設備の試験及び検査① 

基
準
ガ
ス 

水素濃度検出器 

酸素濃度検出器 
ＦＤ※ 

ＳＰＤＳ 

データ 

表示装置 

中央制御室 

緊急時対策所 ① 

① 基準ガスによる検出器の校正並びに中央制御室のＦＤ及びＳＰＤＳデータ表示装置（緊
急時対策所）までのループ試験を実施（点検・検査）

※ＦＤ：フラットディスプレイ
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①サンプリング装置の運転性能，漏えいの確認を実施（点検・検査） 

図３ 計装設備の試験及び検査② 

① 

① 
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52-6 容量設定根拠 
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名 称 可搬式窒素供給装置 

容 量 Nm3/h/台 約 100 

【設 定 根 拠】 

可搬式窒素供給装置は，原子炉格納容器内の水の放射線分解によって発生する酸

素の濃度上昇を抑制可能な設計とし，有効性評価シナリオである大 LOCA+SBO+ECCS

故障（残留熱代替除去系を使用する場合）において，事故後７日間（168時間）は

原子炉格納容器内のドライ条件の酸素濃度が可燃限界である 5.0vol%に到達しない

容量である約 100Nm3/h/台を有する設計とする。（図１，図２） 

図１ ドライウェル気相濃度推移 

（大 LOCA+SBO+ECCS故障（残留熱代替除去系を使用する場合）） 

図２ サプレッション・チェンバ気相濃度推移 

（大 LOCA+SBO+ECCS故障（残留熱代替除去系を使用する場合）） 

窒素ガス代替注入系により窒素ガス約 100Nm3/h 注入開始 

（事故後 12 時間後） 

窒素ガス代替注入系により窒素ガス約 100m3/h 注入開始 

（事故後 12 時間後） 

ドライ条件の酸素濃度 5%未満を維持 

ドライ条件の酸素濃度 5%未満を維持 
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1. 格納容器水素濃度（ＳＡ）

(1) 設置目的

格納容器水素濃度（ＳＡ）は，重大事故等時に水素濃度が変動する可能性

のある範囲で水素濃度を監視することを目的として格納容器内のガスをサン

プリングし，水素濃度を測定する。 

(2) 設備概要

格納容器水素濃度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有しており，

格納容器水素濃度（ＳＡ）の検出信号は，熱伝導式水素検出器からの電流信

号を演算装置にて水素濃度信号へ変換する処理を行った後，格納容器水素濃

度（ＳＡ）を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図１「格

納容器水素濃度（ＳＡ）の概略構成図」参照。） 

図１ 格納容器水素濃度（ＳＡ）の概略構成図 

(3) 計測範囲

格納容器水素濃度（ＳＡ）の仕様を表１に，計測範囲を表２に示す。

表１ 格納容器水素濃度（ＳＡ）の仕様 

名称 検出器の種類 計測範囲 個数 取付箇所 

格納容器水素濃度 

（ＳＡ） 

熱伝導式水素

検出器 
0～100％ １ 

原子炉建物 

中 2階 

熱伝導式 
水素検出器 

指 示 

記 録(注 1) 

中央制御室 

緊急時対策所 

演算装置 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）
（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備
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表２ 格納容器水素濃度（ＳＡ）の計測範囲 

名称 計測範囲 

プラント状態※１と予想変動範囲 

計測範囲の設定に 

関する考え方 
通常 

運転時 

設計基準事故時 

（運転時の異常な過

渡変化時を含む） 

重大事故等時 

炉心 

損傷前 

炉心 

損傷後 

格納容器水素 

濃度（ＳＡ） 
0～100％ 0vol% 0～2.0vol％ 0vol% 

0～

90vol％ 

重大事故等時に原子

炉格納容器内の水素

濃度が変動する可能

性のある範囲（ 0～

90vol ％ ( ド ラ イ 条

件)）を監視可能であ

る。 

※１：プラント状態の定義は以下のとおり。 

・通常運転時：計画的に行われる起動，停止，出力運転，高温停止，冷温停止，燃料取替等の原子炉施設の運

転であって，その運転状態が所定の制限内にあるもの。通常運転時に想定される設計値を記載。 

・運転時の異常な過渡変化時：発電用原子炉施設の寿命期間中に予想される機器の単一故障若しくは誤操作又

は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の頻度で発生すると予想される外乱によって生ずる異常な状態。

運転時の異常な過渡変化時に想定される設計値を記載 

・設計基準事故時：「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態であって，発生する頻度は希であるが，

発電用原子炉施設の安全設計の観点から想定されるもの。設計基準事故時に想定される設計値を記載。 

・重大事故等時：発電用原子炉施設の安全設計から想定される事故を超える事故の発生により，発電用原子炉

の炉心の著しい損傷が発生するおそれがある状態又は炉心の著しい損傷が発生した状態。重大事故等時に想

定される設計値を記載。 
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2. 格納容器水素濃度 

 

(1) 設置目的 

重大事故等時に原子炉格納容器内で発生する水素ガス及び酸素ガスによっ

て原子炉格納容器内が水素爆発することを防止するため，原子炉格納容器内

の雰囲気ガスを排気する必要がある。このため，格納容器水素濃度の監視を

目的として原子炉棟内に検出器を設置し，原子炉格納容器内のガスをサンプ

リングすることで原子炉格納容器内の水素濃度を測定する。 

 

(2) 設備概要 

格納容器水素濃度は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の機能を

有しており，格納容器水素濃度の検出信号は，熱伝導式水素検出器からの電

圧信号を前置増幅器で増幅し，中央制御室の演算装置にて水素濃度信号へ変

換する処理を行った後，格納容器水素濃度を中央制御室に指示し，緊急時対

策所にて記録する。（図２「格納容器水素濃度の概略構成図」参照。） 

 

図２ 格納容器水素濃度の概略構成図 

 

(3) 計測範囲 

格納容器水素濃度の仕様を表３に，計測範囲を表４に示す。 

 

表３ 格納容器水素濃度の仕様 

名称 検出器の種類 計測範囲 個数 取付箇所 

格納容器水素濃度 熱伝導式 
0～5％/ 

0～100％ 
１ 

原子炉建物 

３階 

  

熱伝導式 
水素検出器 

指 示 

記 録(注 2) 

中央制御室 

緊急時対策所 

演算装置 

(注 1) 記録計 

(注 2) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 

 

 

 

[補正] 
サンプルガス温度 
及びドレン水位 

 

前置増幅器 

記 録
(注 1)
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表４ 格納容器水素濃度の計測範囲 

名称 計測範囲 

プラント状態※１と予想変動範囲 

計測範囲の設定に 

関する考え方 
通常 

運転時 

設計基準事故時 

（運転時の異常な過

渡変化時を含む） 

重大事故等時 

炉心 

損傷前 

炉心 

損傷後 

格納容器水素 

濃度 

0～5％/ 

0～100％ 
0vol% 0～2.0vol％ 0vol% 

0～

90vol％ 

重大事故等時に原子

炉格納容器内の水素

濃度が変動する可能

性のある範囲（ 0～

90vol ％ ( ド ラ イ 条

件)）を監視可能であ

る。 

※１：プラント状態の定義は以下のとおり。 

・通常運転時：計画的に行われる起動，停止，出力運転，高温停止，冷温停止，燃料取替等の原子炉施設の運

転であって，その運転状態が所定の制限内にあるもの。通常運転時に想定される設計値を記載。 

・運転時の異常な過渡変化時：発電用原子炉施設の寿命期間中に予想される機器の単一故障若しくは誤操作又

は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の頻度で発生すると予想される外乱によって生ずる異常な状態。

運転時の異常な過渡変化時に想定される設計値を記載 

・設計基準事故時：「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態であって，発生する頻度は希であるが，

発電用原子炉施設の安全設計から想定されるもの。設計基準事故時に想定される設計値を記載。 

・重大事故等時：発電用原子炉施設の安全設計の観点から想定される事故を超える事故の発生により，発電用

原子炉の炉心の著しい損傷が発生するおそれがある状態又は炉心の著しい損傷が発生した状態。重大事故等

時に想定される設計値を記載。 
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3. 格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

 

(1) 設置目的 

格納容器酸素濃度（ＳＡ）は，重大事故等時に酸素濃度が変動する可能性

のある範囲で酸素濃度を監視することを目的として格納容器内のガスをサン

プリングし，酸素濃度を測定する。 

 

(2) 設備概要 

格納容器酸素濃度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有しており，

格納容器酸素濃度（ＳＡ）の検出信号は，磁気力式酸素検出器からの電流信

号を演算装置にて酸素濃度信号へ変換する処理を行った後，格納容器酸素濃

度（ＳＡ）を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図３「格

納容器酸素濃度（ＳＡ）の概略構成図」参照。） 

 

図３ 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の概略構成図 

 

(3) 計測範囲 

格納容器酸素濃度（ＳＡ）の仕様を表５に，計測範囲を表６に示す。 

 

表５ 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の仕様 

名称 検出器の種類 計測範囲 個数 取付箇所 

格納容器酸素濃度 

（ＳＡ） 

磁気力式酸素

検出器 
0～25％ １ 

原子炉建物 

中 2階 

  

磁気力式 
酸素検出器 

指 示 

記 録(注 1) 

中央制御室 

緊急時対策所 

演算装置 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 
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表６ 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の計測範囲 

名称 計測範囲 

プラント状態※１と予想変動範囲 

計測範囲の設定に 

関する考え方 
通常 

運転時 

設計基準事故時 

（運転時の異常な

過渡変化時を含む） 

重大事故等時 

炉心 

損傷前 

炉心 

損傷後 

格納容器酸素 

濃度（ＳＡ） 
0～25％ 2.5vol％以下 4.3vol％以下 

2.5vol％以

下 

5.0vol％

以下 

重大事故等時に原子

炉格納容器内の水素

爆発を防止するた

め，可燃限界濃度（酸

素濃度：5.0vol％）

を計測可能な範囲と

する。 

※１：プラント状態の定義は以下のとおり。 

・通常運転時：計画的に行われる起動，停止，出力運転，高温停止，冷温停止，燃料取替等の原子炉施設の運

転であって，その運転状態が所定の制限内にあるもの。通常運転時に想定される設計値を記載。 

・運転時の異常な過渡変化時：発電用原子炉施設の寿命期間中に予想される機器の単一故障若しくは誤操作又

は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の頻度で発生すると予想される外乱によって生ずる異常な状態。

運転時の異常な過渡変化時に想定される設計値を記載。 

・設計基準事故時：「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態であって，発生する頻度は希であるが，

発電用原子炉施設の安全設計から想定されるもの。設計基準事故時に想定される設計値を記載。 

・重大事故等時：発電用原子炉施設の安全設計の観点から想定される事故を超える事故の発生により，発電用

原子炉の炉心の著しい損傷が発生するおそれがある状態又は炉心の著しい損傷が発生した状態。重大事故等

時に想定される設計値を記載。 
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4. 格納容器酸素濃度 

 

(1) 設置目的 

重大事故等時に原子炉格納容器内で発生する水素ガス及び酸素ガスによっ

て原子炉格納容器内が水素爆発することを防止するため，原子炉格納容器内

の雰囲気ガスを排気する必要がある。このため，格納容器酸素濃度の監視を

目的として原子炉棟内に検出器を設置し，原子炉格納容器内のガスをサンプ

リングすることで原子炉格納容器内の酸素濃度を測定する。 

 

(2) 設備概要 

格納容器酸素濃度は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の機能を

有しており，格納容器酸素濃度の検出信号は，熱磁気風式酸素検出器からの

電圧信号を前置増幅器で増幅し，中央制御室の演算装置にて酸素濃度信号へ

変換する処理を行った後，格納容器酸素濃度を中央制御室に指示し，緊急時

対策所にて記録する。（図４「格納容器酸素濃度の概略構成図」参照。） 

 

図４ 格納容器酸素濃度の概略構成図 

 

(3) 計測範囲 

格納容器酸素濃度の仕様を表７に，計測範囲を表８に示す。 

 

表７ 格納容器酸素濃度の仕様 

名称 検出器の種類 計測範囲 個数 取付箇所 

格納容器酸素濃度 熱磁気風式 
0～5％/ 

0～25％ 
１ 

原子炉建物 

３階 

  

熱磁気風式 
酸素検出器 

指 示 

記 録(注 2) 

中央制御室 

緊急時対策所 

演算装置 

(注 1)記録計  
(注 2)安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）

（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 

 

 

 

[補正] 
サンプルガス温度 
及びドレン水位 

 

前置増幅器 

記 録
(注 1)
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表８ 格納容器酸素濃度の計測範囲 

名称 計測範囲 

プラント状態※１と予想変動範囲

計測範囲の設定に 

関する考え方 
通常 

運転時 

設計基準事故時 

（運転時の異常な

過渡変化時を含む） 

重大事故等時 

炉心 

損傷前 

炉心 

損傷後 

格納容器酸素 

濃度 

0～5％/ 

0～25％ 
2.5vol％以下 4.3vol％以下 

2.5vol％以

下 

5.0vol％

以下 

重大事故等時に原子

炉格納容器内の水素

爆発を防止するた

め，可燃限界濃度（酸

素濃度：5.0vol％）

を計測可能な範囲と

する。 

※１：プラント状態の定義は以下のとおり。

・通常運転時：計画的に行われる起動，停止，出力運転，高温停止，冷温停止，燃料取替等の原子炉施設の運

転であって，その運転状態が所定の制限内にあるもの。通常運転時に想定される設計値を記載。

・運転時の異常な過渡変化時：発電用原子炉施設の寿命期間中に予想される機器の単一故障若しくは誤操作又

は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の頻度で発生すると予想される外乱によって生ずる異常な状態。

運転時の異常な過渡変化時に想定される設計値を記載。 

・設計基準事故時：「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態であって，発生する頻度は希であるが，

発電用原子炉施設の安全設計から想定されるもの。設計基準事故時に想定される設計値を記載。

・重大事故等時：発電用原子炉施設の安全設計の観点から想定される事故を超える事故の発生により，発電用

原子炉の炉心の著しい損傷が発生するおそれがある状態又は炉心の著しい損傷が発生した状態。重大事故等

時に想定される設計値を記載。

52-6-9

581



52-7 計装設備の測定原理

582



1. 計装設備の計測原理

(1) 格納容器水素濃度（ＳＡ）

原子炉格納容器内の水素濃度を測定するために用いる格納容器水素濃度

（ＳＡ）は，熱伝導式のものを用いる。熱伝導式の水素検出器は，図１に示

すとおり，検知素子と補償素子（サーミスタ）でブリッジ回路が構成されて

いる。検知素子の部分のみに測定対象ガスが流れ，補償素子に測定対象ガス

が流れない構造としている。 

水素濃度の測定部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両方のサーミ

スタを一定温度に加熱した状態で，検知素子側に水素を含む測定ガスを流す

と，測定ガスが熱を奪い，検知素子の温度が低下することにより抵抗が低下

する。 

この検知素子の抵抗が低下することによりブリッジ回路の平衡が失われ，

図１のＡＢ間に電位差が生じる。この電位差が水素濃度に比例する原理を用

いて，水素濃度を測定する。 

なお，格納容器水素濃度（ＳＡ）の計測範囲 0～100vol%において，計器仕

様は最大±2.0vol%の誤差を生じる可能性があるが，この誤差があることを理

解した上で，原子炉格納容器内の水素濃度の推移，傾向（トレンド）を監視

していくことができる。 

図１ 格納容器水素濃度（ＳＡ）検出回路の概要図 

補償素子 

補償素子 
検知素子 

検知素子 

指示 

検出部 測定部 

格納容器内 

雰囲気ガス 
入口 

格納容器内 
雰囲気ガス 
出口 

A B 
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(2) 格納容器水素濃度 

原子炉格納容器内の水素濃度を測定するために用いる格納容器水素濃度は，

熱伝導式のものを用いる。 

熱伝導式の水素検出器は，図２に示すとおり，検知素子と補償素子（サー

ミスタ），及び２つの固定抵抗でブリッジ回路が構成されている。検知素子

の部分に，サンプリングされたガスが流れるようになっており，補償素子に

は基準となる標準空気が密閉されており測定対象ガスとは接触しない構造に

なっている。 

水素濃度計の指示部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両方のサー

ミスタを約 150℃に加熱した状態で，検知素子側に水素を含む測定ガスを流す

と，測定ガスが熱を奪い，検知素子の温度が低下することにより抵抗が低下

する。この検知素子の抵抗が低下するとブリッジ回路の平衡が失われ，図２

のＡＢ間に電位差が生じる。この電位差が水素濃度に比例する原理を用いて，

水素濃度を測定する。 

なお，格納容器水素濃度の計測範囲 0～5vol%/0～100vol%において，計器仕

様±0.1vol%/±2.0vol%の誤差を生じる可能性があるが，この誤差があること

を理解した上で，原子炉格納容器内の水素濃度の推移，傾向（トレンド）を

監視していくことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 格納容器水素濃度検出回路の概要図 

 

 

 

 

 

検知素子 
固定抵抗 

指示 

格納容器内 
雰囲気ガス 

補償素子 
固定抵抗 

検出器 水素濃度計指示部 

Ａ Ｂ 
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(3) 格納容器酸素濃度（ＳＡ）

原子炉格納容器内の酸素濃度を測定するために用いる格納容器酸素濃度

（ＳＡ）は，磁気力式のものを用いる。 

磁気力式の酸素検出器は，図３「格納容器酸素濃度（ＳＡ）の概要図」に

示すとおり，吊るされた２つの球体，くさび型状の磁極片，ＬＥＤからの光

を受光素子へ反射する鏡等で構成されている。また，格納容器酸素濃度（Ｓ

Ａ）の検出回路を図４「格納容器酸素濃度（ＳＡ）検出回路図」に示す。 

初期状態において球体は上から見て右回りに傾いた位置で静止している。

ガラス管内に強い磁化率を持つ酸素分子が流れ込むと，磁場に引き寄せられ，

磁極片の先端部に酸素分子が吸引されることで，先端部周辺の酸素密度が上

昇する。吊るされた２つの球体は磁極片の先端部側と端部側の密度差によっ

て生じた浮力により右回りに回転する。これにより，ＬＥＤからの光を受光

素子への光量が一定となるように制御しており，受光素子への光量が変化す

る。増幅器は受光素子への光量の変化を検知するとフィードバック電流を増

加させる。球体はフィードバック電流がコイルを流れることで発生するカウ

ンターモーメントを受けて光量が一定となる初期位置で静止する。このフィ

ードバック電流が酸素濃度に比例する原理を用いて酸素濃度の測定を行う。

（図５「格納容器酸素濃度（ＳＡ）の動作原理イメージ」参照）。

なお，格納容器酸素濃度（ＳＡ）の計測範囲 0～25vol%において，計器仕様

は最大±1.0vol%の誤差を生じる可能性があるが，この誤差があることを理解

した上で，原子炉格納容器内の酸素濃度の推移，傾向（トレンド）を監視し

ていくことができる。 

 

図３ 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の概要図 

格納容器内雰囲気ガス入口 
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図４ 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の検出回路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の動作原理イメージ  
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①球体は右回りに回転した位置で静止している ②球体が浮力を受け回転することで鏡の向きが 

変わり，受光素子への光量が変化する 

③増幅器が受光素子への光量の変化を検知し， 

フィードバック電流を増加させる。フィードバック

電流により球体にカウンターモーメントが働く 

④球体は初期位置に戻り，静止する 
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(4)  格納容器酸素濃度 

  原子炉格納容器内の酸素濃度を測定するために用いる格納容器酸素濃度は， 

熱磁気風式のものを用いる。 

熱磁気風式の酸素検出器は，図６「酸素濃度計検出回路の概要図」に示すと 

おり，サーミスタ温度素子（発風側素子，受風側素子）及び２つの固定抵抗で 

ブリッジ回路が構成されており，検出素子及び補償素子は一定温度で保温され  

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 酸素濃度検出回路の概要図 

   

   酸素含有ガスの流れを図７に示す。酸素濃度計は２層構造のチャンバーで

構成されており，サンプル入口より下部流入チャンバー内にサンプルガスが

流入する。サンプルガスの大部分は上部測定チャンバー内に流入する。酸素

は極めて強い常磁性体であることから，上部測定チャンバーに流入したサン

プルガスは磁界中心部から追い出されることとなる。発風側素子は低温のサ

ンプルガスに熱を奪われることで冷やされることとなり，磁界外の受風側素

子は発風側素子が奪われた熱を受け取り，暖められることとなる。 

 

図７ 酸素含有ガスの流れ 

受風側素子 
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ガ
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チャンバー内に酸素を含む原子炉格納容器内雰囲気ガスを流すと，磁気風

により発風側素子の温度が下がることで，発風側素子の抵抗は小さくなる。一

方，受風側素子の温度が上がることで，受風側素子の抵抗は大きくなる。発風

側素子と受風側素子の抵抗値が変化することで，ブリッジ回路の平衡が変化し，

図６のＡＢ間に電位差（電流）が生じる。この電位差が酸素濃度に比例する原

理を用いて，酸素濃度を測定する。 

なお，格納容器内酸素濃度の計測範囲 0～5vol%/0～25vol%において，計器

仕様は最大±0.1vol%/±0.5vol%の誤差を生じる可能性があるが，この誤差が

あることを理解した上で，原子炉格納容器内の酸素濃度の推移，傾向（トレン

ド）を監視していくことができる。 
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別紙１ 

１. サンプリング装置について

(1)測定ガス条件の格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ）計測精

度への影響評価

a. 温度

サンプリングされた原子炉格納容器内のガスは，水素濃度検出器までの配

管をヒーターにより加熱することで，ほぼ一定温度に保たれている。水素濃

度の計測は，ヒーターによって約 120℃に加熱されたキャビネット内で行われ

る。水素濃度検出器は，基準気体が密封された補償素子の周囲にもサンプリ

ングガスが流れることで，基準気体の温度がサンプリングガスに追従するよ

うに温度補償される検出器構造となっていることから，使用する条件下にお

いて水素濃度測定への影響は十分小さい設計としている。なお，試料ガスの

温度を約 105℃～140℃の範囲で試験を行い，直接計測の水素濃度計と有意な

水素濃度の変化が認められないことを確認している。 

酸素濃度検出器においては，酸素計測に悪影響を及ぼすことを避けるため，

サンプリングガス内の湿分を除去する必要がある。湿分を凝縮させるため，

酸素濃度検出器はヒーターによって加熱されたキャビネット外に設置してお

り，酸素の計測は 120℃よりも低い一定温度に冷却して行う。

b. 流量

検出器へ流れるサンプリングガスの流量は，格納容器内の圧力によって変

化し，約 1～5 L/min のである。水素濃度，酸素濃度の計測中はサンプルガス

の流れはなく，環境条件を一定に保って計測を行う。 

c. 湿度

サンプリングガスは，検出器までの配管を加熱すること及び減圧すること

により，水素濃度検出器に水分が付着させない設計としている。また，湿度

が変動する要因としては，雰囲気温度が考えられるが，急激な変動は考えら

れず，上記の通り検出器までの配管を加熱し，凝縮を回避することで，十分

測定が可能な状態であることから，水素濃度測定へ影響を及ぼすことはない。

また，酸素濃度検出器は，検出前にサンプリングガスを冷却することで蒸気

を凝縮させ水分を除去した後に，一定温度まで加熱することで湿度の影響受

けない設計としている。 
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（2）測定ガス条件の格納容器水素濃度，格納容器酸素濃度計測精度への影響評価 

a. 温度

サンプリングされた原子炉格納容器内のガスは，十分な除熱性能を有して

いる冷却器をとおり，原子炉補機冷却水系と熱交換されることで約 40℃以下

まで冷却することができ※，その後の検出器までの配管での放熱もあることか

ら十分に検出器の適用温度範囲内（10℃～40℃）まで冷却され，ほぼ一定温

度で検出器にサンプリングガスを供給することが可能である。また，標準空

気が密封された補償素子の周囲にもサンプリングガスが流れることで，標準

空気の温度がサンプリングガスに追従するように温度補償される検出器構造

となっていることから，使用する条件下において水素濃度及び酸素濃度測定

への影響は十分小さい設計とする。 

b. 流量

検出器へ流れるサンプリングガスの流量は，1L/min の小流量としており，

流量の変動がないよう流量制御する。 

c. 湿度

検出器へ流れるガスサンプリングの水蒸気が除去されていない場合は，水

素濃度及び酸素濃度計測値へ影響することが考えられるが，サンプリングす

る原子炉格納容器内のガスは冷却器により原子炉補機冷却水と熱交換される

ことで約 40℃以下まで冷却され※，下流の除湿器によりサンプリングガス中の

湿分を除去する設計としており，水素濃度及び酸素濃度の検出器に水分が付

着するような状態となることはない。また，湿度が変動する要因としては，

原子炉補機冷却水温度（冷却性能）及び雰囲気温度が考えられるが，いずれ

も急激な変動は考えられず，上記の冷却器及び除湿器を用いることにより，

検出器での湿度をほぼ一定に保つことで，十分測定が可能な状態にあること

から，水素濃度及び酸素濃度測定へ影響を及ぼすことはない。 

※重大事故時の原子炉格納容器内温度を約 174℃とし，原子炉補機冷却水の

温度を夏場の 35℃とした場合でも，冷却器により約 40℃に冷却できる。 
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２. サンプリング装置内における水素の滞留について 

(1) 水素燃焼及び爆轟が生じる可能性について 

格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ），格納容器水素濃

度及び格納容器酸素濃度のサンプリング装置では，以下の理由から水素燃焼

及び爆轟が生じないことを確認した。 

・通常運転時，原子炉格納容器内は窒素ガスによって不活性化され，酸素濃

度は 2.5vol％以下に維持されており，また，計測前には，窒素パージによ

り配管内をフラッシングするため，水素燃焼及び爆轟は生じない。 

・設計基準事故時（運転時の異常な過渡変化時を含む）においては，原子炉

設置変更許可申請書添付書類十で示している通り，水素濃度はドライ換算

で 2.0vol％以下，酸素濃度はドライ換算で 4.3vol％以下であるため，水素

燃焼及び爆轟は生じない。 

・重大事故時においては，有効性評価で示している通り，水素濃度はドライ

換算で 13vol％を上回るが，酸素濃度はドライ換算で 2.9vol％以下※１であ

るため，水蒸気凝縮を考慮しても水素燃焼及び爆轟は生じない。 

・水素の燃焼又は爆轟が生じる条件については，図１のように水素，空気，

水蒸気の３元図が知られている。図１は，水素の燃焼又は爆轟が生じる可

能性がある水素，空気，水蒸気の濃度比率を図中に可燃領域または爆轟領

域として示している。有効性評価「水素燃焼」のシナリオでは，ドライ条

件下で最大の酸素濃度となる，事故発生から７日後（168時間後）のサプレ

ッション・チェンバの酸素濃度が約 2.9vol％である。一般に空気中の酸素

の割合が約 21vol％であることから，酸素濃度が約 2.9vol％以下に対応す

る空気の濃度を考えると約 14vol％以下となる。これは図で示された可燃領

域又は爆轟領域とは重ならない。 

 

図１ 水素，空気，水蒸気混合条件下における可燃限界と爆轟限界 

※１：「3.4水素燃焼 添付資料 3.4.1 G値をＤＢＡベースとした場合の評価結果への影響」参照 

可燃領域 

爆轟領域 

空気濃度 
約 14vol％ 
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3. サンプリング装置からの水素漏えい防止対策

(1) 格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ）のサンプリング装置

サンプリング装置を用いた格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度

（ＳＡ）の計測は，計測後のガスを原子炉格納容器へ戻す構成となっており，

系外への漏えいが発生しないよう表１に示す通りの漏えい防止対策が取られて

いる。よってサンプリング装置からの水素漏えいの可能性は低い。 

表１ サンプリング装置の漏えい防止対策について

No. 機器 漏えい防止対策 

1 配管，弁 本計装設備の配管，弁は原子炉格納容器のガスを測定するた

め設計された系統であり，被ばく低減の観点からも系外へガ

スが漏えいするような設計ではない。配管及び弁は溶接構造

若しくは継手構造であり，さらに，弁はベローズ構造により

シールすることで漏えい防止対策をとっている。

2 冷却器 配管接続部は，継手構造を使用しており，漏えい防止対策を

取っている。継手構造を含む冷却器は，重大事故等時のサン

プリング装置内で想定される温度，圧力を包絡した仕様であ

る。 

3 真空ポンプ 配管接続部はねじ込みシール構造であること，ポンプ接ガス

部は二重ダイアフラム構造とすることで，漏えい防止対策を

取っている。シール構造及びポンプ接ガス部は，重大事故等

時のサンプリング装置内で想定される温度，圧力を包絡した

仕様である。 

4 水素濃度及び

酸素濃度検出

器 

配管接続部はシール構造となっており，漏えい防止対策をと

っている。シール構造部を含む当該検出器は，重大事故等時

に想定される温度，圧力を包絡した仕様である。 

5 サンプリング

装置 

サンプリング装置内の配管と機器の接続部はシール構造とな

っており，漏えい防止対策を取っている。また，サンプリン

グ装置内は真空ポンプ及び圧力検出器により大気圧以下に減

圧しており，系内外の圧力差で系外へ大きな漏えいが発生す

る可能性は十分に低い。サンプリング装置は重大事故等時に

格納容器内及びサンプリング装置内にて想定される温度，圧

力を包絡した仕様である。 
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(2) 格納容器水素濃度，格納容器酸素濃度のサンプリング装置 

サンプリング装置を用いた格納容器水素濃度及び格納容器酸素濃度の計測は，計

測後のガスを原子炉格納容器内へ戻す構成となっており，系外への漏えいが発生

しないよう表２に示す通りの漏えい防止対策が取られている。よってサンプリン

グ装置からの水素漏えいの可能性は低い。 

 

表２ サンプリング装置の漏えい防止対策について 

No. 機器 漏えい防止対策 

1 配管，弁 本計測設備の配管，弁は原子炉格納容器のガスを測定するた

め設計された系統であり，被ばく低減の観点からも系外へガ

スが漏えいするような設計ではない。配管及び弁は溶接構造

であり，さらに，弁はベローズ構造によりシールすることで，

漏えい防止対策をとっている。 

2 冷却器 配管接続部は溶接構造となっており，内部ガスの気密を保持

している。溶接部を含む当該冷却器は，重大事故等時のサン

プリング装置内で想定される温度，圧力を包絡した仕様であ

る。 

3 除湿器 配管接続部は食い込み継ぎ手を使用しており，漏えい防止対

策をとっている。食い込み継ぎ手を含む当該除湿器は，事故

時に想定される温度，圧力を包絡した仕様である。 

4 サンプリング 

ポンプ 

配管接続部はねじ込みシール構造となっており，漏えい防止

対策をとっている。ねじ込みシール構造部を含む当該吸引ポ

ンプは，事故時に想定される温度，圧力を包絡した仕様であ

る。 

5 減圧弁 配管接続部はいずれもシール構造となっており，漏えい防止

対策をとっている。シール構造部を含む当該減圧弁は，事故

時に想定される温度，圧力を包絡した仕様である。 

6 水素濃度及び

酸素濃度検出

器 

配管接続部はシール構造となっており，漏えい防止対策をと

っている。シール構造部を含む当該水素濃度及び酸素濃度検

出器は，事故時に想定される温度，圧力を包絡した仕様であ

る。 

7 サンプリング

装置 

サンプリング装置内の配管と機器の接続部は溶接又はシール

構造となっており，漏えい防止対策をとっている。また，装

置内は減圧弁によりほぼ大気圧（数 kPa程度）に減圧してお

り，系内外の圧力差で系外へ大きな漏えいが発生する可能性

は十分に低い。 

事故時に想定される温度，圧力条件の加わる当該サンプリン

グ装置内の減圧弁の上流側については，その条件を包絡した

仕様である。 
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4. サンプリング設備の計測時間遅れについて

(1) 格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ）のサンプリング装置

サンプリングガスは，原子炉格納容器内ガスのサンプリングから，測定，排

出までの工程を約３分で実行される。 

表３ 格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ）の計測時間遅れ 

時間遅れ 約３分 

(2) 格納容器水素濃度，格納容器酸素濃度のサンプリング装置

サンプリング装置のガスのサンプリング点は，原子炉格納容器であり，そこ

から水素濃度及び酸素濃度検出器までの時間遅れは以下の通りである。 

・サンプリング配管長（サンプリング点～検出器）：約 86m

・サンプリング配管の断面積：127mm2(1.27×10-4m2)

・サンプルポンプの定格流量：約 1L/min（約 1×10-3m3/min）

・サンプルガス流量（流量÷配管断面積）：約 7.8m/min

表４ 格納容器水素濃度，格納容器酸素濃度の計測時間遅れ 

時間遅れ 約１２分 
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52-8 水素ガス及び酸素ガス発生時の対応について
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１．水素ガス及び酸素ガス発生時の対応について 

(1)  想定水素ガス及び酸素ガス発生量 

a. 監視が必要となる状況と監視計器に求められる性能 

  有効性評価の事故シーケンス選定のプロセスにおいて，重大事故等対処設備

に期待しても炉心損傷を回避できず，有効性評価の対象とすべき評価事故シー

ケンスとしては，現状，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪

失＋全交流動力電源喪失」のみを選定している。 

よって，この「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全

交流動力電源喪失」への対応の中で想定される水素濃度及び酸素濃度を監視で

きる能力を備えることが，重大事故等時の水素濃度及び酸素濃度の監視に最低

限要求される性能となる。 

 

b. 重大事故等時の原子炉格納容器内の環境と水素濃度及び酸素濃度 

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源

喪失」事故時における各パラメータの推移は，雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）の有効性評

価において示すとおりである。これに加え，必要な水素濃度及び酸素濃度の監

視能力を決定する上で必要な情報であるドライウェル及びサプレッション・チ

ェンバの気体の組成の推移を図１及び図２に示す。 

  

c. 重大事故等時の水素濃度及び酸素濃度の監視計器に求められる性能 

①計測目的について 

一般に気相中の体積割合で５vol％以上の酸素ガスと共に水素ガスが存在す

る場合，水素濃度４vol％で燃焼，13vol％で爆轟が発生すると言われている。

この観点から，少なくとも水素濃度は４vol％，酸素濃度は５vol％までの測定

が可能であることが必要である。 

 

②測定が必要となる時間 

図１及び図２のとおり，解析上は事象発生から 12時間後に格納容器への窒素

供給を実施することで， 事象発生から約 168 時間後まで酸素濃度が可燃限界で

ある５vol％を超えることは無く，原子炉格納容器内での水素燃焼は生じない。

しかしながら，徐々にではあるが，水の放射線分解により水素濃度及び酸素濃

度は上昇し続けることから，格納容器内水素濃度（ＳＡ）及び格納容器内酸素

濃度（ＳＡ）起動後（事象発生から約２時間），水素濃度及び酸素濃度を継続し

て監視可能としている。 

なお，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力

電源喪失」事故時において，Ｇ値を設計基準事故対処設備である可燃性ガス濃

度制御系の性能を評価する際に用いたＧ値（沸騰状態：G(H2)=0.4，G(O2)=0.2，

非沸騰状態：G(H2)=0.25，G(O2)=0.125）とした場合についても，原子炉格納容
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器内の酸素濃度が可燃限界(５vol％）に到達するのは，事象発生から約 143時

間後である。また，窒素封入の切替え操作（原子炉格納容器内の酸素濃度４vol％

到達時）は，事象発生から約 44時間後である（図３及び図４参照 ）。 

これより，格納容器内酸素濃度（ＳＡ）を起動する事象発生から約２時間ま

でに原子炉格納容器内の酸素濃度が可燃限界（５vol％）に到達することはない。 

さらに，過圧破損の回避を目的とした格納容器ベントを実施することにより，

発生する蒸気とともに原子炉格納容器内の非凝縮性ガスのほとんどは格納容器

ベントを通じて排出されることとなることから，酸素濃度の監視は必要とはな

らない。 
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③耐環境性 

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電

源喪失」事故時における各パラメータの推移を踏まえても測定可能であるこ

とが必要である。 

 

 

図１ ドライウェル気相濃度の推移（ウェット条件） 

（格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）） 

 

 

図２ サプレッション・チェンバ気相濃度の推移（ウェット条件） 

（格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合））  
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図３ Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

図４ Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ウェット条件） 
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(2) 水素濃度及び酸素濃度の監視方法 

水素濃度は４vol％，酸素濃度は５vol％までの測定が可能であることが必

要であることから，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪

失＋全交流動力電源喪失」（残留熱代替除去系を使用する場合）における原

子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視は，以下の設備により実施す

る。 

表１ 計装設備の主要仕様 

名称 検出器の種類 計測範囲 個数 取付箇所 

格納容器水素濃度

（ＳＡ） 

熱伝導式 

水素検出器 
0～100vol% 1 原子炉建物中２階 

格納容器酸素濃度

（ＳＡ） 

磁気力式 

酸素検出器 
0～25vol% 1 原子炉建物中２階 

格納容器水素濃度 
熱伝導式 

水素検出器 

0～5％/ 

0～100％ 
1 原子炉建物３階 

格納容器酸素濃度 
熱磁気風式 

酸素検出器 

0～5％/ 

0～25％ 
1 原子炉建物３階 

 

(3)  水素ガス及び酸素ガスの処理方法 

有効性評価では，機能喪失を仮定した設備の復旧には期待せず，重大事故

等時の環境下におけるＧ値に基づき，７日間以内に水素ガスと酸素ガスの両

方の濃度が可燃限界に到達しないことを確認している。 

しかしながら，ここでは７日間以内に水素ガスと酸素ガスの両方の濃度が

可燃限界に達した場合と事象発生後８日目以降の水素ガス及び酸素ガスの扱

いについて以下に示す。 

 

a. ７日間以内に水素ガスと酸素ガスの両方の濃度が可燃限界に到達した場合 

機能喪失を仮定した設備の復旧には期待しないという前提においては，原

子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガスを処理する方法は格納容器ベントに

よって原子炉格納容器外へ放出する手段となる。よって，酸素濃度が５vol％

に至るまでに格納容器ベントを実施する。なお，格納容器ベントの実施によ

り蒸気と共に非凝縮性ガスは排出され，その後の原子炉格納容器内の気体組

成は水蒸気がほぼすべてを占めることとなる。 

残留熱代替除去系等が復旧し，格納容器圧力制御が可能になった場合にあ

っても，仮に酸素濃度が５vol％に到達するおそれがある場合，格納容器ベン

トを通じて非凝縮性ガスを原子炉格納容器外へ排出することとなる。このと

き格納容器スプレイによって，格納容器内圧力が低い状態での排出となるが，

炉心崩壊熱による蒸気発生は長時間継続するため，その蒸気とともに非凝縮

性ガスは同時に排出され，原子炉格納容器内に残る水素ガス及び酸素ガスは
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無視し得る程度となり，可燃限界に至ることはない（「重大事故等対策の有

効性評価，3.4 水素燃焼，添付資料 3.4.1 Ｇ値を設計基準事故ベースとし

た場合の評価結果への影響」参照）。 

 

b.  事象発生後８日目以降の水素ガス及び酸素ガスの処理方法 

この場合，機能喪失を仮定した設備の復旧又は外部からの支援等に期待す

ることができ，多様な手段を確保することができる。 

まず，可燃性ガス濃度制御系の復旧を試みることで，水の放射線分解によ

り発生する酸素ガスを処理する。また，a.と同様に格納容器ベントによる排

出も可能であり，水素ガス・酸素ガスの処理については多様な手段を有する。 

 

(4) 代替パラメータによる原子炉格納容器内の酸素濃度の推定 

原子炉格納容器内の酸素濃度を把握する目的としては，事故後の原子炉格

納容器内の水素ガスが燃焼を生じる可能性の把握である。 

原子炉格納容器内の酸素濃度の主要パラメータである格納容器酸素濃度

（ＳＡ）の計測が困難になった場合，代替パラメータの格納容器酸素濃度に

より推定する。 

有効性評価においては，代替パラメータの格納容器酸素濃度は，原子炉補

機代替冷却系が復旧する事象発生から約 10.5 時間後から計測が可能である。 
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52-9 接続図
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図１ 接続図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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52-10 保管場所

604



 

図１ 屋外保管場所配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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52-11アクセスルート図
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島根原子力発電所２号炉『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて』

より抜粋 

図１ 保管場所及びアクセスルート図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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52-12 その他設備
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水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための自主対策設備の概要につい

て以下に示す。 

（１）原子炉格納容器内の水素濃度，酸素濃度監視

自主対策設備（原子炉格納容器内の水素濃度監視，酸素濃度監視）として，

Ａ－格納容器水素濃度，Ａ－格納容器酸素濃度を使用する。 

Ａ－格納容器水素濃度，Ａ－格納容器酸素濃度は，原子炉格納容器内の水

素濃度及び酸素濃度を測定し，指示値を中央制御室で監視できる設計とする。 

図１ 原子炉格納容器水素・酸素濃度監視 配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

52-12-1

609



（２）可燃性ガス濃度制御系による水素濃度制御

炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器内の水素濃度を制御

するための自主対策設備として，可燃性ガス濃度制御系再結合器を使用する。 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置は，原子炉格納容器内のガス中の水素と酸素を

再結合させる設計とする。 

図２ 可燃性ガス濃度制御系による水素濃度制御 概略系統図 
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53条 補足説明資料 

53-1 ＳＡ設備基準適合性 一覧表 

53-2 単線結線図 

53-3 配置図 

53-4 系統図 

53-5 試験及び検査 

53-6 容量設定根拠 

53-7 その他設備 
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53-1 ＳＡ設備基準適合性 一覧表 
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

53条：水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止

するための設備 
静的触媒式水素処理装置 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 53-3 配置図

第
２
号

操作性 操作不要 － 

関連資料 53-3 配置図，53-4 系統図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
その他 Ｍ 

関連資料 53-5 試験及び検査

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂb 

関連資料 53-4 系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 他設備から独立 Ａc 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 53-3 配置図，53-4 系統図

第
６
号

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として使用するもの Ａ 

関連資料 53-6 容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象（同一目的の SA

設備なし） 
対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 53-3 配置図，53-4 系統図
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

53条：水素爆発による原子炉建物等の損傷を防

止するための設備 

静的触媒式水素処理装置入口温度 

静的触媒式水素処理装置出口温度 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 53-3 配置図

第
２
号

操作性 操作不要 － 

関連資料 53-3 配置図，53-4 系統図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 53-5 試験及び検査

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂb 

関連資料 53-4 系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 その他 Ａe 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 53-3 配置図，53-4 系統図

第
６
号

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 53-6 容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象（同一目的の SA

設備あり） 
Ｂ 

サポート系要因 対象（サポートあり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃa 

関連資料 53-2 単線結線図，53-3 配置図，53-4 系統図

53-1-2
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島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

53条：水素爆発による原子炉建物等の損傷を防

止するための設備 
原子炉建物水素濃度 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 53-3 配置図

第
２
号

操作性 操作不要 － 

関連資料 53-3 配置図，53-4 系統図

第
３
号

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 53-5 試験及び検査

第
４
号

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂb 

関連資料 53-4 系統図

第
５
号

悪
影
響
防
止 

系統設計 その他 Ａe 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 53-3 配置図，53-4 系統図

第
６
号

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第
２
項

第
１
号

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 53-6 容量設定根拠

第
２
号

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象（同一目的の SA

設備あり） 
Ｂ 

サポート系要因 対象（サポートあり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃa 

関連資料 53-2 単線結線図，53-3 配置図，53-4 系統図

53-1-3
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53-2 単線結線図
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図１ 単線結線図 
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53-3 配置図

取付箇所：常設設備の配置及び可搬型設備を使用時に

取り付ける箇所 

保管場所：可搬型設備を保管している場所 

接続箇所：可搬型設備を常設設備に接続する箇所 

：重大事故等対処設備を示す。 
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図１ 機器配置図（原子炉建物４階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 機器配置図（原子炉建物２階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 機器配置図（原子炉建物１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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53-4 系統図
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1. 計装設備の系統概要図

静的触媒式水素処理装置入口温度，静的触媒式水素処理装置出口温度及び原子

炉建物水素濃度の系統概要図を図１及び２に示す。 

図１ 静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素処理装置出口温度の

系統概要図 
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図２ 原子炉建物水素濃度の系統概要図 

53-4-2
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53-5 試験及び検査
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図１ 構造図（静的触媒式水素処理装置） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 静的触媒式水素処理装置の試験及び検査 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素処理装置出口温度の

試験及び検査 

図４ 原子炉建物水素濃度の試験及び検査 

① 検出器の温度１点確認，絶縁抵抗測定を実施（点検・検査）
② 演算装置に模擬入力を実施し，演算装置から中央制御室のＦＤ及びＳＰＤＳデータ表示装置
（緊急時対策所）までのループ試験を実施（点検・検査）

模擬入力 

（電圧電流発生器） 

検査用計器 

（基準温度装置） 

温度検出器 

検査用計器 

（温度計） 

演算装置 ＦＤ※ 

ＳＰＤＳ 

データ 

表示装置 

中央制御室 

緊急時対策所 

① 

② 

基
準
ガ
ス 

水素濃度検出器 

酸素濃度検出器 
ＦＤ※ 

ＳＰＤＳ 

データ 

表示装置 

中央制御室 

緊急時対策所 ① 

① 基準ガスによる検出器の校正並びに中央制御室のＦＤ及びＳＰＤＳデータ表示装置（緊
急時対策所）までのループ試験を実施（点検・検査）

※ＦＤ：フラットディスプレイ
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53-6 容量設定根拠
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名 称 静的触媒式水素処理装置 

水 素 処 理 容 量 kg/h/個 
約 0.50 

(水素濃度４vol％，温度 100℃，大気圧において) 

最 高 使 用 温 度 ℃ 300 

個 数 個 18 

【設 定 根 拠】 

静的触媒式水素処理装置（以下「ＰＡＲ」という)は，常設重大事故等対処設備として設置

する。 

ＰＡＲは，重大事故等時において，原子炉棟内の水素濃度上昇を抑制し，水素爆発を防止

する機能を有する。この設備は，触媒カートリッジ，ハウジング等の静的機器で構成し，運

転員による起動操作を行うことなく，原子炉格納容器から原子炉棟に漏えいした水素ガスと

酸素ガスを触媒反応によって再結合させることができる。 

1. 水素処理容量

島根原子力発電所２号炉においては，触媒カートリッジがＰＡＲ１個につき 22枚設置さ

れるＰＡＲ－22タイプを採用する。製造メーカ（ＮＩＳ社）による開発試験を通じて，Ｎ

ＩＳ社製ＰＡＲの１個当たりの水素処理容量は，水素濃度，雰囲気圧力，雰囲気温度に対し

て，以下の式で表される関係にあることが示されている。 

（ＰＡＲの基本性能評価式） 

SF600,3
T

P

100

C
ADR

307.1

2H 







 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（式１） 

DR ：再結合効率（kg/h/個） 

A ：定数（  

2HC ：ＰＡＲ入口水素濃度(vol％) 

P ：圧力(105Pa) 

T ：温度(K) 

SF ：スケールファクタ 

スケールファクタ SFについて，ＰＡＲ－22タイプを採用し，ＰＡＲには各々22枚の触媒

カートリッジが装荷されるため SF=「22/88」となる。

スケールファクタの妥当性については，別添資料－３の「2.2.3 静的触媒式水素処理装

置の性能試験について」で示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

53-6-1

630



これらに以下の条件を想定し，ＰＡＲ１個あたりの水素処理容量を算出する。 

・水素濃度 CH2

水素ガスの可燃限界濃度４vol％未満に低減するため，４vol％とする。

・圧力 P

重大事故等時の原子炉棟の圧力は原子炉格納容器からのガス漏えいにより大気圧より

わずかに高くなると考えられるが保守的に大気圧（101,325 Pa）とする。

・温度 T

保守的に 100℃（373.15K）とする。

以上により，ＰＡＲ１個あたりの水素処理容量は，約 0.50kg/h/個（水素濃度４vol％，

大気圧=101,325Pa，温度 100℃=373.15K）となる。 

2. 最高使用温度

ＰＡＲは水素再結合反応により発熱するため，雰囲気水素濃度の上昇により温度も上昇す

る。ＰＡＲの設置目的は原子炉建物の水素爆発防止であるため，水素ガスの可燃限界濃度で

ある４vol％時におけるＰＡＲの温度を最高使用温度とする。 

水素濃度４vol％時におけるＰＡＲの温度については，OECD/NEAの THAI Projectにおけ

る試験を参照する。 

詳細は別添資料－３の「添付２ 静的触媒式水素処理装置の最高使用温度について」で示

す。 

3. 個数

実機設計（ＰＡＲの個数を踏まえた設計）においては，反応阻害物質ファクタ（Fi ）を

乗じた（式２）を用いる。反応阻害物質ファクタとは，重大事故等時に原子炉格納容器内に

存在するガス状よう素によるＰＡＲの性能低下を考慮したものであり，当社の設計条件にお

いては，保守的に原子炉格納容器内設置例での知見に基づいて「0.5」とする。 

53-6-2
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（実機設計における性能評価式） 

i

307.1

2H FSF600,3
T

P

100

C
ADR 








 ・・・・・・・・・・・・・・（式２） 

DR ：水素処理容量（kg/h/個） 

A ：定数（  

CH2 ：ＰＡＲ入口水素濃度（vol％） 

P ：圧力（105Pa） 

T ：温度（K） 

SF ：スケールファクタ（-） 

Fi ：反応阻害物質ファクタ（-） 

1) 必要個数の計算

原子炉格納容器からの水素漏えい量を以下のように想定し，これと水素処理量が釣り

合うように個数を設定する。なお必要個数の評価に当たっては，静的触媒式水素処理装

置の水素処理容量に重大事故等時の反応阻害物質ファクタとして 0.5を乗じた水素処

理量を用いる。 

・水素の発生量：約 1,000kg

・原子炉格納容器の漏えい率：10％/日

・反応阻害物質ファクタ Fi=0.5

・水素処理容量＝0.50g/h/個×0.5

＝0.25kg/h/個 

・必要個数＝（約 1,000kg×10％/日）／（24h/日）／0.25kg/h/個

＝約 16.7個 

これにより，ＰＡＲの必要個数は 17 個以上を設置個数とする。なお，実際のＰＡＲ

設置個数は，余裕を見込み 18個を設置する。 

2) 水素濃度を可燃限界以下にできることの確認

上記水素処理容量及び個数により，原子炉棟内の水素濃度を可燃限界以下に抑制でき

ることを，解析評価により確認している。詳細は別添資料－３の「2.2.2 原子炉棟の

水素濃度解析」で示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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1. 静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素処理装置出口温度

(1) 設置目的

水素濃度制御設備として，原子炉棟４階（燃料取替階）に静的触媒式水素処理装置を設

置し，重大事故等の発生時に原子炉格納容器から原子炉棟内に水素ガスが漏えいした場合

において，原子炉棟内の水素濃度上昇を抑制し，水素爆発を防止する設計とする。そのた

め，静的触媒式水素処理装置の動作確認を行うことを目的に，静的触媒式水素処理装置の

入口側及び出口側に温度計を設置し，中央制御室で監視可能な設計とする。 

(2) 設備概要

静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素出口温度は，重大事故等対処設備

の機能を有しており，静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒水素処理装置出口温

度の検出信号は，熱電対からの起電力を，中央制御室の指示部にて温度信号に変換する処

理を行った後，静的触媒式水素処理装置動作監視を中央制御室に指示し，緊急時対策所に

て記録する。（図１「静的触媒式水素処理装置入口温度及び出口温度の概略構成図」参照。） 

図１ 静的触媒式水素処理装置入口温度及び出口温度の概略構成図 

熱電対 

指 示 

記 録(注 1)

中央制御室 

緊急時対策所 

演算装置 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備
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図２ 静的触媒式水素処理装置への熱電対取付位置概要図 

(3) 計測範囲

静的触媒式水素処理装置入口温度及び出口温度の仕様を表１に，計測範囲を表２に示す。 

表１ 静的触媒式水素処理装置入口温度及び出口温度の仕様 

名称 検出器の種類 計測範囲 個数 取付箇所 

静的触媒式水素処理装置入

口温度 
熱電対 0～100℃ ２※ 

原子炉建物 

４階 

静的触媒式水素処理装置出

口温度 
熱電対 0～400℃ ２※ 

原子炉建物 

４階 

※ ２個の静的触媒式水素処理装置に対して，出入口に各１個設置

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表２ 静的触媒式水素処理装置入口温度・出口温度の計測範囲 

名称 計測範囲 

プラント状態※１と予想変動範囲 

計測範囲の設定に 

関する考え方 
通常 

運転時※1 

設計基準事故時※1 

（運転時の異常な過

渡変化時を含む） 

重大事故等時※1 

炉心 

損傷前 

炉心 

損傷後 

静的触媒式 

水素処理装置 

入口温度 

0～100℃ 

－ － 

最大値： 

100℃ 

以下 

最大値： 

300℃ 

以下 

重大事故等時における静

的触媒式水素処理装置作

動時に想定される温度範

囲を監視可能。 

静的触媒式 

水素処理装置 

出口温度 

0～400℃ 

※１：プラント状態の定義は，以下のとおり。

・通常運転時：計画的に行われる起動，停止，出力運転，高温停止，冷温停止，燃料取替等の発電用原子炉施

設の運転であって，その運転状態が所定の制限内にあるもの。通常運転時に想定される設計値を記載。

・運転時の異常な過渡変化時：発電用原子炉施設の寿命期間中に予想される機器の単一故障若しくは誤動作又

は運転員の単一の誤操作，及びこれらと類似の頻度で発生すると予想される外乱によって生ずる異常な状態。

運転時の異常な過渡変化時に想定される設計値を記載。 

・設計基準事故時：「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態であって，発生する頻度は希であるが，

発電用原子炉施設の安全設計の観点から想定されるもの。設計基準事故時に想定される設計値を記載。

・重大事故等時：発電用原子炉施設の安全設計の観点から想定される事故を超える事故の発生により，発電用

原子炉の炉心の著しい損傷が発生するおそれがある状態又は炉心の著しい損傷が発生した状態。重大事故等

時に想定される設計値を記載。
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2. 原子炉建物水素濃度

(1) 設置目的

原子炉建物水素濃度は，重大事故等時に原子炉棟内の水素濃度が変動する可能性のある

範囲で水素濃度を監視することを目的として原子炉棟内に検出器を設置し，水素濃度を測

定する。 

(2) 設備概要

原子炉建物水素濃度は，重大事故等対処設備の機能を有しており，原子炉建物水素濃度

の検出信号は，触媒式水素検出器及び熱伝導式水素検出器からの電気信号を，演算装置又

は中央制御室の指示部にて水素濃度信号に変換する処理を行った後，原子炉建物水素濃度

を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図３「原子炉建物水素濃度の概略

構成図」参照。） 

図３ 原子炉建物水素濃度の概略構成図 

指 示 

中央制御室 触媒式 
水素検出器 

演算装置 

記 録(注 1)

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備

指 示 

中央制御室 熱伝導式 
水素検出器 

記 録(注 1)

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備
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(3) 計測範囲

原子炉建物水素濃度の仕様を表３に，計測範囲を表４に示す。

表３ 原子炉建物水素濃度の主要仕様 

名称 検出器の種類 計測範囲 個数 取付箇所 

原子炉建物水素濃度 

触媒式水素検出器 0～10％ １ 原子炉建物４階 

熱伝導式水素検出器 0～20％ ５ 

原子炉建物４階：１ 

原子炉建物２階：２ 

原子炉建物１階：２ 

表４ 原子炉建物水素濃度の計測範囲 

名称 計測範囲 

プラント状態※１と予想変動範囲 

計測範囲の設定に 

関する考え方 
通常 

運転時※1 

設計基準事故時※1 

（運転時の異常な過渡変

化時を含む） 

重大事故等時※1 

炉心 

損傷前 

炉心 

損傷後 

原子炉建物水素

濃度 

0～10％ － － 0vol％ 
0～

4vol％ 

重大事故等時において，

水素の可燃限界（水素濃

度：4vol％）を監視可能

である。（なお，静的触

媒式水素処理装置にて，

原子炉建物の水素濃度を

可燃限界である4vol％未

満に低減する。） 

0～20％ － － 0vol％ 
0～

4vol％ 

※１：プラント状態の定義は，以下のとおり。

・通常運転時：計画的に行われる起動，停止，出力運転，高温停止，冷温停止，燃料取替等の発電用原子炉施

設の運転であって，その運転状態が所定の制限内にあるもの。通常運転時に想定される設計値を記載。

・運転時の異常な過渡変化時：発電用原子炉施設の寿命期間中に予想される機器の単一故障若しくは誤動作又

は運転員の単一の誤操作，及びこれらと類似の頻度で発生すると予想される外乱によって生ずる異常な状態。

運転時の異常な過渡変化時に想定される設計値を記載。 

・設計基準事故時：「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態であって，発生する頻度は希であるが，

発電用原子炉施設の安全設計の観点から想定されるもの。設計基準事故時に想定される設計値を記載。

・重大事故等時：発電用原子炉施設の安全設計の観点から想定される事故を超える事故の発生により，発電用

原子炉の炉心の著しい損傷が発生するおそれがある状態又は炉心の著しい損傷が発生した状態。重大事故等

時に想定される設計値を記載。
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以下に，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための自主対策設備の概要を

示す。 

1. 原子炉ウェル代替注水系の設置

原子炉ウェル代替注水系は，重大事故等時において，ドライウェル主フランジを冷

却することで原子炉格納容器外への水素漏えいを抑制し，原子炉建物の水素爆発を防

止する機能を有する。ドライウェル主フランジは図１に示すように，原子炉ウェルに

注水することで，ドライウェル主フランジシール材を外側から冷却することができる。 

ドライウェル主フランジは重大事故等時の過温・過圧状態に伴うフランジ変形で，

シール材が追従できない程の劣化があると，原子炉格納容器閉じ込め機能を喪失する。

このシール材は，以前はシリコンゴムを採用していたが，原子炉格納容器閉じ込め機

能の強化のために耐熱性，耐蒸気性，耐放射線性に優れた改良ＥＰＤＭ製シール材に

変更し原子炉格納容器閉じ込め機能の強化を図っている。 

改良ＥＰＤＭ製シール材は 200℃蒸気が７日間継続しても原子炉格納容器閉じ込め

機能が確保できることを確認しているが，シール材の温度が低くなると，熱劣化要因

が低下し，原子炉格納容器閉じ込め機能もより健全となり，原子炉棟への水素漏えい

を抑制できる。 

図１ 原子炉ウェル代替注水系 概略図 
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原子炉ウェル代替注水系は，大量送水車，接続口等から構成され，重大事故

等時に原子炉建物外から代替淡水源（輪谷貯水槽）の水，又は海水を，大量送

水車により原子炉ウェルに注水することでドライウェル主フランジを冷却でき

る設計とする。 

なお，ドライウェル温度（ＳＡ）（ドライウェル上部温度）の指示値を中央

制御室にて監視することで，継続的にドライウェル主フランジが冷却できてい

ることを確認可能である。 

2. 原子炉建物ブローアウトパネルの設置

原子炉建物ブローアウトパネルを設置し，仮に原子炉棟内の水素濃度が上昇

した場合においても，原子炉棟４階（燃料取替階）の水素を外部へ排出するこ

とで，水素の原子炉棟内滞留を防止する設計とする。 

原子炉建物ブローアウトパネルはワイヤーにて遠隔で操作可能な設計とし，

原子炉建物ブローアウトパネルを開放する場合は，原子炉建物外への放射性物

質の拡散を抑制するため，放水砲及び大型送水ポンプ車による原子炉建物への

放水を並行して実施することとする。 

なお，放水砲については，「1.12 工場等外への放射性物質の拡散を抑制す

るための手順等」で示す。 

図２ 原子炉建物ブローアウトパネル 概略図 
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